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神戸港の発展指標について（その二）

一一 ?`船舶統計を中心に一

佐々　木誠治

I　入港船舶の戦前傾向と戦後傾向

　　　一隻数的発展とトン数的発展との関連および差等一

正　入港船舶の邦船対外国船関係

皿　外国船の国籍穣造

　1）戦前の傾向と特色

　2）戦後の傾向と特色

I　入港船舶の戦前傾向と戦後傾向

　　　一隻数的発展とトン数的発展との関連および差等一

　開港後100年間の推移をうかがい知るに足る統計資料があるとして，神戸港

に入ってくる外国航路就役船が，或る年もしくは或る時・或る段階に急激且つ

顕著な増加を示すとか，或る期間に亘って〔必ずしも著大ならずとも〕持続的

にふえて行くとかいう事実＝現象を指摘・看取できるならば，それ自身，確か

に，神戸港の繁栄・発達ぶりを証明する有力た指標であろうけれども，それを

隻数で示すか，トン数＝船腹量でいいあらわすかによって，まず，ひとつの微

妙な問題が生じ，次いでは，そうした入港船舶量の増減に即して，神戸港の発

達ぶり，たかんずく，その劃期や段階を云為することが，一面密接な関連のあ

るべき神戸港の外国貿易量　　これについても，貿易価額と貿易貨物トン数と

の2大区別が指摘されるが　　の増大変化を中心に同港の発展過程を論じよう

（1）　本誌前号〔第18号（2）〕所載の拙論神戸港の発展指標について（その一）参照。
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という見方・思考と，どの程度に一致し・どの程度に不一致するかということ

　　　　　　　　　　　　　　ω
も問題であること曽って述べた。その限り，神戸港の入港船舶量〔統計〕を指

標として同港の発達，とりわけ，その潜勢の発展を論じるには，なお，再考’

吟味せねばならないことがらが数多く残っているというべきであろう。（貿易

量を指標とする発展論議の場合でも事情はほぼ同様である筈。）

　とはいえ，こうした問題点・吟味事項の残留は，入港船舶量の推移を指標と

して神戸港の潜勢発達を眺めること自体が不妥当だということを，本来，些か

も意味しない。入港船舶の隻数合計とトン数合計との間の若干の微妙な〔発展

指標としての〕ズレや，入港船舶量の推移と貿易量の推移との間の同様な不一

致やは，事実それ自体として認識されるべき必要性があるということとともに

その〔不〕関連性すなわちズレ乃至不一致の正体もしくは由国を究明する必要

も大いにあるということを，〔むしろ強く〕告げているといってよかろう。そ

して，実際には，ズレこそが合理的であったり，さなくとも，何等か充分に解

明され・理由づけされ得たりする場合もあろう。また，時には，統計数値に対

する疑惑・不信用を問題とせざるを得ないかもしれない。或るもの（指標）と

の比較ではズレがあるが，他のもの（指標）と比べると緊密なつながりがある

という場合もあり得よう。いうまでもなく，それが，われわれの学問研究の主

対象でもあり，また，たのしみでもある。

　前論趣旨とは一見反対の説を述べるかに受け取られるおそれもあるかもしれ

ないが，本稿では，ズレや不一致の解明という点を多分に意識しながら，いま

まで余り取扱われてこなかった神戸港の統計的諸事象，殊に統計の裏面もしく

は裏面史的統計事情を考察してみることにする。とりあえず，まず，総括的な

一この意味は次項の邦船と外国船とのごとぎ区別・内訳をつけないというこ

と一神戸港入港船舶統計の内部事情に関する考察から着手しよう。ちなみに

本稿で示す入港船舶統計は，既発表（利用）の神戸港入港船舶統計とかなり内

容的に異なっている。同一的，少なくとも，有関連的機関が作製せる同種的な
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資料であるにもかかわらず，こうしたズレ・くいちがいがあるのが，わが国の

資料の特色であり，止むを得ぬことらしい。

　神戸港に出入した外国航路就役船　　日本船および夕1国船の双方を含む一一

のいわゆる戦前期の発達過程と戦後期の発達過程とのふたつの過程の現実のあ

り方〔統計的数値〕に即して，神戸港の繁栄を語ることも，もとより可能であ

り，しかも，垂れによって，同港の成長ぶりは，それなりに充分鮮明に物語ら

れ得るといえるかもしれない。つまり，戦前近代期に関しては，明治末期2，500

隻あまりだった外国航路用船舶の入港数が，大正末年には3，500隻以上どたり

昭和11年には4，575隻（戦前最高）にも達したといういい方，他方，戦後現代

期にあっては，昭和20年の同港入港外国航路用船26隻・64，961総トンから昭和

41年度の7，950隻・51，787，083総トンまでへの回復につぐ躍進がなされたとい

う説明などは，それ自体，戦前期と戦後期との神戸港の繁栄・発達ぶりを証明

するに一応充分な力をもっている。このことは殊更に述べなくとも，周知の問

題でもあろう。他方，こうした総括的もしくは一般的な表現における入港船舶

量の増減推移を，隻数とトン数との別，或いは，戦前期と戦後期との区分観を

とり入れて分析的に考察したとき，如何なる相互関連性と相互不関連性・個別

特殊性とをもつかという点も，総括的意味での入港船舶量の推移（指標）と同

様総括的意味での取扱貿易量のそれとの関連性と不関連性とともに，さきに説

述するところがあった。如上の諸点と諸視角も重要・有意義だが，その外にも

留意・分析すべきことがらがいくつかある。

　第一に指摘したいのは，神戸港へ入ってくる外国航路用船舶が，いわゆる戦

前の近代的発達段階に．あっても，戦後の現代的再建拡大期にあっても，ともに

同じく，成長・発展の過程をたどってきているといい得る反面，戦前と戦後ど

の違いも大きいという点であり，しかも，それは，既述した入港船の隻数的発

展ぶり〔指標〕とトン数的発展ぶり〔指標〕との差は外に認められる別個な相

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　3



　経済経営研究第19号（I）

違点だという事実である。

　既述した神戸港に入ってくる外国航路用船舶の隻数或いはトン数の絶対値が

どういう風に発展（増減）して行ったかということも重要な一視点をなすけれ

ども，他方，神戸港のそれが，国内的に如何なる地位・比重を占めるかという

第1表神戸港入港船舶数の全国比率

年次隻数％1ン数％1年次隻数％1ン数％
明治39年

　40年
　41年
　42年
　43年
　44年
大正元年

　　2年

　　3年

　　4年

　　5年

　　6年

　　8年

　　9年

　10年
　11年
　12年
　13年
　14年
昭和元年

　　2年

　　3年

　　4年

　　5年

　　6年

21，2

19，6

18，9

19，9

22，6

27，8

27，5

27，4

27，8

27，5

26，7

26，4

26，8

26，3

26，6

23，5

23，0

24．3

2317

23，8

23，9

24，3

21，2

23，6

24，0

23．2

28，4

27，1

26，4

27，1

28，3

28，8

28，6

28，8

28，1

21，4

28，6

27，8

28，6

48，3

52，5

48，3

46，8

48，8

46，7

47，2

45，7

44，6

46．0

4411

45，0

44．2

明治39年～大正7年　　登簿トン数
大正8年以後　　　　　総トン数

昭和7年

　　8年

　　9年

　10年
　11年
　12年
　13年

24年

25年

26年

27年

28年

29年

30年

31年

32年

33年

34年

35年

36年

37年

38年

39年

40年

22，5

21，1

21，1

20，2

19，9

19，5

19．1

23，4

19，6

15，2

12，8

20，2

15．7

王7，4

15，3

17，4

17，9

17，1

16，9

15，7

15，7

14，7

14，5

12．5

42，9

40，1

39，8

37，7

37，6

37，5

37．1

23，8

23，3

16，4

17，0

17，5

17，7

18．l

17，7

18．O

工8，8

18．3

工7．1

15，9

15，7

14，5

13，5

11．8

（鰯；妻醒幕鰯慰よる）



　　　　　　　　　　　　　　　　　神戸港の発展指標について（その二）　（佐々木）

こと，もしくは，他の或る港　　従来，横浜港がこの種比較の対象にえらばれ

る場合が多い　　のそれと比較したときどうかということも有用・有意義な分

析観点たり得る警である。いま，前者の国内的比重という問題に着目・限定し

つつ，ここ約50年間の推移をうかがってみると第1表のごときものが求め得ら

れ飢ちなみに，戦時中とごく最近の各数年は全国統計の統計を欠いているた

めに比率を示し得ない。

　ここではっきりと認められる戦前期と戦後期との差異がいくつかある。しか

も，その由国もしくは事情に関しては甚だ不明白であり，むしろ，不可解でも

あるというべき相違も含まれている。隻数からみても，また，トン数からいっ

ても，神戸港に入港する外国航路用船舶の国内的シェアー：比率は，戦前にお

いて高く・戦後において次第に低くなってきている事実，いいかえれば，外国

航路用船舶の入港量に関して，神戸港の地位は〔時代の経過につれて〕減退し

つつあるということも確実に読みとることができる。そして，そのことも確か

にひとつの要注目事項である。けれども，この事実・傾向それ自身はわれわれ

　　　　　　　　　　　　（里〕
にとってそう不可解でないし，当面の中心課題をなさない。

　最大の関心を寄せるべき，また，求めたい問題であり，また一方で，その理

由や真相については，ほとんど不分明な一一そのかぎり，或る意味で奇妙な

　　問題は，戦前における入港船舶の隻数とトン数との関係・組み合せという

ものと戦後の同じ関係・組み合せとの間によこたわる明瞭にして著大な相違で

ある。戦前期の大正8年から昭和13年までの20年間の中でも，戦後期の昭和24

年から昭和37年までの十数年の中でも，それぞれの期間申における若干の上下

浮動現象さえも含んで，入港船舶隻数面の比率とトン数面の比率との双方が，

大勢として・減少して行っているが，この動き自身は理論的にも首肯できる。

（2）　たとえば，戦後における臨港工業地帯＝工業港の発達を想起すれば或る程度の理

　　解が行くであろう。上掲拙稿参照。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　5
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第一次大戦後におけるわが国の諸発展，さしあたって，神戸・横浜は外の諸港

湾の開発につれて，入港船舶量に関する神戸港の国内比重が次第にさがって行

くのは，けだし，当然・自然の成行きであろう。だが，戦前にあって，隻数面

比率の最高は27％弱であり，最低は20％弱でその差7％余という比較的小さい

懸隔であったのに対して，トン数比率は最高は53％弱・最低は37％強，その差

約16％と明白にかたり大きな開きがあったのに，戦後にたると，この懸隔が極

めて微少なものになっている事実は注目すべく，且つ，事情究明のしかく容易

ならざる奇妙な問題である。

　隻数に着目して神戸港の全国的シェアーを求めるならば，最高でも4分の1

ちょっと，低い方では5分の1くらいになってしまうが，（総）トン数すたわち

入港船腹量を基礎としてその国内的比重・地位如何を考えるときには，遥かに

高いということ，つまり，多ければ過半数・少なくても4割乃至3割7分を占

めるというのが戦前のあり姿である。さらに突きすすんでいえば，戦前にあっ

ては，神戸港の地位が隻数面で相対的に低く（小さく），　トン数面では相対的

に高く（大きく）評価される状態であった。これに比して，戦後においては，

隻数的比重とトン数的比重との開きがほとんどなくなっている。たとえば，24

年度において，前者が23，4％なら後者も，23．8％であり，37年度では前者も後者

も15．7％である。最もアンバランスな昭和27年度について見ても，隻数面比率

12．8％に対するトン数面比率17％で，その懸隔は4％少々という有様である。

戦後にあって，隻数的にも，トン数的にもかなり接近・相似的な数値となり，

且つ，そうした関係で，全国的比重を少しずつ低下させてきているのが神戸港

の最近傾向だといえよう。しかして，統計資料としての欠陥を別問題とするな

らば，戦前における隻数面とトン数面との開き具合が何に基づくのか，こうし

た開きがあるのが妥当なのか・たい方が普通なのか，について直ちに判定をく

だしがたいように考えられる。

　こうした概要・原則的で且つ大きな相違点というべきものの外にも，いくつ

　6
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かの留意すべき小差等がある。戦前期と戦後期との各々における年度的波動な

かんずく或る年度の減退現象は考慮の外におくとして，戦前期にあっては，隻

数に関する比率はトン数のそれより絶えず小さい。ところが，戦後期において

は，隻数的比重よりも小さいトン数面比重が示される場合が，たとえ唯一の年

度だげであれ，認められる〔昭和28年度〕。次ぎに，昭和40年度において入港

トン数が減退したという唯一の例外を除いて，戦後の神戸港入港船舶の絶対量

は，隻数上はもちろん，トン数的にも，減退知らずの増大一路を歩み，そうで

あって，隻数・トン数双方の全国比率では時に上昇・時に下降を示している。

このことは，戦前にあって，隻数比率の減退はおおむねトン数比率ならびにト

ン数絶対量の減少を伴なっていたのときわめて対照的である。他面，前にふれ

たことでもあり，また，むしろ共通的事項であるかもしれないが，入港船舶に

ついてみた神戸港の国内的な比重は，隻数・トン数両面において，時代の経過

とともに減退してきたといってよかろう口特に，隻数からみた同港比率の動き

は，第一次大戦後の26％から第：次大戦前の19％への減少につづいて，第二次

大戦後も依然微小ながら漸滅を示していると見ることが可能である。傾向と一し

てほぼ同じ減少の道だが，トン数面では，第二次大戦の前と後とでは，比率・

数値の顕著な開きが認められ，或る意味では，それは戦前の神戸港と戦後の神

戸港との　　地位・役割とはちがうのだが一大きな違いを予示乃至暗示して

いるかもしれない。この種の一面類似的で，一面異質な問題の存在も無視され

てはなるまい。

皿　入港船舶の邦船対外国船関係

　神戸港に出入する外国航路用船舶は，繰返し述べるまでもなく，日本船だけ

ではない。諸外国の船舶，いわゆる外国船も相当に多い。最近では，むしろ，

外国船の方が多いといえよう。（後述参照）。いま，これまでの考察と同様，神

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　7
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　（錺）
戸港に入港した外国航路用船舶に限って，日本船と外国船との割合が，歴史的

にどう推移してきているか・何等か注目すべき変化があるかどうかを眺めてみ

るとしよう。もっとも，これまた今までの考察とほぼ同様，明治期の大半と第

二次大戦中および戦争直後の約10年間とは，統計数字がないゆえに除外され，

他方，外国船の内訳についてのより詳細な分析一いわゆる国籍別分類　　は

同じく，資料面の制約があるのみならず，予定紙幅の限定ということもあるの

で省略することにする。いうなれば，第二次大戦に伴なうドサクサ状態ならび

に混乱の時代を除いた明治末期から最近までの時期における神戸港入港外国航

路用船舶全体のたかで，日本船は，どのように評価され・位置づけがなされる

か，また，発展・変貌してき．たかという点が，ここでの考察課題をなす。

　前項にあっても，隻数を基準とした分析・見方とトン数を中心にした見方・

解釈との間には，一面密接な関連もあるが，一面微妙なズレ乃至差異もあると

いうことを強調したけれども，本項で，邦船対外国船の関係構造を考えるに際

しても，事情はほぼ同似的である。まず，隻数に即して眺めることからはじめ

よう。

　第2表に明らかなとおり，明治末期以降第二次大戦前までの，いわゆる近代

期においては，日本船が常に優勢・多数であった。特に，第一次世界戦争が勃

発した大正3年度から昭和15年度までの27年間において，日本船は，3分の2

以下の比率となった年は一度もないわけで，第一次大戦期間中および昭和15年

度の80％以上という圧倒的比重ぶりを例外としても，ほとんど絶対的な優位性

雪邦船の“天下’’の時代がつづいたといって決して過言であるまい。しかるに

第二次大戦後の現代・最近時期にあっては事態は全く一変してきている。すな

わち，昭和33年度の52，5％を唯一の例外として，日本船の入港比率は毎年半分

に足りない。日本の港，なかんずく，日本一の港たることを誇り・誇らんとす

（3）　神戸港に入ってきた国内航路専従船，いわゆる内航船が除外されるし，外国航路

　　用船舶であっても，入港数（量）と出港数（量）との間には，僅少ながら差がある。
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　　　　　　　　　　　　　　　　神戸港の発展指標について（その二）（佐々木）

る著名の大貿易港でありながら，神戸港に入ってくる外国貿易船の大部分は外

国の船であって，日本船でないという状態が示されているわけである。こうし

た最近の現象・傾向は，一面において，神戸港の国際色・国際的性格をますま

第2表　邦船・外国船別入港船舶隻数

年次1邦船

明治39年

　40年
　41年
　42年
　43年
　44年

大正元年

　　2年

　　3年

　　4年

　　5年

　　6年

　　7年

　　8年

　　9年

　10年
　工1年

　12年
　13年
　14年

昭和光年

　　2年

　　3年

　　4年

　　5年

　　6年

　　7年

1．568

1．642

1．476

1．585

1．626

1，610

1．645

1．797

1．902

2．039

2．149

2．150

2．465

2．953

2．543

2．168

2．245

2．268

2．339

2，511

2．767

2．979

2．981

3．065

3．240

3．029

2，851

57，0

60，5

60，0

64，5

64．4

6414

63，8

64，1

70，2

81，8

80，8

83，9

88．8

8615

75，4

75，2

70，3

68，6

66，7

71，3

70，5

72，0

70，7

69，3

71，9

73，0

72．8

外国船1総計11年次1邦船

1，184

工，070

　983

　874

　897

　89工

　932

1，O07

　809

　454

　511

　413

　311

　462

　829

　716

　949

1．040

1．169

1，013

1．159

1．157

1．233

1．358

1．267

1．121

1，064

2．752

2．712

2．459

2．459

2．523

2，501

2．577

2．804

2．711

2．493

2．660

2．563

2．776

3．415

3．372

2．884

3．194

3．308

3．508

3，524

3．926

4．136

4．214

4．423

4．507

4．150

3，915

昭和8年

　　9年

　10年
　11年
　12年
　13年
　14年
　15年

24年

25年

26年

27年

28年

29年

30年

31年

32年

33年

34年

35年

36年

37年

38年

39年

40年

41年

2．939

2．999

3．146

3．287

2．835

2．410

2．661

2，772

1．468

1．620

1．746

1．869

2．238

2．689

2．771

3．078

3．031

3．230

3．250

3．338

3．177

3，547

73，8

71，9

70，6

71，8

66，9

66，9

71．6

8315

41，7

43，8

45，2

44，3

45，5

52，5

49，8

48，7

45，6

47，3

47．3

4618

44，1

44．6

外国船

1．041

1．166

1．309

1．288

1．403

1．193

1．057

　546

1．180

1．359

1，664

ユ，963

2．054

2．078

2，1王9

2．348

2．685

2．437

2．798

3．241

3．621

3．600

3．614

3．789

4．020

4，403

総計
3．980

4．165

4．455

4．575

4．238

3．603

3．718

3，318

3．522

3．698

3．865

4，2王7

4．923

5．126

5．569

6．319

6．652

6．830

6．864

7．127

7．197

7，950

（神戸市統計書による）



　経済経営研究第19号（I）

す実証・発揮するものだといい得るとしても，一面では，明らかに，いわゆる

戦前・近代期のあり方＝傾向の逆であり，その限り，甚だ顕著に対照的な変化

・相違点ということができる。

　要約的には，日本船の戦前的優位（躍進）と戦後的劣位（退嬰）という形！

第3表邦船・外国船別入港船舶トン数

年　　次

明治39年

　40年
　41年
　42年
　43年
　44年
大正元年

　　2年

　　3年

　　4年

　　5年

　　6年

　　7年

　　8年

　　9年

　10年
　11年
　12年
　13年

昭和元年

　　2年

　　3年

　　4年

　　5年

　　6年

　　7年

邦　　　船

2，000．864

2，288．498

2，157．061

2，397．419

2，538．947

2，638．423

2，823．909

3，394．182

3，529．852

3，817．660

4，054．193

4，114．246

4，292．416

4，931．506

4，952．721

5，111．476

5，727．442

6，005．319

6，559，エ50

7，862．720

7，426．329

8，423．164

8，640．949

9，650．223

9，275．658

14，670，252

明治39年～大正14年

昭和元年～昭和40年

％　　外　　国　　船　　総　　　　計

36，8

41，6

40，4

44，6

44，7

45，7

45，4

47，8

53，4

68，6

69，7

75，8

84，1

74，1

60，1

62，9

56．6

5414

55．0

5715

57，8

56，6

58，1

58，8

60，8

61，3

60．7

登簿トン数

総トン数

3，432．016

3，209．379

3，176，765

－2，977．181

3，137．196

3，135．880

3，390．217

3，708．808

3，078．124

1，744．956

1，763．639

1，315．231

　811．724

1，726．890

3，290．139

3，O18．479

4，389．260

5，026．989

5，407．290

5，625．380

5，698．508

6，086．356

6，046．952

6，227．569

5，851．290

9，512，175

　5，432．880

　5，497．877

　5，333．826

　5，374．600

　5，676．143

　5，774．303

　6，214．126

　7，102．990

　6，607．976

　5，562．616

　5，817．832

　5，429．477

　5，104．140

　6，658．396

　8，242．860

　8，129．955

10，116．702

11，032．308

12，006，440

．．旦饗q！2里．．．．

13，598．100

13，124．837

14，509．520

14，687．901

15，877．792

15，126．948

24，182，427

10



　　　　　　　　　　　　　　　　　　神戸港の発展指標について（その二）　（佐々木）

言い方で表現できよう如上の推移＝史的変化は，トン数に即した分析・思考に

際しても，ほぼ同様且つ明白に認められる。つまり，日本船は，一応，隻数に

ついても，また，総トン数に関しても，戦前期神戸港の王者的立場であり，中

心勢力を誇っていたのであるが，戦後にいたって，その地位・勢力がくつがえ

年次1邦　船
昭和8年

　　9年

　　10年

　　11年

　　12年

　　13年

　　14年

　　15年

15，510．131

16，038．893

16，968．482

17，880．663

16，O05．846

13，640．717

15，316．617

16，213，560

・　外国船1総
62，7

61，3

62，2

62，5

58，6

59，2

65，3

81．1

9，281．535

10，135．399

10，325．525

10，728．372

11，320．123

9，420，016

8，150．325

3，771，007

計

24，791．666

26，174．292

27，294，007

28，609．035

27，325．999

23，060．733

23，466．942

19，984，567

24年

25年

26年

27年

28年

29年

30年

31年

32年

33年

34年

35年

36年

37年

38年

39年

40年

4，410．830

7，230．228

8，423．853

8，839．572

9，665．702

11，512．618

14，906．327

16，723．361

18，391．080

18，400．510

19，373．453

18，936．749

19，374．449

18，126，015

37，2

41，4

41，6

41，0

40，8

48，8

47，7

45，7

41，6

41，7

40，5

41，2

38．8

7，227．704

8，399．918

9，813．279

11，284．414

12，224．084

11，906，065

王2，396．358

13，894．262

16，706．199

15，652．201

18，365．438

21，826．457

25，805．524

27，127．824

27，862．201

27，661．473

28，577，105

15，695．244

19，454．312

20，329．918

21，235．930

23，559．964

28，218．817

30，558．528

35，088．799

40，217．537

44，206．034

46，501．277

46，798．950

47，035．922

46，703．120

（神戸市統計書による）
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されるにいたったのである。すなわち，大正5～7年ごろの神戸入港外国航路

用船腹総量500～580万総トンのうちの400万総トン以上　　比率としては5年

70％→6年76％→7年84％→8年74％と推移した一が日本船であったという

状態，或いは，戦前的最高水準である2，700～2，800万総トンという全入港船腹

量のうちの62％・1，700～1，800万総トンが日本船であるという状態で示され得

る邦船の優勢・強大ぶりが，最近では，入港外国航路用船腹合計約4，700万総

トンの半ばをこえる2，800万総トンが外国船で，日本船はせいぜい1，800～1，900

万総トンにとどまる　　比率としては昭和40年の388％・39年の412％であら

わされる　　という変化が第3表から容易且つ明瞭に読みとることができる。

　このように，さきにみた隻数面の変化と類似・符合する動きが船腹量（総ト

ン数）面で認められるということ，換言すれば，双方間の一致共通点の存在も

確かに重視・強調さるべきだが，他面，不一致・別個の推移乃至傾向というも

のもあり，また，如上相似・共通と思われるところにあってさえ，仔細にみれ

ば，個別特性が存在するという事実も決して忘れられてはならぬ。この隻数面

と船腹…トン数面双方間の相似的だが一面微妙な差異，もしくは，各々の個別

特性という点をいま少し堀り下げて例証しておこう。

　まず最初に指摘できるのは，戦前期における日本船の優位優勢という一般的

且つ共通的事実或いは傾向のなかにあって，隻数面では確かに一点　　一年と

いってもよいが一の例外なしに黙りであるけれども，トン数面では，明治期

および大正初期においては，逆に日本船比率が低く，第一次大戦が勃発した大

正3年以降にはじめて日本船の優位・比率の向上が実現されたという相違点で

ある。別言すれば，神戸港に入港した日本の外国航路用船舶は，隻数的比率と

しては，早くも，すでに明治〔末〕期から圧倒的優位を誇り得るようになって

いたが，トン数比率では，同時期未だ劣勢を余儀なくされ，大正に入り第一次

世界戦争の発生に基づく外国船の撤退に乗じて，はじめて・ようやく，外国船

を圧して優位を獲得するにいたったのである。

　12



　　　　　　　　　　　　　　　　　　神戸港の発展指標について（その二）（佐々木）

　関連して，次ぎに注意を喚起したい点は，大正期の第一次世界戦争の影響を

受けて日本船の隻数〔比率〕もトン数〔比率〕も，ともに増大・発展して行っ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㈹
たこと明白且つ確実であるけれども，前者隻数の増加傾向は大正8年に，一応

の頂点に達して次年度より下降して行くのに対比して，後者船腹量の実数は，

ほほ，継続的な増大傾向を示している違いである。詳言すれば，神戸入港の外

航用邦船隻数は，明治末期の1，600隻少々から大正4年の2，000隻強・7年の

2，465隻を経て8年度の2，953隻にまで累増したのち，大正末期乃至昭和期の再

増加・発展まで，一旦減退の道を歩んだ。　（ちなみに，いわゆる戦前期におい

て，上記大正8年の入港実績2，953隻を上廻る邦船入港数のみられる年度は，

昭和2～6年および昭和9～11年の8回だけである。）　しかるに，入港邦船船

腹量は，大正時代全期を通して毎年増大をつづけた。特に，上記隻数増加がス

トップして，大正8年の2，953隻から大正9年の2，543隻，1O年の2，168隻へと

いう急落傾向の見られる時期　　且つトン数としての構成比率も8年の74エ％

　　　　　　　⑰〕
から9年の601％へ低落が認められる　　にあって，入港した日本船のトン数

は，8年の4，931，416トンから9年の4，952，721トン・1O年の5，m，476トン

という漸増が示される。このことは，かなり欠きた相違点であり，隻数および

船腹量の各々に個別な特性であるといってよかろう。

　ついでに且つ念のため附記しておくが，第一次世界大戦に伴なう神戸港入港

外国航路用船舶の内外比率の変化，すなわち，日本船の優勢化は，本来，日本

船自体の増大というよりか・対比される外国船の減少によって実現された面が

相当につよい。そして，船腹量＝トン数面についてよりは，隻数面に関してこ

の傾向は一層著しいようである。たとえば，大正2年の日本船隻数比率64．i％

（4）　隻数比率としては大正7年の86．8％が頂点であり，翌8年は，隻数の絶対数が顕

　　著に増加したにもかかわらず，構成比率の減退（86．5％）が示され乱

（5）　トン数比率の最高は大正7年の84．1％で，9年度に，対前年14％減という最も大

　　幅な低下現象があったわけである。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　13



　経済経営研究第19号（1）

が翌3年に70，2％と6％ほど増大した背景・根拠としては，日本船が1，797隻

から1，902隻へ102隻増加した事実ももとより考慮さるべきだが，この増加隻

数の約倍に相当する外国船の減少　　1，O07隻から809隻へ　　があることは，

客観的には，より評価さるべきであろう。また，大正5年と6年とを比較する

と，日本船は最小数1隻の増加でしかないがゆえに，日本船比率の3％増は，

当然，外国船隻数の98隻減少に基因すると解釈しなければなるまい。

　もちろん，こうした外国船の減退現象を一層注目・重要視する必要性は，船

腹量＝トン数に関しても認められる。けだし，たとえば，日本船のトン数比率

の最大値84．1％が示される大正7年の事情，とりわけ，対前年8％強の増大が

もたらされた理由としては，大正6年の日本船トン数4n万トンから430万ト

ンヘの20万トン弱の増加も，もとより指摘できるが，むしろ，外国船の132万

トンから81万トンヘの50万トン強の減少量こそより有力要因だといってよかろ

うからである。　（大正8年と9年乃至n年と12年の外国船の急増＝大幅アップ

の重要性については改めて述べない。容易に類推可能であろう。）

　次ぎに考察したい問題は，第一次大戦に伴なう異常な変動，さしあたって，

日本船比率の向上・伸張がおさまったあと第二次大戦までの期間における日本

船比率のあり方である。隻数とドニノ数の双方に関して，日本船比率は大正7年

を頂点としてひとまず減退し，そのあと，小幅の上下動を伴なう安定状態に入

ったと見てよかろう。これが，一面，いわゆる戦前期神戸港の発展・繁栄に対

応し，それを体現するものであるという点と，一面，第二次大戦への接近・突

入によってバランスが破れるにいたった点とは，改めて指摘するまでもあるま

い。ここで特に注目したいのは，一旦減少し，その後，安定的優位を保った形

の日本船比率にして，トン数に関するそれがおおむね60％台であるのに比し

て，隻数のそれは，相対的に，より高く70％台であるという事実である。これ

は，すでに述べたごとく，明治末期・第一次大戦前における入港船舶の隻数対

トン数の関係とは明白に違っている。繰返しになるけれども，第一次大戦まで
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　神戸港の発展指標について（その二）（佐々木）

は，日本船の入港比率は隻数面で過半数を制したが，トン数上は半ばに達し得

ていなかった。それが，第一次大戦を体験することによって，トン数面におい

ても過半数をこえることとなったのであり，戦後の減退乃至安定現象を通じて

も，日本船の隻数およびトン数双方にわたる優勢ぶりは引続き確保されたので
　　（⑪
ある。

　しかも，相対的に高比率の日本船隻数の実数は，この間，さまで顕著な増大

特に，画期的躍進をしていないのに対して，日本船はもちろん，外国船に関し

ても，トン数面では刮目すべき発展画期が見出されるという点も資料として強

調しておきたい。昭和7年がそれで，日本船54万トン・外国船37万トン計91万

トンの激増があった一もっとも，比率それ自体は余り変化せず，むしろ日本

船の地位が低下したといえる。

　いずれにせよ，第二次大戦前にあって，神戸港に入ってきた外国航路用船舶

は，大雑把にいって，明治末期の2，500隻・570万トン　　うち日本船1，600余

隻・260万トンーから昭和11年の最盛期の4，600隻弱・2，860万トン　　うち

日本船3，300隻・1，800万トン弱一にまで発展して神戸港繁栄の端的なシンポ

ルとなった過程の中にいくつかの色彩と変化があったことはほほ理解され得た

であろう。

　最後に，第二次大戦後における日本船と外国船の関係について同趣旨の問題

をさぐって本項を終らせよう。すでに指摘しておいたとおり，第二次大戦終結

以後今日までの期間において，最も注目すべき且つ戦前期に比してきわめて対

照的な特徴・変化は，神戸入港外国航路用船舶としての日本船比重が著しく低

減したことである。しかして，いうまでもなく，日本船比重の減退の裏側は外

国船比重の増大である。戦後の神戸港を訪れる外国航路就航船は，圧倒的に外

国船が多くなっているといいかえることもできるわけである。また実際上，少

（6）　昭和11年ごろにおける隻数上の日本船比率72％およびトン数上の同比率62％は，

　　明治末期の前者64％・後者45％と比較して評価さるべきである。
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なくとも入港船腹壁（トン数）に関するかぎり，第一次大戦を通じてようやく

獲得され・確保された日本船の優位優勢が，第二次大戦を機会として逆転し，

外国船の進出・伸長をもたらしたという言い方も可能であろう。

　とはいえ，全体統括的乃至一般的な傾向として，かく日本船比重の減少・外

国船比重の上昇が認められ得，実現されつつあるといえるにせよ，それは決し

て単純・一本調子の動きではない。このことも注視する必要がある。なかんず

く，日本の経済活動・貿易および海運活動の再出発＝復興がはじまって以来し

ばらくの間は，神戸に入港する日本船の外国航路就航船舶が年々増大・発展の

動きを見せていた事実を見落してはならない。この点，おおむね昭和33年度ま

では，隻数・トン数ともに・日本船の比率が増大（恢復）して行き，34年以降

になって逆転現象が起ったとみてよいであろう。けだし，トン数面に関して，

昭和28年一日本海運の国際的再進出が許された年一の日本船比率37．2％が

〔多少の浮沈を示しつつ〕一旦，33年の48．8％にまで恢復・増大したのち翌年

から低落の逆転過程に変って昭和40年度の38．8％に到達し，隻数面に関して

も，28年の41．7％から33年の52．5％へと発展したあと漸滅して，昭和40年の

44．1％乃至41年の44．6％となっているからである。

　この事実とともに，次ぎに，大勢的には共通・相似の動きを示すげれども，

隻数においてとらえた日本船の比重よりもトン数に即してながめた同じ比重の

方が一層小さいということ，すなわち，船腹量としての日本船の減少傾向がよ

り明白であるという事実も，指摘されてしかるべきであろう。それは上に述べ

たとおり，戦後における日本船比重の一番高かった年度である昭和33年におい

て，隻数面のそれは525％と過半数に達していた　　50％以上はこれが唯一の

例外　　し，最近時における最低限と思われる昭和40年度にあっても，なお，

44．1％という数値を保っているけれども，トン数面の比率となると，同じ年度

それぞれ40．O％および3818％であって，明白に一層低い数字である点を例示し

ただけでほぼ充分に首肯されることであろう。
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　　　　　　　　　　　　　　　　　神戸港の発展指標について（その二）　（崔々木）

　他に指摘すべき問題・事項はたお残ろうが，さしあたって如上の諸点を指摘

するにとどめる。

並外国船の国籍構造

　神戸港に入ってくる船舶，なかんずく，外国の船舶が甚だ多数であること，

また，各国の船であることはよくいわれるし，理解にかたくたかろう。もっと

も，それが時代的にどのように経過してきたか・変化があったかについては，

余り論じられることもないし，いわんや，その国籍別構造の推移に関して詳細

に分析されることも少ない。少なくとも，一冊の書籍・一編の論文として，殊

に，全体的・歴史的にこの問題を取扱ったものは，これまでにないといってよ

かろう。　〔浅学の故に知らないと述べ改めてもかまわたいが。〕

　けれども，神戸港を訪れる外国船の数一隻数とトン数ともに一が時代の

推移につれて増大（時に減少）して行くということは，それ自体，港の繁栄を

物語る指標であるし，また，その過程にあって，国籍別構造の変化，なかんず

く多様化などが認められ得るとすれば，それまた，いわゆる港の国際色〔の発

達〕として，隆盛のひとつの目安となるものと思われ，そうした意味では，こ

の入港船舶の国籍構造に今少し注目を喚起してしかるべきでないかとも考えら

れる。

　他面，以下で述べるとおり，戦前と戦後どの間には，神戸を訪れる外国船構

造のちがいがあるし，国別にみた入港船の増減過程にも，もちろん相当な差が

ある。その事実を知っておくのも決して無意味であるまい。よって，以下に，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（丁〕
戦前期と戦後期とに両分しながら，主として隻数に関する入港外国船舶の国籍

（7）　船腹量すなわちトン数の重要性を無視するわけではないが，とりわけ，第二次大

　　戦前にあって，特殊に大きな船舶の発展はなく，大型であれ中小型であれ，入港し

　　た船一隻単位の増加こそ，最も切実に港の振いを語ると考えられる。
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別構造のあり方と推移の大要を述べ，もって，神戸港発達の一側面を語らしめ

よう。

　　1）戦前の傾向と特色

　いま，われわれが利用し得る最古の統計は明治39年のそれだが，前項で述べ

たとおり，そこにおいて，すでに，日本船は，隻数上，神戸入港外国航路用船

舶全体の過半をこえていた。他方，トン数面に関しては，第一次大戦を機とし

て日本船比率の過半数突破が達成さたのである。爾後，第二次大戦にいたるま

第4表神戸港における国籍別船舶入港数

明治39年 明治44年

イ）第二次大戦前

大正2年
国名隻数1・1総1ン数隻数・1総1ン数隻数・1総1ン数隻数

ノノレウェー　　742，7　　75．701　　21　1　　45．442　　　8　0　　15．340　　12

デンマーク　　100，4　23．724　100，4　28，3工6　　9　0　24．683　　8

スエーデン　　1　0　　1．074　　8　0　　19．933　　120，5　30．333　　3
ロ　　シ　　ア　　　　37　　　0　　　　　1．692　　　　8　　　0　　　　11．750　　　　10　0－4　　　　12．787　　　　64

オランダ　　11，3　92．856　22　1　66．588　200，7　56．364　47

ドイツ2037．4612．0861435．8536．7511706．3646，104
フランス　　722．7　196．486　632．6　173．631　622．3　236．196　10

イタリア　　　　　　　　　　　　　　　6　0　15，559
イギリス　60021．81，709．957　54322．O1，812．863　63322．82，204．144　78

ギリシャ

リベリア
パ　ナ　マ

アメリカ　1676．1　662．340　532．2　385．366　572．1　410．218　44
イ　ン　ド

フィリピン

台　　　湾

中国10934603．940402．51143
韓国403，184日　　本1．56857．02，000．8641．61064．42，638．4231．79764．33，394．1822，465

その他　140，6　51．982　140，6　51．300　160－6　54．569　2
　計2．7521005，432．8802，501工005，774．3032．8011007，ユ02．9902，776
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　　　　　　　　　　　　　　　　　神戸港の発展指標について（その二）　（佐々木）

で，隻数・トン数の両面ともに，外国船は日本船の後塵を拝しつづけた。全体

として，このような経過をたどった外国船舶の各国別構造は，この間に，如何

なる変化・発展をたどったか，これが当面の課題である。

　第4表を眺めたとき，まず，全体的・共通的な動向として，神戸に入港する

諸外国船が第一次大戦によって甚大な影響を受け，その前と後とでは，各国毎

にはもちろん，外国船全体としても，比率比重の顕著な差が見出される事実を

指摘できる。個々の国毎の変動推移の状況は後述するとして，次ぎには，この

第一次世界戦争の起るまえの時期，いわゆる明治末期乃至大正初期〔まで〕に

大正7年 大正11年 昭和5年 昭和11年
・総／ン数隻数1・1総／ン数隻数1・1総／ン数隻数1・総／ン数

O．4　　　38．598　　　32　1，O　　105，O工3

0，3　　　24．549　　　160，5　　　69．063

　0　　　　　9．045　　　　14　0，4　　　　52．475

2，2　　　　55．538　　　　11　0，3　　　　13．258

1．7　　　145．033　　　　55　1．8　　　201．594

　　　　　　　　25　0，8　　　　91．436

0，4　　　23．583　　　63　2．0　　247，327

84　1．9　　　223，408　　　i54　3．4

28　0．6　　　105．939　　　　47　1．0

18　0，4　　　63．325　　　30　0．7

　1　0　　2，968
エ8　0，4　　　83．782　　　72　1．6

i26　2．8　　　546．612　　　107　2，4

61　互．5　　421，O15　　　35　0．8

867．997

298．853

173，922

551．800

909．259

423，227

2．8　　344．734　　49115，52，252．284　　49511．02，522．151　　55612．3　　5，042，847

1．6　　　121．159　　　234　7．3　1，346．740　　　239　5．3　1，507．658　　　178　3．9　　2，052，750

1，6　45．413　50　4．097　30　3．381　260，6　66，377

89．0　4，292．416　2．24570．4　5，727．442　3．24072，0　9，650．223　3．287725　17，880．663

　0　　　　4．072　　　　3　　0　　　　5．973　　　185　4．1　　732．062　　　40　0．8　　　196．200

100　　5，104．140　3．194100　10，116．702　4．498100　15，862．524　4．532100　　28，463，895
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口）第二次大戦後

昭和26年 昭和29年 昭和33年
国　　名　隻数　％　総トン数　隻数　％　総トン数　隻数　％　総トン数

アメリカ　49324．8　3，795．326　46212．5　3，619．287　58111135，075，691

イギリス　36418．3　2，277．737　44612，1　2，823，91｝　4739．23，072，67三

ノノレゥェ”　　　ユ869－4　　　95ユ，866　　ユ734．7　　　926．366　　2064，O　1，150，874

デンマーク　　133617　　755．942　1383．7　　745．383　1653．2　936，774

オランダ　　542．7　　438．057　1544，2　1，119．333　1903．71，530，602

スエ’デン　　673．4　　382．441　68ユ．8　　402．628　　721．4　423，867

パナマ　452．2　232．087　591．6　450．210　380．7276，235
フィリピン　　462．3　　208．419　　481．3　　210．420　　71工．4　297，272

ギリシャ　　　　　　　　　170．4　121．396　100，2　89，807

ソ連　　　　　　　110，243，641フランス　　190．9　　175．686　451．2　　427．574　460．9　370，896

韓国　　　2847．6258．9342675．2339，210
ドイツ　　　　　　　330．9　234．301　4工0．8329，873
イタリア　　　　　　　　　150．5　111．426　30，1　20，573
リベリア　　　　　　　　　I20．3　103．157　941．81，099，189

インド　　　　　　　60，2　27，108　1王O，2162，225
台　　湾
口　本32316．31，634．4911．62043，88，423．8532．68952614，906，327

その他　25713．05，595，718n83．2　324，631工583．1532，80工
合計1，987王0011，447．7703．69810020，329．9185．12610030，558，528

おける来訪外国船の代表的・主要顔ぶれに関して，特に，その相対的な少数簡

明性が指示できよう。すなわち，この時期〔まで〕にあって，イギリス船がと

び抜けた第一位を誇り，且つ，ぽぽ安定した比率を保っており，次いでは，ド

イツ船とアメリカ合衆国船とが多く，これに幾分引きはなされた形でフランス

　　　　　　｛8〕
船がつづいていた。明治37～8年の日露戦争もしくは〔ヨーロッパ〕ロシアと

神戸との地理的離隔関係がその理由をなすと思われるけれども，ロシア船の入

（8）　明治39年度においてノルウェー船の隻数比率はかなり高いが，トン数面をみれば

　　なお重要視に値しない存在と思える。
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昭　和　35年 昭　和39年 昭　和　41年

隻数・総／ン数隻数・1・総1ン数隻数1・1総1ン数
683

603

251

187

207

86

81

101

91

39

63

258

59

20

212

23

5，778．427

4，244．164

1，557．458

1，050．177

1，764．132

　548．530

　600．594

　478．488

　860．210

　156．099

　492．931

　255．303

　510．299

　137．708

2，095，108

　145，953

3．07848　7　　　　18，391．080

　277　4．3　　　　　1，150．876

6．319100　　　　　40，217，537

4，657．986

5，016．154

3，129．640

1，202，119

2，C43．137

　981．717

　848．725

1，243．338

1，175．812

　287．902

　548．873

　308．575

　728．984

　270．673

2，413．114

　325．770

1，208．192

19，374．449

1，250．341

47，035，922

4，326．701

5，443．205

3，623．119

1，400．000

1，965．297

　854．406

　834．978

1，962．207

1，162．883

　720．586

　516．866

　521．149

　133．817

　260．166

3，255．336

　395．867

1，615．698

20，549．101

1，745．501

51，787，083

（神戸市統計書による）

港が少ないということを唯一的例外として，この時期の神戸入港外国船の国籍

構造は，鎖国日本を開放し且つ積極的に進出・接近をはかろうとした当時の列

強の顔がほほ全部そろった形である。他面，若干数の入港はあるにせよ，ノル

ウェー・デンマーク・スエFデンの北欧諸国の船舶は，なお少数であり，オラ

ンダ船もほとんどとり立てていうに足らざる有様，イタリー船にいたってはほ

ほ全く無縁に近い状態であった。同時に，アジア近隣諸国の船舶の来訪も無視

の許されるほど寡少である。

　このような第一次大戦前の入港外国船の基本構造が，同戦争後にどう変った

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　21
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か。第一次大戦が，日本に来航する，したがって，神戸に入港する外国船を極

度に減少せしめたことは周知の歴史事実であり，前掲表にも明白に示されてい

る。同戦争が終結して神戸を訪れる外国船も次第に増加し，窮極には，第二次

大戦前＝昭和初期（11年ころ）の近代的繁栄ぶりに・到達するのであるが，この

期間の入港外国船舶数の歩みは，上記理由と事実のゆえに，まず，曽って〔明

治期乃至第一次大戦前〕の大きさ・比重にどの程度まで回復・接近したかとい

う形でとらえられる。しかして，実数・絶対数値としては昔以上の増加発展を

示しながら，比重・比率としては，多くの国，殊に上記第一次大戦前の主要諸

国が昔の状態より遥か低小な立場にとどまっている点が明認されなけれぱなら

たい。もっとも，国によって，その回復度に差があること，また，如上英・米

・独・仏以外の国の船舶の進出において顕著な発展があることも忘れてならた

い。

　曽って全入港船舶（隻数）の22％余を占めたイギリス船の第一次大戦前の最

高は大正2年の633隻・220万トンであったが，昭和11年には，隻数面ではなお

556隻にとどまるとはいえ，トン数面では504万トンと倍以上の入港量となって

いる。それでいて，イギリス船の全体に対する比率は12．3％（トン数でも18％

に満たぬ）と相当に低い。

　アメリカ合衆国船は，明治39年の167隻・66万トン乃至大正2年の57隻・41万

トンに対して，昭和11年度178隻・205万トンとなって4カ国中では最も顕著な

回復・発展ぶりであろう。ただし，その隻数比率3，9％は，明治39年の6．1％に

及ばない。

　フランス船は，トン数面で，おおむね2倍化の進展があるが，その全体比率

も，また，隻数およびその比率も甚だ低く，見方によっては，第一次大戦の敗

戦国ドイツからの入港船の回復発展ぶりと同調気味だといえるかもしれない。

　ドイツ船の昭和n年度入港数ユ07隻・その比率2．4％はやはり低いし，トン数

90万トンも敢えて大きいといえなかろうけれども，敗戦・海運力全滅状態から

　22



　　　　　　　　　　　　　　　　　神戸港の発展指標について（その二）　（佐々木）

の再出発である点を思い，また，フランス船を凌駕している事実を考えると，

一概に過少評価できぬものがあろう。

　これら諸国が，トン数面で昔以上の回復発展を示しつつも，隻数面，特にそ

の比率においてきわめて過少状態にとどまるのと比較した場合，ノルウェー・

デンマーク・スウェーデンの北欧三国は，トン数の実数についてのみならず，

隻数・同比率すべてに亘り，明治・大正期とは雲泥の差の大躍進をなしとげて

いる。この意味で，第一次大戦から第二次大戦までの期間は北欧船の進出時代

だとみることも許されようか。ちなみに，アジア諸国を含め，上述以外の外国

船舶の神戸訪問は，この時期まで，まだまだ少数であって，それだけに，神戸

港の国際性はなお限定的であったと思われる。

　　2）戦後の傾向と特色

　第二次世界戦争，特にそこでの日本敗退を経験して，また，その戦争終了後

今日までの約20年間における国際的および国内的情勢の変動・推移に影響され

て，一体，神戸港を訪れる各国船舶の構成，いわゆる入港船舶の国籍別構造は

どのようになったか。如何なる変化を生じたか，何等かの特徴乃至特徴的傾向

が看取でぎるかどうカ㍉これが，次ぎの考察課題である。もっとも，前述戦前

期の場合と同様，基礎・前提をなす国際情勢とか，国内的政治経済社会事情と

かの推移と変動は，それ自体，単純に論じ得られることがらでもなく，筆者に

とって多くは専門外のことである。或る情勢変化がどれだけの影響力を入港船

国籍別構造の上にあたえたかという問題，或いは，その影響のつよさや仕方は

常に一定であるか，否かといったことも，もとより軽々に云為・分析できがた

い。われわれとしては，戦前とほぼ同様な国籍別入港船舶統計を用いて，戦後

＝現代期における大きな流れ・その方向というものを察知する一方，戦前＝近

代期とちがう動向・特色をいくつか探り出すことで満足すべく，当面，それで

充分であろう。
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　さて，第二次大戦後における神戸入港船舶の国籍別構造の最大特徴は，わが

国船舶の地位・比率の著減，したがって，全体としての外国船比重の増大であ

る。それは，戦前の日本船対外国船の関係とは逆な現象であり，その主たる理

由に，敗戦に伴なう被占領状態と，わが国海運の再建なかんずく海外進出の禁

止・制限とがあること容易に推知てぎよう。されば，戦後における国籍別神戸

入港船舶統計の推移の中には，当然，ひとつの傾向・特色として，戦争によっ

て潰滅状態に陥った日本船の回復と躍進の動きが看取できる警である。端的に

は，第4表口）における昭和26年度の日本船比率（隻数）16．3％から昭和33年

度の52．6％への移行・発展がそれ。ただし，表土，日本船比率が過半に達した

のはこの年のみ　　トン数面では達せず　　であり，且つ，この数値自身，戦

前の同種比率に比して明白に低小であることも充分留意願いたい。

　こうした日本船の比重・立場の回復過程の背後には，その数値＝相対的優勢

を可能なかぎり，維持・存続しようという努力過程が伴なわれること当然であ

り，おおむね，入港船舶隻数の45％強が日本船という状態をなお保っていると

いってよかろう。もっとも，この数値自体は漸滅の過程にあるし，トン数面で

の日本船比重はより小さい。（前項参照）

　神戸港にやってくる外国船の国籍別構造乃至国別のあり方と推移に眼を移す

ときにも，いくつかの変化・戦前とのちがいが看取できる。いま，気づいた限

りの事項を箇条書きすると次のとおりである。

　1．少なくとも昭和30年代の中頃まで，アメリカ合衆国船が首位につぎ，戦

前第一位のイギリス船は，ようやく最近になって前者と交替した。しかして，

後者イギリス船の入港数は，隻数上でも・トン数上でも，やっと，戦前水準を

こえた程度である。　（もっとも，イギリス船の入港数〔量〕は引きつづき増加

して減退がない。）

　2．アメリカ船は，昭和35年度の683隻・580万トン弱を頂点として下降して

きているとはいえ・戦前の入港数〔量〕に比べて2倍以上となっている。
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　神戸港の発展指標について（その二）（佐々木）

　3．第二次大戦前にあって，傑出した1位と2位の英米両国船比重の相対的

低落現象と対照的に，入港量の著増した国々がある。なかんずく，注目すべき

は，ノルウェー・デンマーク・スエーデンの北欧3国の船と，韓国・台湾・フ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑨
イリピンで代表されるアジア諸国の船，およびリベリア・パナマの中米諸国の

船の顕著な進出ぶりである。ちなみに，ギリシャ船およびソ連船のトン数的激

増ぶりも無視できない。

　4．以上の結果として，神戸港入港外国船構造は著しくバラエティに富むよ

うになったといってよく，同じ国際港としての評価にあっても，戦前と際立っ

てちがったものを感じさせる。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（m〕
　この外にも，なお指摘できる諸特色・国別推移の差があろうけれども，余り

長くなるから割愛する。要は，第二次大戦の前と後とでは，神戸に入ってくる

外国船の国別構造も相違し，また，外国船と日本船との割合もちがってきてい

る。このような点も神戸港発展史を考える場合には是非頭に入れておかれるべ

きであろう。

（9）　アジア関係4カ国（フィリピン・韓国・台湾・印度）船の入港隻数比率合計は，

　　昭和39年度に12．O％・41年度に15．3％となっている。

（1O）　大雑把に，昭和26隼乃至29年から昭和41年までの入港隻数比率および入港トン数

　　の動きを眺めたとき，アメリカ合衆国は明白に隻数比率の減退型であり，且つ、

　　35年以降トン数上も減少型であるのに対し，フィリピンは，双方ともおおむね増大

　　型である。また，トン数増大型としては，イギリス・ノルウェ｝・デンマーク・リ

　　ペリア・ソ連・韓国などがかぞえられる。
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累積費用の概念と測定

能　　勢　　信　　子

1　開　　　　題

　G・ステューヴェルによって開発せられた累積費用分析は，一国における最

終費用の構成を産業別に明らかにするとともに，各産業の生産物の使途別・最

終需要に含まれる最終費用の比率を計上することによって，所得分析を補完し

発展せしめる有効な応用分析であると考えられる。筆者はかって累積費用分析

の手法に即して日本とエカフェ諸国との累積費用比率の試算を行ったのである

が，この試算は，粗放的近似計算に留まっていた。本稿では筆者は概念の正確

さと累積費用率の時間的および国際的比較・計算とをより完全にするために，

まづ，1．累積費用どこれに関係する諸概念とを明確にし，つぎに　2．累積

費用分析を行う際に計算の出発点となる産業連関表の費用範躊および最終需要

範躊と累積費用分析に必要な範躊との調正問題を考察する。この概念的基礎の

上に　3．日本産業の1955年および1960年の主要産業別累積費用率および使途

別累積費用比率を計算・比較し，さらに，4、イギリス，アメリカ，インド，

オーストラリアおよびマラヤの各産業の累積費用率および最終使途別累積費用

比率を計算し，かつ相互に比較吟味する。なおこれら諸国の各比率の実数は，

各国の産業連関表を計算の出発点としてできるかぎり標準化された部門分割と

費用範躊と最終使途範躊を用いて計算せられており，小論の文末付録に掲げら

れている。

　以下の諸節は，上の問題意識をもって累積費用分析の意義と適用例とを示す

ものである。
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　　　　　　2　累積費用および関連する概念の定義

　累積費用分析に用いる諸概念の概念規定はステューヴェノレおよびその後継者

　　　　　　　　　　（1〕
によって与えられている。これを次節の計算に必要な範囲で要約すると，つぎ

のようである。

　まづ，ある生産物の累積費用。umu1ated　costとは，当該生産物の最終費

用fina1cOstと，当該生産物の使用者費用の申に含まれる最終費用との合計を

意味する。当該生産物の最終費用は非累積費用nOn一㎝mu1ated　cOstとも呼

ばれ，使用者費用に含まれる最終費用，換言すれば使用者費用を構成する財貨

自体の最終費用は，中間費用intemediate　costとも呼ばれる。また両者の

合計である累積費用は総費用tOta1COStとも呼ばれる。ちなみにある生産物の

最終費用は，輸入と要素費用とを主要範躊としている。すなわち，（1）生産要

素の対価である賃金および利潤（利子，配当，企業留保の総計），12）外国生

産体系からの投入である輸入，　（3夢生産資本の当該生産期間における資本消

費，および　（4）制度的費用である間接税と補助金（ただし負値）から構成せ

られる。このうち（1）の賃金と利潤の和は付加価値に等しく，当該生産物が国民

所得に追加する価値を表示する。

　累積費用率。umu1ated　cost　ratioとは，非累積費用の売上高合計に対する

比率である非累積費用率と，中間費用の売上高合計に対する比率である中間費

用率との合計である。なお非累積費用率，累積費用率は，それぞれ直接費用

ωG．Stuvel，The　Use　of　Natioml　A㏄o㎜ts　in　Eoonomic㎞alysis，bcome＆Wealth，

　series　W，1954，pp．319－321・G．Stuvel，Systems　of　S㏄ia1Acco㎜ts，1965，pp．227－

　230。能勢信子訳「社会合計の構造」訳頁289－9，

　G．F－Loeb，Experi㎝ces　with　hput・Output　Ana1ysis　in　the　Netherla11ds，in‘I叩ut・

　Output　Relations’，工953，pp，167＿185．Centra1Bureau　of　Statistics，Cumu1割ted　Cost

　Ratios　of　the　Netberlands　Economy　in1950，StatisticaI　Studies，No．6，Nov．，1955，

　PP．3－30－
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　累積費用の概念と測定（能勢）

率，総費用率とも呼ばれ，それぞれ記号D，Tによって，また中間費用率は記

号Iによって縮小表示がなされ，通常百分率または千分率によって数値が示さ

れる。

　ステューヴェルら累積費用分析の提唱者によれば，この分析は二面にわたっ

て適用せられる。一つは累積費用率を当該生産物のコスト側から計算し，その

数値を産業別にあるいは更にサブ・インダストリー別に比較観察するもので，

産業別生産費累積計算という。いま一つは，生産費累積分析の応用であって各

生産物の最終使途別に。含まれる累積費用率を計算し，いかなる種類の最終需要

がいかなる種類の最終費用の累積費用率を多くあるいは少く含むかを比較分析

　　　　　　　　　　　　　　　＝2〕
するもので，使途別累積計算と呼ぶ。ちなみに生産物の最終使途，すなわち最

終需要の主要な範躊は，個人消費，政府消費，粗投資（固定資産形成および棚

卸資産形成），輸出であり，これらはたとえば民間投資と政府投資のように更

に細目に分けることができる。

　累積費用分析上の各計算範嬢と範躊相互の関係は，以下の例示によって容易

に理解することができる。われわれは，まづ相互に中間生産物P12，P21を売

買する2つの企業という単純な例から出発し・ついでより一般的な場合を考察

する。

12）累積費用分析のいま一つの応用分野は，独立的な最終需要の増加が誘発する需要の

　波及分析でK柳esianの所得分析の一種である。これを彼等は，使途の累積destinati㎝

　c㎜u1ation分析という。
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A　産業別生産費累積計算

いま企業1の生産勘定と営業勘定とがそれぞれ表1．1，表1．2であるとする。

　　表1．1生産勘定　　　　　　　表1．2営業勘定

原材料・サービス40　売　上180

在庫消費　20在庫形成20
減価償却費　10
間　　接　　税　　10

補助金（減）　　5

賃金・俸給　100
利　　　　潤　　工5

投入合計200産出合計200

販売のための180生産物 消費財・サービス60売上

輸　　　　入　20 固定資産形成　　　30

在庫形成　　　2θ
政府への売上　　　10
他企業への中間生40産物の売上

輸　　　　出　　　40

支出合計　200 収入合計　　200

この二つの表から累積費用の計算に更に便利な表2．1を導くことが出来る。

　　　　　　　　　　　表2．1生産勘定
’　I

P21 40 C1 60

M1 20 ∫1 50

w1 1OO G1 1O

R1 25 石工 40

σ1 1O p12 40

（T－8棚）1 5

Z1 200 Z1 200

　ただし記号P，M，W，R，T，Su，U，C，I，G，E，Zは，中間生産物，輸入，

賃金，利潤，間接税，補助金，資本消費，消費，民間粗投資，政府支出，輸出

産出合計を，また添字1，2は企業1，2をそれぞれ意味するものとする。

　表2．1から非累積費用率Dが直接に計算せられる。たとえば賃金の非累積率

は，借方合計を分母とした賃金の百分率であり，その数値は20となる。他方中

間費用率Iの計算は，直接にはなされえない。これを得るためには，イ，企業1

が企業・から購入した中間生産物…の総投入・1に対する比率会1と・口・
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…それ自体の最終費用の構成に関する情報が必要であるバづ身は，表…

から得られる。この係数は，企業1の生産物1を生産する技術水準が一定であ

れば一定である。つぎにP2iの最終費用構成に関する情報は，企業1ではなく

企業2の生産勘定表2．2から得られる。

表2．2生産勘定
p12 40 C2 80

M2 90 ∫2 20

W2 100 G2 60

地 30 厄2 20

σ2 20 P21 120

（T－8〃）2 20

Z2 300 Z2 300

表2．2において，企業2の生産物2の最終費用の計算は，まづ2の総投入を

分母とした各最終費用の百分率から求める。それは晋・去・音等・であ

る峨余の音については・…の中1こ含まれた…の最終費用の率と・・の投

入係数隻2を用いて・さらに最終費用率に還元することがで純順次この累

積計算をP21の中で最終費用とならたい分がゼロになるまで行うことによって

得られた…の最終費用率に・さきの音を乗じると・企業1の中間費用率

が得られる。そして，上述したように先に得た直接費用率と中間費用率の合計

が，累積費用率である。

　以上の説明は，行列表示によってより明瞭にすることができる。企業1，2の

二つの生産勘定表2．1，表2，2の各節躊を便宜上更に単純化して最終費用がA

Bの2種類，使途の範躊がC，Dの2種類とした場合の，二企業の各生産勘定

の組を，表3の行列によって示そう。
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　　　　　　表　3 表　4

＼ 1　　　2 ・　・い 1　　　2

12

一　　100

T0　　一

一　　100

T0　　150

200

Q50

12 一　　　40

Q5　　一

λB 100　　50

T0　　100

一　　　50

P50　　一

200

R00

λB 50　　20

Q5　　40

2 200　　250 200　　300 一
2 100　　100

なお妻4は表3から導かれた費用構成の百分率である。

　まづA，Bなる最終費用要素について，その非累積費用率Dの構造は，行列

表示によれば，つぎのようである。

D一
i塞葦8）．

　つぎに中間費用率Iの計算は，企業1における生産物P21，企業2における

生産物P12の投入の百分率25，40が企業2と1における非累積費用率｛20，40｝，

｛50，25｝を夫々含んでいるところから，まづ第王段階ではつぎのようである。

　　　　1　　　2　　　　　　　　　　　　　　　　　　1　　　2

丁…　そして第。段階ではλ・・この過程を。，、，。、、
　」B　　　l0　　　20．　　　　　　　　　　　　　　　　　　」B　　　25　　　　4．

が非累積費用に全部還元できる極限まで繰返した場合，企業1，2の中間費用率

は行列表示では次のようである。

∫＝
i壬芸1島　養：話）．

ただし∫は，1，2の中間費用を要素とする行列である。

したがって企業1，2の累積費用率を要素とする行列丁は，Dとjの和である。

すなわち

・一 i塞葦1）・（11：墨詫：話）

一（墨＝墨畿：畿）．
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　累積費用の概念と測定（能勢）

　B．使途別累積費用計算

　いま表2．1および妻2．2を統合した連結生産勘定を作ると，これからつぎの

表5が得られる。

　　　　　　　表　5

1 C1 60 ∫1 50 c1 10 厄1 40

2 C2 80 ∫2 20 G2 60 亙2 20

一
2 C 140 ∫ 70 G 70 厄 60

　表5は，一国の最終需要に対する企業1，2の最終供給の配分状況を示してい

る。数値はシェアを示す百分率である。ちたみに企業1，2の勘定の統合過程に

おいてP12，P21は相殺せられている。

　使途別累積計算は，生産費累積計算の応用であって，生産費の累積費用率を

各最終需要合計に占める企業1，2のシェアの比率で加重することによって求め

られる。たとえば，企業1の供給する消費の中に含まれる賃金の累積率を求め

たいとすれは企業・の％・宅によって得られる。ただし肋は賃金の累積

費用率である。

　企業1，2の各最終使途範躊別累積費用比率を一括して示すために，行列表示

によることおよび表3と同じ設例を用いると理解に便である。表3の第皿象限

から企業王，2の生産物の最終需要C，Dにおけるシェアの百分率を計算すると

表6が得られる。

　　　　　　　　　　　　　表　6
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　表6から企業1，2の生産物の各最終需要合計に対する比率ωを要素とする

行列wが得られる。

昨（星8：き）．

企業1，2の各使途別累積費用率物を要素とする行列∫は，先に得た累積費用

率の行列丁にW’を乗じると求まる。

・一w一（墨：芸1鵠二会4）（11二き）一（鵠：き墨11）．

ただし8＝（5切），∫幻は最終費用5についての使途尾の累積費用率。s比ゴは，累積

費用分析家のいう所謂累積費用比率CumuIated　COst　QuOtasにほかならな

い。

　以上の計算例を，より一般化して示そう。まづ産業別生産費累積計算モデノレ

は，つぎのようである。

　”旭ゴ，ル，名ゴをそれぞれ産業ゴが産業iに支払う中間生産物の代金，同じく尾

種の要素費用供給部門に支払う金額，産業ノの売上合計とすると，収支均等式は

池・Σ洲（lll1111111三）
（1）

いまク。ゴ＝匁，舳＝並，r切＝匁とすると，産業5においてその非累
　　　　　2’　　　　　　　zゴ　　　　　　　2ゴ

積費用率，中間費用率および累積費用率の関係は，つぎのようである。

　　　　　　　　　　　Σ：7切≡Σク師十Σ9切＝1　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2）

　～は，産業バこおける最終費用尾の非累積費用率と，中間費用率即ち産業ゴ

に中間生産物を供給する産業2の核中間生産物生産費の中で尼が占める比率の

和に等しい。

　　　　　　　　　　　・l／一物・茗舳（∠：1：：1：；Z）　（・〕

（3〕式をマトリクスで表現すると

　　　　　　　　　　R＝Q＋RP
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　　　　　　　　　　Q＝R（∫一P）　　　　　　　　　　　（5）

　　　　　　　　　　R…Q（∫一P）1　　　　　　　　　　　（6）

ただしR＝（7句），Q＝（伽），P＝（伽’），

∫は単位行列。

（5〕式は産業別生産費累積計算の一般式であ飢

　つぎに，使途別累積計算について。いま最終需要の範躊尼の中，産業｛が供

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　刑給した財貨・サービスの価値をω、庇，尼の産業総額を丁庇（TドΣ舳庇），洲泌を
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　i＝1
刀に対する舳庇の比率とし，また尼に充当される財貨の最終費用ハこ関する

累積費用率を物とすると，

　　　　　　　　　　・炉Σ・パm肋　　（’＝1，2，…，・）　　　　（7〕
　　　　　　　　　　　　工＝1
ここで’は最終需要尼に生産物を供給する産業群，測舳は尼のうちJの供給額が

占める比率を意味する。

　先の場合と同じく行列表示によれば，6式は

　　　　　　　　　　8昌RW　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　18〕

ただし∫≡（∫ゴ比），R＝（7〃），wコ（吻比）

（8〕式に（6）式を代入すると

　　　　　　　　　　　　　　　．1
　　　　　　　　　　∫ヨQ（∫一P）w　　　　　　　　　　　　⑨

　19）式は，使途別累積計算の一般式である。

3　累積費用計算と社会勘定との関係および問題点

　累積費用率を計算する場合，対象となる企業または産業の生産勘定の組は，

完全接合体系であることを必要とする。換言すると，取引の流れすなわち使用

者費用および要素費用の受け払いならびに最終使途への供給・代金受領がすべ

て相手部門の勘定に対応記入せられている必要があるのである。こうした体系

においては非累積費用はもとより中間費用に関する情報が与えられうるからで
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（罰〕
ある。ただし現実の社会勘定はすべてが完全接合体系であるとはいえたい。

　次に，累積費用率の計算に必要た費用ヨ範嬢について。まづ最終費用要素の明

細は，国民所得勘定によって与えられる。ただし国民所得勘定は集計値を示す

のみである。その上国民所得勘定は，減価償却費以外には使用者費用に関する

情報を呈示しないのである。使用者費用すなわちケイニ／ズのλイの産業別配

分に関する情報を与えるものは，産業連関表である。産業連関表は，第一象限

に中間生産物の産業間フローを表示しているのみならず，第I象限に，産業別

本源的投入を表示している。これは，要素費用ないし付加価値に対応する。

輸入もまた第I象限の内に示されている。非競争的輸入ならば輸入（または海

外勘定）の行と各産業の列の交点のマス目に競争的輸入ならば輸出（または海

外勘定）の列と各産業の行の交点のマス目に負値として記入があるのである。

第皿象限は最終需要に対応する産業別最終供給が表示される。かくて第I象限

から上記のPを，第I象限からQを，第皿象限からW一をそれぞれ得ることがで

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一1
きる。なお産業連関表から導かれる1ノオンチェワ逆行列は，上式（6〕の（∫一P）

に相当する。産業連関表が，累積費用計算の出発点を提供するといわれる所以

である。

　それでは，産業連関表の与える情報は，累積費用分析の計算範礒に完全に適

合するものであろうか。これには若干の吟味を必要とする。

　まず要素費用分析に対する投入産出分析と累積費用分析の手法を比較すると

次の相異がある。産業連関表固有の目的は，周知のように一国における投入産

出係数αηの確定にあり，投入産出分析は産業連関表を用いて産業間の物量波

及の方式を分析する体系である。産業別要素費用の分析は，投入産出分析の応

用分析の一つにすぎないのであって，内生部門の外側にフチ付けられている裏

13）ステューヴェルによれば，現行の国民所得勘定は非接合体系，不完全接合体系，又

　は擬似接合体系のいづれかである。また産業連関表の申でも擬似接合体系にとどまる

　ものがある。（例，イギリスの投入産出表のB表・C表）Stuve1，Syst㎝s，ibid。
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素費用関係の象限では，要素費用の諸要素は少数の大項目に統合せられ，明細

　　　　　　　　　　　　　　　ω
を表示せられていないことが多い。他方，累積費用分析は，最終費用すなわち

付加価値と輸入の産業別分析を合して所得分析を補完することが本来の目的で

あって，これを国民所得分析のように集計的にではなく産業別に最終費用の流

れの明細を分析するものである。ゆえにそれは，使用者費用のみならず要素費

用の明細に関する産業別の情報が不可欠である。現在の社会勘定体系の申では

費用の産業別の情報を集中的に提供するのは産業連関表であるので，累積費用

分析が投入産出表から最も援用を受けることが明らかである。ただし，それに

もかかわらず産業連関表の情報は，累積費用分析にとって最適のものではない

所以も認識せられるべきである。

　生産費累積計算において産業連関表の第I象限と第I象限とに情報を仰ぐ方

法は，通常累積費用の分析家が行う方法であるが，これにも問題が存在する。

前節で示した生産費累積計算モデルは，申聞費用の算出に際して生産物の累積

費用計算と産業の累積費用計算とを暗に同一視して来た。しかし，産業部門の

べ一シックな会計単位である事業所では，実際に単一の製品を生産しては居ら

ず，主生産物の他に多数の副次生産物と副産物を生産しており，投入はこれら

多数の藩晶の生産に使用せられる額であるので，産業部門の行の生産物同質性

は保証せられないのである。故に，投入係数を意味あらしめるためには，ある

産業部門の主生産物と副業製品が同一の生産方法すなわち同一の投入係数をも

ち同一のプロセスを経て生産せられるという，所謂「産業テクノロジーの仮定」

がとられるか，または，産業連関表を作成する場合，産業部門の副次生産物は

（4）例えばアメリカの1947年産業連関表，イギリスのユ954年投入産出表の総括表以外の

　表（A表，B表，C表）はすべて本源的投入を付加価値に統合している。U．S・B㎜eau

　of　Lobor　Stati畠tics，Interindustry　Flow　ofGoods　a11d　Sewices　by　I皿dustry　of　Oigin≡md

　Destination，ユ947．H．M．S．O．，Input・O皿tput　Tab1箇for　the　U血ited　Kingdom，1954．
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これを主生産物とする産業部門に転記し，副産物はこれを主生産物とする産業

の竹とこれを現実に生産する産業の列の交叉するマス目に負値で記入するとい

う手法を実施するかのいづれかが選ばれる。しかし第1の産業テクノロジーの

仮定は非現実的であるし，第2の産業連関会計の会計技術による解決は，完全

実施が困難であるために良い計測結果が得がたい。したがって，産業連関表の

第I象限から導かれる投入係数Pは，商品自体の投入係数とは同じではない。

累積費用計算にとって同質の商品自体の投入係数こそ一義的な中間費用率を計

算する上で必要である。このために第I象限を産業別ではたく商品別のフロr

を示すことが考えられよう。

　他方，非累積費用率はもとより中間費用率自体もその計算に第皿象限の本源

的投入の記録を必要とする。ところで第I象限の情報もまた事業所べ一スをと

っている。そこでたとえばケンブリッチモデルのSAMでは本源的投入の資料

の点から産業部門を本源的投入と中間生産物投入の記録の場として残し，商品

部門を別に設けて投入係数を商品・産業間フローから計算する複合方式を採用

　　　　　　　　（助
しているのである。

　それでは累積費用分析固有の立場から本源的投入すなわち最終費用は理論上

高晶単位により計算されるべきか，または産業単位により計算さるべきか。ま

づ最終費用のうち制度的コストは，商品の使用価値によって異なるから，商品

別の計算が適している。他方賃金・俸給は，累積費用分析を用いる目的によっ

て商品別の計算，産業別の計算のいづれも有用である。なお利潤は，会計単位

の残余所得としての性質上，産業べ一スをとることが適している，それ故，累

（5）Cambridge，Dep航ment　of　Applied　Ec㎝omics．A　S㏄ia1Accomti㎎Matrix　for

　1960－No．2in　A　Pro堅amme　for　Growth，1962．Cambridge，Depaエtm㎝t　of　App1ied

　Economics．・Input・0utput　Relationship，1954一工966．　No．3in　A　Pro堅amme　for

　Growth，1963．　産業連関表に関する批判理論である産業テクノロジー仮設への反論

　および生産勘定の商品勘定と産業部門の生産勘定への二重分類の理論はInput・Outp・t

　Re13ti㎝shipにおけるパイアットの展開を参照。
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積費用計算を行う上で第I象限と第皿象限の連結をする場合，理論上，また実

際に資料を得る制約面の考慮から，商品・産業の二重分類方式が理想的である

と考えられる。力もこうした二重分類方式をとった産業違関表はSAMをおい

て存在しないので，実際には本稿でわれわれが行うように現行の単一分類方式

の産業連関表を使用せざるを得ないのであるが，理論上これに問題点があるこ

とを指摘しておこう。

　第三に，使途別累積計算において産業連関表の第I象限と第正象限に依拠す

る方式が適当であるかどうかの問題がある。まづわれわれは先の設例において

生産物はその使途が中間需要であるか最終需要であるかをとわず同一の価格で

評価せられること，換言すると行における生産物の価格同質性を暗に前提して

来た。しかし現実には例えば消費者は小売価格を以て購入しまた企業は卸売価

格を以て購入し，そしてこれらは企業の工場渡し価格とそれぞれ異なるであろ

う。最終需要と第I象限とを有意に連結するには，購入者価格べFスによって

作った産業違関表とこれを生産者価格表示の連関表に変換する行列とが必要な

のである。各国の刊行資料がこれらを提供していないという制約があるために

われわれは本稿では生産者価格べ一スの連関表（例，アメリカ，イギリス）と

購入者価格べ一スの連関表（例，インド，オーストラリア）とを統一せずに用

いている。

　いま一つの問題は，使途別累積計算を行う上で，現行の投入産出表および国

民所得勘定の最終需要の分類が十分ではないという点である。慣行上家計の支

出は一切の耐久財消費を含めて経常消費として分類せられ，住宅建設のみが投

資に分類せられること，また政府支出も社会資本への支出以外は消費として分

類せられること，あるいは屡々全額が政府支出として分類せられることが，そ

の一例である。ところで使途別累積計算の効果を発揮するには，消費，政府支

出等，最終需要の範躊を，耐久消費財支出，食料支出のように，商品別に細目

分類して，それぞれの累積比率を算出することが有効である。しかしながら最
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終使途範礒の細分にも，問題がある。輸出，投資は産業と同一の生産物分類基

準をとっているので不都合はないが，個人消費および政府支出は産業と異なる

分類基準をとっており，前者の明細は衣類への支出，食料又は住宅への支出の

ようにショッピシグリストを基準として分類せられ，後者は防衛費，保健・教

育費，行政費のように政府目的別に分類せられている。したがってこうした分

類を産業の生産物分類を一々対応せしめる作業がたされない限り，第1皿象限の

分解を有効に行うことはできないのである。これは，第皿象限においてなされ

　　　　（0〕
る生産分析と第皿象限をもっぱら対象とする需要分析との間に，統一した商品

分類基準がないことに由来している。この問題は，累積費用分析にとどまらず

広く生産分析と所得・支出分析との統合にかかわる問題といえるであろう。わ

れわれは，本稿では問題を指摘して招くにとどめる。

　第四に，累積費用分析に基礎資料を提供する社会勘定の標準化の問題を考慮

すべきである。国民勘定の標準化については部門分割，勘定設計，勘定の項目

分類に関連した研究が進んでおり，SNA，OEECシステム等国際的に標準化せ

られた体系が確立せられている。また資料も毎年定期的に作成せられる。これ

に反して産業違関表はこうした規格化がいまだ実施せられていない。国際的標

準化の問題提起はあるが，各国の統計能力，産業の生産物ミックスの度合が異

なるために，また一般に国民所得勘定よりおくれて発達したために部門分割，

取引評価方法，最終費用範躊および使途範躊の細目化の程度は，各国間のみな

（6）消費支出・政府支出と産業部門最終供給とを統一分類する方式をとらず、それぞれ

　の分類を相互に変換する複数分類システムの構想は，ストーンによって提起せられ，

　SAMの重要な特徴の一つとなっている。ストーンはSAMの複数分類変換機構
　・1aS・ifi・・tiOn・0nVerte・こそ需要分析と投入産出分析の統合を約束するものとする。

　Social　A㏄㎝nti㎎Matrix，ibid．R．St㎝e，A　D㎝onstrati㎝M“el　for　Ec㎝omic

　Gro村h，The　Manchester　Schoo1，vol．㎜x，No・1．1962，pp．旦一14．Cξmbridge，

　Departm㎝t　of　Applied　Economic昌，The　Model　in　it畠Development．1948－60，No．3

　bAPmgrammeforGrowtll，1963．
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らず一国についてすら作成年次によって異っている。また産業連関表の作成年

度も各国に共通してはいない状況にある。累積費用率の時間的・国際的比較を

厳密に行うためには，国際的に標準化せられた産業連関表によって各国の資料

を長期間得られることが，必要条件である。域下の節において示すように，わ

れわれは，この制約の下で可能な規格統一を行ったため，標準化そのものを行

ったのではないが，問題を指摘しておく。

4　累積費用率による経済分析

（1）資料処理

　本稿で計算の基礎となった各国の産業連関表は，日本の昭和30年産業違関

表，同昭和35年産業連関表，イギリスの1954年投入産出表，アメリカの1947年

産業連関表，インドの1955－56年産業連関表，マラヤの1955年産業連関表およ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（7〕
びオーストラリアの1958／59年投入産出表である。前節で述べたように，部門

分割，項目分類・配列方式について国際的標準化がなされていないので，まず

各国原資料を比較可能な範囲まで統合し，かつ部門，費用範躊および使途範躊

の配列を統一することに努めた。イギリスの投入産出表が，1螂門の総括表に

ついてだけ費用範躊の分類を行っているために，この小部門分類を採用し，こ

れを各国の産業連関表に適用した。すなわち，1が農林水産，2が鉱業・採石

業，3が食品・飲料・煙草，4が化学製品・同関連工業，5が金属工業，6が

機械工業・同関連工業，7が繊維・皮革・衣服，8がその他の製造工業，9が

建設業，1Oがガス・電気・水道，11がサービス業であり，12をこれらに分類す

｛7）UN，kputput・OutputBibliography1960－1963．1964，PP－15－16．S，Shisido，

Hoblemslntbe　Intematlonal　Stand訂d－zat1㎝ofInput－0utputStatlst1cs，Jo㎜alofthe

　American　Statistical　Ass㏄iation，v0159，No．305，M日rl，1964，pp．256－721U　N，

　Ecommic　BuHetin　for　Europe，vol．19，No．2，pp．88．
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ることのできない「分類不明」産業とした。．各国の原資料ですでにある部門に

統合せられており，上の分類に適合するようにその部門からサプインダストリ

rを分離して呈示することができない場合（例，米国47年表の石油採掘業）ま

たは該当産業がその国に存在しない場合には，その国の部門をブランクにして

おいた。費用範躊，使途範躊は原資料のそれらの細分が困難なので，そのまま

用いた。こうした資料処理によって，概括的であるとはいえ各国の産業の国際

比較・時間比較を行うことが可能となると考える。

（2）日本産業の生産費累積分析

　第1表，第2表はそれぞれ1955年および1960年の上記12産業における累積費

　　　　　　　　（8〕
用率を示している。

　まづ最も粗放的た比較の目安を与える同表のトータル欄を比較しよう。平均

非累積費用率の全産業合計ΣDは最終費用の直接回転率であり，費用の非迂回

度の尺度であると考えることができる。この率は，55年の559から60年の454へ

と滅小している。この反面，平均中間費用率合計は，逆に産業の迂回度の尺度

であって，これは55年441から60年546へと上昇し，この5年間に産業構造の高

度化，生産の迂回化が進行したことを意味する。他方，累積輸入率の平均は

55年の99．6から166へと上昇し，経済全体の輸入依存度が上昇したことを示し

ている。その他の費用範礒の平均を見ると，イ，累積賃金率の減少，口，累積

利潤率の減少が認められる。またノ・，制度的コストは，範躊の分割が同一では

ないので直接比較はできないが，比率が増大していることを推測することがで

きる。ちなみに，各表のゴチック数字は，最大値を示すものとする。

　つぎに個々の産業別に各費用範騰の比率の状態を観察しよう。まづ輸入関係

のうち非累積輸入率（以下これをM刀という）の最高を示した55年の繊維工業，

ついで化学工業が，60年表では鉱業，ついで農業に代り，また中間輸入率（以

下これをMヱという）の最高を示した産業は55年表では機械工業であったが60
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年表では金属工業，ついで化学工業へと変化している。また累積輸入率（以下

これをM｝という）が55年では最大である産業は繊維工業であったが，60年表

では鉱業に代っている。なおM刀の最小である産業は55年，60年連続して建設

業であり，同じくM∫最少の産業は55年がガス・電気・水道，60年が鉱業とな

り，さらにM｝最小の産業は，55年ではガス・電気・水道，60年ではサービス

業のように変化している。輸入構造は，交易条件，相対価格，技術状況等の変

化，市場構造の変化を反映して時間的に変化することが明らかである。

　賃金に関係する比率を見る。非累積賃金率（以下これを肌という）は，55

年の最高が鉱業，ついでサービス業，60年表では最高がサービス業，ついで鉱

業と交代している。中間賃金率（以下これを肌という）は，55年，60年とも

に建設業であるが，第1表，第2表に見るように，非累積費用と累積費用の相

関係数が高く，累積賃金率（以下これを％という）の最大である産業は，55

年表では鉱業，60年表ではサービス業とたっている。比率の最小である産業

は，まづW，については，55年表では食品・飲料・煙草であり60年表では農林

水産となっている。肌の最小は，55年表では農林水産，60年表では鉱業であ

り，他方％の最小は55年については「分類不明」および農林水産，60年につ

いては農林水産，ついで食品・飲料・煙草となっている。

　利潤に関する比率について。まづ非累積利潤率（以下これをPDという）は，

55年，60年ともに農林水産が最大である。中間利潤率（以下これをP・という）

については，その最大値は55年表では建設業，60年表では食品・飲料・煙草で

ある。他方，P〃が最小である産業は，55年には建設業であり60年には食品・

飲料・煙草，P∫が最小である産業は55年には農林水産，60年には鉱業となっ

ている。PDとPヱの合計である累積利潤率（以下これをみという）については

殆ど変化がたい。すなわちそれが最大である産業は，55年には「分類不明」，

ついで農林水産，60年では農林水産，ついで「分類不明」，最小である産業は，

55年，60年ともに食品・飲料・煙草である。
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　制度的な費用の累積率の比較は，対応項目が両年度の表にないために困難で

あるが，両年度とも食品・飲料・煙草に最大値があることを読み取ることがで

きる。なお減価償却費は55年表では利潤に統合されており，ためにその累積率

について第1表，第2表を比較することができない。60年についてのみ，食品

・飲料・煙草が最大であり，サFビス業が最小であることを観察することがで

きる。

以上，個々の最終費用の産業別観察を通してさらに次のことが明らかである。

　1．各費用範躊について観察両年度を通して機械工業，金属工業，繊維工業

化学工業，建設業は，中間費用率が大であり，逆に非累積費用率が小である。

他方，サービス業，鉱業，ガス・電気・水道，農林水産は，中間費用率が小，

逆に非累積費用率が大である。中間費用率の大なる産業は，他産業との関連度

の大なる産業であることを意味し，逆にこれの小なる産業は，他産業との関連

度の小なる産業であるから，費用波及の効果は，前者に比較すると小さい。

たとえば，後者においては，輸入または要素所得（賃金と利潤の和である付加

価値）の波及効果が小である。

　2．累積輸入率とそれ以外の国内的最終費用の累積率との関係は明瞭であり

前者が高い（または低い）産業は，後者が相対的に低い（または高い）ことを

認識することができる。例えば55年表においてM’刀の小さいガス・電気・水道

および建設業は，累積賃金率，累積利潤率が高く，また55年の繊維工業，化

18〕資料出所：通商産業大臣官房調査統計局「昭和30年産業連関表による日本経済の産

　業違関分析」1962一行政管理庁統計基準局「昭和35年産業連関表作成作業報告」1963．

　US．Bureau　of　Labor　Statistics，hter－ind咽tW　Flow　of　Good㎜d　Sewi㏄s　by　Ind口stry

　of　Origin㎜d　Destinati㎝，1947．H．M．S．0．，bput・Output　Tab1esfor　the　United

　Ki皿gdoIn，　1954．　Ind三a皿Statistical　hstitute，　Intef・hdustry　Relatio－ls　of　the　Indian

　Ec㎝omy1955－56．Dept．of　Statistics，Inter・industry　A㏄omts19600f　Malaya．

Co㎜onwealthBureauof　Cen馳s㎝d　Statisti銅，hput一㎝tput　TablesofAust胞1ia

　1958／59．
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学工業，60年の鉱業の如く累積輸入率の大なる産業は，国内的な費用範躊の累

積率が相対的に低くなっていることから，この関係が説明できる。

　3．個々の費用範躊の相関度について，まづ制度的な費用である間接税，関

税，補助金は，DとTの相関係数が極めて高い。また減価償却費および輸入

も同様である。分配分すなわち賃金，利潤については，55年は比較的高く，60

年にはどちらのD，Tの相関係数も共に下っている。Dと∫の相関係数は，60

年の補助金，55年の利潤（負値）を除き一般に小さい。

　4．産業別に観察すれば，12部門の小さい表においてさえ，累積費用率のか

なりの変化があることが認められる。これは5年間の日本産業の生産構造，相

対価格，交易条件，市場構造の諸変化を反映するものである。

（3）生産費累積率の国際比較

　以上において日本の1955年表，イギリスの1954年表，アメリカの1947年表，

インドの1955－56年表，マラヤの1955年表，オrストラリアの1958／59年表を

基礎とした各国累積費用率を比較検討する。

　まづ最も粗放的な比較の尺度として，第3表の平均累積費用率合計の国際比

較をとり上げよう。表に見るように，平均非累積費用率の合計は，イギリスが

62．8で・オFストラリア66．Oより小，インド61．87より大である。マラヤは最

高の68．8，他方アメリカが最低で43．2を示している。日本は，開発途上国であ

るインド，マラヤ，またオ【ストラリア，イギリスより低い55．9であり，アメ

リカよりは高い。この比率は，已述のように一国における最終費用の直接回転

率を示し，同時に産業の非迂回度の尺度となる。一反面，平均中間費用率の合

計は生産の迂回度，産業の相互連関度の指標であって，アメリカ56．8，日本

44．1と高く，マラヤ，オーストラリアが低く，またイギリスが中位である。イン

ドはイギリスより高く，日本についている。インド以外の各国は，いづれも上

記の非累積費用率合計および中間費用率合計の合意する状態と対応している。
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　次に，輸入の平均累積率を比較しよう。アメリカが最低であって3．85，日本

が9．96，イギリスは中位で15．6，残り三国は最高がマラヤの19．46，ついでオ

ーストラリアの19．11，インドの18．22であっていづれも高率である。

　さらに平均累積費用率による比較をつづげると，本源的投入が統合せられて

いるアメリカを除いて，平均累積利潤率はイギリスが最低で28．3ついでオース

トラリア，マラヤ，インドとなっており，日本は51．01と最高である。他方平

均累積賃金率についてはイギリスが最高で51．1，ついでオーストラリア，日

本，マラヤの順位であり，イニノドは最低の20，95である。日本の平均累積利潤

率牢イギリスのそれの180％に・またイギリスの平均累積賃金率はインドのそ

れの240％に相当する。このことは，累積費用分析が，各国の分配構造の比較

の尺度を与えることを示している。

　制度的なコストは，イギリスが最小であって4．6である。マラヤ，オFスト

ラリアが之に次ぎ低い。インド，日本，アメリカは揃って高いことが明らかで

ある。

　つぎに，各国産業の累積費用率を，表から観察する。各費用範躊の最大値と

その産業とは，ゴチックで示している。各国の累積費用率の表の下欄にある非

累積費用率と累積費用率および中間費用率の相関係数が著しく高く（例えばイ

ギリスの累積鈍間接税率0．9931，マラヤの累積輸入率O．9942），非累積費用率

と中間費用率の相関係数は，概して小さい。それ故，各費用範躊別累積費用率

を比較することによって大体の傾向を把握することができる。

　まず累積輸入率について。アメリカの最大値は食品・飲料・煙草であって

830，最小値はガス・電気・水道であって84である。イギリスでは，最大値が

化学工業であって2874，最小値でもガス・電気・水道の531となっている。こ

れはイギリスの輸入水準が高いこと，また全産業の累積輸入率に大差がないこ

とを示している。日本もイギリスほどではないが，各産業の累積輸入率は比較

的平均した分布を示している。マラヤ，インドの開発途上国では，産業別の累
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積輸入率の格差が大である。すたわち，マラヤにおいてMrが最大である産業

は，繊維工業の5057，最小である産業はサービス業の254である。またインド

でM”の最大である産業は化学工業の5316であり，最小は食品・飲料・煙草の

370である。オーストラリアは，これら二国よりもM”の産業格差は少く，最

大が化学工業の3539，最小がガス・電気・水道の552である。

　つぎに，分配関係に関する累積費用率を見よう。アメリカの47年表は，賃金

と利潤が統合されて付加価値となっているので，後に述べる。イギリスの累積

賃金率脇の最大である産業は鉱業であって7585，建設業，機械工業も高い。

肋の最小は，食品・飲料・煙草の2829である。日本については，W・の最大

である産業は，建設業で4878，最小が難産業の1275，ついで農林水産の工677で

ある。表から観察される興味ある点は，イ，イギリスの肋が一般に高く，産

業格差が少いこと，および口，農林水産といえども肌がかなり高く4348であ

ることである。イギリス型肋はオHストラリアにおいても認められる。肌

最大の産業は建設業で56n，最小が農林水産で2088である。インドおよびマラ

ヤの肋の状況は，イギリス型冊と対照的である。マラヤの肋の最大値は

建設業の3717，最小値は金属工業の1651である。インドの最大値は建設業の

5514，最小値が「分類不明」の824となっている。インドの％最大値が表で

は先進国並みに高いことの理由はわからない。

　累積利潤率P・を比較しよう。イギリスの最大値は農林水産であって4790と

なっている。最小値は鉱業の1657である。イギリスのPrは一般に低く産業格

差も少い。他方，日本のPτの最大値は「分類不明」の7649，ついで農林水産

の7485であり，食品・飲料・煙草の3936が最小である。日本のP・は，イギリ

ス型のそれと異り，平均値が高く，かつ産業格差が大であることが示される。

他のスタFリング諸国三国もPτに。ついては日本型である。すなわち，インド

では最大値が農林水産の8082，最小値が「分類不明」の2099で金属工業のPr

も2339と小さい。マラヤではP・の最大値が農林水産の6166，最小値が繊維工
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業の1908である。他方オーストラリアは最大値が農業の6622，最小値が機械工

業の2140である。オーストラリアは，冊についてはイギリス型であるがPrは

一般にイギリスのそれよりも高い。なお賃金と利潤を分離せずに付加価値とし

て計上しているアメリカの場合を見ると，累積付加価値率が最大である産業は

建設業で8780，サービス業も高い。最小値は「分類不明」の7352，および食品

・飲料・煙草の7594である。

　つぎに，負の資産形成ないし資本消費の項目については，これを計上した国

と計上していない国とがある。アメリカの47年表では負の棚卸資産形成がこれ

に当る。負の棚卸資産形成の累積率の最大値は，農林水産の86であり，最小値

はサービス業の70である。なおイギリスの投入産出表では「最終消費者の売戻

し」の項がある。われわれは，これが，性質上負の資産形成であるところか

ら，表の本源的投入と制度的な費用項目との間に配列した。これは，最大値が

金属工業の251，最小値がサービス業のO．4である。

　最後に制度的な費用項目を比較しよう。多くの国はこれを統合して鈍間接税

として純額のみ表示している。そして若干の国はこれを要素別に分解してい

る。このため制度的費用の累積費用率の厳密な比較は，困難であり，概括的な

それにとどまる。まずアメリカでこの最大値を示す産業は「その他の産業」，

ついでガス・電気・水道である。最小は，農林水産である。イギリスについて

は，最大値が食品・飲料・煙草にみられ，農林水産は負値になっている。この

ことは，農林水産への補助金が間接税を超過していることを意味している。補

助金の大きい部門ほど鈍間接税の数値が小さくなり，各国とも農林水産の鈍間

接税累積率が小さいのはこのためである。こうした傾向は，イギリスがもっと

も顕著である。なお間接税が大なる部門は，勿論鈍間接税の累積率が大で，各

国とも食品・飲料・煙草の率が大きくなってるd日本の場合は食品・飲料・煙

草が最大で，ガス・電気・水道が最小となっている。オーストラリアは最大が

食品・飲料・煙草，最小が化学工業となっている。またインドは最大が「分類
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不明」ついで鉱業であり，最小が農林水産となっている。マラヤについては，

サービス業が最大値を示し，最小はガス・電気・水道となっている。なおマラ

ヤの補助金は，農林水産にたいして最も多く与えられていることが表から明ら

かである。

（4）使途別累積費用比率の国際比較

　各産業の生産物の最終使途に含まれた各最終費用の累積費用率の表は，各行

が最終使途のカテゴリー別にその費用構成を示し，各列が，最終費用要素の累

積費用率の使途カテゴリー別構成を示す。各行の合計はいづれも1であって各

使途に含まれる累積費用率の構成比率が「累積費用比率」である。行倒から観

察すると，各使途の最終費用要素の累積率の大小を知ることができ，列側から

観察すると各最終費用がどの種の使途によって最も多く（又は少く）誘発せら

れるかを認識することができる。

　第9表から第14表までの各国累積費用比率の比較を行うと，つぎのようであ

る。

　まづ，第9表アメリカの累積費用比率表は，47年表の費用範躊が細分されて

いないために，行の側から見ると，その使途全部についてすべて付加価値の累

積率が最大である。それ故，この表の行側の観察は，余りインワォーメーティ

ヴではない。つぎに列側から観察すると，第一に，使途別にみた累積輸入比率

MTは，その最高が在庫形成であり，輸出のMrがそれに次いでいる。なお固

定資産形成のMτは最小値を示している。第2に，付加価値の累積率は，固定

資産形成について最大，ついで政府支出が高く，在庫形成が最小である。第3

に，在庫の負の形成の累積費用率は，在庫投資について最大であり，輸出向け

のそれがそれに次いでいる。在庫の負の形成の累積費用比率のうちでは固定資

産形成向けの比率が最小である。なお制度的な費用である鈍間接税の累積比率

は消費向けのそれが最大で他は大差がない。これらの諸特徴は，他の諸国でも
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種々の偏差を伴って再現している。

　つぎに日本の55年の累積比率を第10表から観察しよう。まづ行側の観察によ

れば，政府投資および投資については費用要素の中で賃金の累積比率が最も大

である。残りの使途は，すべて利潤の累積比率が賃金のそれを上廻っている。

第工O表の計算の基礎である日本の昭和30年産業連関表は，輸出と特需とを分離

して計上している。それ敬われわれは，第10表においてこの二つの使途範躊の

累積費用比率を比較することができる。すなわち，特需は通常の輸出よりも鈍

間接税，輸入，および賃金の各累積費用比率が低く，利潤の累積比率が高い。

これは，特需が多分に利潤インフレーション的であることを意味する。なお特

需，輸出ともに利潤の累積比率が大である。他方，列側から第10表を観察する

と，第1に，輸入の累積比率は，各使途の中では輸出が最大であり，ついで在

庫形成向けも大である。民間投資向けの累積比率は低く，最小が政府消費のそ

れである。第2に，賃金の累積比率は，政府投資のそれが最大で，投資がそれ

についでいる。在庫投資の累積賃金比率は小さい。第3に，利潤の累積比率に

ついては，在庫形成のそれが最大である。政府消費の累積利潤比率が高いこと

も注目せられる。第4に，制度的な費用である鈍間接税の累積費用比率は，消

費のそれが最大であり，政府投資のそれが最小である。

　第11表のイギリスの累積費用比率を観察する。まず行側の観察では，各使途

カテゴリー全部について賃金の累積比率が最大であり，利潤，輸入がこれに次

いでいる。他の費用要素は数値が小さい。つぎに列側から観察すると，第1に

輸入の累積比率は，在庫形成の比率が最大であり，次位が輸出のそれである。

そして輸出に関する累積輸入率に比較すると，固定資産形成の累積輸入率は低

い。この現象は，日本およびアメリカの各表に見られたところである。他方，

消費の累積輸入率は，いま観察している国のそれの中では最も大であることが

注目せられる。第2に，賃金の累積比率は，固定資産形成の比率が最大であり

政府支出の比率がこれに次いでいる。在庫形成の累積賃金比率は最小である。
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第3に，利潤の累積比率は，一般に小さく，使途カテゴリー間の格差は少い。

申では個人消費の比率が大であり，固定資産形成の比率は最も小さい。第4に

鈍間接税の累積比率は，個人消費の比率が最大である。投資，とくに在庫形成

の比率は，負値で最小である。なお最終消費者からの売り戻しの累積比率は，

消費の比率が最も小さく，他方在庫形成の比率が最大である。

　つぎに，第12表から，インドの累積費用比率を観察する。まず行倒では，固

定資産形成を除く残りの全部の使途カテゴリーについて非賃金所得の累積比率

が大であること，就申，消費のそれが大であることを示している。他方，列側

の観察では，上記三国，就中アメリカのそれと対照的な特色があることが認め

られる。第1に輸入の累積比率について，まづ最大は在庫形成の比率である。

そして固定資産形成の比率が，これに次いで高く，反面，輸出の累積輸入比率

は小さい。政府支出，消費の累積輸入比率は何れも小さい。輸入の列から明ら

かなように，固定資産形成向け累積比率が至って高いことは，特徴的である。

しかも固定資産形成は，先に行側の観察で明らかにしたように，最も賃金誘発

的であることを注意すべきである。第2に，賃金の累積比率について，その最

大値は固定資産形成の比率であり，在庫形成の比率がこれに次いでいる。しか

も已述のように，インドにおいてこの二つの使途カテゴリーは，同時に極めて

累積輸入比率の大なるカテゴリーである。輸出の累積賃金比率は最小である。

第三に，非賃金所得の累積比率は，消費の比率が最大で，輸出の比率がこれに

次いでいる。固定資産形成の比率は最小である。第四に，制度的費用である物

品税は，在庫形成の比率が最大で，この使途カテゴリFのみ正値で他は負値で

ある。就市政府支出の比率が最小である。

　同じ開発途上国マラヤの状況は，第13表から示されるように，インドに近似

している。まず行倒から観察すれば，使途の一切のカテゴリーについて利潤の

累積比率が最大の構成を占めている。換言すると，使途の各カテゴリーは，す

べて利潤誘発的であって，先に観察したイギリスと逆の現象を示している。
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他方，列側を観察すれば，第一に，輸入の累積比率の最大値は在庫形成である

が，固定資産形成の比率も高率であること，この点インドと同様であることが

認められる。輸出，政府支出，消費の各比率は小さい。第2に，賃金の累積比

率については，固定資産形成の比率が最大である。在庫形成の累積賃金比率は

小さい。第3に，利潤の累積比率については，各使途カテゴリーともに概して

高率であるが就申輸出の比率，ついで在庫形成の比率が大である。第4に，制

度的費用である間接税及び補助金の累積比率は，輸入貿易，ついで政府支出の

比率が大である。なお，他の諸国と異なり消費の累積比率は中位である。

　最後に，第14表からオーストラリアの使途別累積費用比率を観察する。まづ

行倒からみれば，在庫形成と輸出について累積利潤比率が最も大であり，その

他のカテゴリー消費，固定資産形成，政府支出は，一様に累積賃金比率が最も

大である。列側の観察では，第1に輸入の累積比率のうち，固定資産形成のそ

れが最も高い。ついで在庫形成の比率となっている。なお輸出の累積輸入比率

は小さい。固定資産形成の累積輸入率が高く，輸出のそれが低いことは，マラ

ヤ，インドと共通する。第2に，賃金の累積比率については，固定資産形成の

比率，ついで政府支出が高率である。在庫形成のそれは低い。第3に利潤の累

積比率については，在庫形成の比率が最大，ついで輸出のそれが大である。政

府支出に関する比率が最低である。なお分配関係の累積比率について付言すべ

き点は，使途カテゴリーの過半について累積利潤比率よりも累積賃金比率が大

であり，したがって利潤よりも賃金をより多く誘発することである。さきに累

積輸入比率についてみた限り，オーストラリアはマラヤ，インドと共通性をも

つのであるが，分配面の累積比率に関する限りマラヤ・インド型と対照的であ

ることが指摘せられる。第4に，制度的費用の累積比率のうち関税の累積比率

は在庫形成の比率および輸出の比率が大であり，政府支出のそれが小である。

鈍間接税の累積比率は消費の比率が大で，固定資産形成の比率および政府支出

の比率が小である。
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　以上の観察を通して，使途別累積費用比率の一般傾向を把握することができ

る。勿論これは一般傾向であって，カッコ内の例外をも伴っている。まず一般

傾向として，イ，累積輸入率は，在庫形成に関する比率が最大である。（例外

はオ’ストラリアで，その比率は次位）口，負の資産形成〔在庫減少または最

終消費者の資産の販売〕とノ・，間接税の累積比率とは，消費の比率が最大（例

外マラヤ）で政府支出又は投資のそれは一般に小である（例外，マラヤ）。二，

使途範躊からすれば，輸出，在庫形成は累積利潤比率が高く，利潤誘発的であ

るが，固定資産形成，政府支出は賃金の累積比率が大で，賃金誘発的といえ

る。　（例外，日本の政府消費は，累積利潤比率が累積賃金比率より大。ただし

政府投資については逆）。

　この外に，輸入の累積比率についてわれわれの観察した諸国の若干が丁度逆

の傾向を示している。累積輸入比率の対照によってこのことを明かにする。

表　7

＼使途
国名＼ 輸　　出 固定資産形成

アメ　リガ 367 214

イギリス 149．5 10116

日　　　本 136．1 73．2

イ　ン　ド 96．6 221．4

マ　ラ　ヤ 123．4 工89．3

オrストラリア 119 191

　妻7の示すところでは，アメリカ，イギリス，日本の3国において輸出の累

積輸入比率が固定資産形成の累積輸入比率を上廻り，インド，マラヤ，オース

トラリア三国についてはこの逆が認められる。この「累積輸入比率テスト」は

対象とする国の経済発展段階の診断に一つの指標を与えると考えられる。
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5　要　約　と　展　望

　以上の分析を通して明らかとなった諸点はつぎのようである。

　（1〕累積費用分析は，産業連関表の資料を用いて行う産業別要素費用および

輸入の累積率の分析であって，生産費累積計算と使途別累積計算との二面に適

用せられる。

　（2）各国の産業連関表を基礎資料として累積費用率を計算・比較した結果，

次の諸点が明らかである。

　i　綜合指標ΣD，Σ∫によって判断する限り，1955年の日本産業は，1960

年には生産の迂回化を達成し，まづ綜合累積輸入率によって判断する限り輸入

依存度を上昇し，かつ平均累積賃金率と同利潤累積率は，低下の傾向を示して

いることを認識することができる。また産業別指標によれば，累積輸入率の変

動（例，繊維工業について減少，鉱業について増加），累積賃金率の変動（例，

サービス業）累積利潤率の変動（例，両年度とも農林水産，「分類不明」が大）

および累積鈍間接税の構造（両年度ともに食品・飲料・煙草が大），ならびに

産業の迂回度の大小（例，機械工業，金属工業，化学工業，建設業は大，農林

水産，サービス業，ガス・電気・水道は小）を把握することができる。

　ii　各国の累積費用率の綜合指標を比較することによって　け）ΣD，Σ∫か

ら産業の迂回度の大なる経済（例，アメリカ，日本）と小なる経済（マラヤ，

オーストラリア），中位の経済（例，イギリス）を，（口）平均輸入率の比較から

輸入依存度の大なる経済（例，イギリス，インド）と小なる経済（例，アメリ

カ）を，また平均累積賃金率と平均累積利潤率の比較によって，高賃金・低利

潤型の経済（例，イギリス）と低賃金・高利潤型の経済（例，マラヤ）を，さ

らに累積間接税率の比較によって制度的費用の経済に・占める比重の大（小）を

把握し，各国生産構造固有の型を理解することが可能である。だほ各国の産業

部門別累積費用率の比較によって，産業格差の大なる経済（例，累積輸入率お
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よび累積賃金率の産業格差の大なる経済であるインドと累積費用率のばらつき

が小さく産業格差の少い経済であるイギリス）の型を把握することができる。

　iii各国の使途別累積費用比率は，各国における使途カテゴリPが誘発する

累積費用の大きさを示し，その比較は各国の最終需要増大と国々の費用範躊の

間の一般的な関係（例，輸出増大と累積利潤率の上昇，固定資産形成と累積輸

入率の上昇）を示唆する。他方，累積輸入比率の使途構成の比較によって，輸

出の累積輸入比率が固定資産形成の比率を上廻る先進型経済（例，アメリカ）と

前者が後者を下廻る後進型経済（例，インド）を分類することができる。この

r累積輸入比率テスト」の外に，使途別累積賃金比率による比較も可能である。

　（3）上によって実証せられたように，累積費用分析は，経済診断の手段とし

ての有用性が大である。ただし，この分析を更に進展せしめるには，理論上，

資料上のいくつかの問題解決を必要とする。まづ理論上ビ）商品別投入係数と

産業別最終費用とを統合する生産勘定の二重分類の理論の発展が必要であり，

o）使途範躊就中個人消費および政府消費の明細を得てこれを産業の最終供給

と統合するために，個人及ぴ政府の支出項目と産業の最終産出の分類変換を行

う理論が必要である。周知のように近時この問題は，ストーン等によって社会

勘定の新しい統合体系，例えばSAMおよびSNA改訂表へと発展しつつある。

累積費用分析は，社会会計理論のこうした新しい成果を導入すべきであ私な

お資料面では，国際的に部門分割，費用範躊および使途範躊のアイテマイゼー

ションの統一化がなされ，かつ共通の基準年度において共通の評価基準の下に

画一的に作成せられることが，厳密た比較分析を行う上で不可欠である。

　近時，消費需要就中耐久消費財需要の分析が進み，また政府予算の政府勘定

への調正作業によって目的別政府支出分析が急速に成長しつつある。こうした

新しい需要理論と伝統的な産業連関分析の批判の上に立った投入産出理論の統

合の成果を導入することが累積費用分析に今後の進歩を可能にするものと思わ

れる。
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合　　　　　計

ΣD

8．042

6．851

5．351

5．031

4．598

4．193

5．590

4．432

3．464

6．229

7．339

6，007

5，593

2∫

1．938

3．149

4．649

4．969

5．402

5．807

4．410

5．568

6．536

3．771

2．661

3，993

4，407

2T

1O，000

10，OOO

1O，000

10，㎝

1O，000

10，OOO

1O，OOO

10．000

10，000－

10，000

10．000

10，OOO

10，OOO

備考：以下の各表において，ゴチック数字は最大値を示すものとす乱

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

平均

正〔〃一’〕

凪〃一π〕

第2表

輸　　　　　　入

∫

1．528　　　　　489

4．920　　　　　229

　310　　　1．220

　826　　　1．459

　487　1．488

　310　　　893

　　40　1，1OO

　100　1．044

　　1　　　940

　　12　　　933

　　65　　　246

　542　　　732

762　　　898

一〇．6595

　0．9561

T

2．017

5．149

1．530

2．285

1．975

1．203

1．147

1．144

　941

　945

　311

1，274

1，660

日本の産業別累積費用率（1960年）

賃　　　　　　金

D　　　　∫

　604

2．074

　478

　694

　795

1．343

1．082

1．430

1．431

1．732

3．306

　　0

1，247

一4．054

　7，024

　550

　493

1．255

1．626

2．208

2．158

2，109

1．830

2．218

1．111

　855

2，140

1．294

T

1．154

2．567

1．733

2．320

3．003

3．501

3．191

3．260

3．649

2．843

4．161

2，140

2，794

利　　　　　潤

D　　　　∫

4．371

　686

　550

1．249

1．035

1．307

　878

1．373

1．530

1．356

2．926

2，122

1，615

川〇．4241

　0．6167

1．213

　624

3．506

1．909

2．564

2．503

3．278

2．793

2．644

1．044

　948

2，494

2，133

5．664

1．310

4．056

3．158

3．599

3．810

4．156

4．166

4．174

2．400

3．874

4，616

3，749

減価償却費
D

　568

　428

　125

　470

　251

　242

　　1

　256

　175

2．055

　928

475

一〇．5949

　0．9330

∫

252

198

612

604

741

628

756

664

661

326

272

681

533

　818

　626

　737

1．074

　992

　870

　957

　920

　836

2．381

1．200

　681

・1，O08

関　　　　　税

D
13

90

140

65

16

27

　6

　6

　0

　0

　1

57

35

0．2075

0．9594

∫

工9

8

48

50

48

40

41

31

35

25

11

32

32

T

32

98

188

115

64

67

47

37

35

25

12

89

67

間　　接　　税

D

　130

　127
1344

　602

　　33

　194

　　53

　104

　　73

1．222

　235

　853

414

0．2096

0．9708

∫　　　T

193

126

508

450

337

359

456

372

347

186

158

381

323

　323

　253

1．852

1．052

　370

　553

　509

　476

　370

1．408

　443

1，234

737

補　　助　　金

D

　　一4

　　－2

　－77

－O，4

　　　0

　　　0

　　　0

　　　0

　　　0

　　　0

－0．03

　－30

一g．4

O．8941

0．9972

∫

　一4

　－1

－18

－4．6

　－3

　－3

　－6

　－4

　－3

　－2

－1．2

　－4

一4

T

　一8

　－3

－95

　－5

　－3

　－3

　－6

　－4

　－3

　－2

－1．2

－34

一14

合　　　　　計

2D

7．209

8．323

2．869

3．907

2．616

3．424

2．267

3．268

3．159

6．377

7．510

3，543

4，539

一1，一〇〇〇

不　能

2∫

2．791

1．677

　413

6．093

7．384

6．576

7．733

6．732

6．841

3．623

2．490

6，457

5，461

2T

10，000

10．000

10．000

10．000

10．000

10，㎝

10．000

10，㎜

1O、㎜

10．000

10，OOO

1O．000

10，OOO



第3表 平均累積費用率の国際比較

■
2D 2∫ ΣT MT Wr Pr γT

鈍間

ﾚ税
関税

日　本 55．9 44．1 100 9．96 32．94 51．01
皿 9．96 I

アメリカ 43．2 56．8 100 3．85
一 一

80．37 12．84
’

イギリス 62．8 37．2 100 15．6 51．1 28，3 一皿

c

4．6
一

インド 61．87 38．13 100 18．22 20．95 46．72 12．28 I

マラヤ 68，88 31．12 1oo 19．46 25．72 38．9
一

6．87

@‡
一

オ，スト

@ラリヤ
66，O 34．O 100 19．1 39．28 34．38 ■

6．86 1．44

備考‡ マラヤの数字は間接税累計率の平均値。ちなみに同国の補助金

の累積率は一〇．08

第4表 アメリカの産業別累積費用率

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

平均

則〃一■〕

正〔月一丁〕

輸　　　　　人

174

0．6739

0．9690

211 385

付　加　価　値

4．330

　　0

1．650

3．008

2．918

3．576

3．129

3．951

4．004

5．504

5．528

　668

3，479

一〇．9767

　0．7680

∫

3．860

　　0

5．944

4．773

4．924

4．741

4．876

4．049

4．776

2．618

2．897

6，684

4，558

8．190

　　0

7．594

7．781

7．842

8．317

8，005

8，000

8．780

8．122

8．425

7，352

8，037

在　庫　消　費

D　　　　∫

122

0．3512

0．8964

174

τ

862

　0
566

231

185

135

374

214

88

47

70

449

296

純　間　接　税

　184

　　0

　307

　556

　437

　466

　427

　536

　164

1．241

　883

　835

549

一〇．1162

　0．8467

J

　446

　　0

　703

　862

　890

　843

　760

　741

　774

　507

　494

1，074

735

　630

　　0

1．010

1．418

1．327

1．309

1．187

1．277

　938

1．748

1．377

1，909

1，284

合　　　　　計

2D

5．271

　　0

2．579

3．924

3．740

4．081

3．875

4．878

4．168

6．753

6．444

1，849

4，322

2∫

4．729

　　0

7，42ユ

6．076

6．260

5．918

6．125

5．122

5．831

3，248－

3．556

8，151

5，676

2T

10，OO0

　　　0

10，000：

10000

10，OO0

10，OO0

10，㎜

1O，000

10．000

10，OOO

1O，OO0

10，000

10，000

第5表 イギリスの産業別累積費用率

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

平均

正（辺一■〕

別月一η

入

D

　717

　147

1．550

2．514

1．699

　405

2．513

1．363

　310

　114

　404

1，067

一0．3116

　0．9810

∫

800

380

539

365

497

689

299

484

706

417

245

493

1．517

　527

2．089

2．879

2．196

1．094

2．812

1．847

1．016

　531

　649

1，560

貫　　　　　金

2．270

5．993

　973

1．655

2．403

3．821

3．212

3．295

4．067

2．525

4，413

3，148

一〇．4王98

　0．9179

∫

2．078

1．592

1．856

2．237

2．193

1．959

1．449

1．946

2．309

3．099

　896

1，965

4．348

7．585

2．829

3．892

4．596

5．780

4．661

5．241

6．376

5．624

5，309

5，113

利　　　　　潤

3．450

　784

　973

1．756

1．497

1．730

1．433

1．585

1．114

2．132

2，845

1，754

一〇．1875

　0．9363

∫　　　T

1．340

　873

1．501

1．080

1．229

1．138

　844

1．048

1．237

1．133

　439

1，078

4．790

1．657

2．474

2．836

2．726

2．868

2．277

2．633

2．351

3．265

3，284

2．833

最終消費者からの売戻し

27

一〇．2081

　0．9832

∫

13

　6

13

　4

　9

249

49

49

13

23

13

　4

。91

純　間　接　税

一1．262

　　　86

　2，71I

　　166

　　　24

　　　51

　　　56

　　　93

　　　75

　　393

　　693

28玉

一〇．7934

・・…11

∫　　　T

618

131

－11

218

210

156

145

173

158

174

　62

185

一644

　217

2．700

　384

　234

　207

　201

　266

　233

　567

　755

465

合　　　　　計

5．175

7，010

6．114

6．093

5．864

6．009

7．260

6．341

5．567

5．164

8，354

6，268

∫

4．825

2．990

3．886

3．907

4．136

3．991

2．740

3．659

4．433

4．836

1，646

3，732

τ

10．000

10．000

10．000

10．000

10．000

10，OOO

1O，OO0

10．000

10．000

10．000

10，000

10，000



第6表 インドの産業別累積費用率

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

平均

正ψ一I〕

正ω一”〕

輸　　　　入

　356

1．910

　10
3．551

4．155

　　0

　167

　479

　　0

　　0

　　0

3，085

1，247

0．2558

0．9765

∫

　171

　239

　360

　911

1．163

　　0

　399

　756

1．218

　699

　251

　165

576

　527

2．149

　370

4．462

5．318

　　0

　566

1．235

1．218

　699

　251

3，250

1．822

賃　　　　金

　841

1．833

　639

　644

　842

　　0

1．616

　882

4．148

1．348

3．021

　374

1，471

0．2470

0．9546

∫

　408

　293

1．113

　767

　594

　　0

1．432

1．059

1．366

　972

　404

　450

805

τ

1．249

2．126

1．752

1．411

1．436

　　0

3．048

1．941

5．514

2．320

3．425

　824

2，277

非賃金所得

5．761

3．031

1．938

1．084

1．260

　　0

1．574

3．318

　　0

3．887

4．973

　814

2，513

一〇．1822

　0．7826

∫

2．321

　544

4．904

1．635

1．079

　　0

3．619

2．662

2．877

1．760

1．072

1，285

2，160

T

8．082

3．575

6．842

2．719

2．339

　　0

5．193

5．980

2．877

5．647

6．045

2，099

4，673

物　　品　　税

D

　82
2．012

　771

1．030

　634

　　0

　781

　438

　　0

　892

　159

3，724

957

一〇．3312

　0．9914

∫

59

138

264

378

274

　0

411

406

391

443

120

103

272

T

　141

2．150

1．035

1．408

　908

　　0

1．192

　844

　391

1．335

　279

3，827

1，228

合　　　　討

D

7．040

8．785

3．358

6．310

6．890

　　0

4．139

5．116

4．148

6．127

8．153

7，998

6，188

J

2．960

1．215

6．642

3．690

3，11O

　　0

5．861

4．884

5．852

3．873

1．847

2，002

3，812

T

1O，㎝

10．000

10、㎝

1O，㎝

1O、㎜

　　O
10，㎝

10，OOO

1O，000

10，OOO

1O，㎜

1O，000

10，OOO

第7表 マラヤの産業別累積費用率（1960年）

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

n

平均

五｛月一■〕

正ω一”）

輸　　　　入

D

　399

　624

2．310

1．189

2．697

2．701

4．861

　500

2．360

1．129

　209

1，725

0．2311

0．9942

36

105

215

219

516

36

196

331

359

381

45

222

T

　435

　729

2．525

1．408

3．213

2．737

5．057

　831

2．719

1．510

　254

1，947

貫　　　　金

D

2．735

1．919

　770

　669

　83
2．630

1．319

　684

2．601

2．205

3．192

1，710

一〇．7854

　0．7682

∫

　75
　292

1．409

1．390

1．568

　301

　387

2．112

1．116

　667

　167

862

2．810

2．211

2．179

2．059

1．651

2．931

1．706

2．796

3．717

2．872

3，359

2，572

利　　　　　潤

D　　　∫

6．052

4．254

　793

2．026

　94
1．623

1．319

　867

　685

3．951

3，473

225

一〇．6891

　0．5742

　114

　404

2．942

2．854

3．296

　346

　589

4．575

1．851

　521

　167

1，605

T

6．166

4．658

3．735

4．880

3．390

1．969

1．908

5．442

2．536

4．472

3，640

3，890

間　　接　　税

D

　290

1．672

　　9

　209

　　0

　　0

　　0

　　0

　　2

　　0

2，306

408

一0．3088

　0．9101

∫

　35

　88
　241

　261

1．247

　193

　138

　270

　341

　163

　92

279

T

　325

1．760

　250

　470

1．247

　193

　138

　270

　343

　16き

2，398

687

補　　助　　金

D

一30

　0
　0
　0
　0
　0
　0

　0

　0

　0

　0

一3

一〇．2244

　0．7080

∫

　O
　O
－13

－13

　0
　0
－2

－22

－5

－1

　0

一5

T

一30

　0
－13

－13

　0
　0
－2

－22

－5

－1

　0

一8

分類不能
D

　269

　568

1．171

1．038

　46
2．133

1．111

　456

　395

　873

　320

762

一〇．4405

　0．9751

J　　　T

詞

153

157

454

38

81

228

＝l／

「

　293

　642

1．324

1．195

500

2．171

1．192

　684

　690

　984

　349

911

合　　　　計

D
9．716

9．037

5．053

5．132

2．920

9．088

8．611

2．507

6．042

8．157

9，500

6，888

∫　　　T

　284

　963

4．947

4．868

7．080

　912

1．389

7．493

3．958

1．843

500

3，112

10，OOO

1O，OOO

10．000

10，000

10．㎜

10，㎝

10．000

10，OOO

1O，OOO

1O，OO0

10，OOO

工0，㎜



第8表 オーストラリアの産業別累積費用率

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

平均

正ψ一■〕

正ω一π〕

入

D

　287

2．913

　230

2．962

　0
2．510

1．834

1．778

　81

　0
　178

1，277

0，3273

0．9670

J

　465

　404

　606

　577

　0
　335

　873

　640

1．434

　552

　457

634

T

　752

3．317

　836

3．539

　0
2．845

2．707

2．418

1．515

　552

　635

1，911

貫　　　　　金

1．140

2．061

1．312

1．923

　0
3．648

2．381

3．175

3．175

3．128

3，576

2，552

0．1024

0．8843

　948

　836

1．662

1．313

　0
　842

1．815

1．594

2．436

　962

1，359

1，376

T

2．088

2．897

2．974

3．236

　0
4．490

4．196

4．769

5．611

4．090

4，935

3，928

利

5．659

1．942

1．047

2．308

　0
1．520

1．041

1．730

　738

3．951

2，328

2，226

0．4614

0．8946

f

　963

　604

2．794

1、㎝7

　0
　620

1．735

1．211

1．596

　702

　877

1，212

6．622

2．546

3．841

3．325

　0
2．140

2．776

2．941

2．334

4．653

3，205

3，438

関　　　　　税

93

221

69

115

　0

156

194

111

10

　0

0

97

0．1612

0．9517

∫

47

125

247

135

156

　0

178

276

153

103

39

29

144

純　間　接　税

D

　338

　835

2．025

　38

　0
　133

　88
　127

　142

　123

　698

454

0．5173

0．9936

∫

187

124

419

239

　0

155

226

202

345

220

198

232

T

　525

　959

2．444

　277

　0
　288

　314

　329

　487

　343

　896

686

合 計

2D

7．417

7．972

4．683

7．346

　0
7．967

5．538

6．921

4．146

7．202

6，780

6，597

2∫

2．583

2．028

5．317

2．554

　0
2．033

4．562

3．679

5．854

2．798

3，220

3，403

2T

1O，OOO

10，000

10．000

10．000

　　0
10．000

10，000

10．000

10．000

10．000

10，000

10，000

第9表アメリカの累積費用比率（最終使途別） 第11表　イギリスの累積費用比率（最終使途別） 第13表　マラヤの累積費用比率（最終使途別）

使　　　途 輸入1付加価値 在庫消費 鈍間接税 合計 使　　　途 輸入1 賃金 利潤 最終消費者
からの売戻し

鈍間接税1
合計 使　　途 輸入 賃金 利潤 間接税 補助金 分類不能 合計

消　　　費 O．305 O．8208 O．234 O．1225 1．0000 個人消費 0．1455 O．4542 O．2958 O．0012 O．1058 1，oooo 消　　費 O．0723 O．3014 O．4234 O．1500 O．0008 0．0536 1，OO00

政府支出 O．226 O．8448 0．147 O．1177 1．0000 政府支出 011150 O．5497 0．2900 O．0027 O．0425 1，oooo 政府支出 O．0555 O．3394 O．3524 0．2130 O．0007 O．0395 1，0000

固定資産形成 0．214 O．8537 0．109 O．1138 1．0000 粗固定資産形成 011016 0．5977 O．2684 O．0033 O，0286 1，0000 固定資産形成 0．1893 013144 O，3547 0．0544 OlO010 0．0592 1，OOOO

在庫形成 O．419 O．8072 0．385 O．1122 1．0000 在庫形成 0．2830 O．4264 012877 O．0056 O．0037 1．0000 在庫形成 O．2107 O．2518 0．4588 O．0098 O．0023 O．0907 1．0000

輪　　　出 O．367 O．8123 O．263　　一 O．1245 1，OOOO 輸　　　出 0．1495 O．5149 O．2850 O．0039 O．0468 1，0000 輸　　出 O．1234 O，2604 O．4708 O．0847 O．0013 O．0618 1，0000

輸入貿易 O．0254 013359 O．3640 O．2397 O．OO07 010348 1，OOOO

未分類不能 O．0854 O．3144 0．3733 O．1565 O．OO03 O．0705 1、㎜
第10表 日本の累積費用比率（最終使途別） 第12表　インドの累積費用比率（最終使途別）

使　　　途 輸入 賃金 利潤 間接税 合計 使　　　途 輸入 賃金所得
非賃金

所得
物品税 合計

消　　　費 O．0750 O．3159 O．5293 0．0796 1．0000 消　　　費
　　10．0496

0．2235 O．6846 O．0421 1．0000

政府消費 O．0583 O．3182 O．5727 0．0506 1．OOOO 政府支出 0．0370 O．3523 O．5794 010311 1，OOOO

固定資産形成 O．0732 O．4466 O．4368 O．0432 1，OOOO 固定資産形成 0．2214 0．4191 O．3061 0．0532 1，OOOO

政府投資 0．0660 O．4744 0．4227 O．0367 1，OO00 在庫形成 0．2521 O．4005 O．5893 O．2640 1．0000

在庫形成 O．1140 O．2268 0．5997 O．0592 1．0000 輸　　　出 O．0966 O．1918 O．6∋31 O．0783 1．0000

輸　　　出 O．1361 0．3300 0．4826 O．0511 1，0000

特　　　需 O．0671 O．3187 O．5661 O．0479 1；0000

第14表オーストラリアの累積費用比率（最終使途別）

使　　　途 輸入 賃金 利潤 関税
鈍間接税1

合計

消　　　費 O．119 O．420 O．347 O．O09 O．096 1，㎜

政府支出 O．116 O．508 O．282 0．006 0．069 1，000

固定資産形成 O．191 0．511 O．243 O．O12 O．047 1．㎜

在庫形成 O，131 O．321 O．476 0．013 0．066 1，㎝

輸　　　出 O．119 O．319 O．454 0．O12 O．090 1，000



経済成長の最適過程

片　　野　　彦　　二

は　し　が　き

　経済を，与えられた初期状態から目標として設定される終端状態にまで移す

ことを最短時間で可能ならしめる過程を，経済の最適な成長過程として考え

る。このような考え方を更に進めると，与えられた初期状態から出発する経済

が，一定時閥内に到達しうる最大領域を見出すことにもなる。　これらの問題

は，数学的には一｛ボニ・トリャーギンの最大原理”を応用することにより容易に

　　　　　　　ω
解くことができる。

　上に述べた経済成長の最適過程は，原則として，成長の第1段階において投

資を資本財部門に集中し，必要なだけの資本設備を資本財部門に蓄積した後，

第2段階において投資を消費財部門に集中することを要求するものである。し

かし，このような過程は，必然的に実質賃金率の低下をもたらし，それがこれ

以下には押し下げえない下限につきあたると，上述の最適成長過程は原則通り

には動けなくなる。ここでは制約された最適成長過程が出てくる。

　われわれは，本稿においては，以上の2点を中心として，経済成長の最適過

程の分析を行なうための準備として，若干の分析用具をととのえることを目的

とする。ここでは，資本設備平面を設定し，その上に描かれる等時最大到達可

能領域（ないしは実質賃金率の下限によって制約された等時最大到達可能領域）

の概念の設定，そしてその特性の検討を行なう。

（1）補論参照のこと。
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1　封鎖経済の成長モデル

は　し　が　き

　1．1われわれは本稿の議論を封鎖経済における2部門モデルを基礎として

展開する。

　われわれは，議論の対象となる発展途上経済を，生存部門と近代的部門の2

つの部分に分ける。生存部門においては，大量の労働力が低い生活水準のもと

でかろうじて白からの労働力の再生産のみを営んでおり，ここにおいては経済

余剰の生産はまったく期待できない。このような状態におかれている労働力を

一括して偽装失業と呼ぶことにする。われわれは，このような生存部門を，経

済全体としての再生産の過程においては，一定の実質賃金率の水準（ただし生

存部門における労働力1単位の生活水準よりは高い生活水準を保証する実質賃

金率の水準）において，生存部門に所属しているすべての労働力を近代的部門

に供給する役割を果すものとしてのみ扱う。経済全体としての再生産の過程に

おいて，経済開発を推進するのは近代的部門である。本節の最初に述べた2部

門モデルというのは，この近代的部門を資本財部門と消費財部門に分割するこ

とにより構成される。

生産部門の構成

　1．2上に述べたように，われわれは，発展途上経済における近代的部門

を，資本財部門と消費財部門の2つの生産部門から構成されるものとする。こ

こで，それぞれの生産部門を記号によってあらわす場合には，資本財部門を第

1部門，消費財部門を第2部門として示すことにする。

　このような2部門モデルの設定は，経済の内部における物的た再生産の過程

を分析するにあたっての必要最小限の要件である。しかしたがら，このような

2部門モデルの設定は，経済開発理論，特に発展途上国の経済開発理論にとっ
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ω
ては充分でないという考え方もある。このように考える人々は，資本財部門を

細分して，（1）資本財生産用の資本財を生産する部門と　（2）消費財生産用の資本

財を生産する部門を設定し，消費財部門と併せて，全体として3部門よりなる

モデルを構成して議論を進めようとしている。このようた3部門モデルの構成

は，確かに，発展途上国の経済開発にあたっての重要な問題のあるものをより

明確にするのに役立つけれども，本稿においては，議論の簡単化のため，特に

経済の開発過程の図的表示を容易ならしめるために，上に述べたような2部門

モデルを用いることにする。

　このような2部門モデルの設定は，その性格としては，マルクス流の部門構

成に依存するものである。マルクスは，資本財と消費財とを，それぞれの使用

価値の側面で分類している。したがって，消費財生産のための資本財は当然に

資本財部門で生産されるものと考えている。これに対して，ケインズ流の集計

概念を用いる場合には，一国の経済を資本財部門と消費財部門に分けても，資

本財とは新投資の物的内容を意味するものであり，具体的には資本設備の増分

でもありうるし，また消費財の在庫増分でもありうる。このように，ここでと

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2〕
りあげているマルクス流の2部門構成とケイ；ノス流の2部門構成については，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㈹
それぞれの内容を大いに異にすることに注意しなくてはならない。

　このよう左2部門モデルの設定の結果，資本財も消費財も，それぞれに等質

的であると仮定されなくてはならない。すなわち，資本財部門で生産される資

本財は，資本財の生産にも消費財の生産にも共通して利用されうるものでなく

てはならないし，また消費財部門で生産される消費財は，すべての消費需要に

対して等しく適用されうるものでなくてはならない。

（1）例えば，M，Dobb［2コ，A．Kl　Sen［16コ，N．Oki畠hio［11コ等を参照のこと。

（2）ケインズ流の2部門構成にもとづくモデルを用いて議論を展開したものとしては，

　　P．C．Mahalanobis［8］，E．D．Domar［3コがあ乱

（3）このような議論については，都留重人［21コ，S，T・um［20コを参考とした。
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生　産　関　数

　1．3　われわれは，いずれの生産部門においても，与えられた資本設備K。

（ト1，2）と，それを正常に稼働する場合に必要とたる労働量（雇用量）W。（｛

＝1・2）を投入することにより，X旭（｛＝1・2）だけの産出高が生産されるものと

考える。このような関係は，一般に生産関数と呼ばれ

　（1．1）　　　　　XFハ（K再，州），　｛＝1，2

として示される。しかしわれわれは，議論の簡単化のために，与えられた資本

設備量と，産出高および雇用量のそれぞれとの間に，いずれも固定的な関係が

あるものと仮定する。この仮定は，さしあたって，いずれの生産部門において

も生産技術の変化はないものと考えることを意味している。そして，このよう

な仮定のもとでは，上に示した生産関数は，より具体的に，

　（1．2）　　Xl＝β1K1
　　　　　　　　　　　　　　　　　6＝1，2
　（1．3）　　　　　　　ハら＝α宙K苗

の形をとるものと考えられる。ここで，β1は産出高資本比率を示し，α1は労

働資本比率を示している。これらの比率は，いずれも与えられた一定値をもっ

ている。

　1．4われわれが議論の対象としている発展途上経済は，大量の失業の存在

に悩まされている。このような経済において，それぞれの生産部門における産

出高の水準およびその成長を制約するのは，主として，資本設備の量およびそ

の拡大である。資本設備の拡大があれば，それに対応する雇用量の増加がみら

れ，したがって失業は生産過程に吸収されることになる。ところが，ここで注

意しなくてはならないことは，発展途上経済における失業の殆んどは偽装失業

であり，これが農村に集中していることである。彼らの技術の熟練度は，近代

化されていない農耕に従事する程度であるために，彼らを近代化された産業で

の生産に従事させることは，直ちには不可能であろう。そこで，彼らに，近代
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化された産業に従事しうる労働者としての適性を与える訓練が必要となる。し

たがって，産出高の水準を制約している資本設備が拡大されたとしても，上に

述べたような訓練された労働力の供給がなくては，その拡大された資本設備を

正常な稼働水準で活動させることはできない。しかしわれわれは，このような

事情については充分に注意することとした上で，すくなくとも資本設備の拡大

に伴なうだけの訓練された労働力の供給は常に保たれるものと仮定する。ただ

しこの場合には，後で述べるように，近代化された産業における実質賃金率

は，生存部門における労働力単位あたりの生活水準を保つにたるものよりは高

い水準に保たれていることを前提としていることに注意しなくてはならない。

　このように仮定した上で，われわれは，上に示した生産関数に関して，更に

次のように述べることができる。産出高資本比率ならびに労働資本比率を与え

られたものとすると，資本設備に新しい附加分（投資）があれば，これは直ち

に産出高資本比率を媒介として産出高の増加をもたらすと同時に，労働資本比

率を媒介として雇用水準を上昇せしめる。

　（1．4）　　　　　X岳＝β｛凪

　　　　　　　　　．　　．　　　　｛ヨ1，2
　（1．5）　　　　　　　jV’＝α｛K｛

ここで，各変数の上につけられる（．）は，その変数の時間的変化をあらわして

いる。たとえば，ツ・＝め／批である。したがって，Kは資本設備の増加すなわ

ち投資を，Xは産出高の増加を，またWは雇用水準の増加をあらわしている。

投資配分率

　1．5　いずれの生産部門においても，資本設備の耐用年数はいちじるしく長

く，資本の減耗は無視しうる程度であり，したがって資本設備についての置換

需要は問題にならないとする。このような仮定のもとでは，資本財部門で生産

される資本財はすべて，それぞれの生産部門における資本設備の純増加（純投

資）として利用されうることとなる。さらにわれわれは，このような利用可能

た投資資源はすべて，中央計画当局の調整により，資本財部門と消費財部門と
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に有効に配分されるものと仮定する。本稿の主要な部分におけるわれわれの議

論は，発展途上国における経済開発についての規範的な理論にかかわるもので

あるために，ここで仮定される投資活動の行動基準は，上に述べたように，利

用可能な投資資源の完全利用と，それの各生産部門への有効な配分としてとら

えられることになる。これらの仮定に加えて，封鎖経済のもとでの投資をあつ

かうにあたって，生産における時間の遅れは存在しないこと，既設の資本設備

は生産部門の間を移動しえないこと，等を仮定する。

　これらの仮定に基づいて，上に述べた考え方は，l1）生産された資本財はす

べて純投資にむけられること，

　（1．6）　　　　X1＝K1＋K2

　（1．7）　　　　　　　　j（垂≧0，　　6：1，　2

および（2〕総投資のうちmの割合にあたる部分が資本財部門への投資として配

分されること，

　　　　　　　　　　　K1　（1　8）　　　　　　　m　＝　．　　　　．

　　　　　　　　　　K1＋K2
の2個の関係を導くことができる。ここで挑は投資配分率と呼ばれる政策的に

操作可能な変数であり，その定義式からも判るように，その変化の許容領域は

　（1．9）　　　　　　　　O　く　m　く1

である。

　1．6　このように，ただ1個の政策的に操作可能な変数（投資配分率）を中

心として展開される経済開発理論は，主として，社会主義国における中央集権

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ω
的な経済計画が実施されうることを暗黙裡の前提として展開されてきている。

たしかに，このようた理論が現実に適用されうるのは・中央集権的な計画にも

とづく強力な実行力を必要とする。しかし，このことのために，この理論は，

（4）例えば，M．Dobb［2コ，E．D．Domr［3コ，P－C．Mahalanobis［8コはこのような前提

　　のもとで議論の展開を行なっている。
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社会主義的計画経済のもとにおいてのみ現実への適用性をもっというものでは

ない。たとえ，経済の一部が資本家的部門として活動しているとしても，この

資本家的部門をも含めて，経済全体として上記の理論の教える最適な成長径路

を選びうるだけの規模と実力をもつ計画当局が存在しうるならぱ，問題として

　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑮〕
いる理論の現実への適用性は見出しうる。

実質賃金率

　1．7本書における議論の全体を通して，われわれは，経済全体としての貯

蓄パターンについて，いわゆるマルクス・ノイマン的仮定をおく。すなわち，

労働者は賃金のすべてを消費財の購入にあて，資本家は資本収益のすべてを貯

蓄する，というのがこの仮定の内容である。この仮定により，ここでは消費財

部門で生産された消費財はすべて，労働者の消費にむけられるものと考える。

このことは

　（1．10）　　　　X2＝測N1＋ωW2

の関係によってあらわされる。ここでωは労働1単位に対して支払われる（消

費財で測った）実質賃金率を示している。

　この実質賃金率測は，近代化された産業で雇用される労働者に適用されるも

のである。したがって，この実質賃金率の水準ωは，生存部門における労働1

単位の収入務よりは当然に大でなくてはならない。　このことは，近代化され

た産業における労働の熟練度は，生存部門における労働の熟練度よりも高いこ

と，また近代化された産業における実質賃金率は，生存部門からの労働を近代

化された産業に移動させるための誘因を含んでいること，等によって支えられ

（5）インドにおける経済計画は，民間部門（資本家的部門）と公共部門（政府部門）の

　　併存するという状況において，計画当局が全体の調整をコントロールしようという

　　前提のもとで出発した。その後の過程において計画が順調に進められていないのは

　　多くの原因がある。その内の一つとして，経済の組織化の不備があげられる。民間

　　部門の存在が，この組織化の11噴調な進展を困難にしていることは考えられるけれど

　　　も，それは決して致命的な障害ではない。
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　　㈹ている。． ﾆもあれ，ここで注意しておかなくてはならたいことは，開発政策を

遂行してゆく過程において，何らかの手段により実質賃金率の水準が押し下げ

られることがあるとしても，それは，生存部門における労働1単位の収入務よ

りも以下の水準に押し下げられることは決してないこと，むしろ，それよりも

若干高い水準が下限となるであろうということである。近代化された産業での

実質賃金率を引き下げうる限度は，近代的産業における労働者が生存部門に帰

ってしまわないようにするだけでなく，積極的に，近代的産業にとどまるだけ

の誘因を残すような水準でなくてはならない。

2　資本設備平面

　2．1われわれは，ある時点における経済の状態を，資本財部門と消費財部

門のそれぞれにおける，その時点においての資本設備量の組合わせによってあ

らわすことにする。　この方法は，経済発展の程度を，l1）資本蓄積の程度と

（2）産業構造の程度の両面において一括して肥えうることを意味している。こ

のような考え方を具体化する手段として，われわれは，ある時点における経済

の状態をあらわすにあたって，横軸に資本財部門の資本設備量K1をとり，縦

軸に消費財部門の資本設備量K2をとる平面を考えるのが便利である。ただし

この平面は，いずれの軸についても，非負領域についてのみ定義されるもので

ある。このことは，われわれの議論は，経済的にみて意味のある領域に限られ

ることによる。このように定義される平面を，資本設備平画と呼ぶ。

　2．2資本設備平面上の点は，ある時点川こおける資本財部門と消費財部門

の資本設備量の組合せ［K1（c），K2（’）コをあらわしており，この組合せを座

標とする点はPlとして示される。その特殊な場合として，資本財部門と消費

財部門が成長過程の初期（仁O）において保有している資本設備量の組合せ

（6）このような考え方については，例えばJ－C．H．Fei＆G．R・nis［6コを参照のこと。
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［K1（0），K2（O）コのあらわす点をS，また成長過程の終端時点（，＝T）におい

て保有する資本設備量の組合せ［K1（T），K2（T）コのあらわす点をFとしてそ

れぞれ特定化する。ここで，点Sは，問題とする経済の成長過程の出発点を意

味し，点Fはその成長過程の終端点を意味する。

　2．3資本設備平面の定義より明らかなように，この平面の原点は，資本財

部門と消費財部門の資本設備量がいずれもゼロである状態に対応している。そ

こでわれわれは更に，経済の初期状態をあらわす点Sを原点とし，それの非負

領域について定義される資本設備平面の部分平面を考えることにする。点Sを

出発点とする経済の成長過程は，（1）各生産部門に設置された資本設備は非常

に長期にわたる使用に耐えるために資本減耗を考えなくてもよく，（2）ひとた

びいずれかの生産部門に設置された資本設備は他の生産部門に移転することは

不可能であり，13）いずれの生産部門においても資本設備は常に正常に稼働さ

れ，更に（4）資本財部門で生産される資本財はすべていずれかの生産部門での

資本設備に附加される，という仮定のもとで進められるために，必ず上に定義

した点Sを原点とする資本設備平面の部分平面の上にある。このことはまた，

成長過程の終端点Fもまた，その部分平面の上にあることを意味している。

3　状態方程式

　3．1ある時点における経済の状態は，その時点における資本財部門と消費

財部門での資本設備量の組合せをあらわす資本設備平面上の一点により示され

る。この点を状態点と呼ぶ。更にこの経済の成長過程は，その状態点が資本設

備平面上を移動する径路により示される。われわれはまず，この径路の状態を

示す関係を明確にすることから始める。

　われわれは，総投資のうち資本財部門に配分される部分の割合を投資配分率

と定義し，mとしてあらわしている。またわれわれは，ここでは，（1）総投資

が資本財部門での産出高によってのみ賄なわれている封鎖経済を考え，12）資
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本設備は非常に長期にわたって使用可能であるために，資本減耗したがってま

た資本設備の補填需要は無視しうるものと仮定し，（3）資本財部門での産出高

は，この部門の資本設備を正常に稼働した場合，その資本設備量と一定の産出

高資本比率との積となるという固定係数型の生産関数に基づくモデルを設定し

ているために，資本財部門と消費財部門におけるそれぞれの投資を，投資配分

率を操作可能なパラメターとすることにより，

　（3．1）　　　K1＝　mβ1K1

　（3．2）　　K2＝（1－m）β1K。

とあらわすことができ’る。ただし，投資配分率は，それ自体の性質により，自

からの変化の許容領域を

　　　　　　　　　　　　0くm≦；1

の範囲内に保つことに定めていることに注意を要する。

　これらの1組の連立方程式は，ある時点におけるそれぞれの生産部門への投

資は，資本財部門における生産能力X1（＝β1K1）と投資配分率mに依存する

ことを示している。

　3．2投資がそれぞれの生産部門における資本設備への純附加分として作用

することを考えると，上に示した1組の関係は，それぞれの生産部門における

資本設備量の成長過程の，ある時点における状態をあらわしているものと考え

ることができる。このような観点からみて，上記の1組の連立方程式を状態方

　　　　ω
程式と呼ぶ。

（1）状態方程式という概念ならびに用語は，元来，最適制御理論において用いられてき

　　　たものである。そこでは，ある体系の運動の軌道を考え，その軌道に沿って変化す

　　　る変数を考える。このような軌道に沿って変化する変数を状態変数（st・te　v趾iable）

　　　と呼び，その軌道に沿って，操作変数の値を適当に選ぶことによる軌道に沿った変

　　　数の変化をあらわす方程式壷状態方程式（perfo㎜ance　equ日ti㎝）と呼ぶ。この定義

　　　の仕方については，われわれはL．T－F㎜［4］を参照しているが，最適制御理論の

　　他のどの著作においても，この考え方それ自体は変らない。上記のF㎜の著作は，

　　　申谷・和泉［1Oコの邦訳を利用することができる。
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4　最適成長径路

問題の設定

　4．1われわれは，経済の状態を資本設備平面上にあらわされる点によって

示すことにしている。この点は，資本財部門と消費財部門がある時点において

もつ資本設備量の組合せをあらわしている。経済の成長過程は，この点が，与

えられた初期状態をあらわす出発点から，目標状態として設定される終端点に

移動する径路によって示される。われわれは，このような経済の成長過程の最

適化を，出発点から終端点への移動に要する時間を最小化するという形で考え

ることにする。

　4，2経済の成長過程は，資本設備平面上における経済の初期状態をあらわ

す点Sと，目標として与えられる終端状態をあらわす点Fを結ぶ，すべての可

能な径路によって示される。しかし，これらのすべての可能な径路のうち，出

発点Sと終端点Fを最短時間で結ぶ径路は，ただ1個に限られ私われわれは

この径路を最適成長径路と呼ぶ。

　経済の成長過程の状態は，既に述べたように，状態方程式によってあらわさ

れる。ある時点において，それぞれの生産部門の資本設備量が与えられていれ

ば，その時点でのそれぞれの生産部門の資本設備の成長の状態は，もつぱら投

資配分率に依存する。そこで，投資配分率が特定化された範囲内でのある水準

で与えられると，次の時点でのそれぞれの生産部門における資本設備量が与え

られることになる。このような一連の過程を考えると，それぞれの生産部門で

の資本設備の初期水準が与えられれば，一定時間丁の経過にともなう2つの生

産部門での資本設備の成長の過程は，投資配分率の時間型m（c）（Oく‘くT）

が与えられれば定まる。

　このように考えると，経済成長の過程において，出発点Sから終端点Fにい
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たる径路を最短時間で結ぶためには，投資配分率の時間型を，その目的に合致

するように選べばよいことが削る。そこで本節におけるわれわれの目的の第1

は，最適成長径路を保証する投資配分率の時間型を見出すことである。このよ

うな投資配分率の時間型を，われわれはその最適時間型と呼ぶ。また，目的の

第2は，投資配分率の最適時間型が保証する経済成長の最適成長径路を検討す

ることである。

投資配分率の最適時間型

　4．3経済の成長過程の出発点S［K1（O），K2（O）コは，この経済の初期状態

により与えられる。また，経済成長の目標として定められる経済の状態を［K1

（T），K2（T）コとして指定し，そのような状態点Fを，不時間にわたる成長過

程の終端点とする。ただし，いずれの生産部門においても，終端状態における

資本設備量は，初期状態におげるそれよりも大であるものとする。すなわち，

Kl（T）≧K｛（0）　（仁1，2）である。そこで，点Sを起点とする経済の成長過

程カミ，最短時間で終端点Fに達しうるようにする投資配分率の最適時間径路を

考える。

　ところが，経済の成長過程におけるそれぞれの時点での状態をあらわすもの

は状態方程式であり，またその状態方程式に含まれる操作可能なパラメターで

ある投資配分率は，特定の許容領域の範囲内においてのみ変化しうるという制

約をうける。ここではまず，この投資配分率に対する制約は，投資配分率それ

自体がもつものだけに限り，外部からの制約要因は何も考えないものとする。

そうすると，問題は次のように整理して示されることになる。経済の成長過程

を考え，その経済の状態を，初期状態［K1（O），K2（O）］として与えられる状態

から，目標として設定される終端状態［K1（T），K2（T）コに移すことを目的と

して

　（4．1）　　　K1（f）＝〃（i）β1K1（‘）
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　　　　　　　　K2（，）＝［1－m（，）コβ、K・（f）

　　　　　　　　K｛（c）≧O，5＝1，2

　　　　　　　　　0く班（i）く工

の条件のもとで，その移行に要する時間丁を最小化する投資配分率の最適時間

型m＊（f）を見出すことがこの問題である。

　この問題は，ポントリャーギンの最大原理を用いて解くことができる。その

結果として，次のことが剃る。経済を，初期状態から目標として設定される終

端状態に移すのに要する時間を最小化するための必要条件は，投資配分率の最

適時間型が

（4．2）
州）一／1ベニ：：二

という特性をもつことである。このようにして，投資配分率が（4．2）の特性

をもつとき，それは最適時間型をとり，このことは更に，経済を初期状態から

終端状態に最短時間で移すための必要条件となることが判った。

最適成長径路

　4．4以上において，経済を与えられた初期状態から目標として設定される

終端状態に移すのに要する時間を最小化するための必要条件として，投資配分

率の最適時間型〃＊（f）を示した。これは，成長過程の第1段階（0≦；’くτ）に

おいて投資をすべて資本財部門に集中し，第2段階（τ≦；KT）において消費財

部門に集中することを指定している。しかし，このような時間型だけからは，

第1段階から第2段階への切替えがどの時点で行なわれるべきか判らないし，

また終端時点が何時になるかも判らない。これら2個の時点は，経済の初期状

態と終端状態とが与える境界条件によって決定される。これらの時点が決定さ

れると，投資配分率の最適時間径路が決定され，それに応じて経済の最適成長

径路が決定される。
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　投資酉日分率の時間径路が最適時間型m＊（f）に属するものとすると，それぞれ

の生産部門における資本設備の成長径路は，状態方程式（3．1）および（3．2）

により与えられる。第1段階（0くf≦τ）においては，

　　　　　　　　K1（2）＝K1（0）eβ’t
　（4．3）

　　　　　　　　K2（i）：K2（0）

となり，第2段階（τくiくτ）においては

　　　　　　　　K1（壬）＝Ki（0）eβ1τ
　（4，4）

　　　　　　　　K2（‘）；K2（O）十β1K1（O）・β”（f一τ）

となる。

　特に，終端点F［K1（T），K2（T）コにおいては，（4．4）の関係から，

　　　　　　　　　Ki（T）＝Ki（0）e伽
　（4．4＊）

　　　　　　　　　K2（τ）＝K2（O）十β。K1（T）（T一τ）

となる。K百（0）とK也（T）（6＝1，2）は共に境界条件として与えられるから，

これらの2個の関係により，切替時点τと終端時点下とは，同時にしかも一

意的に決定される。

　　　　　　　　・一青／ん・篶留・K2豊評（O）／

　（4，5）

　　　　　　　　、一⊥1。。K・（T）
　　　　　　　　　　β1　　K1（O）

　このように，投資配分率の最適時間径路における第1段階から第2段階への

切替時点τとこの径路の終端時点丁が特定化されると，投資配分率の最適時

間径路と，それに対応する経済の最適成長径路が特定化される。

　このような経済の最適成長径路は，第1図で示すように，資本設備平面にお

いて示される。資本設備平面は，既に定義したように，横軸に資本財部門の資

本設備量，縦軸に消費財部門の資本設備量をとるものとして構成される。初期

状態として与えられる出発点をSとする。成長過程の第1段階においては投資

はすべて資本財部門に投下されるために，成長径路は横軸に平行にのび，資本
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財部門の資本設備水準が終端状態として指定される水準に達するまで続く。こ

れは時点τにて達成される。その後，投資配分率は切替えられ投資はすべて消

K2（t）

K2（丁）
・■一一．・‘｝　　一　一一　・一一　　’　一　一 F

K2（T〕 一’．　　　一　一一一　一　　　一　　　一一　’一　　　一　　一　　　I　一
F’

K・（θ2）
．．　　　　．　　　・　　　一　．　　　■　　　　i　　　　’　　　・　　　’一　　　　一　　　■　　　一 B

S A
K2（0） i　　　　　‘

C
I

I

1K2（τ） 1

・K2（θ1）
1 I I

I
． ‘ ‘

K1（t〕

0 Kl（0） Kl（θ1） K1（τ）＝K1（T）

＝Kl（θ2）＝K　l（θ2）

K1（t〕

第　1　図

費財部門に集中され，成長径路は縦軸に平行にのび，時点下において，終端状

態に到達するまで続く。第1図においては，このような成長径路はS→C→F

としてあらわされる。ここでS→Cは第1段階における最適成長径路を，また

C→Fは第2段階における最適成長径路を示している。

実質賃金率の下限

　4．5以上においては，経済の成長径路を規制し，その最適成長径路を保証

する投資配分率の最適時間型ないし最適時間径路をあつかうにあたって，その

投資配分率に対する制約は何も課していなかった。もっとも，投資配分率それ

自体がもつ特性による許容領域（Oくm（彦）く1）によって，自からの変化しう

る範囲に制約は課していた。しかし，これは投資配分率のもつそれ自体の特性

によるものであって，投資配分率に対する外部より与えられる制約ではなかっ

た。ところが，実際には，特に発展途上国の経済の実際を考える場合には必ず
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といってよい程に，投資配分率の時間径路を，それ自体がもつ許容領域の範囲

内で自由に放置することはできなくなる。ここでは，そのような状態を生ぜし

める最も重要な要因の一つとして，発展途上国における実質賃金率に下限の存

在することをとりあげよう。

　4．6われわれは，消費財部門で生産される消費財はすべて，労働者の消費

のために用いられるものと仮定している。．この仮定は，

　　　　X2・・ωW1＋ωW2

としてあらわされる。ここでωは消費財で測った実質賃金率である。これにつ

いては，実質賃金率は経済全体として同一の水準が保たれ，それの部門間較差

は存在しないものと仮定している。

　さて，X2は消費財部門での産出高であり，N1とN2は資本財部門と消費財

部門での雇用量である。これらの量は，生産が正常稼働水準で行なわれる場合

には，それぞれ対応している生産部門における資本設備量と一定の関係を保つ

ことが仮定されている。

　　　　X2：β2K2

　　　　』V’＝α也K｛，ゴ＝1，2

したがって，上に示した消費財の産出高の配分を示す関係から，実質賃金率〃

は，2つの生産部門における資本設備量の比率に依存することが削る。

　（46）　　ω一β・λ
　　　　　　　　　　α1＋α2λ

　（4．7）　　卜五
　　　　　　　　　　K1

ここで，λは資本財部門の資本設備量に対する消費財部門の資本設備量の比率

を示している。われわれはこれを資本設備比率と呼ぶ。　この（4．6）の関係よ

り判るように，産出高資本比率（β1）および労働資本比率（α1）を一定と仮定して

いる限り，消費財部門での産出高はすべて労働者の消費にむけられ，消費財の

供給源は他に存在せず，実質賃金率は経済の内部において何らの較差も生じな
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いものとすると，実質賃金率の水準はもっぱら資本設備比率に依存す乱すな

わち，資本設備比率λの低下は，直ちに実質賃金率の低下をもたらす。このこ

とは，逆にいえば，生産の技術的条件（β岳とα・）を不変とすれば，外部からの何

らかの支持（例えば外国よりの援助）がない限り，実質賃金率の低下という犠

牲がなくては，産業構造の高度化（λの低下）は実現しえないことを意味する。

　4．7既に述べたように，われわれが議論の対象としている発展途上国にお

いては，生存部門と近代的部門が併存しており，われわれの議論は，この近代

的部門の発展に重点をおいている。

　生存部門においては，近代的部門に吸収されえない大量の労働力が，非常に

低い生活水準のもとで，かろうじて自からの労働力の再生産のみを営んでい

る。われわれは，この生存部門における経済余剰の生産はゼロであると仮定す

る。

　このようた生存部門において，労働力一単位あたりの生活水準を支えている

のは，消費財で測って戦ω単位の収入であるとする。われわれはこれを生存

維持所得と呼ぶ。これに対して，近代的部門において雇用されている労働力の

一単位が受けとる実質賃金率は，同じ消費財で測って測単位であるとする。近

代的部門における労働力と生産部門における労働力との間の質的な差異，生存

部門から近代的部門に労働力をひきだすにあたっての諸種の抵抗を相殺してあ

まりあるだけの誘因の必要性等を考えると，測はすくなくとも生存維持所得

測棚よりは大であることが必要である。

　前項で述べたように，投資配分率の時間径路がその最適時間型m＊（i）に属す

る場合には，経済成長の第I段階において投資はすべて資本財部門に集中され

るために，資本財部門での資本設備水準だけが成長を続け，消費財部門での資

本設備水準は初期水準のままでH定に保たれるために，資本設備比率は連続的

に低下する。

　　　　　　　　　　　　K2（0）　　．　（4　8）　　　　　　　λ（生）一　　　　　　　　　　　，　　Oく彦くτ

　　　　　　　　　　　j（1（0）e目1t
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この過程に応じて，近代的部門における実質賃金率はまた連続的に低下する。

　　　　　　　　　　　　　8220　（4．9）　　　　　　　一〃（広）一　　　　　　　　　　　　，　　O≦；‘≦；τ

　　　　　　　　　　　α1εβ1t＋α220

　（410）　2。一K・（O）
　　　　　　　　　　K1（O）

実質賃金率のこの連続的な低下は，やがてこれ以下には低下しえないような水

準に到って停止するであろう。このような低下を阻止する要因としては，近代

的部門における労働者の団結ということも当然に考えられなくてはならない

が，その労働者の団結力が非常に弱くてもなお，それ以下には実質賃金率の引

き下げが不可能となる水準がある。まず，実質賃金率ωが生存維持所得ω舳

よりも低くなるような状態を考えてみよう。この場合には，労働者は，近代的

部門での被雇用者として留まるよりも，生存部門に戻るほうが，より高い生活

水準を維持できるから，近代的部門では労働力の不足に悩まなくてはならなく

なり，より資本集約的な生産方法を採用するのでなくては，近代的部門の発展

を望むことは不可能となる。しかし，一方において，生存部門において多くの

労働者を偽装失業化させており，実質賃金率を生存部門での生活水準よりもす

こしでも高い水準で与えれば多量の労働力の供給が期待できるのに，多額の資

金の投入を必要とするより資本集約的な生産方法を採用することはありそうも

ないことである。要するに，砂が戦功よりも小であることは，ありそうもない

ことであるといってよいであろう。また，ωが戦功に等しい状態も，実際には

ありそうでない。湖が戦功に尊しければ，労働者にとっては，近代的部門に

所属していようと生存部門に所属していようと，生活水準という点からみれば

無差別であるが，この場合には，近代的部門に所属している労働者が，積極的

にこの部門に留まる理由は何もない。また，生存部門における労働よりも質的

にすぐれている近代的部門の労働にとっては，例舳に等しいωを与えられる

ことには不満をもつ。更には，生存部門から近代的部門に労働力を移動させる

誘因がなくなるために，近代的部門の発展にとって不都合が生じる。このよう

　丁4
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に考えると，ωはすくなくとも刎舳よりも高い水準で保たれなくてはたらな

いことが削る。しかも，最初に考えたように，近代的部門における労働者の団

結力が強まれば，伽の最低水準は測舳に較べてかなり高い水準におかれるこ

とになる。いずれにしろ，このような事情のもとで与えられる近代的部門での

実質賃金率の下限を測伽柵としてあらわすことにしよう。かくして，われわれ

は実質賃金率〃について，

　（4．1ユ）　　　　　　　　τ〃≧一〃㎜肋）＞τ〃凸凹。

として示される下限の存在を規定することができる。

実質賃金率の下限によって制約される投資配分率の最適時間型

　4．8経済の成長過程における初期状態［K1（O），K2（0）］に対応する資本設

備比率を2oとし，これに対応する実質賃金率を測Oとする。初期状態は，そ

れが経済成長の順調な進展の可能性を含んで存在しているために，それに対応

する実質賃金率ωoは，実質賃金率の下限測㎜舳より大であると考えることが

できる。

　（4．12）　　　　　　　　測。≧種リ帆伽

このように考えると，実質賃金率の下限m舳に対応する資本設備比率λ舳

は，当然に資本設備比率の初期値λOよりも小であるとしなくてはならない。

　（4．13）　　　　　　　　λo≧λ冊肌冊

そこで，経済の成長過程において，実質賃金率の下限をω舳と定め，この水

準以下には実質賃金率は低下しないものとする。このことはまた，資本設備比

率が測舳に対応する水準λ舳以下には低下しないことを意味している。こ

のことは，第1図において，原点を通る勾配がλ㎜舳の直線と横軸との間の領

域に属する点のあらわす経済の状態はすべて，実質賃金率の下限によって制約

されて，実現されえたいものとしてあつかうことを意味している。本節での以

下におけるわれわれの議論は，このような事情が，上に示した投資配分率の最
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適時間型や経済の最適成長径路に対して，どのようた影響を与えるかという点

にむけられる。

　4，9経済の最適成長径路が実質賃金率の下限の存在によって影響をうける

のは，どのような状態であろうか。　（4．4）で示したように，経済の最適成長

径路が実質賃金率の下限の存在によって何らの影響もうけない場合には，その

経路は第1図においてS→C→Fとして示される。これに対して，実質賃金率

に下限が存在し，それに対応して資本設備比率にも下限が存在するものとす

る。その結果，第1図において，原点を通る勾配がλ舳の直線を横軸にかこ

まれる領域は実現不可能な領域となる。そこで上に示した最適成長径路の第1

段階S→Cの径路を考えよう。この径路が，原点を通る勾配が2肌、刊の直線をこ

えて右方にのびる場合，その交点をAとすると，A→Cにあたる部分は，上に

述べた理由により実現不可能である。経済の最適成長径路が実質賃金率の下隈

の存在によって影響をうけるのは，まさにこのような状態においてである。

　これらの事情を定量的に表示するために，点Aおよび点Cのあらわす資本財

部門の資本設備量の大きさを考える。これらの点はいずれも点Sを通る横軸に

平行な直線上にあることに注意する。すなわち，この直線は，K2（オ）＝K2（O）

（Oくf≦τ）によってあらわされる。さて点Aは，この直線と原点を通る勾配

が2舳の直線K2（オ）＝2舳K1（c）との交点であるから，点Aのあらわす資

本財部門の資本設備量の水準は（λ㎜。拓）一1K2（O）となる。また，点Cは，何ら

の制約もない場合における経済の最適径路の第1段階の終端点であるから，こ

の点のあらわす資本財部門の資本設備量の水準は（4．3）より判るように，

K三（0）e伽である。そこで，上に述べたように，経済の最適成長径路が実質賃

金率の下限の存在によって影響をうけるのは，第1図において点Cが点Aの右

方にある場合とするならば，このような状態は，定量的には

　　　　　（2伽舳）一1K2（O）＜K1（O）eβ1f

としてあらわされる。このことは，更に
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　（414）　、＞地（λ・／2舳）
　　　　　　　　　　　　　β1

としてあらわされる。この結果から次のことがいいうることになる。経済の最

適成長径路が実質賃金率の下限の存在によって影響をうけるのは，その最適径

路の第1段階の所要時間が（4．14）に示すように一定時間以上である場合に限

られる。ただし，この臨界時間は，資本設備比率の初期値とその下限，および

資本財部門の産出高資本比率によって定められる。

　4．10間題としている経済の最適成長径路の第1段階の終端時点τが（4．14）

の条件をみたす場合には，投資配分率が［4．3コで示した最適時間型をとろうと

しても，そこでの投資パターンの切替時点τが2o£（λo／λ冊棚）／β1をこえるよ

うな仕方では，上記の最適時間型をそのままの形でとることはできなくな飢

第1図において，実質賃金率の下限の存在を考慮しないものとすると，点Sを

起点とする経済の成長過程は，投資配分率が最適時間径路をとる場合には，一

定時間丁の経過の後には，S→C→Fの径路を経て，終端点Fに到達す瓦こ

こでは，投資パタFンの切替時点τは’og（λo／λ舳）／β1よりも大であるとして

おり，その結果，点Cは点Aの右方にある。そこで次に，実質賃金率には下限

測肌。肥が存在し，これが資本設備比率の下限λ舳を与えるものとする。　この

ために，原点を通る勾配が2㎜棚の直線と横軸の間の領域は実現されえない経

済状態をあらわすことになる。このことは，したがって，上に考えた経済の成

長径路S→C→Fにおいて，その第1撰階のうちS→Aの過程は実現できる

が，A→Cの過程は実現しえないこと，また第2段階は，C→Bの過程は実現

できず，B→Fの過程だけが実現可能領域に含まれることを意味している。と

ころが，経済の成長過程であるS→C→Fは，それが継続的に実現されて始め

て終端点Fに到達しうるものであるために，その途中の過程の一部A→C→B

の部分がまったく実現されえたいものとすると，予定されていた終端点Fもま

た実現されえないものとなる。それでは，このような場合における最適成長径

路はどのようにたるであろうか。
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　ここで最初に考えうるのは，何らの制約もない場合にみられた最適成長径路

S→C→Fに最も近接した成長径路が，この場合における最適成長径路となる

のではないか，ということである。第1図においては，この成長径路はS→A

→B→F／としてあらわされる。ここで，A→Bの過程は，資本設備比率の下

限を維持する境界領域上での成長径路を示している。しかも，このA→Bの過

程は，A→C→Bの過程を採用できない場合におけるA→C→Bの過程に最も

近接した過程である。また，終端点F’が，S→C→Fの径路の終端点Fと異

なるのは，一定時間丁の経過した後における到達点は，S→C→FとS→A→

B→Fノというような異なる径路をとれば異なるということによる。この点に

ついては，後に詳しく述べることになる。そこで，このように仮設された成長

径路S→A→B→Fノというのは，本当に，実質賃金率に下限のある場合にお

ける最適成長径路であるかどうかを検討する。

　4．11ここで検討する問題は次の通りである。経済の成長過程を考える。こ

の経済を，初期状態によってきまる出発点S［K1（O），K2（O）］から，目標状

態として設定される終端点F［K1（T），K2（T）コに移すことを目的として，

　　　　　　　　　K1（左）＝m（オ）β1j（1（‘）

　　　　　　　　　K2（オ）＝［1－m（，）］β1K1（i）

　　　　　　　　　K｛（’）≧O，i＝1，2
　（4．15）

　　　　　　　　　○くm（f）く1

　　　　　　　　　K2（3）
　　　　　　　　　K。（。）＞2㎜1冊＝c・鮒

の条件のもとで，その移行に要する時間丁を最小化する投資配分率の最適時間

型m＊＊（広）を見出すことである。

　この問題もまた，ポントリャーギγの最大原理を応用して解くことができ

る。その結果，次のことが削る。

　まず，言標として設定される終端状態における資本財部門の資本設備量が
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　（4　16）　　　　　　　　K1（71）＜（λ㎜。珊）一1’（2（O）

であるならば，経済を初期状態から与えられた終端状態に移すのに要する時間

を最小化するための必要条件は，投資配分率の時間型が，

昨／1ベニ1：二

のようなパターンをもつことである。この時間型は，われわれが［4．3］にお

いて最適時間型と呼んだものである。この結果から，次のことがいいうる。目

標として設定される終端状態における資本財部門の資本設備量が，実質賃金率

の下限の存在によってまったく影響をうけない程に小さければ，経済を初期状

態から与えられた終端状態に移すのに要する時間を最小化するための必要条件

は，投資配分率が最適時間型”＊（彦）に属する時間径路をとることである。こ

の結果は，［4．3コで述べたような，実質賃金率の下限の影響がまったく存在し

たい場合の結果と同じである。

　次に，目標として設定される終端点における資本財部門の資本設備量が，

　（4．17）　　　K1（T）＞（λ㎜棚）一1K2（O）

であるならば，経済を初期状態から与えられた終端状態に移すのに要する時間

を最小化するための必要条件は，投資配分率の時間型が

一一
gllll；

のようなパターンをもつことである。われわれは，このような投資配分率の時

間型を，投資配分率の制約された最適時間型〃＊＊（彦）と呼ぶことにする。

　この結果から次のことがいいうる。目標として設定される終端状態における

資本財部門の資本設備量が，実質賃金率の下限の存在によって影響をうける程

に大である場合には，経済を，初期状態から与えられた終端状態に移すのに要

する時間を最小化するのに必要な投資パターンは，（1）第1段階において資本
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財部門にすべての投資を集中し，（2〕実質賃金率の下限により資本設備比率を

それ以下には押し下げえたい状態にある第2段階においては，資本設備比率の

下限が与える境界線上を，2つの生産部門の資本設備量が均等成長しうるよう

に投資配分率を1／（1＋2舳）に保ち，13〕第3段階においてすべての投資を消

費財部門に集中する，という形をとる。

実質賃金率の下限によって制約される最適成長径路

　4．12　このようにして，投資配分率についての制約された最適時間型〃＊＊（，）

が，経済を初期状態から与えられた終端状態に移すにあたって，実質賃金率の

下限の存在によって影響をうける場合，所要の時間を最小化するための必要条

件であることが判った。しかし，制約された最適時間型に属する投資配分率の

時間径路に対応する最適成長径路が，第1段階（0＜Kθユ）→第2段階（θ1くK

θ2）→第3段階（θ2く広＜T）と続く過程において，それぞれの段階の切替えをど

の時点で行ない，終端時点が何時になるかは，初期条件と終端条件，それに資

本設備比率の下限によって与えられる境界条件によって決定される。

　投資配分率の時間径路が，それの制約された最適時間型に属するものとする

と，それぞれの生産部門における資本設備の成長径路は，次の通りとなる。

第1段階（Oく広≦；θ1）

　　　　　　　　　K1（c）＝K1（O）eβlt

　（4．19）

　　　　　　　　　K2（’）＝K2（O）

第2段階

　　　　　　　　　K1（i）＝K1（θ1y（同〕
　（4．20）

　　　　　　　　　K2（c）＝K2（θ1y（Hl）

ここで，

　（421）　　σ一　β・（β・一側㎜α・）
　　　　　　　　　　　（β2一ωmt冊α2）十ω肌一冊α1

第3段階（θ2く左≦；T）
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　　　　　　　　　K1（庄）＝K1（θ2）

　（4．22）
　　　　　　　　　K。（‘）…K2（θ2）十βlK。（θ2）（i一θ2）

　第工段階から第2段階への切替が行なわれるのは，第1段階の過程が進行

し，資本設備比率がそれにつれて低下し，その下限λ舳に到達する時点θ1に

おいてである。その時点における資本財部門での資本設備量は，既に示したよ

うに，（2伽冗）■iK2（O）であるから，時点θ1は，

　（423）　　θ、」・・（舳舳）
　　　　　　　　　　　　　　β1

として与えられる。

　次に，第2段階から第3段階への切替は，第2段階の過程の途上において，

資本財部門の資本設備量が終端状態として与えられた水準に到達する時点θ2

において行なわれ，また終端時点丁は，第3段階の過程において，消費財部門

の資本設備量が終端状態として与えられた水準に到達する時点である。これら

の時点θ2と時点下とは，（4，22）において終端状態をみたす状態を考え，

　　　　　　　　　K1（T）＝Ki（0）e舳舳2一ω
　（4，22＊）

　　　　　　　　　K2（T）＝K2（o）。㈹一ω十βエKi（T）（T一θ2）

更に，K。（O）とK、（T）（｛＝1，2）は共に境界条件として与えられ，θ1は（4．

23）として与えられ，また第2段階における均等成長率gは生産条件（β也，伽也）

と実質賃金率の下限（m舳）により与えられるものと考えると，（4．22＊）の2

個の関係により，同時的にしかも一意的に決定される。

（小24） D／W）蒜辮㌦／

1・千11・嶋留一・・（1・一1）1

このように，投資配分率の制約された最適時間径路において，2個の切替時点

と終端時点が特定化されると，投資配分率の制約された最適時間径路と，それ

に対応する経済の最適成長径路が特定化される。
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5　等時到達可能領域

間題の設定

　5．1前節においては，経済を，与えられた初期状態から目標として設定さ

れる終端状態に移すのに必要な時間を最小化するために必要な投資配分率の最

適時間径路，およびそれに対応する経済の最適成長径路について考えた。ここ

で，投資配分率の最適時間径路ならびに経済の最適成長径路は，初期条件と終

端条件，それに必要ならば資本設備比率の下限を特定化することにより特定化

されるものである。経済の成長過程を考えるにあたって，その出発点は所与と

されるべきであるために，成長径路の初期条件は所与とする。これに対して，

その成長径路の終端点を与える終端条件については何らの特定化も行なわない

ものとしよう。その代りに，経済の成長径路を規定する投資配分率の時間径路

は常にその最適時間型に属するものと仮定する。この仮定のもとで，与えられ

た出発点Sを起点とする経済成長の過程が，一定時間丁の経過の後にどのよう

な状態に到達しうるであろうか。われわれは，このような過程の終端点として

到達可能な領域を最適状態における等時到達可能領域と定義する。本節におい

ては，この最適状態における等時到達可能領域の特性について検討する。

　5．2与えられた出発点Sを起点とする経済成長の過程が，投資配分率の時

間径路をその最適時間型に保ちながら，一定時間丁の経過の後に到達する最適

状態における等時到達可能領域に属する一点Fをとりあげる。出発点Sから終

端点Fへの移行は，投資配分率の時間径路が最適時間型に属しているために，

最短時間にて実現されている筈である。このことを逆に考えてみる。すると，

出発点Sを起点とする経済成長の過程が，最適時間型に属する投資配分率の時

間径路によって支えられている場合には，終端点Fは，一定時間丁の経過の後

における等時最大到達可能点である。このように考えると，最適状態における

等時到達可能領域は，等時最大到達可能領域であるといいうることになる。本
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節における議論は，主として，上述の点を詳しく論証することにむけられる。

　5．3われわれが，このような領域に興味を示すのは次のような理由によ

る。前節において経済の最適成長径路を考えた場合には，その成長径路の終端

点Fを，目標状態として設定されるものと仮定していた。もちろん，このよう

な問題の設定も事実として可能である。目標状態として，資本財部門の資本設

備量をいくばくとし，消費財部門の資本設備量をいくばくとすることは可能で

あ飢しかしながら，そのようた目標状態を設定する根拠にまでさかのぼって

考える場合には，当然に，全体としての経済の構造に触れないではすまされな

くなるであろ㌦そこでは，資本財部門および消費財部門における資本設備量

の目標状態における水準は，外生的に与えられるのではなく，むしろ，特定の

条件（完全雇用の可及的早期実現）にみあうように，内生的に決定されるもの

として扱わなくてはならたいであろう。このような場合には，終端点Fを特定

化する方法はとれなくなる。むしろ，等時最犬到達可能領域を考え，それの時

間的な拡大の仕方を考えることが必要となる。

最適状態における等時到達可能領域

　5，4土で定義したように，最適状態における等時到達可能領域というの

は，与えられた出発点Sを起点とする経済の成長過程が，投資配分率の時間径

路をその最適時間型に保ちながら，一定時間丁の経過の後に到達しうる領域の

ことである。そこで，これまでにわれわれが整理しておいた知識を利用して，

この領域を定量化することにしよう。ここではまず，実質賃金率の下限の存在

によって最適状態が影響をうけない場合について考えることから始める。

　5．5前節で用いた（4．4＊）の関係をもう一度考えよう。

　　　　　　　　　K1（T）＝K1（O）eβ・t
　（4．4＊）

　　　　　　　　　K2（T）＝K2（O）十β1K1（T）（T一τ）

ここで，K1（O）とK2（0）を初期状態として所与とし，成長過程の経過時間丁
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を一定とする。この場合には，これら2個の関係は，切替時点τのパラメトリ

ックな変化に応じる終端状態［K1（T），K2（T）コの変化をあらわす。このこ

とは，より具体的には（4．4＊）において，τを消去することによってえられる，

所与のTに対応する2つの生産部門での資本設備量の組合せをあらわす点の軌

跡の方程式

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　K1（T）
（・・1）W）一ふ（・）仙（・）／・”平〕

を見出すことであると表現しうる。この方程式のあらわす軌跡は，いうまでも

なく，

　（5．2）　　　　　　　　’（｛（7■）》’（籠（O），　5＝1，　2

の領域においてのみ有意味である。そして，この有意味な部分が，上で述べた

最適状態における等時到達可能領域ないし等時最大到達可能領域であることは

明らかである。なぜなら，（5．1）をみたす点はすべて，その点に到達するすべ

ての可能な時間径路のうち，最短時間径路を逃れば丁単位の時間の経過により

実現されうるものである。したがって，これらの点に対しては，終端時点丁を

固定した場合，これだけの時間を経過した後に到達しうる最大可能な領域に属

するものと考えることがでぎるからである。

　5．6そこで，経済の成長の過程において，投資配分率の時間径路が最適時

間型m＊（i）を迫るならば，そこでは等時最大到達可能領域が達成されることを

示す。このことは，投資配分率の時間径路がその最適時間型に属することが，

等時最大到達可能領域の達成にとっての充分条件であることを示すことにな

る。

　状態方程式（3．1）および（3．2）を考えると，投資配分率の時間径路が最適

時間型に属する場合には，それぞれの生産部門での資本設備量は，次のような

成長径路を迫ることが判っている。すなわち，第1段階（0くKτ）において

は，
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　　　　K1（i）＝j（1（O）‘βπ

　　　　K2（i）＝K2（O）

であり，第2段階（τくfくT）においては

　　　　K1（，）＝K1（O）e榊

　　　　K2（，）＝K2（O）十β1K1（O）eβ’τ（彦一τ）

である。第1段階および第2段階における投資配分率の値を状態方程式に適用

してえられる結果がこれである。

　資本財部門における資本設備量の成長は，第1段階においては投資はすべて

資本財部門に集中されるために，β1の率で指数的に成長する。ところが，第2

段階においては投資のパターンは完全に切替えられ，資本財部門へは全く投資

が行なわれなくなるので，この部門での資本設備は，第1段階の終った時点τ

での水準のままで保たれることになる。これに対して消費財部門においては，

資本設備は，第ユ段階の期間中は初期水準のままで保たれ，第2段階において

は，その期間を通して，資本財部門で生産される資本財のすべてが消費財部門

に投入され，それに応じて成長する。ただし，第2段階においては，資本財部

門での資本設備の水準は不変であるから，消費財部門に投入される単位時間あ

たりの資本財の量も不変である。したがって，第2段階における消費財部門で

の資本設備の成長は，指数的ではなく，時間の経過に対して比例的となる。

　5．7　これらの各生産部門における資本設備の成長径路は，第2図の東南象

限と西北象限において示される。第2図の東北象限は，既に示した資本設備平

面をあらわしている。ここでは，横軸に資本財部門の資本設備量をとり，縦軸

に消費財部門の資本設備量をとっている。これも既に約束したことであるが，

資本設備平面上の点8は経済の成長過程の出発点をあらわし，その座標は，資

本財部門と消費財部門の資本設備量の初期水準の組合せにより特定化されてい

る。したがって，横軸上の距離0。∫’は資本財部門の資本設備量の初期水準

K1（0）を，また縦軸上の距離08＊は消費財部門の資本設備量の初期水準K2（0）
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を示している。

　そこでまず，資本財部門の資本設備量の成長径路を示す東南象限について考

える。東北象限との共通の軸は，資本財部門の資本設備量を示しており，もう

一方の軸は時間をあらわしている。初期状態においては，資本財部門の資本設

備量はK1（O）であり，これは資本設備をあらわす軸の上で0∫ノとあらわされ

る。そこで，投資配分率の時間径路が，その最適時間型に属する場合，時間の

経過と共に，資本財部門での資本設備はどのように成長するか。第1段階（O

くKτ）においては，資本財部門での資本設備は成長率β1で指数的に成長す
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る。これは8ノを起点として，y〆の径路を迫るものとしてあらわされる。つ

いで第2段階（τく彦くT）においては，第1段階の最後に到達した水準をそ

のままに保つので，その径路〆C”としてあらわされる。このようにして，投

資配分率の時間径路がその最適時間型に属する場合には，資本財部門での資本

設備の成長径路は∫！〆〆としてあらわされる。この場合，資本財部門の資本

設備の終端時点における値K1（T）は，もつぱら，第1段階から第2段階への

切替時点τがどのようであるかに依存する。K1（T）の大きさは，第2の東南

象限においては，τ。〆の距離によってあらわされている。ここでは，τヱが0か

らTにむかって変化するにつれて，〆は曲線∫ノ〆の上を8！から〆にむかっ

て移行する。これに対応して，K1（τ）の大きさは，08！から乃”にまで変イビ

する。ここで，K1（τ）が0∫ノに等しい状態は，投資配分率の時間径路がその

最適時間型に属する場合，初期時点から直ちに第2段階が始まる場合にみら

れ，K1（T）が珊”に等しい状態は，第1段階が終端時点まで続けられる場合

にみられる。

　次に，消費財部門の資本設備量の成長径路を示す西北象限について考える。

東北象限との共通の軸は消費財部門での資本設備量を示している。また，もう

一方の軸は時間をあらわしている。この時間をあらわす軸は，南西象限にひか

れる45。線を媒介として，東南象限における時間をあらわす軸と同一の単位で

測られる。初期状態における消費財部門の資本設備量K2（O）は，資本設備を

あらわす軸の上で0∫＊であらわされている。そこで，投資配分率の時間径路が

その最適時間型に属する場合，時間の経過と共に，消費財部門の資本設備量は

どのような成長の径路を迫るか。まづ第1段階（OくKτ）においては，投資

はすべて資本財部門に集中されるために，消費財部門での資本設備量は初期水

準K2（O）（＝0∫＊）のままで維持される。したがって，この段階を通しての成

長径路は8＊ろ＊であらわされる。第2段階（τく，≦；T）においては，投資は，

今度は，消費財部門に集中される。しかし，この段階においては，資本財部門
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での資本設備量は一定（Kl（τ））となるために，その生産能力も一定（β1K1

（τ））となり，したがって，消費財部門への投資量も単位時間あたり一定とな

る。だから，この段階における消費財部門の資本設備量は，時間の経過と共に

それに比例して増大することになる。この段階における消費財部門の資本設備

量の成長径路は第2図の西北象限においてろ＊c＊となる。このようにして，投

資配分率の時間径路が，その最適時間型に属する場合には，消費財部門の資本

設備量は8＊あ＊c＊＊の成長径路を迫ることになる。また，消費財部門の終端時点

における値K2（τ）は，やはり第1段階から第2段階への切替時点に依存す

る。消費財部門での資本設備は，投資配分率の時間径路がその最適時間型に

属する場合には，第2段階に入って始めて成長を始める。そして，その終端時

点における値はK2（T）＝K2（O）十β1K1（0）e枇（T一τ）とたる。これより判

るように，第2段階に入ってからの成長のテンポ（あ＊から。＊＊にむかう勾配の

大きさ）は，τが大になるにつれて大となる。すなわち，この勾配の大きさは

βユK1（O）e馳であるために，τの増大は，時点τ（第1段階の最終時点）におけ

る資本財部門の資本設備量をより大ならしめ，この部門での生産能力β1Ki

（0）φ”をより大ならしめ，したがって消費財部門に投下される単位時間あた

りの投資をより大ならしめるからに他ならない。ところが，これに対して，τ

の増大は，第2段階が開始されてから終端時点にいたるまでの期間を縮少せし

める。したがって，τが増大し，消費財部門の資本設備の成長テンポが大とな

っても，成長の期間が短縮されるために，第2段階の期間中における消費財部

門の資本設備量の増加分が，τの増大と共に増加するか減少するかは，このま

までは，何も確言はできない。そこで，この増加分にあたる部分であるβ1K1

（0）e伽（T一τ）をもっと詳しく検討する。その結果，特定化される全期間の長

さTがある一定値1／β1より大であるならば，第王段階から第2段階への切替

時点τが，T－1／β1より小であれば，τの増大と共に消費財部門の資本設備の

増加分は増大し，τがT－1／β1を越えると，τの増大と共に減少する，という
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ことが削る。また，Tが一定値1／β1より小である場合には，τの増大は，問

題としている増加分を減少せしめる。これらの基準のもつ経済的な意味につい

ては，後で詳しく触れることにする。これらのことは，第2図においては次

のように示されている。第2図はT＞1／β1の場合を想定している。そこで，

第2段階が初期時点から始まる状態においては，消費財部門での資本設備量の

終端時点での値をTα＊＊であらわしている。第1段階から第2段階への切替時

点τが増大するにつれて，K2（T）の値は最初のうちは上昇する。これはτが，

T－1／β1に等しくなるまで続き，そこでは最大値をとる。この値は，第2図に

おいてはル＊＊であらわされる。更に，τがこの臨界値をこえて上昇するなら

ば，今度は，K2（T）の値は次第に低下し，τがTに等しくなり，第1段階が

終端時点まで続けられる状態においては，消費財部門での資本設備量は初期水

準のままにとどまる。

　5，8　そこで，本論に戻って，投資配分率についての最適時間型が，等時最

大到達可能領域の達成にとっての充分条件であることを示すことにしよう。第

2図の助けをかりて展開した議論において，与えられた初期状態から出発する

経済が，投資酉己分率についての最適時間型に属する時間径路を辿りながら，時

点τパこおいて第1段階から第2段階への切替を行ない，終端時点下にいたっ

て，資本財部門ではTc”に等しい資本設備を，また消費財部門ははTc＊＊に等

しい資本設備をととのえたとしよう。これらの2つの資本設備量の組合せをあ

らわす点は，第2図の東北象限における資本設備平面上の点。として示され

る。さらに，このような点は，切替時点τが0からTにむかって変化するに

つれて，資本設備平面上においてα→c→ろのように変化する。この変化の軌跡

は，また，与えられたTの値に対応して

・・（・）一・・（・）・／…（・）／・」ogK1（㍗gK’（O）〕

K｛（T）≧K丑（O），　5＝1，2
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によって示される。これらの関係をみたすすべての点［K1（T），K2（T）コが属

する領域は，投資配分率についての時間径路がその最適時間型に属する場合，

一定時間丁の経過した後に到達される等時到達可能領域ルである。そこでわ

れわれの問題は，このような等時到達可能領域ルが，等時最大到達可能領域

油伽α皿となることを示すことである。

　等時到達可能領域R。は，経済が，その成長の過程において，投資配分率を

その最適時間型に属する時間径路上に保つ場合，一定時間丁の経過の後に到達

される状態をあらわすものである。ここで投資配分率の最適時間型に属する時

間径路というのは，既に定義したように，成長の第1段階においてすべての投

資を資本財部門に投入し，第2段階においてそのすべてを消費財部門に投入す

る投資パターンを意味する。ところで，資本財部門に投下された投資は，この

部門における生産能力を増大させると共に，その増大せしめられた産出高が資

本財であるために，次の時点で投資として投下される資本財の量は，以前のも

のに較べてより大となっている。このようにして，資本財部門に投下される資

本財は，不断に資本財が資本財を生み出してゆく過程を繰り返してゆく。この

ような過程が最も強力に推し進められうるのは，投資として投下可能な資本財

のすべてを，常に資本財部門に投下し続けてゆく場合にみられる。投資配分率

の最適時間型に属する時間径路の第1段階は，まさにこの場合にあてはまる。

ところが，すべての投資を資本財部門に集中しながら，資本財が資本財を生み

出してゆく過程の効果は（その効果を一定期間後の資本設備の量で測るものと

すれぱ）この部門の資本設備の初期水準と過程が辿る期間の長さを同一とすれ

ば，与えられた成長の期間のうちのどの部分においてこの過程が実施されよう

と，同じである。ところが，経済は資本財部門だけで成り立つものでなく，消

費財部門と共存して始めて成り立ちうるものである。しかし，消費財部門にお

いては，投下された投資（資本財）はこの部門の資本設備に附け加わり，この

部門の生産能力は増大しはするが，それが直ちに新しい資本財を生み出し，成
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長過程のテンポを促進するのに役立つには到らたい。このように，消費財部門

での資本設備の成長は，この部門でのいかなる努力とも無関係に，資本財部門

での生産能力にのみ依存する。資本財部門で生産される資本財のすべてが消費

財部門への投資にむけられるものとすると，消費財部門での資本設備の成長の

テンポは，もつぱら資本財部門での生産能力に比例するものと考えることがで

きる。したがって，資本財部門での資本設備の成長だけを独立にとりあげるの

でたく，経済全体の内部に含まれる2つの生産部門での資本設備の成長を同時

にとりあげて考える場合には，成長の初期の段階において資本財部門の資本設
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備をできるだけ高めるように努力し，その後，そのできるだけ高められた資本

財部門での生産能力を利用して，消費財部門での資本設備をできるだけ大きな

成長のテンポで拡充することが，最も効果的な経済成長の過程であると考えら

れる。このような過程を，最も強力に推し進めることができるのは，投資配分

率の最適時間型に属する時間径路が保たれる場合であることが，容易に理解さ

れよう。

　5．9　これらのことはまた，次のように考えることにより，一層明白とた

る。投資配分率の最適時間型に属する時間径路が保たれるものとする。この径

路においては，投資は，第1段階（O≦3くτ）において資本財部門に集中さ

れ，第2段階（τくKT）においては消費財部門に集中される。第2図と同一

の構成をもつ第3図を用いて議論を進める。投資配分率がその最適時間型に属

する時間径路上で保たれる限り，資本財部門での資本設備は，東南象限で示さ

れるように，8ノ→Cノ→〆の成長径路を迫り，消費財部門での資本設備は，西北

家隈に示されるように，8＊→あ＊→C＊＊の成長径路を辿って成長する。

　そこで次に，この径路の途中において，任意の期間この径路からはづれた径

路を考えることにする。この径路の第1段階においては，投資はすべて資本財

部門に集中され，この部門の資本設備の成長率は，　（封鎖経済のもとでとりう

る）最大のものとなっているために，新しくとりうる径路は，資本財部門の資

本設備の成長のテンポを遅らせる方向でしか見出せない。そこで，この径路の

第1段階の途上にある任意の時点τノ（τ’＜τエ）において，投資パターンを切替

えて投資配分率をゼロにおきかえる。さらに適当な時間の経過の後，時点τ”に

おいて再び投資パターンを切替えて投資配分率を1に戻し，この状態を（τ一τ！）

単位時間続けると，時点τ’”（二τ”十（τ一〆））における資本財部門の資本設

備水準は，最初に設定した投資配分率の最適時間型に属する時間径路に対応す

る成長径路上の水準に戻る。そこで，この時点でτ’”においてもう一度投資パタ

ーンを切替えて投資配分率をゼロとし，終端時点下までその状態を保つことに
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する。投資配分率の時間径路をこのようにすると，資本財部門での資本設備の

成長径路は，東南象限で示されるように，8ノ→！→g→ゐ→〆として描かれる。

ここでは，このような成長径路の終端において達成される資本財部門での資本

設備の水準は，最初に設定した（投資配分率の最適時間型に属する時間径路に

対応する）成長径路の終端において達成される水準と同一であるという点に注

意しよう。これに対し，同じ投資配分率の時間径路に対応する消費財部門の資

本設備の成長径路は，西北象限において，8＊→∫＊→g＊→ゐ＊→e＊＊としてあら

わされる。しかし，この場合には，最初に設定した投資配分率の最適時間型に

属する時間径路に対応する成長径路の終端においてえられる消費財部門の資本

設備水準（Tc＊＊）は，上に示した成長径路の終端においてえられる水準（Te＊＊）

よりも常に大である。このことは，がe＊＊の勾配とあ＊C＊＊の勾配は互に同一で

あるが，（この時の資本財部門の生産能力はどちらも同じであるから）ブ＊砂の

勾酉己は（8＊a＊の勾配よりは大であるが）あ＊C＊＊の勾配よりは小さい（資本財部

門での生産能力の差による）ことにより説明しうる。結局，投資配分率がその

最適時間型に属する時間径路を辿る場合と，若干それからはづれる時間径路を

辿る場合とを較べてみると，終端時点における資本財部門の資本設備量がたと

え同一の水準を達成できても，消費財部門における資本設備劃辛，第2の場合

には第1の場合には及ばないことが削る。

　これらのことは，第3図の東北象限において，要約して示される。投資配分

率がその最適時間型に属する時間径路を辿る場合には，資本財部門と消費財部

門の資本設備量の組合せをあらわす点は，資本設備平面上を3→；→cのような

径路の上を移動し，領域Rτに属する点。に到達する。これに対し，投資配分

率が，上に述べたような最適時間型に属する時間径路から若干はづれた径路を

辿る場合には，資本設備平面上にあらわされる径路は∫→ア→夏→π→eとなる。

ここで注意しなくてはならないのは，一定時間丁の経過の後に到達された点e

のあらわす経済の状態においては，資本財部門での資本設備量が点Cのあらわ
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す水準と同じであっても，消費財部門での資本設備量は，点。のあらわす水準

に及ばない，ということである。

　われわれが以上において扱かった投資配分率の時間径路をその最適時間型に

属する時間径路から乖離させる仕方は，一般的な妥当性をもつものであるか

ら，上で尊びいた結論もまた，一般的にあてはまりうるものとなる。かくし

て，投資配分率の最適時間型に属する時間径路は，与えられた資本財部門での

資本設備水準を達成した上で，消費財部門での資本設備水準を最大ならしめる

ことを保証するものであることが削る。したがって，投資配分率の最適時間型

に属する時間径路のもたらす資本設備平面上の等時到達可能領域ルは，等時

最大到達可能領域ルm加となることが，確かめられることになる。

　5．10以上において，最適状態における等時到達可能領域は等時最大到達可

能領域であることを検証した。ところで，このような領域は，既にみたよう

に，与えられた初期状態［Ki（O），K2（O）］と成長過程の経過時間丁に対して
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　K1（T）
W）一ふ（・）舳（・）・竿）／

　（5．2）　　　　　　jζ｛（T）二≧K｛（0），　　4＝1，2

によってあらわされる。これが，資本設備平面上に描かれる曲線の部分である

ことは，これらの関係より明らかである。この曲線部分は，第4図において，

λ万8として示される。

　5．11そこで次に，この曲線の特性を検討する。

　まづ，曲線（5．1）の特性は，次の条件によってその大略が示される。

（5．3）

（5．4）

綴字；一／・（・十・

a2K2（T）＿　　1
一一一一一@　　　＜OaK22（71）　K1（T）

（…）　鵜1手11　一一・
　　　　　　　　　　　　　K2仰）！π繧ω

（…）　隻雛；1　－／・月
　　　　　　　　　　　　　亙1ψ〕＾πI〔⑪

　（5．4）の条件によって，この曲線部分は原点に対して凹であることが保証

されている。また，（5．5）の条件によって，点Bにおけるこの曲線の勾配は

終端時点下がいくばくの大きさをとろうとも，常に一であることが削る。

　5．12　ところで，　（5．6）の条件より判るように，点λにおけるこの曲線の

勾配は，終端時点下をどのような水準で与えるかによって変化する。すなわ

ち，Tが1／β1より大であれば，この勾配は正値をとるが，逆の場合には負値

をとり，更に等しい場合にはゼロとなる。

　β1は資本財部門における産出高資本比率であり，この部門の資本設備に対

する（それを正常に稼働したときの）生産能力に対する比率X1／Klとして定

義されている。更にこの比率は，資本財部門において，1単位の資本設備のう

みだす資本財（資本設備）の単位数と理解することができる。また，われわれ
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はここで，資本設備K1を産出高X1に変形するのに要する生産期間を1単位の

時間と考えることにすると，β1はこの1単位の時間に1単位の資本設備がう

みだす資本財の量と考えることができる。これに対して，与えられている経過

時間丁も，これと同じ時間単位で測られている。

　このような観点から，上述の点出こおける曲線の勾酉己のもつ経済的意味を次

のように考える。点刈こおける曲線の勾配は，（5．6）が示すように，β1τ一1

である。そこでβ1を上述のように理解すると，β1Tは，与えられた時間丁の

間に1単位の資本設備がうみだす資本設備量と考えることができる。このよう

に考えると，β1T－1が正値をとることは，資本財部門における1単位の資本

設備が1単位より多くの資本設備をうみだしうるだけの生産期間がTとして特

定化されていることを意味する。逆に，β1T－1が負値をとることは，ここで

特定化されている生産期間丁に対しては，資本財部門における1単位の資本設

備は1単位より少ない資本設備しか生産しえないことを意味する。更に，β1＝「’

一1の値がゼロとなるように特定化される生産期間τに対しては，資本財部門

での1単位の資本設備は，ちょうど1単位だけの資本設備を生産することを意

味する。このように，点出こおける曲線の勾配は，特定化される生産期間丁の

大きさに依存して正値または負値（更にはゼロ値）をとるものであることが判

った。

　ただし，ここで注意しなくてはならないことは，上述の議論の展開にあたっ

ては，資本財部門で稼働される資本設備は終始一定単位（上記の説明において

は1単位）の量に限られることである。ここでは，資本財部門で生産された資

本財が資本財部門に再投資され，この生産部門における資本設備量を成長せし

める過程については全く触れていない。けだし，われわれがここで議論の対象

としている点λは，与えられた時間丁を通して，投資はすべて消費財部門に集

中され，資本財部門には全然投入されていないような過程を経て達成されてい

ることを考えれば，上に扱かったような過程の背景はより明白に理解されよ
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う。

　5．13次に，曲締λ万月の勾配の変化について考える。これは，（5．3）の条

件を検討することである。しかし，既に述べたように（5．4）の条件により，

この曲締の勾配が逓減的であること，また（5．5）の条件により，点Bにおい

ては，Tの値とは無関係に，その勾配が一王となることを，われわれは知って

いる。これらの性質を利用して，（5．3）の条件を検討する。

　そこでまづ，点λにおけるこの曲線の勾配が正値をとるものとする。この点

λは，投資配分率が最適時間径路に属する時間径路を辿る場合，初期時点から

既に第2段階が始まる状態における成長過程の終端点であるから，τ＝Oであ

る。このような状態の意味については前項で詳しく述べた。

　上述の前提のもとでは，この曲線は点λを起点として右上方にむかってのび

る。この段階においては，すくなくとも暫らくの間は，曲線の勾配は正値で保

たれる。このような状態にある曲線上の点は，投資配分率がその最適時間型に

属する時間径路を辿って変化する場合に，第1段階から第2段階への切替時点

τが，与えられた時間丁と与えられた資本財部門の産出高資本比率β1に対して

　（5．7）一　　β、（T一τ）一1＞0

をみたすように設定される場合の，成長過程の終端点である。

　β1の経済的意味を，前項で用いたと同じく，資本財部門における1単位の資

本設備が1単位時間に生産する資本設備の量と理解する。　（T一τ）は，投資

配分率がその最適時間型に属する時間径路を辿る場合，第2段階が保たれる時

間の長さを示している。また，この第2段階においては，資本財部門で生産さ

れた資本財はすべて消費財部門での資本設備への附加として用いられ，資本財

部門での資本設備量は不変である。これらのことから，（3．11）の条件は，こ

の第2段階の過程において，資本財部門での1単位の資本設備が生産する資本

設備の量が1単位より大であることを意味している。このような条件のもとで

は，この状態に対応する曲線上の点におけるこの曲線の勾配は正値をとる。
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　投資パターンの切替時点τは，OからTまでのどこにおかれてもよい（Oくτ

くT）。ただ，ここではっきりさせておく必要のあるのは，この切替時点τを

先に繰越せば繰越す程，問題としている曲線のそれぞれの状態に対応する点で

の勾配が減少するということである。このことは，（5．3）の条件から直ちに

削る。また，切替時点τを先に繰越すことがK1（T）の増大に直接に結びつく

ことから，　（5．4）の条件が示している曲線の勾酉己の逓減をも併せて意味して

いる。

　このように考えると，点λを起点として正の勾配をもって出発した曲線も，

切替時点τが大となり，K1（T）の値が大となるにつれて，その状態に対する

曲線上の点での曲線の勾配は減少し，やがてはゼロとなる状態があらわれる。

この状態を特徴づける条件は，

　（5．8）　　β1（T一τ）一1＝O

であり，これは，切替時点τがこの条件をみたすようにえらぱれたことを示し

ている。この状態においては，第2段階を通して，資本財部門の資本設備1単

位が生産する資本設備の量は，ちょうど1単位である。

　切替時点τの先への繰越しが更に進められると，曲線の勾配は負値をとるに

いたり，えらばれた切替時点τに対しては，

　（5．9）　　　β1（T一τ）一1＜0

となる。このような状態においては，第2段階を通して，資本財部門の資本設

備1単位が生産する資本設備の量は1単位より小である。

　以上の議論は，点λにおける曲線の勾配が正値をとるものと前提して始めら

れたものである。ところが，前項で詳しく述べたように与えられる時間丁が一

定値（1／β1）よりも小である場合には，点λにおける曲線の勾酉己は負値をとり

この時には，切替時点τがどのように選ばれようとも，曲線の勾配はどの点に

おいても常に負値をとることになる。
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制約された最適状態における等時到達可能領域

　5．14次に，経済の成長過程において，投資配分率の最適時間型が実質賃金

率の下限によって制約され，制約された最適時間型（4．18）に属する時間径路

　　　　　　　　　　　工　　　　　Oく3≦θ1

　　　　　　　　　　　1
　　　　m＊＊（’）：　　　　！0r　θ1くKθ2
　　　　　　　　　1＋2伽冊

　　　　　　　　　　　O　　　　　　θ2くKT

を迫るならば，制約された等時最大到達可能領域が達成されうることを示す。

このことはまた，投資配分率の時間径路がその制約された最適時間型に属する

ことが，制約された等時最大到達可能領域の達成にとっての充分条件であるこ

とを示すことである。

　状態方程式（3．1）および（3．2）を考えると，投資配分率が制約された最適

時間型に属する時間径路を辿る場合には，それぞれの生産部門での資本設備は

次のような成長径路を迫ることが削る。

　まづ，第1段階（0く彦くθ1）においては，各生産部門の資本設備の成長径

路は

　　　　K1（‘）二K1（O）θ帥

　　　　K2（自）＝K2（O）

となる。これは，上記の状態方程式から直ちに尊びかれる。

　ところが，第2段階（θiく。≦θ2）においては，実質賃金率の下限ω舳に

対応する資本設備比率の下限2舳において資本設備比率は一定に保たれるた

めに，2つの生産部門における資本設備は均等成長率にて成長する。

　　　　K1（彦）嘗K1（θ1）〃■ω

　　　　K2（3）＝K2（θ1）μ一ω

ここでgは均等成長率をあらわしており

　　　　星＝〃（2）β1
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　　　　　　　　＿　β1（βザm舳α2）
　　　　　　　　　（βザω㎜丑皿吻）十ω舳αi

のように，生産条件と実質賃金率の下限によって与えられる。上記の均等成長

率は状態方程式を，投資配分率が制約された最適時間型に属する時間径路の第

2段階にある場合にあわせて解くことによりえられたものであるが，この均等

成長率はまた，実質賃金率がその下限の水準におしさげられた状態で，更に2

つの生産部門で均等成長率が保たれるとした場合における資本財と消費財の需

給均等の条件

　　　　β1K1＝　　9K1＋　　9K2

　　　　β2K2＝㎜舳α1K1＋ω舳α2K2

をみたすものとしても理解することができる。

　最後に，第3段階（θ2く3くT）においては，2つの生産部門での資本設備

の成長径路は

　　　　K1（，）＝K1（θ2）

　　　　K2（f）＝K2（θ2）十β1K1（θ2）（‘＿θ2）

となる。

　資本財部門における資本設備の成長は，第1段階においては投資はすべて資

本財部門に集中されるために，β1の成長率で指数的に成長する。ところが，第

2段階においては資本設備比率が下隈を保ちながら2つの生産部門は均等成長

径路を迫る。ここでは，資本財部門での資本設備はmβ1（O＜m＜1）の成長

率で指数的に成長する。最後に第3段階においては，投資のパターンは完全に

切替えられ，資本財部門には全く投資が行なわれなくなるので，この部門での

資本設備は，第2段階の終った時点での水準のままで保たれることにたる。

　これに対して，消費財部門においては，資本設備は，第1段階の間は初期水

準のままで保たれ，第2段階においては，資本財部門におけると同一の成長率

mβ1で成長する。そして第3段階においては，投資のすべてがこの部門に投入
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されるために，第2段階におけるよりも大きな割合で成長する。ただし，この

段階においては，資本財部門での資本設備の水準は不変であるから，消費財部

門での資本設備の成長は，指数的でなく，時間の経過に対して比例的となる。

　5．15　これらの各生産部門における資本設備の成長径路は，第5図の東南象

限と西北象限において示される。第5図の構成は，第2図におけるのと全く同

一である。

　まづ，資本財部門の資本設備量の成長径路を示す東南象限について考える。

初期状態においては，資本財部門の資本設備量はK1（O）であり，これは0∫’で

あらわされている。そこで，投資配分率が制約された最適時間型に属する時間

径路をとる場合を考える。第1段階においては，資本財部門の資本設備は成長

率β1で指数的に成長する。これは8ノ点を起点として，∫ノクの径路を迫るも

のとしてあらわされる。ついで第2段階においては，2つの生産部門での均等

成長の過程にはいり，第1段階での成長率β1より小さな成長率mβ1で成長す

る。この径路は∫ノ〆としてあらわされる。最後に，第3段階においては，第

2段階の最後に到達した水準をそのまま保つので，その径路は〆〆となる。

このようにして，投資配分率が制約された最適時間型に属する時間径路を辿る

場合，資本財部門での資本設備の成長径路は∫’→∫’→g’→C｝としてあらわさ

れることになる。ここで，y→∫ノの過程は投資配分率が最適時間型に属する

時間後略を辿る場合におけるものと同一である。しかし，終端状態における同

一水準の資本財部門の資本設備量を目的とする場合，投資配分率が最適時間型

に属する時間径路をとりうるならば，その壷1段階の過程はy→〆でありう

るのに，ここでは，実質賃金率の下限による資本設備比率の下限に阻まれて

∫！→Cノの過程の実現は不可能となっている。逆に言えば，投資配分率が制約さ

れた最適時間型に属する時間径路をとるものとする場合の問題は，成長の過程

がグ点を越えたところから始まるものと考えてもよい。さて，成長の過程が

グ点を越すとその第2段階にはいる。この過程においては，資本財部門の資本
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　5　図

備は消費財部門のそれと均等た成長率にて成長する。このことは，第2段階

おいては，実質賃金率の下限による制約が表面化し，資本設備比率はその下

において一定に保たれることになるからである。この場合における成長率

，投資のすべてを資本財部門に集中できた第・1段階のそれに較べると小さ

。したがって，！ノ点を越えた後，第2段階の成長過程が終端時点下まで続け

れるとしても，そこで達成しうる資本設備水準は，第1段階の成長過程を何

の制約もなく終端時点まで続けた場合に達成されるその水準よりも低いこと
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になる。第5図の東南象限において，第2段階の終端点は〆であり，第1段階

が何らの制約もなしに進めえた場合，時点下にて到達しうる点ばる”であるか

ら，それぞれに対応する資本設備量はTe”と乃”であり，図より判るように

Te”は冊”より小である。さて，この第2段階を進めうるグ→〆の径路上にお

いて，資本財部門の資本設備量が終端状態について予定された水準に到達した

ならば，第2段階は終り第3段階が始まる。ここでは，投資はすべて消費財部

門に集中されるため，資本財部門での資本設備量の増加はみられたい。結局，

投資配分率が制約された最適時間型に属する時間径路を辿る場合，資本財部門

の資本設備量の成長径路は，lSノ→！／→〆→C”としてあらわされることにな

る。

　次に，消費財部門の資本設備量の成長径路を示す西北象限について考える。

投資配分率が制約された最適時間型に属する時間径路をとる場合，まづその第

1段階においては，投資はすべて資本財部門に集中されるために，消費財部門

での資本設備量は初期水準のままで維持される。したがって，第1段階におけ

る成長径路は8＊→戸である。ついで，第2段階においては，2つの生産部門

での均等成長の過程にはいり，mβ1の成長率にて成長する。この径路は∫＊→g＊

としてあらわされる。最後に，第3段階においては，資本財部門で生産される

資本財がすべて消費財部門に投資として投入されるので，消費財部門の資本設

備量は，時間の経過に比例して増大する。その径路はg＊→～＊＊となる。このよ

うにして，投資配分率が制約された最適時間型に属する時間径路を辿る場合，

消費財部門での資本設備量の成長径路は∫＊→∫＊→g＊→会＊＊としてあらわされる

ことになる。

　5．16投資配分率が制約された最適時間型に属する時間径路を辿る場合にお

ける消費財部門の資本設備量の終端水準は，資本財部門の資本設備量の終端水

準を一定として扱かう場合には，投資配分率が最適時間型に属する時間径路を

辿る場合における消費財部門の資本設備量の終端水準に較べて小である。第5
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図において，このことは，Tき＊＊＜Tc＊＊によってあらわされる。［5．8］および

［5．9コにおいて述べたように，投資配分率が最適時間型m＊（c）に属する時間径路

を辿る場合には，一定の資本財部門の資本設備量の終端水導に対して，最大の

消費財部門の資本設備量の終端水準を保証する。このことは更に，投資配分率

の時間径路がその最適時間型から乖離する場合には，同一の資本財部門の資本

設備量の終端水準に対して，より小さな消費財部門の資本設備量の終端水準し

かもたらさないことを意味している。そして，ここで問題としている制約され

た最適時間型に属する投資配分率の時間径路は，まさに，上に述べたような最

適時間型から乖離した時間径路である。したがって，投資配分率が制約された

最適時間型に属する時間径路を辿る場合における消費財部門の資本設備量の終

端水準は，一定の資本財部門の資本設備量の終端水準に対して，投資配分率が

最適時間型に属する時間径路を辿る場合の消費財部門の資本設備量の終端水準

に較べて小であることとなる。このことから，第5図において，ε＊＊点は。＊＊点

よりも低水準にあることを保証する。

　5．17　これらの事情は第5図の東北象限において統一的に示される。投資配

分率がその最適時間型に属する時間径路を辿る場合には，経済の状態をあらわ

す点は，資本設備平面上を8→τ→Cという径路に沿って移動し，等時最大到達

可能領域R肺パこ属する点Cに到達する。これに対し，投資配分率が制約され

た最適時間型に属する時間径路を辿る場合には，終端状態における資本財部門

の資本設備水準を同一とすると経済の状態点は，同じ資本設備平面上において

∫→ア→g→会という径路に沿って移動する。この終端点εは，［5．16コで述べた理

由により，上述した終端点Cに較べてみて，資本財部門での同一の資本設備水

準に対して，より低い消費財部門の資本設備水準をあらわしている。しかしな

がら，これらの事情はすべて，実質賃金率に下限が存することによるものであ

り，これらの状態はすべて，次善的な最適状態におけるものとして理解しなく

てはならない。そこで，上述のような終端点含の属する制約された最適状態に
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おげる等時到達可能領域を，制約された状態における等時最大到達可能領域と

呼ぶ。

　5．18以上において，制約された最適状態における等時到達可能領域は，制

約された等時最大到達可能領域となることをみた。そこで次に，このような領

域のもつ特性を検討する。

　まづ，　（4．4．22＊）の関係より，制約された等時最大到達可能領域R。・肌ωは

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　K1（T）
（・・1・）W）拙（・舳（・）・㎏瓦（ c）十地 ^

　（5．n）　　　K1（T）≧K1（θ1）

　　　　　　　　　K2（T）≧2舳K1（T）

によってあらわされる。これが，資本設備平面上に描かれる曲線の部分でこる

ことは直ちに削る。また，（1）K1（T）がK1（θ1）である場合のK2（T）の値は

（5．1）においても（5．10）においても同じであり，更に（2〕この交点における

2つの曲線の勾配は等しいことは容易に確かめられる。かくして，等時最大到

達可能領域R舳躬と制約された等時最大到達可能領域R＊舳躬とは，Kエ（T）が

K2
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K1（θ1）である状態において滑らかに連続していることが半螂る。

　この（5．10）および（5．11）のあらわす曲線部分は，第6図において，ゐeε

として示される。

　5．19曲線（5．10）の特性は，次の条件によってその大略が示される。

（5．12）

（5．13）

（5．14）

（5．15）

aK・（T）一8、（T一θ。）一1

6Ki（7）

62K2（T）　　　　1
　　　　　　＿　　　　＜O
aK1（T）2－　mK1（T）

驚1手；1　　　一一1
　　　　録㈹＝λ㎜‘皿π1ω

aK2（T）
　　　　　　　　　≡β1（トθ1）一1
aK1（T）
　　　　π1σ〕1K1ω1〕

　（5．13）の条件により，この曲線部分は原点に対して凹であることが保証さ

れる。ところで，このa2K2〃K12が意味するのは，この曲締の勾配の変化の

仕方であり，これが負値をとることは，この曲線がK1（T）の増大につれて逓

減することをあらわしている。そこで（5．13）の値を（5．4）の値と較べてみ

ると，その絶対値は（5．13）のほうが大である。このことは，等時最大到達可

能領域をあらわす曲線の部分よりも，制約された等時最大到達可能領域をあら

わす曲線部分のほうが逓減の仕方が大であることを意味している。上に示した

ように，両曲線は第6図の点州こおいて一致する。そして，上述のような逓減

度の差異が見出されるものとすると，このことは，既に示したところの加εの

部分がん。m部分の下方にあることの傍証として役立つ。

　また，　（5．14）の条件は，曲線（5．10）と直線K2（T）＝λ舳K1（T）の交点

における曲線の勾配が一1であることを示している。既に（5．5）によって示

したように，等時最大到達可能領域をあらわす曲線は，K2（T）がK2（O）のとき

に一1の勾配を示していた。このことはやはり，上述した両曲線の逓減度の差

に因るものであり，再び制約された等時最大到達可能領域は，等時最大到達可
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能領域の下方にあることの傍証を与える。

　5．20　（5．15）の条件は，第6図の点尻における勾配の大きさを示してい

る。時点θ1は，初期条件と資本設備比率の下限を所与とすれば一定となる。

そうすると，点尻における曲線の勾配は，終端時点下をどのような大きさで与

えるかによって定まる。

　ここでβ1は，既に扱かったように，資本財部門で1単位の資本設備が，1

単位時間に正常稼働水準で生産しうる資本財の量である。また（T一θ1）は，

この場合には，投資がすべて消費財部門に集中される時間を意味している。か

くして（5．15）の条件は，点尻における曲線の勾配は，（T一θ1）単位の時間

において，資本財部門での1単位の資本設備が，正常稼働水準において1単位

以上の資本財を生産しうる程にTが大であれば正となり，1単位以下の資本財

しか生産しえない場合には負となり，まさに1単位の資本財を生産しうるとき

にはゼロとなる。

　5．21次に，曲線ゐeεの勾配の変化について考える。これは（5．12）の条件

を検討することである。これは，前項に述べた条件と非常によく似ている。

β1の意味は同一であり，　（T一θ2）はまた同じく，投資のすべてが消費財部門

に集中される時間である。そこで（5．工2）の条件は，この曲線上の任意の点を

終端点とする径路の最終（第3）段階において，投資をすべて消費財部門に集

中しうる時間（T一θ2）において，資本財部門での1単位の資本設備が，正常

稼働水準において1単位以上の資本財を生産しうる程に（T一θ2）が大であれ

ば，その点での曲線の勾配は正となり，1単位以下の資本財しか生産しえたい

場合には負となり，まさに1単位の資本財を生産しうるときにはゼロとなる。
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補　　　　論

I　ポントリャーギンの最大原理

1．本書における議論の主要な部分を支えているのは，ポントリャーギンの最

大原理である。われわれは，以下において，特にことわらない限り，これを最

　　　　　　　　（1〕
大原理と略称する。ここでは，われわれは，この最大原理が扱かう問題，最大

原理が示す命題，その他の点について述べる。なお，ここでは，われわれは，

最大原理についての数学的展開を，一般的な形においてではなく，本書におけ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（！〕
る議論に直接に適用できる形において示すことにする。

2．几C・ポントリャーギンとそのグFノレプは，制御対象とそれを制御する最適

な方法についての数学的理論を展開し，それを最大原理という名称で統一し

　㈹
た。そこでまづ，この最大原理が扱かう問題がどのようなものであるかを考え

ることから始める。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ω
　2個の状態変数K1（c）とK2（c）によって示される過程を考える。この状態変

数は状態方程式

（1）最大原理は，最初，最適制御問題を解く方法として，ポントリャーギンとそのグル

　　ープによって開発されたが，その後、同じ目的のために，ポントリャーギニ／の最大

　　原理に類似した離散型最大原理（Discrete　Ma・imm　Princip－e）をケイッが開発し

　　　（cf．S．Katz〔7〕），更にそれをフアンおよびワンが一般化し拡張した（cf．L．T－

　　Fan＆C．S．Wa㎎〔5〕）。

　　したがって，単に，最大原理というだけでは，どれをざすのかはっきりしない。し

　　かし，本書においては，われわれは，ポントリャーギンの最大原理だけを扱かうた

　　めに，このような便宜手段をと乱獲，上記の離散型駁大原理については，宇野・

　　菊池〔22〕を参照した。

（2）この部分における薮述は，主として，宇野・菊池〔22〕に依存している。
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　（1〕　KFハ〔K1（‘），K2（彦），m（τ），，コ

　　　　　　　　　’＝工，2

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑮〕
によって関係づけられている。ここで〃（オ）は制御変数であり

　（2〕　　　　　0　≦；　m（f）　く　1

　　　　　　　　　　　　　　　　　　㈹⑦
という束縛条件にしたがうものとする。なお12）の条件にしたがう制御変数を

許容制御変数と呼ぶ。（1）で与えられる状態方程式において，任意に操作しう

（3）ポントリャーギンとそのグループによって開発された最大原理についての業績は，

　　JL（：．n0HTp兄r凹H，B．r．Bo皿THHcKH薗，P㌧B・raMKpe刀Hλ3e，E・Φ・ハ＾H皿爬HK0〔エ2〕

　　によって公刊された。この書物の英語版は，K．N－TτirogoH（訳），L－W．Neustadt

　　　（監修）〔卿として出版されたが，われわれは，関根智明（訳）〔工5〕を利用しうる

　　という便宜をもってい乱この日本語版は，原著ならびに英語版にはみられない，

　　多くの訳注により，われわれの理解を助けてくれる。また，上記のポントリャーギ

　　ンのグ〃一プの一員であるホルチヤンスキーによる書物B．F．Bo〃朋。K肋〔1〕

　　は，上述の書物の内容についての入門書として適切であり，われわれとしては，ま

　　た，その日本語版である坂本実（訳）〔エ3〕を利用することができる。更に，われわ

　　れは，日本話による文献として，宇野・菊池〔22」，杉山昌平〔18〕，坂和愛幸〔14〕，

　　増淵正美〔9〕，等を挙げることができる。

（4）これらのK1（圭）とK2（士）とは，本文中における資本財部門と消費財部門が時点サに

　　おいて保有する資本設備の量をあらわしている。この補説においては，このような

　　諸変数の経済的意味づけは明示的には行なわない。

（5）このm（i）はまた，本文申における投資配分率に対応するものであ乱この含意に

　　よってわれわれは，状態方程式（1）に含まれる制御変数を1個とレた。しかレ，

　　一般的には，それ崔1個とする必要は何もない。

（6）制御変数の束縛条件は，本文申の銭述との関連において（2）のように示したが，

　　一般的には，どのような形で与えられてもかまわない。例えば

　　　　1切（f）1くM

　　として与えられてもよい。

（7）制御変数〃（’）は任意の区分的運続関数である。　（このことは，砒（士）が連続関数で

　　あることも含む）。　ここで区分的連続関数とレ、うのは，任意の有限個の，におい

　　て，第1種の不連続性をもつ関数のことである。第1種の不運続性とは，不連続点

　　においても，次の極限値をもつ関数のことである。

　　　　　ω（T－O）：方〃！〃（f），　〃一（τ斗0）＝κ〃。　m（孟）

　　　　　　　　　　t→f　　　　　　　　　　　　　　　t→τ
　　　　　　　　　　t＜τ　　　　　　　　　　　　j〉f
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るのは，制御変数だけであり，その結果，ある定められた制御変数に対して，

過程の状態は一意的にきめられる。

　過程を構成している状態変数と制御変数とからなる評価関数

（・）・（・）一∫：＾［・・（・），・・（・），・（・）・l1出

を・問題において与えられている境界条件のもとで，最大または最小ならしめ

るように制御変数を決定する問題を，最適制御問題と呼ぶ。ただし，この評価

関数において

　　　　∫o［K1（3），K2（，），m（后），彦コ

　　　　∂！o［K1（c），K2（2），m（f），幻
　　　　　　　　　　　　　　　　　，　｛＝ユ，2
　　　　　　　　　∂K｛（f）

は，所与のK1（ε），K2（’）およびm（彦）の領域内で定義され，かつ連続である

とする。

　最大原理は，このような最適制御問題の解の必要条件を与える。

3．前節で述べたような最適制御問題を最大原理を用いて解くために

　（4）　Ko＝デ。［K1（，），K2（舌），ω（f），3コ，Ko（O）＝O

（・〕K〃）一ル・［・・（・），・・（1），・（・）〃

によって定義される新らしい状態変数Koを導入する。このような新らしい状

態変数を導入すると同時に，評価関数を

　（6）　　P二Σろ也K也（T），　i＝O，1，2

で定義されるポントリャーギン関数におきかえることにより，最大原理を適用

する準備は終る。このポントリャーギン関数において，61はそれぞれの問題の

性格によって既知となる定数である。たとえば，最小（最大）時間制御，終端

制御，最小積分制御，等の問題においては

　　　　j，＝1x’ζo（T）十〇×K1（7■）斗0x2（2（T）

であるから

　17〕　ろ。＝1，6F0，（ξ＝1，2）
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　　　（8〕

となる。われわれが扱かうのは，この（7〕があてはまる事例である。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑨
4．そこで，あらためて，われわれの解くべき問題を整理してみる。

　（i）Oくω（，）く1の束縛条件をみたす関数の集合σを所与とする。

　（ii）体系

　　　　Ko＝／o［K1（’），K2（f），m（‘），’コ，Ko（0）＝O

　　　　K1＝1＾［K1（f），K2（，），m（，），fコ，K1（0）＝K10

　　　　K2＝∫2［K1（3），K2（’），m（，），’コ，　K2（0）＝K2o

を所与とする。

　（iii）終端状態（K1（T），K2（τ））および終端時刻（T）についての指定

は，問題によって異なるが，与えられるものとする。例えば，ビ）終端状態は

指定，しかし終端時刻は未定，1口〕終端状態および終端時刻が共に指定，い終

端状態の一部と終端時刻が指定，H　終端状態はまったく指定せず終端時刻の

み指定，等の各事例が考えられる。

　これらの諸条件のもとで，われわれの解くべき問題は，Ko（T）を最小化

（最大化）する制御変数の時間径路を必らず含むσの部分集合Cを決定するこ

と，である。

5．このような最適制御問題を解くための方法を与える最大原理は，次のよう

に与えられる。

　　　　　｛lo）
　最大原理：m＊（，）（O≦；彦≦；T）を許容制御変数とする。もしm＊（’）が最適で

あるならば，すなわちポントリャ’ギン関数Pを最小または最大にするなら

ば，〃＊（’）およびそれに対応する状態変数の時間径路K＊（，）［Ko＊（i），K1＊（f），

K2＊（f）コについて，次の条件をみたすゼロでない補助変数の時間径路グ（i）

［ク。＊（f），＾＊（f），ク2＊（f）コが存在することが必要である。

（8）問題によっては，6’≠0（’＝1，2）となる場合もありうる。

（9）問題のこのような整理の仕方については，L．G．Stolem〔7〕に依存している。

（10）最大原理のこの薮述は，字野・菊池〔22〕によって与えられているものである。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　111



経済経営研究第19号（I）

（1）Kl＊（’），が（広）（6＝O，1，2）は次の微分方程式の解である。

（8）　瓦・（オ）一∂町K＊（f）・力＊（・）・・＊（・）・‘］

　　　　　　　　　　　　　　∂物
4＝0，1，2

榊一一∂H［K＊（‘） ﾕf）・m＊（f）・‘コ

ここで

　（g）　H＝ΣがK旭＊，ξ＝0，1，2

であり，ハミルトニアンと呼ばれる。

　（2）（OくサくT）の任意の，において，ハミルトニアンHは，m（f）：＝が（i）

　のとき，最大または最小となる。

　　（i）P→”mの場合

　　　　m四エH［K＊（’），ク＊（左），〃（i），cコ＝H［K＊（’），ク＊（’），m＊（‘），c］

　　（i畳）P→m切”の場合

　　　　〃mH［K＊（f），ク＊（’），m（f），左コ＝H［K＊（エ），ク＊（c），m＊（‘），iコ

（3）　（i）終端状態（K1（T），K2（T））は指定するが，終端時刻（T）は未

　定の場合には，0く彦≦Tにわたり，最適制御においては

　　　　mωH＝0またはm5mH＝0

　となる。

　（ii）終端状態（K1（T），K2（T））と終端時刻（T）がともに指定される場

　合には，0く彦くTにわたり，最適制御においては

　　　　mωH＝一定またはm5nH≡一定

　となる。

　（iii）終端状態の一部（K1（T）またはK2（τ））が指定され，また終端時刻

　（ア）も指定されている場合には，O≦丘≦；Tにわたり，最適制御においては

　　　　mmH＝一定または〃mH＝一定

　であり，しかも指定されていない終端状態変数（K2（T）またはK1（T））に

　対応する補助変数の終端値は
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　　　　伽（T）＝O，5＝2または1

　となる。

　（iV）終端時刻（T）は指定するが，終端状態についてはまったく指定がな

　い場合（軌道右端開放の場合）には，O≦；cくTにわたり，最適制御におい

　ては

　　　　m伽H＝一定またはm肋H＝一定

　であり，しかも

　　　　ク1（コ「）＝ク2（コ「）＝0

　となる。

6．次に，実際に最大原理を用いて問題を解く場合における体系のコンシステ

ンシイの検討を行なう。

　上に示した体系においては，3個のK。，3個の伽および1個の制御変数mの

合計7個の変数が含まれている。これに対して，体系に含まれる方程式の数

は，18）において6個，ハミルトニアンHの最大化または最小化を示す式が1個

で合計7個となり，体系のコンシステンシイは一応みだされる。

　この7個の方程式のうち微分方程式は6個である。そこで，解を求めるため

には6個の境界条件が必要となる。ところで，補助変数ク世（，）についての微分

方程式は同次であり，したがってク、（‘）についての境界条件のうちの1個は任

意にとりうる。かくして，境界条件は5個だけ与えられれぱよいことになる。

　上で考えた事例においては，状態方程式は

　⑩　　　K。（c）；＾［Kl（‘），K2（3），m（‘），cコ

　　　　　　　　　　　　づ＝0，1，2

であり，それぞれの状態変数の初期値は

　ω　　　Ko（O）＝O，K乞（O）＝K｛0，づ＝1，2

で与えられる。また，ノ・ミノ1・トニアンHは，

　（1勃　　　　H＝Σク皿（彦）プ＝也（彦），　ξ＝0，1．2
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となるから，補助変数についての微分方程式は

⑱　ふ（・）一一〃）∂絵）・・一・・1・・

となる。そこ1で結局，解かるべき微分方程式は，（1Φの3個と⑱の3個の合計6

個となる。ところが，（1割の右辺における∫パこはKo（‘）が含まれていないため

　0φ　　　ク。＝O

となる。そこで上記の理由により

　蝸　　　クO（C）＝一五

と規定する。このようにすると，解かるべき微分方程式は

　　　　　　凪（左）＝∫旭（，），5＝O，1，2

　㈹　　　　　　λ（・）一一、妄舳）饗・仁…

の合計5個となる。したがって，これらの微分方程式の解を求めるためには5

個の境界条件が必要となる。

　この5個の境界条件は，最大原理における第3の条件において示したそれぞ

れの事例において，次のように与えられる。

　事例（i）においては，初期条件（ωによる3個と終端状態による2個の合計

5個の境界条件が与えられる。

　事例（ii）においては，事例（i）と同じようにして5個の境界条件が与えら

れる。

　事例（iii）においては，初期条件ωによる3個と，終端状態による1個，

更に補助変数の終端値による1個の合計5個の境界条件が与えられる。

　事例（iv）においては，初期条件ωによる3個と，補助変数の終端値によ

る2個の合計5個の境界条件が与えられる。

　かくして，何れの事例においても，解を求めることができる。
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皿　ポントリャーギンの最大原理による

最小時間制御問題の解法

1．本文との関連において，最小時間制御の問題を次のように設定する。

　経済の成長の過程を考え，その経済を，初期状態によってきまる出発点

∫［K1（O），K2（0）コから，目標状態によってきまる終端点F［K1（η，K2（T）］

に移すことを目的として

　　　　K1（i）＝　　m（i）β1K1（’）

　　　　K2（m）＝［1－m（‘）コβ1K1（c）

　　　　K毒くO，5＝1，2

　　　　0くm（3）≦≡；1

の条件のもとで，その移行に要する時間丁を最小化する投資配分率の最適時間

型m＊（彦）を見出すこと，がこの問題である。

2．補論Iで示した最大原理によれば，この問題は，事例（i）の終端状態を

指定し，終端時刻を未定としている場合にあてはまる。そとで，上に示した最

小時間制御問題を最大原理を用いて解くことができるようにするために，次の

ように統一された形におきなおす。すなわち，0くm（‘）く1をみたす投資配分

率の時間径路〃（’）の集合σと，体系

　　　　　　皮。＝1，　　K。（O）＝O

（1）　　友ド・β山，　K、（O）＝K、・，K、（T）＝K、・

　　　　　　K2＝（1－m）β1Ki，K2（O）＝K20，K2（T）＝K2”

を所与とし，Ko（T）を最小化する投資配分率の時間径路m＊（‘）を決定する，と

いうのがここでの問題となる。

　この体系における状態変数は3個であるから，それに対応させて3個の補助
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変数を導入すると，ハミルトニアンHは

　（2）　H＝ク。＋加β1K・十⑫・一ク2）mβ1K1

となる。これより，最適制御のパターンはm伽Hにより
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　仙
　　　　　　m（サ）＝1　　；ク1一加＞0

　（3）　　Oくm（c）く1；伽一加：O

　　　　　　m（’）＝0　　　　；　ク1一ク2＜0

となる。このことの経済的意味は，資本財価格加が消費財価格伽よりも大で

あれば，資本財部門に投資を集中し，逆の場合には消費財部門に投資を集中す

ることが，投資配分にあたっての最適パタFンであること，また2つの財の価

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ω
格が等しければ，投資の最適酉己分を決定することができないこと，等である。

　他方，補助変数に関する方程式は

　　　　　　ク。ヨO

　（4）　　加＝一加β1一（力rク2）mβ1

　　　　　　ク2昌0

となる。これらのうち，第1式と第3式からは，直ちに

　　　　　　ク0＝C0
　（5）

　　　　　　ク2＝C2

がえられる。ここで，COとC2は共に定数であり，更にC皿は常に一1と規定さ

れる。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ω
3．（4）の第2式において，g＝ク1一価とおくと，この式は

　16）　　9＝一βψg一ク2β1

（1）最適制御のパターンは，限界生産物の価値を最大ならしめるように選ばれるから，

　　補助変数戸1は資本財価格を，伽は消費財価格を意味するものと考えうる。したが

　　って，資本財価格が，消費財価格よりも大であれば資本財部門に投資が集中され，

　　逆の場合には消費財部門に投資が集中され，両者が等しい場合には投資配分率は不

　　確定である，というのが，投資配分にあたっての最適パターンであることが削る。

　　このような議論については，L．G．Stoleru〔7〕を参照のこと。

（2）このような変数変換の手法については，L．G・Sto！em〔7〕を参照のこと。
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となる。この場合には，13）で示した最適制御のパターンは

　　　　　　m（f）＝エ　　　　　9）＞O

　（7〕　　　　O≦〃（c）く1　　；　9昌0

　　　　　　”（c）＝0　　　　　9く（0

となる。

　（a）まづ，gの初期値が正（go＞0）の場合を考える。この場合には当然に

m（O）；1である。更に，g（c）＞Oが保たれる限り，ω（’）＝1も保たれ，したが

って（6）の解は

　（8）　　9（’）：（9o＋ク2）e一榊一ク2

　　　　　　　　0くサ≦τ

となる。ただし，加は（5）で示したように定数であり，更に消費財の価格と考

えることができるから，戸2＞Oである。したがって，時間の経過と共に，

g（τ）雪0，g（τ）＜0と栓るような時点τが到来する筈である。ここではもはや

（8）は妥当しない。したがって，この式が妥当するのは，OくKτの期間に限ら

れる。

　時点τにおいては，充分に小さなεに対して，m（τ十ε）：Oとなる。この場合

の16）の解は

　（9〕　　9（C）＝一βψ2（C一τ）

　　　　　　　　τく’くT

となる。この段階では，q（c）＜Oであるから，常にm（f）＝Oが保たれる。

　このようにして，gの初期値が正である場合，すたわち資本財価格の初期値

が消費財価格の初期値よりも大である場合には，投資配分率の時間径路は

　第1段階（OくKτ）においてm（彦）＝1

　第2段階（τ≦f≦；T）においてm（‘）＝O

となる。われわれはこれを，投資配分率の最適時間型と呼び，m＊（’）によって

あらわす。
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　（b〕次に，gの初期値が負（go＜0）の場合を考える。この場合には，〃（0）

…0である。そこで，g（サ）＜Oが保たれる限り，m（c）：0が保たれ，これに対

応して，（6）の解は

　⑩　　　9（f）＝β1〃十9o

　　　　　　　　O≦’くτ

となる。ところで，定義によりβ1＞O，上に述べた理由により伽＞0，更に

go＞Oであるから，q（c）は常に負値をとり，したがって，m（f）＝Oは常に保た

れる。

　かくして，gの初期値が負である場合すなわち資本財価格の初期値が消費財

価格の初期値よりも小である場合には，投資配分率の時間径路は

　全期間（0≦彦くT）に渉ってm（c）＝0

となる。

　（c）最後に，ワの初期値がO（伽＝O）である場合を考える。この場合には

（6〕より直ちに

　（lD　　9（O）；一ク2β1

がえられる。ところで，伽＞Oであるから，6（0）＜Oとなり，充分に小さなε

に対してq（ε）＜Oとなる。これは直ちに，上で述べた議論に続くことになる。

4．さてわれわれは，終端点ハこおいて，資本財部門での資本設備K1（T）と，

消費財部門での資本設備K2（T）を実現することを目標としている。ところ

が，上の（b〕または（c）において示した投資配分率の時間径路

　　　　m［‘10く，≦：Tコ＝o

によれば，目標状態においてKユ（T）＝K1（O）であるならば期末条件をみたす

が，すくなくともKl（ηくK1（0）であるならば，期末条件をみたさない。これ

に対し，（a）で示した投資配分率の最適時間型m＊（’）

　　　　m［’！0く。くτコ1＝1

　　　　m［ilτ≦；’≦；T］＝0
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によれば，K旭（T）＞K。（O）（一＝1，2）で定義される終端点Fのもつ期末条件を

充たす。したがって，最小時間問題をみたす投資配分率の時間径路をうるため

の必要条件は，その時間径路が

　　　　　　m（彦）＝1　　　　　　0く‘くτ

　（胸　　　　　　　　　　；
　　　　　　m（c）＝O　　　　　τく’く7■I

のように定義される最適時間型m＊（c）に属することである。

5．投資配分率が最適なパタ【ンをとる場合，上に示したように，任意の時点

τにおいて投資配分率を1からOに切りかえなくてはならない。そうすると，

成長の第1段階においては

　　　　　　m（’）＝1

　　　　　　K1（c）＝Ki（0）eβ並

　（1割　　K2（’）＝K2（O）　　；　0≦’くτ

　　　　　　＾（広）≡戸1（0）e一帥

　　　　　　ク2（自）＝C2

　　　　　　　　　　　　　　　　　㈹
がえられる。ここで。2は定数である。これに対して，成長の第2段階におい

ては

　　　　　　m（，）：0

　　　　　　K1（広）雪K1（O）eβ1一

ω　　K2（c）・・K2（0）十β1K1（0）・β1て。一τ）；τ≦cくT

　　　　　　ク1（‘）＝戸2（0）一β1ク2（‘一τ）

　　　　　　加（’）C2

となる。ここでもC2は第王段階にみられたと同一の定数である。

6、ωの第2式と第3式から

　（1勧　　　　　　　Ki（T）＝Ki（O）eβ1τ

（3）この定数。2は，後出の（17）により具体的に与えられる。
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　　　　　　K2（T）＝K2（0）十β1K1（0）e阯（T一τ）

となる。ここで，Kl（O），K2（O），Ki（τ），K2（T）はすべて境界条件として

与えられているから，この2個の関係は，終端時点アと切替時点τを決定する。

7．すべての変数が最適径路上にある場合には，最適原理によりハミルトニア

ンHは，O≦；cくTのすべてに渉ってゼロとなる。この関係は解の検討に役立

つ。まづ，境界条件が与えられている初期時点（’：O）と終端時点（f＝T）

においては

　㈹　　　一1＋＾（0）β1K、（O）＝0

　㈹　　　一1＋戸2β1K1（ア）：0

が成立つ。この関係を用いると，0く。≦；τのすべての期間に渉って

　　　　　　　　H＝O

が成立つことが削る。したがって，（胸および（吻で与えられた各変数の時間径

路が最適であることが確かめられる。

120



経済成長の最適過程（片野）

参　考　文　献

呈．　Bo〃THHc政聞牝B－r．，MaTeMaTHHec政閉e　MeT0ハH011THMaハbHOTO　ynpaB〃eHHH，

　　Φ肥HK0MaTeMaT聰yecK0箇ハHTepaTypH，MocK目a，1966・

2．Dobb，M。，ル公sαツ舳疵mθmξc　Cmω肋伽∂〃m〃加8，L㎝d㎝，1960－

3－　Dom証，E．D一，亙∬αツ5加納e　T尻e〃ツザルθ舳〃。　Gmω肋，New　York，i957．

4．Fan，L－T。，丁屹e　Cθ〃舳。刎M’α”伽伽m片｛mづμes＝λ8吻伽〆Comμε”

　　8ツ物m〆0が伽加刎5θ〃，N帥York，1966・

5．Fan，Ll　T．andC．S．Wang，丁加〃舳物M’伽’m舳P7伽ψe5，NewYork，1964．

6．Fei，J．C－H．and　G．R…㎜is，DmeJ卯me刎〆肋e　Z泌。m8mμ刎厄ωmm〃

　　　丁加θηm3Po〃。ツ，Yale　Unive脂ity，1964．

7，　Katz，S．，“A　Discrete　Version　of　Pont正yagin’s　M挑im㎜l　Principle，”ゐm．of

　　〃侶。炉。〃。5m∂Cθn炉。’，Vo1－13，No－2，Aug－1962．

8．Maha11mobis，P－C、，“The　Approach　of　Operati㎝a1Rese鉗。h　to　P1a㎜i皿g　in

　　bdia，”8伽肋ツδ，Dec．1955．

9．増淵正美，最適制御入門，オーム社書店，東京，1964．

10．申谷貴寿・和泉陽平（訳），フアン：最大原理とその応用，コロナ社，東京，1968．

11．　Okishio，N一，Teo㎞ical　Choice㎜d　Piaming　Price，（mimeo餌aphed　pape正）．

12－　r10HTp日r聰H，汎C．，B．r．Bo”THHc旺械。P．B．raMKpe〃用e，E一Φ．MH㎎e肌。，

　　F＾aTeMaTHHecKaH　TeOpH見　011THMa皿bHHx正Ipo以eccOE，ハ＾ocKBa　1961．

旦3．坂本実（訳），ホルチヤンスキー：最適制御の数学的方法，総合図書，東京，1968．

14．坂和愛幸，最適制御過程（巫），（情報科学講座，A4．2．），共立出版K1K1，東京，

　　1967．

15、関根智明（訳），ポントリャーギン他：最適過程の数学的理論，総合図書，東京，1967．

16．　S㎝，A－K．，Cゐθ伽ザTecゐm々ms＝λmλ卯eαげ肋2丁伽θηザ〃伽ne∂

　　厄。momぜ。　Dme’卯刎e刎，Oxford，1960．

17，　Stolem，L．G．，“An　Opt三㎜al　Policy　for　Economic　Growth，”亙ω閉θm2mc螂，Vol．

　　33，No．2，Apri〕965，

18．杉山昌平，最適問題（共立数学講座，23），共立出版K．K一，東京，工967．

19－TrirogoH，K．N．，（tr一）丁伽Mα肋em〃。〃丁児e〃ツq戸0が｛m〃什。c伽e5，

　　hte胴。ie口。e　Publisher昌，1962．

20．丁畠um，S一，“Some　Theoretical　Doubts　on　India’s　P一ミm－Frame，”　丁伽亙ωmm北

　　Wee尼’ツ，Bombay，Ja皿uary　1957．

21．都留重人，経済の論理と現実，岩波書店，東京，1959．

22．宇野利雄・菊池豊彦，最大原理入門，（共立全書165），共立出版K．K．，東京，1967、

121



企業評価と投資理論

小　　野　　二　　郎

　　　　　　　　　　　　　　　　　　I

　企業評価という資本価値測定の計算技術が，投資理論と相互規定的な関係に

あることは，既に広く一般に認識されてきたところである。

　投資理論は，企業価値極大化という大前提から出発して，資本コストや成長

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1〕
モデノレの形成など，その理論の精緻化を推し進めつつあり，また一方，企業評

価論においても，投資理論の成果を取り入れて伝統的実務的な性格から脱皮し

て，経済学的な理論体系を確立しようとする企てが浮び上ってきている。

　とくに，この後者の研究は，ドイツにおいて著しいものがあり，最近では企

業評価論の主流を形造るようにさえなっている。その萌芽的な一というより

は，むしろ今では企業評価論の最も重要な拠り所の1つとなっている一ブッ

セ・フォン・コルベ（Busse　von　Co1be，Wa1ther），その他の若干の人々の

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2〕
研究については，既に一応の紹介はすませたが，本稿では，その後発表された

若干の研究について考察を加え，その性格を明らかにしてみたい。

　　　　　　　　　　　　　　　　　皿

投資理論が，ドイツにおいて比較的まとまった形で始めて提起されたのは，

E・シュナイダー（Schneider，Erich）の“Wirtschaft1ichkeitsrechnmg：

ω　拙稿；「企業評価における若干の財務要因について」国民経済雑誌，昭38．11，お

　よび「資本コストに関する一考察」国民経済雑誌，昭39．12参照。なお，この側面に

　関する研究は、米国において近年、更にヨリ積極的に展開されている。

（2）拙著；r企業評価論の研究』昭38．3，151～168貢参鳳
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Theorie　der　Investition　（1951）”　においてであろう。そして，ここで展

開された理論を基盤として出された企業評価論が，ブッセ・フォン・コルベの

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㈹
Der　Zukmftserfo1g（1957）であった。以後，ジーベン（Sieben，G伽ter），

　　　　　　　　　　　　　　　　　　ω　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（月〕
ミュンスタrマン（M他1s辻ermam，Hans），イエFンシュ（Jaensch，G餉ter），

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㈹
ジーグフリ’ト・フォン・ヴァFル（Siegfried　v．Wahl）などの企業評価論

は，全て同じ立場から展開されており，また若干立場は異なるけれども，キル

　　　　　　　　　　　　　　　（7）
シュバウム　（Kirschbaum，Ado趾）の研究にもかなり大きな影響を与えてい

る。

　これらの企業評価論の第1の特長は，「評価の主観性」に求められ乱

　「評価の主観性」というのは，評価計算は投資に関する企業者（Untemeh－

mer）の意思決定のために行なわれるものであり，したがって，計算要素一

還元計算の対象となる将来成果，資本化率，企業の存続年数など　　の測定

も，それぞれの個々の企業者の立場から行なわれるということを指す。ヨリ具

体的には，企業それ自体あるいはその所有者持分の売買が行なわれる場合一

企業者にとっては1つの投資決定の場合　　を想定し，その売手・買手のそれ

ぞれの主観的な立場から評価が行なわれるべきことを意味する。

　　　　　　　　　　　　㈹
　われわれが既に明らかにしたように，従来の伝統的な企業評価論が究極の目

的としたのは，客観的企業価値の追求であった。この場合，「客観的」という言

葉は，いくつかの意味において理解されているが，（1）何人にとっても同じ妥

当性を有する，企業自体に内在する価値であること，したがって，ヨリ具体的

（3）Sieb㎝，G腕ter；Der　S凹bsta皿zwert　der　Untemehmmg，1963．

14）M也mstem㎜，Hans；We前md　Bewe舳g　der　Unteme㎞㎜g，1966．

（5〕Jaensch，G航ter；We肘㎜d　Preis　d砒Ganzem　Untemehm㎜g，1966．

（6〕Siegfried　v．W地1；Die　Bewe舳g　v㎝Ber駅erks・Unteme㎞㎜gen　auf　der　G㎜d

　der　Investitionsrechnung，1966．

（7〕Kir的hba㎜，Ado1f；Fr㎝df㎞anzie㎜g㎜d　We討eimr　Untemehmmg，1967．

18〕拙著；前場書，83～87頁，98～104貫，134買参照。
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には，（2〕企業者（経営者）の個人的能力や影響を排除すること，つまり，企

業者（経営者）への一般的平均的報酬・給料を費用に算入すること，（3）企業

の特殊な経営条件を除き，正常な経営条件を評価の前提とすること，（4）経営

政策の変更やそれに伴なう増資・内部留保など，企業をめぐる個々の利害関係

者の主観的な期待・計画を除くこと，などの評価条件を措定するものであると

いえよう。つまり，仮に企業が市場流通性をもっていたとしたら，成立するで

あろうと思われる価格を，ヨリ直接的に求めることが問題となっているのであ

る。

　しかしながら，多くの場合，とくに当該企業を三つの投資対象と見徴す場

合，上のような評価条件の下で価値測定を行なうことは，ヨリ具体的な目的を

看過することになるという点で無意味であるし，また個々の利害関係者の主観

的判断を完全に排除することも実際には不可能であろう。むしろ，企業という

市場流通性のない，特殊な取引対象の価格形成過程を明らかにするためには，

その前段階として，個々の利害関係者　　とくに企業の売手・買手一にとっ

ての主観的個別的価値を解明することが必要とな私がって・シュミット，シ

ュマーレンバッノ・，メレロヴィッツなどによって追求された客観的企業価値は

　　　　　　　　　　　　　　（9〕
断念されざるを得ないのである。

　そして，この「評価の主観性」は，計算上の重要な諸概念規定に大きな影響

を与える。

　そこで，第2の特長として浮び上ってくるのが，「収支思考」　　将来に期

待される純収入への指向性一である。

　個々のプロジェクトを対象とする投資理論において，発生主義・実現主義に

基づく会計上の期間損益ではなくて，期間純収入が，その計算基盤となってい

（g〕M伽ste㎜am，H㎜s；a．a．0．，S．22～28，およびJaensch，Gonter；a．a．O一，S．

　4～17．参照。「客観性」という概念自体も，上述したようにそう安易に規定され得る

　ものではない。更にヨリ深い検討を必要とするであろう。
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ることは，周知の事実である。これは，個々の投資プロジェクトを取上げる場

合，それぞれについて将来の損益を測定することが極めて困難であることから

いって止むを得ないことであろうが，また同時に，経営者の意思決定のため

に，持分所有者の立場から行なわれるものであり，したがって，以下に述べる

ように，「主観的」な性格をもつことからみても正当化される。

　企業全体を評価の対象とする場合では，会計上の期間損益に拠って計算を行

なうことも考えられ私むしろ，伝統的な企業評価論一シュマーノンバッハ

やメレロヴィッツはいう迄もなく，シュミットにおいてさえ　　においては，

将来各期に期待される利益をとるのが当然のことと考えられてきた。しかし，

ここにおいても，上に掲げた近年のいくつかの研究においては，投資理論にお

けると同様，純収入を基礎におくことが主張されてい私卒直にいって，個々

の論者にあっては，その論拠はなお明確でないようであるが，私には「評価の

主観性」の立場からは，少くとも直接的には純収入（net　cash－inf1ow）一

後に触れるように，現代の社会経済制度の下においては，利益から全く背離し

た純収入の概念は成り立ち得ないげれども一をとることは，それなりに一つ

の意味をもつことのように思われる。

　企業をめぐる個々の利害関係者，とくにその持分所有者　　企業者あるいは

その企業の売手・買手といっても同じことであるが一にとって最も価値のあ

るものは，現在手許に保有している現金であ乱したがって，この「主観的」

立場からは，価値のフロHは2つの段階において考えられなければならない。

第1段階は，企業における収益と費用の流れであり，これを対比することによ

って利益が肥えられる。しかし，企業の持分所有者にとっては，それは第2段

階の，企業から彼等へのフロー，つまり配当金となるのでなければ，かつて出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〔m〕
資金として提供したフローに対比すべき意味をもたない。価値測定上は無意味

となるのである。

ωSc㎞eider，固。h；Wirtscha舳。hkeitsr㏄㎞mg，1957，S15～6．参照。
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　　出資者ご企業ご外界

　つまり，この立場からするならぱ，決定的な意味をもつのは，第2段階にお

ける企業と持分所有者との間の現金のフローであり，第1段階の企業と外界と

の間の価値のフローはそれに対して一つの条件を与えるという意味をもつに止

まる。このような考え方から出発して，企業を持分所有者と外界との間の価値

の流れの中間に介在するものと見徴し，それを評価しようとする場合には，第

2段階におけるフロFはいう迄もなく，第1段階におけるフローさえもが一

これは，何等理論的な根拠はなく，むしろ，固定資産の巨大化・無形の資本的

支出の増大・信用機構の発展から，社会経済上，必然的に制度化されている期

間損益計算によって肥えられざるを得ず，したがって，現実には，逆に第2段

階のフローも本質的には期間損益計算によって規定されているにもかかわらず

一現金を基準として肥えられる。第2段階における配当金が主な純収入であ

り，追加出資が支出として認識されることはいう迄もないとして，更に第1段

階においても減価償却費は無視されて，投資支出のみが肥えられ，売掛金・受

取手形による売上高は，それが回収されて現金となるまでは収入として認識さ

れないことになるのである。

　このような考え方は，上にも触れたように若干の本質的な問題点を残しては

いるが，しかし，第2段階において決定的な意味をもつものが，純収入のフロ

ーであるということは事実であるし，そしてその観点から計算方式を組立てよ

うとすれぱ，第1段階においても収入・支出のフローを拠り所とする方が，少

なくとも表面的には・理論的一貫性をもっているようにみえるのであ乱

　したがって，第3の特長として留意すべきは，上述したところからも明らか

たように，この立場の評価論においては，期間損益だけではなくて，内部留保

・追加出資・清算配当など資本にかかわるフローの処理を比較的容易に解明す

ることができる。というよりは，むしろ主観的評価の立場からすれば，将来の

経営政策の変更・新設備投資などの要因がどうしても評価計算の中に含められ
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ねぱならず，したがって，それに伴なって生ずる種々の資本のフロ’も必然的

に考慮されなければならないことになるのである。この点についてもなお本質

的な問題一企業評価は，必ずしも持分所有者の立場のみから行なわれるので

はなくて，別の極めて重要な，資本にかかわる将来のフローを算入してはなら

ない，評価視点もあり得るという意味で　　は残っているけれども，ともかく

も，伝統的理論では，従来殆んど看過されてきた資本に関するフローを論理的

に説明することができるようになったこと，したがって，成長企業や衰退企業

の評価問題に接近することがでぎるようになったことは，企業評価論」二の大き

な前進であるといえよう。

　私は，大きくみて投資理論の企業評価論に与えた影響は，上に述べてきた諸

点にあると考えるものであるが，次の問題は，このような方向づけがヨリ具体

的に企業評価論そのものをどのように変えるかということである。

　つまり，今，企業価値をW；将来，各期に期待される収入（留保禾11益の取崩

し配当・清算配当をも含む）を凪，支出（追加投資を含む）をん，資本化率

を｛とすると，Wは，一般的には

　　　　　　　　　　　　　　　　　冊　凪一ん
　　　　　　　　　　　　　　w＝。ξ（1＋，）・

で表わされるが，この素朴な公式申に含まれる個々のパラメータrの決定と，

それから得られるwの意義について再検討することが必要となるのである。

　次節以下においては，これについて更に考察を加えてみよう。

　　　　　　　　　　　　　　　　　血

　まず，留意しなければならないのは，この主観的評価の立場からすれば，資

本化率！が評価主体にとって最も有利な比較投資計画　（Verg1eichsmvestiti－

on）あるいは比較対象　（Verg1eichsobjekt）の内部利益率により決定されな

けれぱならないということである。

　というのは，資本化率は，本来，評価対象、（BewertmgsObjekt）　に対し
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て，評価主体が正当に要求することのできる収益性である。純収入現価一一つ

まり，投資価値総額一をできるだけ大きくするように意思決定を行なわんと

すれば，評価主体がその資金γを他の最も有利な，比較対象に投下したときに

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ω）
得られるべき内部利益率がとられなければならない。

　つまり，比較対象における将来の収入を耳，支出を石とすると，

　　　　　　　　　　　　　　　　冊　厄rん　　　　　　　　　　　　　γ＝Σ
　　　　　　　　　　　　　　　　H（1＋オ）’

なるような｛をとってwを測定することになる。双方の｛は等しいから

　　　　　　冊　　　　　　　　　　　　　　　　　　冊

　　　　　　Σ（厄f一λ一）＞Σ（耳一石）ならば刊7〉V…ω
　　　　　t＝1　　　　　　　　　　　　’，I

　　　　　　冊　　　　　　　　　　　　　　　　　　冊

　　　　　　Σ（厄上一λ，）＝Σ（耳一石）ならばW二γ…｛2）
　　　　　t＝1　　　　　　　　　　　　　’＝1

　　　　　　冊　　　　　　　　　　　　　　　　　　冊

　　　　　　Σ（五ホーλ，）＜Σ（五一石）ならばW＜γ…（3）．
　　　　　j居1　　　　　　　　　　　　t＝1

　（1〕においては，当該企業の所有が正当化される。企業の買手の必要条件であ

る。12）では，どちらの選択をとっても同じことになる。13）においては，当該企

業の断念が正当化される。企業の売手の必要条件である。

　このようにして決定されたまに基づく評価方式は，上にみられるように飽迄

も「主観的」たものであり，したがって，その結果もたらされる価値額wも，

特定の評価主体にとっての相対的な比較基準に止まるが，この立場から出発す

るならば，むしろ，その主観的た比較基準を求めることが最も重要な課題であ

るといえるのである。

　ところで，このように｛を決定するものとすれば，次に問題となるのは「比

較対象」である。

　比較対象または最適比較投資という，一種の評価尺度を意味する概念は，や

はり投資計算において導入されたものであるが，企業評価との関連において．

ωM也皿stem畠㎜，H㎜s；a．田．O、，S－74～75，S．旦51．参照。
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（12〕
この概念を明確にしたのは，ジーベンとミュンスターマンとであろう。以下に

も述べるように，企業評価技術の上からみれば，極めて有用な概念である。

　もちろん，いくつかの問題点が残されていることは認めなければならない。

　第1に，同一所要資金額，同一存続期間をもつ，いくつかの投資プロジェク

トの申から最有利なものをとって，それを比較基準とするという場合，現実に

は資金量や存続期間の食い違いを生ずる。その点はミュンスターマニ・の指摘す

るように，いくつかのプロジェクトを組合わせて1つの比較対象を作り上げる

ことによって解決することが考え得るとしても，第2に内部利益率として，数

学的に複数解が出て来る可能性がある。通常は，虚数・負数・1より大なる解を

始めから考慮に入れず，試行錯誤方式によって，唯一の解を得ようとする方法

　　　　　　　（13〕
が考えられているようであるが，この点についてはなお厳密な検討を要する。

第3に，評価対象と比較対象との双方における不確実性、あるいはリスクが同

じものでなけれぱならないか否か，もし異なったものをとる　　例えば，企業

の自己資本価値を測定するのに，最適比較投資として国公債をとるような場合

一とすれば，どのようにして共通の次元の数値になおすことができるかとい

うことなどの問題がある。とくに，比較対象において、複数のプロジェクトを

組み合わせて1つの対象をつくり上げる場合，各プロジェクトの不確実性は当

然異なるから・，これを統一化して評価対象のそれと比較可能なものにするとい

う，ポートフォリオの不確実性に関するかなり本質的な問題がでてくる。ヨリ

根本的には，経営または投資における不確実性なりリスクなりの概念規定と，

その測定方式に連らなることでもある。これが明らかにされなければ，その解

明は困難であるし，後にも触れるように，たとえできたとしても一面的なもの

に止まるであろう。

血勃Sieben，G述nter；a．a．0．，S．34～35，S．84～94，およびM餉stema㎜，Hans；a．

　a－O。，S－72～75一参照。

03M伽冒tem拮㎜，H㎜s；al　a．O．，S．73～74．
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　したがって，これらの諸点が解明されない限りにおいて，そう安易に適用で

きるものではないけれども，論理的には資本化率2　　この場合，自己資本コ

ストといっても同じであろうが一は，広い意味での比較対象の内部利益率に

拠らざるを得ないものである。一般に資本化率という場合，一般利子率（国公

債・一級社債の利子率）や株式の平均利廻りが考えられるが，実は，これらと

ても厳密にいうならば，国公債や株式という投資対象の将来の収入・支出から

与えられる内部利益率に外ならない。つまり，一般に資本利益率あるいは投資

利益率は，期間利益／投下資本額で現わされ，そして，少なくとも現在の段階

では，このように・測定された利益率を資本化率あるいは資本コスト測定の基盤

としているけれども，周知の如く，これは，あるプロジェクトの全存続期間に

わたる資本の効率を表現する指標ではなく，一期間だけの資本収益性を表現す

る仮の静態的な指標でしかない。時間要素（time　factor）を無視していると

いう点では，かつて投資決定方法として単純な資本利益率法が蒙ったと同じ批

判を受けざるを得ないわげである。

　それ故，資本化率あるいは資本コストiを決定する場合，重要なのは，どの

ような種類の資本利益率あるいは利子率に依拠するかということではなくて，

どのように比較対象の本質を肥え，どのような比較対象を選ぶかということに

なる。上にも触れたように，詳細な諸点の解明はなお果されてはいないけれど

も，比較対象の概念は，企業評価なり投資決定なりにおける本質的なカテゴリ

rに属するものなのである。

　そこで，このことによって，更に重要なことが明らかとなる。すなわち，資

本化率5の決定が比較対象の将来に期待される収入・支出に基づいて行なわれ

ることの結果，少なくとも理論的には，企業価値の決定要因は全て評価主体が

有する投資プロジェクトー直接的には評価対象と比較対象　　における将来

の収入・支出に帰することができるということである。このことは，極めて当

然のことのようではあるが，従来，将来利益ないしは将来成果と資本化率とか
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ら二元的に考えられてきた計算要素を，複数ではあっても同一カテゴリーの計

算要素に一元化し得るという意味において重要である。

　今迄，資本化率の将来における変化とその予測の不確実性とをどのように考

慮するかということが，企業評価諭における本質的な問題の1つ　　この点に

ついて明確に資本化率の予測論を展開した人は殆んどないが，資本化率の将来

指向性の必要なことは，シュマ｝レンバッハ，ブフィ｝ル，ノ・ックスなど多く

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（14〕
の論者によって指摘されている一であったが・上述してきたように「将来の

収入・支出」に一元化することに・よって，資本化率の予測およびそれに伴なっ

てもたらされる不確実性・リスクの問題も，全て収入・支出の予測と不確実性

の問題に一元化することができるのである。

　この思考は，企業評価上あるいは投資理論上，新しい計算方式の展開をもた

らしているが，その紹介は後に譲る一この問題は・ヨリ直接的には，資本化

率を使わだい投資選択法の展開を意味するが，また，上述した複数プロジェクト

の組合わせによる比較対象の形成，企業価格形成過程への接近にもむすぴつく

ものであり，一括して取上げる必要があるので　　として・次節においては，

イェーンシュの見解によりながら，この企業価値の最も重要な決定要因である

将来の収入・支出の予測，とくにその不確実性について考察を進めて行こラ。

　　　　　　　　　　　　　　　　　w

　周知のように，「不確実性」をどのように考慮するかということは，企業評

価論においても古くから大きな問題とされてきたところである。理論的にこそ

「不確実性」とか「リスク」とかいう概念は深く追求されなかったが，経験的

・実務的には，企業の収益価値が将来予測に依拠するものであり，その予測の

誤まりが測定を誤まらせ得るということは，常に意識されていた。例えば，シ

ュマ’レンバッハにおいては，まず，予想利益を決定するのに，過去5期のうち

　㈱　拙著；前掲書，255～256貫、およびJa㎝sch，G対nter；a．a．01，S．32，S．39．参照。
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最も悪いものと良いものとを除いた残りの3期を平均すること，あるいはその

3期の数値から，将来の趨勢を見出すことを提起し，つぎに資本化率を業種・

企業形態（その持分の市場流通性）・企業規模に応じて修正し，更に・実物価値

（SachwertまたはSubstanzwert）を計算要素として導き入れることによっ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　｛15〕
て，とくに将来に期待される競争危険を、企業価値に反映させようとした。ま

た，一貫して企業価値が将来の利益によって決定されるべきことを主張したメ

1ノロヴィッツにおいても，企業規模・資本構成・その他個別的な経営条件のあ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（珊〕
り方によって資本化率に危険追加率を加えることが主張されている。更に，実

務界において，中位価値法，資本化剰余価値を償却する方法（これには償却期

間が有限のもの一グ1ノブ法一と，無限のものとの2種がある），将来の予

測利益を正常利益と超過利益とに分かち，それぞれに別個の資本化率を適用す

る方法（フリッツ法またはカットフォース法，これにも超過利益の存続を有限

とするものと，無限とするものとの2種がある）など，企業の実物価値を計算

要素として導入することにより，少しでも「不確実性要因」なり「リスク」な

りを測定から排除しようとする計算方式が、一般に採られていることも事実で

　‘1η
ある。

　実物価値は，第一に，将来予測に拠らない。したがって，測定は困難ではあ

っても，現時点のデータに拠っているという点では，誤差の生ずることが殆ん

どなく，一般に受入れられ易い性格をもλ第2に，将来の費用，すなわち将

来もたらすべき利益あるいは成果の最も直接的な物的基盤を形造る。そして，

第3に，将来，当該企業が将来継続してノrマルな利益一資本化率に等しい

一をもたらすと予測されるときに与えられる収益価値に等しい。したがっ

て，収益価値の視角からみても単純にこれを否定し，放棄することのできない

㈹　拙著；前掲書，11O～127貢参照。

O⑤拙著；前掲書，138～145貢参照。

㈹　拙著；前掲書，188～211貫，およびJae鵬。h，G並nter；al　a．O．，S．73〃87．参照。
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性格をもつものであり，経験的実務的に評価計算において重視されたのも，そ

れなりに意味はあったと思われるのであるが，純理論的にみるとき，上に述べ

たいろいろな方法が殆んど正当な論拠をもつものではなかった一とくに，企

業評価における不確実性の解決のためには一ということも否定し得たいとこ

ろであろう。

　この点に関する批判は，周知のように，既に，純収益価値の立場から企業評

価論を展開せんとした多くの論者によってなされた。少なくとも理論的には，

慎重性の原則あるいは保守主義原則の適用一というのは，実物価値や危険追

加率を導入する場合には，どうしても評価額はヨリ低くたるから　　とは見倣

され得ても，不確実性を除くための方式とは考えられない，というのが現在の

結論である。

　イェーンシュの研究は，とくに，この不確実性を純収入の予測の中で解明す

ることに力を入れたものであって，まず，彼は，主観的評価の立場から，その

出発点を明らかにせんとする。

　企業評価の本質と評価の目的との理解は，それぞれの研究者によって異なっ

ており，従来から統一したものはなかった。が，一般的には「価値」という概

念は，一定の評価主体と評価対象間の関係　（Subjekt－0bjekt－Bezie11㎜g）に

よって規定されるべぎものであり，したがって，企業価値もこの観点から把え

るものとすれぱ，まず問題となるのは・その関係をどのように理解するかという

ことである。大きくみて評価対象が，企業の実物価債ではなくて，企業組織全

体が資本としてもつ価値，つまり，その収益力にあることはいう迄もないが，

それは，ヨリ厳密には評価主体であるそれぞれの企業者一あるいは企業その

ものの売手・買手　　の立場からみた収益カでなければならないし，また，そ

のことによって収益力のもつ意義がヨリ明確にされる。というのは，その収益

力は，個々の評価主体の企業経営能力・意図によって大きく異なって予測され

るからである。
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　それ故，このことは企業価値の機能が，各評価主体にとって取引基準となる

べき価値一企業に内在する真実の価値。したがって個々の評価主体の意図や

利害関係とは無関係に，企業に当然与えられてしかるべき価値。所謂，企業の

客観価値一を提供することにあるのではなくて・むしろ，それ以前に，つま

り企業の取引価格が決定される以前に，そのための彼等の意思決定の基盤，ヨ

リ具体的には企業の買手にとっては，その買値の上限，売手にとっては売値の

下限を供することにあるということを意味する。

　このような彼の基本的理解から出発するときには，実物価値は全く問題にな

らず，企業価値の主要なパラメーターを形造るのは，将来成果・資本化率・企

業，あるいは資本の存続期間一彼によれば，この立場からする場合，企業経

営の存続期間は，例えば，特殊な免許企業におけるように有限であり得るけれ

ども，それが資本として有する価値は，形を変えて無限に存続する筈であると

いう一であるということになる。そして，これらも，当然評価対象の主観的

な予測に基づいて一主観的不確実性をもつものとして一決定されることに
　｛18〕

なる。

　が，前述したように，資本化率が比較対象一評価主体にとっての最適比較

投資計画一の内部利益率により決定されるものとすれぱ，少なくとも理論的

には，企業評価における一義的な計算要素は将来に期待される収入・支出であ

るから，つぎに考えなければならないのは，その収入・支出の予測とそこにお

ける不確実性の問題である。

　将来成果の予測は，当然，社会経済の発展と構造変動に基づかなげれぱなら

ず，現在・過去・将来のそれらのデータから評価対象と比較対象との双方にお

ける収入・支出の予測を行なうことになるが，「主観的評価」の立場からする

場合，重要なことは，その企業が本来的に有している発展の可能性を主体的に

みるということはいう迄もないとして，更に評価主体の意図・計画をも，した

　㈱Ja㎝sch，G逓nter；a．a．O、，S．4～5，S．10～12，S・24～33・参照。
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がって，また，資金調達・経営能力・取引先だとの個別的諸条件をも充分に考

慮するということである。ただし，同じ企業所有者　　自己資本所有者あるい

は株主一といっても，直接経営にたずさわる評価主体の場合では，将来の経

営活動におけるその主体性の占める役割りは大きいけれども，零細株主のよう

に，経営活動に無関係な評価主体の場合では，評価は主観的であっても，その

主体的意図を評価に反映させることは不可能に近いという点が留意されたけれ

ばならない。

　ヨリ具体的な予測の方法としては・大きくわけて次のような諸方法が考えら

れる。

1．外挿法（Extrapo1ation）

　A　単純外挿法

　　ω　直接的単純外挿法

　過去数期間の純収入あるいは収入’支出のそれぞれの趨勢線が将来も継続す

るものと見倣して，将来純収入を決定する最も素朴な方法。

　　（2）間接的単純外挿法

　　　a．単純回帰直線法

　今，純収入瓦一λをツ，これと最も相関関係が大きく，かつ比較的確実に

予測し得る経済変数（例えば国民所得）を”とすると，

　　　　　　　　　　　　　　ツ＝！（”）

なる方程式を見出し，これによって予測を行なう方法である。

　　　b．段階的単純回帰直線法（Stufenweise　Einfachregression）

　純収入ツの決定要因一上に述べた”，ツとの相関関係が最も大きい経済変

数一を”i（例えば売上高），”1の決定要因∬易（例えば当該製品に対する需

要量），”2の決定要因を吻（例えば国民所得），…………とするとき，

　　　　　　　　　　　　　　ツ≡∫（均），

　　　　　　　　　　　　　　約；／（”2），
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　　　　　　　　　　　　　狗＝ア（”3），

　　　　　　　　　　　　　j口3　≡■．．‘・‘．…　．■・・．，

なる連立方程式を作成，このうち発展と変動の傾向をかなり確実に把握し予測

できる要因一例えば人ローを外生変数として投入することによって，ツを

予測する方法である。周知の如く，これは計量経済学モデルにおいても屡々用

いられている。

　　　C・構成要素別に分割された純収入に基づく単純回帰直線法

　企業全体の純収入五一λ＝ツの一例えば，製品別あるいは事業部別の一

構成要素をハ，ツ2，ツ3　・価とし，その各々について最も相関関係が大き

く，かつ確実に予測し得る経済変数を”1，π2，”3……”冊とすると，

　　　　　　　　　　　　　ハ＝∫1（軸），

　　　　　　　　　　　　　地＝∫2（約），

　　　　　　　　　　　　　ツ3昌’’’’’’’’’’’’，

　そして

　　　　　　　　　　　　　　肥　　　　　　　　　冊
　　　　　　　　　　　ツ：Σγ＝Σれ（吻）
　　　　　　　　　　　　　　｛；1　　　　｛，1

によって純収入が与えられる。

　　　d．重相関係数法または回帰平面法（Mu1tip1e　Regression）

　純収入ツに影響を与える経済要因を”1，”2，エ3……物とするとき，

　　　　　　　　　　　ツ＝／（”1，吻……吻）

によって求める。

　B　過去の純収入発生確率に基づく方法

　確率計算によって予測を行なうのも，過去における一定の諸関係から将来を

予想するもの，つまり，過去の一定期間という部分集団（標本）における，そ

れぞれの金額の純収入の発生頻度をもって，将来各期をも含めた，未知のヨリ
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高次の集団（母集団）における，その発生頻度を推論するものに外ならないか

ら，これも外挿法に含められる。

　この方式は，確率論的には支持し得るものではない。というのは，これは，

その推論の根拠となっている過去の諸要因が，そのまま同じ形で，将来にも作

用を及ぼすと仮定したときにのみしか正当化されない。過去の純収入の発生に

影響を与えた諸要因が，将来，変化するということを看過しているのである。

とくに，企業の成果（純収入）が，常に変化している偶然的な容易に予断し得

ない原因によって規定されるものであることを考えるときには，このことはヨ

リ明らかとなるであろう。確率論を適用するとしても，これは企業の将来成果

に関する限り，精々，貸倒損失や生産コストの予測に，部分的に用い得るに止

まって，全体的な適用の意味は，上述した直接的単純外挿法と変るところはな

い。

2．類推・帰納によって得た将来の純収入発生確率に基づく方法

　類推（AnaIogie）と帰納（㎞duktion）とは，経験から，未知のことを予測

させ得るものである。類推は，多くのメルク→一ルから，一定の事象の存在を

推測するものであり，したがって個別的な性格をもつが，帰納は，法則性また

は一般性を見出すという点で異なっている。

　いずれにせよ，できるだけ多くのケPスに拠って，高い確率をもった予測値

を見出さんとするものである。もちろん，上にも述べたように，過去の諸要因

が純収入を規定するパラメーターに与えてきた影響が，将来も同様に働くか否

かによって，その結果の確実性は異なってくるけれども，ここでは多くの事象

に関する経験なり，その他のメルクマFルなり　　例えば，人口と国民所得，

国民所得と売上高・金利，設備投資と生産高，成長業種と衰退業種などの諸関

係一から，当該企業における各金額の純収入の発生確率を帰納的に導き出そ

うとするものであって，単純に過去の発生確率を将来にも当てはめるものでは

ない。
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　したがって，その意味では，ヨリ理論的ではあるが，同時に注目しなければ

ならないのは，その予測が従来いわれてきたような意味での客観性をもつもの

ではなくて，本質的に「主観的」なものであるということである。つまり，上

に述べてきたことからも明らかなように，評価主体の個々の判断に一定の確率

と序列とを与えるものであり，したがって，その確率も序列も主体によって異

なってくるのである。もちろん，後に触れるように，その確率も序列も与える

ことのできないこともあり得る。

　ともあれ，一応整理してみると，上に述べてきたような種皮の方法が考えら

れるが，シュマーレンバッノ・，メレロヴィッツなど，従来諸論者が採ってきた

のは，単純外挿法か単純回帰直線法であった。が，それらが（1）過去の趨勢が将

来も継続して生ずるものと仮定していること，（2〕販売量や投下資本額と純収入

との間に決定的な因果関係のあることを前提としていること，（3）その因果関係

が将来もなお継続するものと考えていること，したがって（4）他の決定要因を看

過していること，などの点で大きな欠陥を有することはいう迄もない。

　イエ【ンシュは，このように述べて，企業評価のための純収入予測において

用いることのできるのは，確率的思考を導入した段階的回帰直線法と構成要素

別回帰直線法であり，この3つを総合した予測法をつくり上げることが必要で

　　　　　　仰〕
あるとしている。

　ところで，更に問題を進める前に考えておかなければたらないのが，「不確

実性」と「リスク」・「チャンス」との区別である。

　前にも述べたように伝統的企業評価論では，この2つの概念は区別されてい

なかった。将来予測は不確実であるということから，直ちに飛躍して，そのこ

とがリスクをもたらすものと考えたため・慎重の原則あるいは保守主義の原則

を適用して，企業価値を実際よりもヨリ低く表示することに・なるような方式を

採ったのであった。このことは，財務会計には役立っても，意思決定のための

⑲　Ja㎝昌。h，Gonter；al　a．O．，S－44～561参照。
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計画計算には無意味である。

　下の予測のシェーマにみられるように，不確実性は，予測が実際の結果から

背離するその程度をいい，リスクは，その不確実た予測に基づく意思決定の結

果もたらされ鴛る財産損失，チャンスは，逆に得る可能性のある禾1」益を指す・

したがって，「主観的評価」の立場からするならば，評価の段階では，不確実

性が現われるだけであって，「リスク」も「チャンス」もでてこない。それら

は，企業そのものの取引がきまったとき，つまり，各評価主体が意思決定を行

なったとき以後になって始めて表面に出てくる。評価計算の段階では，予測か

　　　　　　　　　　不完全な情報

　　　　　　　　　　　　　↓

　　　　　　　　　意思決定基盤の確定
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第一段階　　評価・不　　　　（企業価値の測定）

　　　　　　　　　　　　　↓
　　確実性・

　　　　　　　　　　不確実性
　　リスクの　　　　　　　　　　　　　↓

㌧（㌣㍗．llll

らの背離の程度としての「不確実性」については論ずることはできるけれども

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㈹，
「リスク」や「チャンス」について言及することは正しくたいのである。

　そこで取上げなければならないのが，純収入の予測における不確実性の問題

である。

　一般的にみて，確実性の観点からする場合，予測値には，一価的あるいは一

義的（einwerti90der　eindeuti9）なものと，多価的（mehrwert畳9）なもの

とがある。前者は，確実に，あるいは一定の確率分布をもって，数値として表

現し得るものであるのに対して，後者は，本来が不確実なものであって，精々

僅①Jaensch，G舳er；a．a．O．，S157～62，S，92，S．95～96，S．103，参照。
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「主観的確率分布」をもってしか表わし得ないものをいう。

　企業評価におけるパラメーターとしての将来純収入は，後者の多価的予測

（die　mehrwertigen　Erwartmg）に属するものであるが，これは更に種々

に異なった，主観的確率をもって将来数値を把えることのできる主観的多価的

予測と，全く確率を与えることのできない　　したがって，可能な将来数値が

確率的には同じ位置づけを与えられる　　客観的多価的予測とに区分できる。

つまり，将来純収入には，（1）一定の巾の可能な予測数値に対して，ある主観的

な確率分布を与えることができる場合と，（2〕可能と考えられるいくつかの数値

が，それぞれ相互排反的であって，しかも同じ確率をもつと考えられる場合が

あるわけである。

　そして，不確実性　　予測値の現実の結果からの背離の程度一を排除する

ということは，上述のようにある一定の巾と確率分布とをもって与えられる予

測数値，あるいは相互排反的ないくつかの予測数値の中から，その背離をでぎ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　制〕
るだけ小さくするように，最適の選択を行なうことである。もちろん，この場

合でも「主観的」に最適の選択を行なうものであることはいうまでもない。

　第1は，一定の巾の可能な予測数値に対して，一定の主観的確率分布を与え

ることのできる場合である。

　ここでは，期待値をもって，当該期間における予測純収入額とする。すなわ

ち，ある期の純収入五一λニッが洲，ツ2，ツ3……ルの分布範囲を有し，そ

れぞれの発生確率がク1，伽，ク3……伽とすると期待値ルは

　　　　　　　　ル＝ク1ツ1＋ク2ツ2＋ク3ツ3……伽〃

　　　　　　　　　　　冊　　　　　　　　　＝Σ：伽挑……・…・・・………・・（4〕

　　　　　　　　　　　i＝1

で表わされる。

　この確率変数の平均をラとし，標準偏差をσとすると，分散σ2は，

㈱　Jae皿sch，G損nter；a．a，O．，S．55～56，S．工01～102．参照。
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　　　　　　　1・一士、Σ舳一ラ）・

　　　　　　　　　　　　冊
　　　　　　　　　　　Σ伽＝1であるから，
　　　　　　　　　　　屯＝1
　　　　　　　σ2　＝　Σ1ク岳・ラ2－2ラΣ：ク宮・ツ毒十　Σ：戸邊．ツ亜2

　　　　　　　　（4〕式より

　　　　　　　σ2＝アー2〃ラ十Σ1かツ12

　　　　　　　　　　　　∂σ2
　　　　　　　　　　　　万＝2σ一ル）

故に分散σ2，あるいは標準偏差σを最小ならしめるラは，北に等しい。つま

り，期待値北をその期の予想純収入としてとることは，一定の予想分布範囲の

申で，最もそれからの背離が小さい一少なくとも，評価主体の主観的立場か

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（コ2〕
らは，不確実性が最も小さい一と思われる値をとることを意味するのである

（ただし，ツの分布範囲とその確率分布全体の予想に関する不確実性は，この

方法では排除され得ない。その意味では，たしかに予想は評価主体の責任にお

いて行なわれざるを得ず，「主観的」な性格をもっているものといえよう）。

　ところで，期待値が等しくても，分布の形が異なり，そのため標準偏差・分

散・歪度などが異なる場合がある。従来は，その分散が大きく，歪度がマイナ

スのときには，期待値を減少させることが提言されている。私も後に触れるよ

うに，このことは必要であると思うものであるが，イェーンシュは，この考え

方を否定す私前にも述べたように，「評価自体には，損失危険は存在しない

から，私には何故この段階で，このような慎重性の原則に拠る減価を行なうの

か理解することができない。」……・…・・「予測数値の分布における分散は，たし

かにパラメrター選択と結びついた不確実性の高さに対する指標であるが，財

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑫3〕
産損失の意味でのリスクとは見傲されるべきものではないのである。」

　つまり，各年度，各プロジェクトによってその確実性には差異は生ずるが，

㈱Jaensch，G血nter；a・a．O．，S．104～112・参照。

⑳　Jaensch，G並nter；a一田一〇一，S．113～l14．
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ともかくも評価の段階においては，意味のあることではなくて，それぞれの中

で，最も背離の少ないと思われる数値を選択すればよいと考えられ，したがっ

て，分布の形の如何を間わず，期待値をもって予想純収入とするに止めたので

ある。

　たしかに，評価の段階で，不確実性が，ヨリ大であるからという理由でもっ

て，それを予想純収入の減少に等置することには問題はあ乱不確実性の大小

と，予想数値の大小との間に明確な関係のあることは，なお論証されてないか

らである。

　しかし，標準偏差・分散がヨリ大であり，歪度がマイナスであるときには，

主観的評価の枠内で考えても，当該プロジェクトあるいは当該年度の収支の不

確実性　　期待値との背離の司．能性がヨリ大であるという意味でも，またそれ

が，ヨリ不利な方向に偏っているという意味でも一は異なってくる筈である

し，それを修正しないで行たった意思決定は．当然にヨリ大きたリスクを伴な

うであろう。

　そこで，私は，将来各年度の純収入を確率変数として把える場合，少なくと

も次の2つの修正要因を考慮することが必要であろうと思う。

　　（1）時間に関する修正

　予測の対象となる年度が遠くなるにしたがって，分布の基本的な形は変らな

　　　　　　　　　　　｛別〕
くても，分散は大きくなると考えられるから，これに関して修正を行なう。

c期の予測純収入を北，その期待値をツε，期間に関する分散の増加率をんと

すると，

　　　　　　　　　　　　〃＝ツ；（1一α、・ん）工

　　（2）歪度による修正

　歪度をλaとすると，

㈱　Jae鵬。h，G枷ter；al　a．O・，S・57．参駄
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　　　　　　　　　　　　　13　　　　　　　　　　λa：一1／Σ1伽（〃一ツ。）3
　　　　　　　　　　　　　σ
　　　　　　　北ニツ；（1一α1・ん）工（1＋α2・M・）

λa＞Oなるときは，分布は正のヨリ大きな値の方に偏っているから，〃は大

きく修正をされ，”＜Oなるときは，逆に分布は負の方へ偏っているからツ’

は小さく修正されなげればならないのである。

　第2に考えなければならないのは，予測されるいくつかの純収入が複数であ

り，相互排反であって，それらが全て同じ確率をもつと考えられる場合であ

る。

　イェーンシュは，この場合には，ゲームの理論を適用することを主張する。

ただし，この場合では，清算行列（payOff）の概念をおきかえる必要がある。

つまり，ここでは不確実性の少ない予測を行なうことにあるのであるから，そ

れは条件が変ったときにもたらされる背離額におきかえられるのである。例え

ば，今，予想純収入額が不況期には10万マルク，景気後退期には12万マルク，

停滞期には15万マノレク，好況期には20万マルクとすると，次のようなマトリク

スが作成される。

背　　　　離　　　　額∵　　　　＼

不況期 後退期　停滞期 好況期
方策によるパフ
＝[ター
@1OO，000M

OM 十20I，000M 千50，OOOM 十100，O00M

120，000 一20，O00 0 十30，000 十80，000

150，000 一50，OOO 一30，㎜ 0 十50，000

200，000 一100，O00 一80，OOO 一50，000 0
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そして，この場合では，その背離の最も小さな列のうちで，最大の純収入15万

　　　　　　　　　　｛肪〕
マルクが予測値とされる。つまり，Σ13■例腕・ツ肌となるようなツが選ばれる
　　　　　　　　　　　　　　　　　　’　　　　j
のである。

　　　　　　　　　　　　＊　　　　＊　　　　＊

　以上，本稿では，主としてイェーンシュの研究によりながら，投資理論の立

場から展開された主観的企業評価論の概要，とくに，その中核概念となる純収

入の不確実性について批判的に一若干の私見を付け加えながら一考察をす

すめてきた。素朴ではあったけれども，そこでは，今後の問題点が一応整理さ

れていたし，それから得られた有益な示唆も少なくなかったと思う。ただ，こ

の立場の企業評価論において最も重要な課題の1つとされている，企業の価格

形成一企業自体が取引の対象となる場合の　　の過程の解明は残されたまま

になっているが，この問題は，次の機会に取上げてみたい。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1968．　8．　14蒲毒）

㈱Jaensch，G並nter；a・a・O・，S・n8～127・参照。
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一とくにハワイ移民輸送に関連して一

面　　向　　嘉　　昭

序

　戦前の移民の海上輸送とわが国の海運業の発展ないし近代化との関係につい

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ω
て，小論「戦前の移民輸送とわが国の海運業」において若干の考察を試みた。

しかしながら，主として移民史料の不足と史実の認定に関する困難から，十分

た考察を行なうことが困難であった。それゆえ，前稿発表後もひきつづいて移

民史料の発掘と収集に努めた。その結果，ハワイ移民とくにいわゆる私約移民

輸送に関する新らしい史料を見出すことができた。

　そこで，本稿ではこれらの史料に基づいて，前編の第3章第3節で展開した

考察を補うとともに，若干の修正を試みることにした。主たる狙いは，「官

約」移民以後の明治期のハワイ移民輸送がいかなる船脚こよってなされたかを

明らかにすることである。

1．　「官約」移民以後のハワイ移民

　明治27年6月に，日本・ハワイ渡航条約が両国の合意のもとに廃止されると

同時に，同条約に基づいて送出されたいわゆる「官約」移民も消滅し，その後

は移民取扱人ないし移民会社によるハワイ移民の募集が行なわれたことは，前

（1）r経済経営研究」第18号（一），67－1工9ぺ一ジ。
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稿ですでに明らかにした。これらの移民は，移民取扱人を通じてハワイの雇主

と労働契約を結んだいわゆる「契約」移民と，そうした契約を結ばないいわゆ

る「自由」移民とに大別される。そのいずれが圧倒的であるかは，移民輸送に

従事する海運会社（旅客船台杜）の発展に密接な関係をもつ。なぜなら，契約

移民においては渡航費はノ・ワイの雇主負担であり，それだけ移民の負担が軽

く，したがって多数の移住希望者を求めやすいのに対し，自由移民においては

渡航費は一切自己負担であり，多数を輸送する可能性は少ないからである。

　ところで，契約移民とたるか自由移民として渡航するかは，移民自身の意志

によるよりはむしろハワイ側の移入民政策に支配されるところが大きい。それ

ゆえ，ハワイ政府の移入民政策の変遷は，わが国の海運会社の発展に重大な影

響をもたらすし，またそれに対応するわが国の移出民政策も同様の効果をもつ

ことになる。

　明治27年から32年までは，「私約」移民時代といわれ，契約移民が圧倒的に

多かった。日本側においては，「官約」移民自体が契約移民であったし，ただ

周旋機関が日本政府から民間の移民取扱人に変じただけのことであった。渡航

費の負担のない契約移民の方が選好されたことは容易に首肯されるところであ

る。他方，ハワイ共和国政府は，明治27年3月にすでに「外国人上陸条例」を

制定し，自由渡航者は50ドル以上の所持金を要すと規定した。これは，貧困外

国人の入国を抑制せんとする意図からであったが，この頃からすでに日本人移

民の激増に警戒心を抱き始めたハワイ政府が，少なくとも日本人の自由移民の

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2〕
渡航だけでも抑えようとする意図の現われたとも言われている。さらに，明治

28年2月には，アメリカとの合併問題との関連で，すでに明治18年にアメリカ

で制定されていた「外国人契約労働者移住禁止条例」を模倣し，「労働契約の

（2）当時でも，契約移民のほかに日本人の自由移民がかなりあり，後者だけを以てして

　　も諸外国からのハワイ渡航者より多かったであろうという。　（入江寅次『邦人海外

　　発展史」　（上巻），150一五5Iぺ一ジ）
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外国人移入に関する条例」が公布された。これによると，原則としては契約移

民は禁止され，ただノ・ワイ政府移住民局の許可したものに限り認められること

になったのである。これも，日本人移民の多数の入国を阻止し，他の外国人移

民によって代替せんとする意図をもったものであった。しかし，その代替が円

滑に進まず，他方寸薦農園主は労働力不足を訴えていたので，やむなく日本人

契約移民の入国を認めていた。けれども，契約移民数が制限された結果，移民

希望者の中には自由移民として渡航を試みる者が増加したことは注目される

（第1表）。

第1表移民取扱人による初期ハワイ移民数

明治27年
明治28年
明治29年

契約移民自由移民
1．277

1．773

4，476

　52
　553

1．769

計

1．329

2．326

6，245

（出所）入江寅次『邦人海外発展史』　（上巻），144ぺ一ジ所収の「明治30年4月日本公使

　　　館報告」

　日清戦争後のノ・ワイ移民の激増は，ハワイ政府をして日本人移民入国阻止へ

の厳しい措置をとらしめた。その1つは明治29年11月の「東洋丸」　（浜中八三

郎所有，2，548総トン）事件であった。すなわち，同船は645人の契約移民の

ほかに53人の自由移民を輸送したが，後者について既述の「外国人上陸条例」

を適用し，かれらの所持金が正当なものでなく，いわゆる「見せ金」であると

の理由で上陸禁止処分に付したのである。裁判の結果，「見せ金」であるにし

ても，移民取扱人は移民の保護救済に関する法律上の責任を負うものであり，

同条例の精神には違反したいとの理由で入国が認められた。しかし，ノ・ワイ政

府の日本人移民対策はその後も厳しさを加え，翌明治30年2月から4月にかけ

て，「神州丸」（岸本五兵衛所有，2，829総トン），「佐倉丸」（日本郵船，2，9

53総トン），「畿内丸」（増田又太郎所有，2，096総トン）などの輸送した日本
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人移民の一部または大部分が上陸を拒否され，神戸港に送還されるという事件

が相次いで起った。上陸拒否の理由は，自由移民についてはかれらの所持金が

「見せ金」であるというほかに，かれらと移民取扱人との間に目的地到着後の

就職あっ碇に関する契約がなされていることから，契約移民であると認定し，

移住民局の許可枠外であるということであった。契約移民については出願手続

の不備が上陸禁止の理由であった。これら一連の上陸拒否事件は，日本とハワ

イ両国間に重大な緊迫をもたらすことにたるのであるが，日本政府は当面ノ・ワ

イ移住民局の許可した契約移民以外の日本人のノ・ワイ渡航を禁止する措置を

とった。このため，自由移民の渡航は一時中絶することになった。

　その後，上陸禁止事件をめぐる賠償交渉，ハワイ・アメリカ合併など重要な

問題の経過を静観したのち，明治32年2月に日本政府は自由移民のノ・ワイ渡航

を許可した。その際，自由移民といえども移民取扱人が関係している限り，ノ・

ワイ側から契約移民と認定されることを懸念し，移民取扱人の介入を除外し

た。しかし，渡航方法や手続きを熟知しない自由移民は当然ながら移民取扱人

に依存せざるを得なかったし，また移民取扱人も従来自由移民との間にかわし

ていた現地就職あっ旋契約を結ばないだけで，依然として自由移民を取扱って

　（働
いた。かくして，明治32年のノ・ワイ移民は，契約移民に自由移民を加え，実に

2万2，973人の多くをかぞえた。

　しかし，明治33年に入ってハワイとアメリカの合併が日本人移民のノ・ワイ渡

航に重大な影響をもたらすことになる。両国の合併は，明治30年6月条約調

印，明治31年7月アメリカ議会批准発効，同年8月合併式という経過をたどっ

たのであるが，アメリカの法律が直ちに適用されたのではなかった。ハワイの

行政機構や施政法が制定される必要があり，その間対日本人移民政策は従前ど

おり1日ハワイ政府の手に委ねられていた。しかし，明治33年6月にノ・ワイはア

（3）外務省移住局第一課「移民九十年」昭和33年，66－67ぺ一ジ。

150



　　　　　　　　　　　　　　　　　戦前の移民輸送とわが国の海運業・補諭（西向）

メリカの直接行政下に入り，それゆえアメリカの「外国人契約労働者移住禁止

条例」が適用され，契約移民のハワイ渡航は不可能になった。自由移民は同条

例に抵触するものではなかったが，それが移民取扱人の手による場合は，たと

え真の自由移民であっても契約移民とみなさ札た経験上，日本政府は契約，自

由を問わず，移民取扱人の関係した移民の渡航は一切これを禁止した。したが

って，ハワイ移民はいわゆる独立渡航者だけとなったのである。

　明治34年8月，日本政府は再び移民取扱人による自由移民の募集を許可し

た。これは，ノ・ワイの労働不足の実情からみて，移民取扱人の関係した自由移

民でも，自由移民と認められるという見通しがたったからである。それ以後明

治40年までは，もつぱら自由移民のハワイ渡航が行なわれたので，この期間は

「自由」移民時代と呼ばれている。この期間に日本人移民のハワイ渡航は急激

に増加し，とくに日露戦争終結直後の明治39年には，2万5，752人にも達した

（第2表）。

第2表　明治後期のハワイ移民数

明治32年 22，973 明治39年 25，752

33年 1，529 40年 14，397

34年 3，136 41年 3，455

35年 14，490 42年 1，329

36年 9，091 43年 1，717

37年 9，443 44年 2，595

38年 10，813 45年 4，732

（出所）拓務省拓務局，『海外移住統計」，昭和8年工O月，工9ぺ一泡

　渡航費自己負担の自由移民がこの期間に急増した原因は，主としてノ・ワイを

足場としてアメリカ本土への転航をはかるものが多かったことである。当時ノ・

ワイの甘篤農園労働者の賃金は1ヵ月18ドル前後であったのに対し，アメリカ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ω
本土では鉄道，鉱山，農園労働者は40ドル前後であったこと，合併後ハワイか

（4）『日米交渉史」　（移住編），476ぺ一ジ，『移民九十年』，80ぺ一ジ。
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑥
ら本土への渡航が容易であったこと，直接アメリカ本土へ移住する困難性など

が，こうした偽装ハワイ移民を増加せしめたのであった。

　日露戦争後の農村の不況，復員兵士による労働力過剰，戦勝による海外渡航

熱の上昇だと，これらはハワイ移民数の増加をさらに促進する結果となった。

これは一方ではアメリカ本土における排日感情を刺激し，他方において多数の

転航者続出により労働力不足に悩まされたノ・ワイ側の圧力を招来し，ついに明

治40年3月にハワイ転航移民禁止法を制定せしめるに至った。さらに，明治41

年2月のいわゆる「紳士協定」により，ハワイ在留日本人の家族再渡航者，写

真結婚者，各種専門家，一時旅行者などを除くすべての日本人の渡航は，日本

政府により自発的に禁止されることになった。ここに自由移民時代は終末をつ

け，以後大正13年7月まではいわゆる「呼寄」移民時代どたり，さらにその後

排日移民法により呼寄移民も禁止される事態に至るのである。

2．　「私約」移民の輸送船

　ノ・ワイ「官約」移民輸送は，明治18年2月から明治27年6月にかけて，ほと

　　　　　　　　　　　　　　　　〔o〕
んど日本郵船によって行なわれたが，明治24年12月の日本吉佐移民合名会社設

立を晴夫として類似の移民業者が続出し，かれらの一部は「官約」移民時代に

おいても「私約」ないし「自由」移民をハワイに送出した。かれらが利用した

船舶は，主として当時のサンフランシスコ定期航路を独占していたPacific

Mai1S．S．Co．（P．M．）杜社船であり，また同社が貨客業務一切を取扱ってい

たO㏄identa1and　Orienta1S．N．Co．（O．O．）杜の社船であった。たとえば，

「官約」移民時代末期の明治27年1月にP．M．杜の「ペキン」が183入を，2月

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（7）
には0．O．社の「オセアニック」が95人を輸送した記録がある。

（5）　『ハワイ日本人移民史』，169ぺ一ジ。

（6）前編，82ぺ一ジ参照。

（7）『移民九十年』，54ぺ一ジ。
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　しかし，本邦船でも日本郵船域外のいわゆる「社外船」がハワイ移民を輸送

した記録もある。　「愛国丸」（大家七平所有，ユ，729総トン）がそれであって，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（8）
明治27年3年28日に253人を輸送している。これが一般海運業者による移民輸

送の嚥矢であろう。その他にも移民輸送に従事した「社外船」があったかどう

か明らかではない。しかしながら，これらの移民輸送は，「官約」移民時代に

民間移民取扱業務を取締る法規がなかった盲点をついて行なわれたもので，本

稿でいう「私約」移民とは同列には取扱い難い。

　明治27年4月，日本政府は移民保護規則を公布し，移民周旋人による業務の

規範を制定し，移民事業を民間に移行せしめた。「官約」に対比したいわゆる

「私約」移民の開始である。移民保護規則に基づく「私約」移民の輸送がいか

なる船舶によって行なわれたかについては，付表において詳述することにし，

その集計を試みたのが第3表である。

　明治27年には，既述の「愛国丸」がさらに2航海を行なったほか，「梅丸」

も自由移民を輸送している。「官約」移民輸送をほとんど独占していた日本郵

船会社船は移民輸送から後退し，それに代わってP．M．社およびO．0．社船の進

出が顕著であった。翌明治28年には，日清戦争の影響を受け，大型本邦船がほ

とんど軍務に就いたため，ハワイ移民輸送はP．M．社，0．O．社およびその他の

外国船に独占された。そのため，明治27－28年にかけて，本邦船によるハワイ

移民輸送数は約27％にすぎなかった。

（8）『移民九十年』，55ぺ一ジ。なお，r海運興国史』，642ぺ一ジ，722ぺ一ジ，727ぺ

　　Fジ，およびr馬場海運史』，80ぺ一ジなどには，同船が明治26年にハワイ移民を

　　輸送したと記録されており，それが社外船主の移民輸送の幡矢とされているが，移

　　民史料では明治27年3月ホノルル菌が最も古い。因みに，この分については，同年

　　3月12日付周布兵庫県知事より林外務大臣宛の「現時ハワイ地方に出店有之は侯大

　　阪商人小倉幸の発起にかかり，当港（神戸）の後藤回送店及ぴ三光舎の如き，従来

　　渡航考に関係ある一味の者ども申合せ，かねて計画致し居り，一挙多数の人員凄取

　　りまとめたる儀に有之」旨の文書があり，確実である。
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第3表 「私約」移民輸送船舶

年次
明治27

28

29

30

31

内外別

本邦船

計

外国船

総計

外国船

本邦船

計

外国船

総計
本邦船

対

外国船

総計
本邦船

計

外国船

総計

名1所 属1総／ン

愛国丸
丸

2

6

8

12

三池九
千代田丸

台湾丸
東洋丸
神州丸
　　　5
　　　8
　　　13

旅順丸
和歌浦丸

佐倉丸
神州丸
畿内丸
自山丸
元山丸
　　　7
　　　7
　　　14

旅順丸
江ノ浦丸
久留米丸

　　　3
　　　12
　　　15

大家七平

日本郵船

西川荘三

大家七平
浜中ハ三郎

岸本五兵衛

日本郵船

　同上
　同上
岸本五兵衛

増田又太郎

馬場汽船
山本藤助

日本郵船
右近権佐衛門

1．729

1，500

3．308

1．675

2．387

2．548

2．839

4．794

2．115

2．953

2．839

2．096

1．472

2，198

4．794

2，175

度数

3

1

4

11

15

15

1

1

1

2

1

6

11

17

1

1

1

2

1

1

1

8

13

21

1

1

1

3

26

29

輸送移民数

1．204

400

1．604

1．819

3，423

2，607

　38
596

1．084

776

　44
2．538

2．087

4，625

508

38

153

282

626

1．607

2．159

3，765

486

646

478

工，610

8．277

9，887
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年　次　内外別　　船　　名　　所　　　属　　総ドニノ　度数　　輸送移民数

32　本邦船

対

外国船

総計
33年前半本邦船

計

外国船

総計

日本丸　東洋汽船
亜米利加丸　同上
香港丸　　同上
金川丸日本郵船
基隆丸　大阪商船
東洋丸浜中八三郎
万国丸浅野総一郎
日洋丸　福永正七
依姫丸浜中八三郎
南洋丸
　　10
　　17
　　27
日本丸　東洋汽船
香港丸　　同上
亜米利加丸　同上
土洋丸　尾城汽船
依姫丸　福永正七
　　　5
　　　9
　　14

6．163　　2

6．307　　4

6．159　　3

3．967　　1

1．672　　1

2．548　　3

2．336　　1

3．195　　1

3．770　　1

　　　1
　　　18
　　　32
　　　50

6．163

6．159

6．307

2．116

3，195

　964
1．892

1．461

　483

　547
1．782

　64王

　424

　373

　393
8．960

10．883

19，843

618

698

175

720

719

2．930

3，108

6，038

　明治29年8月，日本郵船は北米定期航路としてシャトル線を開設し，同月1

日その第1船として「三池丸」を配し，同船は38人のノ・ワイ移民を輸送した。

しかし，同年中は「三池丸」だけが移民輸送をしたにとどまり，主として「社

外船」による輸送が目立った。大家七平に加え，西川荘三，浜中八三郎，岸本五

兵衛などの新らしい社外船主が移民輸送に活躍し，航海度数5回，延べ2，500

人の移民を輸送した。かくして，同年申の本邦船による移民輸送数は，「コフ

チック」や「チャイナ」という大型船舶を有するP．M．社やO．O．杜のそれを上

回り，約55％を占めるに至った。

　明治30年には，日本郵船台杜の定期船による輸送が3隻3航海を数えたほ
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カ㍉社外船主も新らたに増田又太郎，山本藤助，馬場汽船などが移民輸送に従

事した。しかし，前節で明らかにしたように，「神州丸」事件を契機としてハ

ワイ共和国移住民局の許可した契約移民以外のすべての移民のハワイ渡航が禁

止されたため，同年後半には社外船による移民輸送が杜絶し，本邦船によるも

のは1O月の日本郵船「旅1順丸」のみにとどまった。この渡航禁止は，「私約」

移民輸送の主力として活躍してきた社外船主に重大な影響をあたえ，それは明

治32年2月の自由移民渡航再開まで続いた。その結果，同年前半は本邦船によ

る移民輸送が圧倒的であったのが，後半は外国定期船による輸送がほとんどを

占め，年間を通じての本邦船移民輸送数は42％に低下した。

　明治31年も前年よりの自由移民渡航禁止が一般海運業者に大きな打撃をあた

え，日本郵船「旅1i1頁丸」に社外船「江ノ浦丸」，「久留米丸」を加えたわずかに

3隻が各1航海の移民輸送に従事したにとどまった。これに反して，外国船に

よる移民輸送は，12隻延べ26航海の多くを数えた。その結果，本邦船移民輸送

比率は16％にまで低下した。

　明治32年には，東洋汽船によるハワイ移民輸送が開始された。前年12月に香

港一サンフランシスコ定期航路に就航した第1船「日本丸」は473人のノ・ワイ

移民を輸送し，ついで第2船「亜米利加丸」，第3船「香港丸」もそれぞれ480

人，834人の移民を輸送した。同航路が開始された当時は，自由移民のハワイ

渡航はまだ禁止されていたが，同年2月に再開されるや本邦船によるノ・ワイ移

民輸送は再び活発化した。とくに，東洋汽船は，（1）同航路開設に際しRM．社

およぴO．0．社との協定で往復ともホノルル寄港が認められていたこと，（2）日

本郵船のシャトル航路のノ・ワイ寄航が6月から9月にかけてなかったこと，

（3）3隻の就航船はいずれも6，000トン級で，外国の定期船よりも秀れていたこ

となど，かなり優位にあった。これに反して，日本郵船は同年申に「全州丸」

で1回移民輸送を行なったにすぎず，しかもその後は移民輸送船舶リストに同

社船名を見ない。

　1随
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　他方，自由移民再開に勢いを得た社外船主は，浜中八三郎の「東洋丸」，「南

洋丸」を中心としてハワイ移民輸送に活躍し，6，O00トン級の東洋汽船会社船

に対し，わずかに2，000ないし3，000トン級の船舶でありながら，その輸送移

民数においては社船グル←プに匹敵するものであった。

　かくして，同年申の本邦船の移民輸送は前年の3隻3航海から10隻18航海に

急増し，延べ約9，000人を輸送し，本邦船輸送比率も45％と一挙に回復した。

　明治33年前半，つまり「私約」移民輸送の最後の半年間においても，前年と

同様の傾向が続いた。東洋汽船会社船は3隻で延べ7舷の移民輸送を行ない，

社外船は「土洋丸」，「依姫丸」の2隻が各1航海を行なった。しかし，社外

船の移民輸送数は東洋汽船会社船とほぼ同じであった。それは，社外船が輸送

した同年初頭はまだ移民数が多かったが，同年2月末以降はわずかに数名を数

えることが多かったからである。本邦船輸送比率はさらに48％へと高まった。

　は上において「私約」移民時代の移民輸送船を考察したが，その特徴は，例

外的な年度を除き，（1）「私約」移民輸送においては社外船の活躍がきわめて顕

著である，（2）東洋汽船台杜のサンフラニ・シスコ航路開設後においても，社外

船はそれと互角の移民輸送を行なっている，（3）日本郵船会社船の「私約」移

民輸送は，航路の関係上，相対的に少なかった，（4〕本邦船による移民輸送は

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（助
漸次外国船による移民輸送に比肩しうる段階に到達したことなどである。

3．　「自由」移民の輸送船

　明治33年6月に，移民取扱人によるハワイ移民が一切禁止されたことは，わ

が国の海運会社とくに定期航路を営む東洋汽船会社の船客業務に多大の影響を

（9）これらの特徴は，前橋において十分に分析し得なかったか、あるいは誤った推定を

　　下した事項に関連するものである。
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あたえたことは疑いない。同年上半期に比して3等船客は915人も減じたとい
　　　　　‘1o〕

われている。当時のハワイ移民は，独立渡航を試みる者に限られていたわけで

あった。明治34年8月の自由移民再開までは，本邦船も外国船もごく少数の移

民を輸送したにすぎたかった。

　自由移民再開はわが国海運業に再び刺激をあたえることになるが，しかし再

開された自由移民輸送は，一定の人員制限と，定期船によって行なうという条

　　　　　　　　　〔11）
件が付せられていた。前者は，旅客船台杜に不利な影響をあたえることにな

り，とくに後者の条件は，従来ハワイ移民輸送に活躍してきたわが国の社外船

主に決定的な打撃であった。第4表は自由移民再開後の移民輸送船に関するも

のであるが，明治38年までの輸送船はいずれも東洋汽船台杜，P．M．会社，O．O．

会社所属の定期船であった。その間，日本政府は2年間定期航海をした船舶で

　　　　　　　　　　　　　　　　　　｛鋤
ないと移民乗船を許可しなかったので，社外船はハワイ移民輸送から閉め出さ

れた結果となった。このような条件を付した理由は，（1）多数の移民を送出す

れば，ハワイやアメリカ本土の排日感情を刺激する，（2）社外船による輸送は

多数の移民輸送につながるということであったと考えられる。

　人員制限は，再開当初は定期船1船当り60人に限られ，明治37年7月に170

　　　　　　　　　　　（13）
人まで緩和されたという。しかし，前出第2表の移民数と，第4表を要約した

第5表の航海度数を比較すると，1航海当り少なくとも200人を超えているこ

とになり，制限緩和はさらに早期になされたと見るべきであろう。また，のち

に1ヵ月1，OOO人あるいは2，OOO人という制限方法もとられたようであるが，そ

　　　　　　　　　　　　　o4）
の時期については明確でない。自由移民時代に関しては，輸送船毎の移民数が

（10）東洋汽船株式会社，『六十四年の歩み』，49ぺ一ジ。

（11）海外興業株式会社，『日本移民概史』，昭和12年，34ぺ一ジ。

（12）『和歌山県移民史」，505ぺ一ジ。

（13）森田栄，『布畦五十年史』，338ぺ一ジ。

（14）たとえば，森田栄，『前掲書」は，明治39年7月1日に毎月1，OOO人限り許可した

　　とあるが，総移民数と符合しないし，また相賀渓芳，r五十年間のハワイ回顧』は，

　　毎月2，O00人にしたというが，その時期は不明である。
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船　　　　　冬

日　　　本　　　丸
呑　　　港　　　丸
亜　米　利　加　丸
ゲ　一　　リ　ッ　ク
チ　　ャ　　イ　　ナ

ド【リック（1〕
リオ・デ・ジャネイロ

コフチック（2〕
シティ・オブ・ペキン
ペ　　　　ル　　　　　，

カHライ〃チリ
コ　　　　レ　　　　ア
サ　　イ　ベ　　リ　ヤ

ク1ノイバリング
モ　　ン　　ゴ　　リ　ヤ

マ　ン　チ　ュ　リ　ヤ

笠　　　戸　　　丸
アドミラル・リュプレイ

思　　　佐　　　丸
楠　　　保　　　丸
新　　発　　田　　丸
アドミラル・ハミリン
アドミラル・エキセスマース

アドミラル・フFリチャン
アドミラル・ジャニグニバリ

アドミラル・オ，リ【
アドミラル・エキセルマン

船　　名　　不　　詩
アドミラル・マルト
天　　　洋　　　丸
地　　　洋　　　丸

第4表 「自由」移民輸送船舶

所　属

東洋汽船

東洋汽船

東洋汽船

O．O．

P．M．

O．O．

P．M．

O．O．

P．M．

P．M．

P，M．

P．M．

P，M，

海軍省

陸軍省

東洋汽船

東洋汽船

総トン

6．163

6．159

6，307

4，300

11．810

11，790

16，OOO

14．000

6，209

2，690

13．402

13，426

③
33 34

航　　　海　　　度　　　数
35 36

5

3

5

3

1

37

5

4

（資料）森田栄，『布畦五十年史』所収のホノルル税関および日本総領事館記録による。

（注）　ω　明治39年からP．M、所属となり，「ペルシャ」と改称。

　　12）明治39年からP．M．所属となり，「エシヤ」と改称。

　　｛3〕6月15日以降分。

38

4

4

5

4

4

5

39

5

4

4

5

5

4

5

40

5

5

5

5

4

5

5

3

2

計

28

25

31

21

34

34

4

35

13

8

1

25

21

1

14

11

1

2

4

2

1

1

1

1

1

1

I

41

3

4

4

5

5

5

4

1

1

3

42

1

5

5

5

5

5

5
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入手できないので，ここでは人員制限が漸次緩和された事実を指摘するほかは

ない。

　ところで，既述のような制約のため，本邦船によるハワイ移民輸送は事実上

東洋汽船会社の独占するところとなった。同社は従来通り「日本丸」，「亜米

利加丸」，「香港丸」の3隻を以て移民輸送を行なったのであるが，人員制限

の結果船客業務全体が不振であった。さらに，明治35年にP，M．社が1万2，000

総トン級の「コレア」および「サイベリヤ」両船をサンフランシスコ航路に就

航せしめたため，東洋汽船の3隻は競争上脅威にさらされた。しかし，「日本

人船客は，当会杜が国家補助を受けている命令航路があるという点を考えてか

当社船に乗船するもの多く，同一航路を営む他二社船の分を合わせたものより

　　　　　　　　　　　　　‘15）
当会杜の方が多い有様であった」というように，一般船客よりも低運賃を望む

移民は，あるいは東洋汽船会社船を選好したかも知れない。

　明治27年の日露戦争勃発は日本海運業界に徹底的な打撃をあたえ，東洋汽船

台杜船もすべて軍用に徴用された。ただ「亜米利加丸」だけは太平洋航路権を

第5表内外船別・自由移民輸送度数

1明皇

34　35　36
・・1・・・… 計

本邦船

隻　数 3 3 3 3 1 1 7 4 25

航海数 7 14 15 14 4 2 18 18 92

外国船

隻　数 6 8 7 8 8 7 9 13 66

航海数 14 30 28 30 31 31 32 34 230

合計
隻　数

9 11 10 11 9 8 16 王7 91

航海数 21 44 43 44 35 33 50 52 322

（資料）第4表

（15）『六十四年の歩み」，60ぺ一ジ。
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維持するため間もなく返還されたが，制海権がまだ日本側に帰していないため

に貨客業務ともに振わず，同年末には再び徴用に服した。戦争終結後も直ちに

は就航できず，同社の太平洋航路が正常化したのは明治38年10月以降のことで

あった。かくして，明治37年一38年間に同社船がノ・ワイ移民輸送に従事したの

は戦前の年間14～15航海に比してわずかに6航海にすぎず，これに反して外国

船による移民輸送は62航海を数え，この間のハワイ移民輸送はほとんど外国船

の手中に帰した。

　明治39年には，既述の原因でハワイ移民は激増した。同時に，同年7月1日

以降日本政府は不定期船による移民輸送を許可した。したがって，この時から

東洋汽船会社による本邦船移民輸送独占が打破されたわけで，かつてノ・ワイ移

民輸送に活躍した社外船主は再びこの分野での活躍の途を開かれたのである。

加えて，日露戦争中に社外船主は競って外国船を購入し，かなりの船腹を有し

ていたこともあって，同年1ユ月および12月にかけて，「忠佐丸」，「楠保丸」，

それにセール・フレーザー商会の傭船「新発田丸」の3隻が延べ4航海の移民

輸送に従事した。12月の「楠保丸」は952人もの移民を輸送している。

　他方，東洋汽船も移民輸送に力を入れたことは疑いなく，とくに移民数の激

増した同年後半には，折しも海軍省委託運航船であった「笠戸丸」まで投入

し，同年9月642人の移民輸送を行なった。

　明治40年には本土転航禁止法が公布され，その影響でハワイ移民は前年に比

して1万人以上の激減となり，明治35年の水準にまで低下した。東洋汽船の3

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（lo〕
等船客は前年より激減したと記録されていることから，同社船によるハワイ移

民輸送数も相当減少したものと推察される。社外船では，前年に続いて「忠佐

丸」が活躍し，同年1月，3月，5月と計3航海を行なっている。このような

社外船のハワイ移民輸送の復活も，翌明治41年には「紳士協定」による移民の

（16）『同書』，92ぺ一ジ。
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厳しい制限によって挫折するに至り，その後は東洋汽船の新造大型船「天洋

丸」，「地洋丸」などの定期船輸送に立戻ることになった。

　「自由」移民時代の移民輸送に関する以上の考察から明らかな特徴は，（1）

「私約」移民輸送に活躍した社外船は，自由移民時代に入ってその活動の場を

政策的に封じられた，（2〕しかしその末期にノ・ワイ移民輸送の機会があたえら

れるや直ちに活動を開始した，（3）日本郵船会社船によるハワイ移民輸送は絶

滅し，東洋汽船が完全にこれに代わった，14）「私約」移民時代末期に社外船の

活躍により著しく高まっていた本邦船移民輸送比率は相当低下したことなどで

ある。

4．結　　　　語

　「官約」移民輸送終了後の明治期のハワイ移民輸送において特筆すべきこと

は，いわゆる「社外船」の活躍である。これらの「社外船」は，「私約」移民

の初期の2年間つまり日清戦争は例外として，明治29年からハワイ移民輸送に

重要た貢献をし，またその移民輸送を通じて発展してきた。不幸にして明治33

年後半から，ハワイおよびアメリカの排日運動とそれに呼応した日本政府のハ

ワイ移民政策によってその活動の場を封じられたけれども，日露戦争後再びそ

の場をあたえられるや，たちまち移民輸送に参加した。

　この「社外船」の活躍の原因は種々考えられ，即断は許されたいことはいう

までもないが，少なくともハワイ移民輸送に限定して考えれば，次の若干を指

摘することができる。

　第1に，日清，日露の両戦争中に社外船主は多数の船舶を購入し，十分た船

腹供給力を備えていた。両戦争後はむしろ船腹過剰の状態であったと言えよ

う。それだけに，移民輸送という一定地域に集中したかつ多数の船客輸送は，

社外船主の大いに望むところであった。
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　第2に，さきの理由から，社外船主は移民輸送において社船よりも実質的に

低い運賃を提供したと考えられる。独立渡航者は少数であり，ノ・ワイ移民のほ

とんどは移民取扱人の手中にあるから，船主と移民取扱人の交渉力は後者にお

いてはるかに優位にあったと考えるのが妥当であり，事実において移民取扱人

は移民の手数料のほかに船主からのリベートを基本的収入の1つとしていた記

録は多数存在する。また，そうでなければ大型の「杜船」に対して老朽小型船

で以て対抗し得たとは考え難い。

　第3に，輸送されるべき移民の募集ならびに出発港への集結は，ハワイ政府

および日本政府の移民政策の改変によって著しく不安定である。とくに，一定

のタイプの移民がある時点までしか許されないという場合とか，あるいは従来

禁止されていたタイプの移民の渡航が再開されるというようた場合には，一時

にきわめて多数の移民が集結する。このような場合には，「社船」だけではそ

の輸送に応じきれない。

　第4に，それと関連して「社船」は一般船客を主たる対象としており，定期

的な船客輸送を犠牲にしてまで移民輸送に当ることはできないし，また構造的

にも無理がある。

付表
　（1〕明治27年

船　　　名 所　属 総トン数 到着用 移民数
愛　　国　　丸 大家七平 1，729 3・6・7 1，204

権　　　　丸 1，500 4 400

ベルジック O．O． 7・8 61

リオ・デ・ジャネイロ P．M． 7 53

チ　ャ　イ　ナ P．M． 9・i2 170

オセアニック O．0． 2・1O 496

プランク【
7 6

シティ・オブ・ペキン P．M、 1・10 195

（資料）森田栄，『布畦五十年史」所収の船長報告書による。
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12）明治28年

船　　　名 所　属 総トン数　到着用 移民数

ベ　ン　タ　ラ 1 542

インディペンデント 3 794

ペ　　　ル　　　， 4 39

コフチック O．O． 6・11 66

シティ・オプ・ペキン P．M． 7・12 77

ベルシック 0．O． 8 35

リオ・デ・ジャネイロ P．M． 9 20

南　　　　山 工0 864

オセアニック n 61

レバノン山 11・12 88

ア　ス　ラ　ワ　ン 11 i6

チ　ャ　イ　ナ P．M． 5，900 12 5

（資料）森田栄，『布畦五十年史』所収の船長報告書による。

（注）　明治27年または明治28年について，日附なきもの「チャイナ」1通（838人），

　　　その他船名，日附ともに不明のもの2通あり，それぞれ542人，25人を運送と

　　　記録してい乱また，明治28年のハワイ政府移住民局報告によれば，同年申に

　　　本表の到着月日と合致しないものが4件あり，別個の船舶かとも推量できる。

（3〕明治29年

コ

チ

千

ゲ

台

東

フ

ヤ

代

チ

リ

湾

洋

イ

田

ツ

ツ

ク

ナ

丸

ク

丸

丸

シティ・オプ・ペキン

ド　一　リ　ッ　ク

ペ　　　　ル　　　　1

リオ・デ・ジャネイロ

三　　　池　　　丸

ア　ル　トモーア
神　　　州　　　丸

所　　属

　0．Ol

　PlM．

西川荘三
　010．

大家七平
浜中八三郎

　P．Ml

　O．O．

P．M．

日本郵船

岸本五兵衛

総トン数

4．300

5．900

1，675

2．387

2，548

3，308

2，839

到着用
1

2・7
3

4

5

6・11
6

7

8・10

8・10
8

11

11

移民数
　2王5

　160

　596

　460

1．084

　776

　381

　213

　239

　413

　38

　6
　44

（資料）森田栄， 『布畦五十年史」所収のハワイ共和国政府移住民局報告による。
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14〕明治30年

神　　　州　　　丸

リオ・デ・ジャネイロ

加

佐

畿

白

元

チ

ベ

ゲ

歌　　浦

倉

内

山

出

ヤ　　イ

〃　　シ　　ツ

ー　リ　ッ

丸

丸

丸

丸

丸

ナ

ク

ク

シティ・オプ・ペキン

ド　一　リ　ッ　ク

旅　　　順　　　丸

コ　プ　チ　ッ　ク

所　　属

岸本五兵衛

　P．M．

日本郵船

日本郵船

増田又太郎

馬場汽船

山本藤助

　P．M．

　0．0．

　0．0．

　P．M．

日本郵船

O．O．

総トン数

2，839

2，115

2．953

2．096

1．472

2．198

5，900

4．794

4，300

到着用
1・2
1・3・11
2

3

4

5・7・10

5・7・10
9

9

9

10

10

移民　数

282

479

38

153

626

340

360

284

269

325

508

101

（資料）同上，および入江寅次，『邦人海外発展史』　（上巻），第7章。

（注）「白山丸」および「元山丸」については，入江寅次『邦人海外発展史』　（上巻）

　　175ぺ一ジと『移民九十年」64ぺ一ジに記録があるが、双方にくいちがいがあり，

　　両船ともに出帆したのか確かではない。ただ，r布畦五十年史』には，「白山丸」

　　については，上陸拒否事件の賠償金の配分を受けたと記録されているので，移民

　　輸送に一部もしくは全部従事したものと推定される。
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（5）明治31年

船　　　　名

ペ　　　ル

旅　　順　　丸
モ　一　ガ　ル
ゲー　リ　ッ　ク

チ　ャ　イ　ナ
ベルジ　ッ　ク
フ　ラ　イ　メ　ア

リオ・デ・ジャネイロ

シナイ・オブ・ペキン

ア，ジアヤイル
ドー　リ　ッ　ク

久　留　米　丸
コフチッ　グ
ア　ヅ　テ　ク
江　ノ　浦　丸

所　属

日本郵船

O．O．

P．M，

0．O．

P．M．

PlM．

O．O．

O．O．

右近権佐衛門

総トン数

4，794

4，300

2，175

到着用
1

王

1・4・10
2．4・7・9・12

3・5
3・8・11
4

4・6
5・12
5

7・1O・12
7

9・11
10

12

移民数
258

486

1．479

1．160

669

731

555

496

184

268

1．229

478

553

695

646

（資料）同上。
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（6〕明治32隼

船　　　名

タ　一　タ　一
日　　本　　丸
リオ・デ・ジキネイロ

1／ン　ノ　ク　ス

ア　ヅ　テ　ク

コフチック
亜米利加丸
呑　　港　　丸
金　　州　　丸
チ　ャ　イ　ナ
トー　リ　ツク

マンマスシヤ
基　　隆　　丸
ペルジア　ミ
タ　　イ　　ラ
シティ・オプ・ペキン

ゲ’　リ　ッ　ク

コ　ロ　ン　ピア

束　　洋　　丸
カーメアセンシア

万　　国　　丸
ダルニ・フォスコク

ガ【リスル市
目　　洋　　丸
依　　姫　　丸
アベアゲルジ
南　　洋　　丸

所　属

東洋汽船

P．M．

O．O．

東洋汽船

東洋汽船

日本郵船

P，M，

O．O．

大阪商船

P．M．

O，0．

浜中八三郎

浅野総一郎

福永正七

浜中八三郎

総トン数

6，163

4．300

6．307

6．159

3，967

1，672

2，548

2，336

3，195

3，770

到着用
1

1・11

1・9

1・9
1

1．6・9・11

2・4・7，12

2・7・工0
2

3・8・10

3・8・10
3

3

4・8
7・11

7・10

7・1O・12
8

8・1O・11

9・12
9

10

10

11

11

12

12

移民数
680

964

435

1．190

158

1．067

1．892

1．461

483

882

995

524

547

352

769

701

1，118

　33
王，782

718

641

522

633

424

373

106

393

（資料）同上。
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17〕明治33年前半

船　　　　名

香　　　港　　　丸

チ　　ャ　　イ　　ナ

レデー・ジョイン
ト　一　リ

土　　　洋

日　　　本

依　　　姫

コ　プ　チ

ツ

ツ

ク

丸

丸

丸

ク

ストラスチャイル
亜　米　利　加　九

カ　一　リスル市
ゲ　【　リ　ッ　ク

リオ・デ・ジャネイロ

シディ・オブ・ペキン

所　　属

東洋汽船

尾城汽船

東洋汽船

福永正七

東洋汽船

総1ン数1到着用

6，159

2，116

6．163

3，195

1・3・5
1・3・6
1

1・6
1

1・4
1

2・4
2

2・5
2

2・5
4

5

移　民　数

698

651

7旦3

725

720

618

719

400

323

175

282

　7

　3

4

（資料）森田栄，『布畦五十年史』所収の船長報告書による。
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時価主義利益概念の特質

一ケルトマツヒャー説を中心として一

　　　　　　　　　　　　　　　申　　野　　　　勲

V

序　　　　論

時価主義の意味

時価主義の現実適合性についての問題提起

ケルトマツヒャーの時価論

1　かれの企業観および損益観

2　かれの説における利益概念

3　その会計処理方法

4　かれの企業観および利益概念の短期的・部分的・経営内的・

　　現実適合性

時価主義利益の妥当性についての中間的結論

　　一会計公準論的吟味一
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　　　　　　　　　　　　　I　序　　　　論

　これまでに筆者は，時価主義にもとづく利益概念にかんして数回その研究成

果を発表し，そしてその申においてケルトマツヒャー（亙。Ge1dmacher）の理

論についても少しふれたことがあった。けれども，最近になって，いままでの

諸研究をとりまとめるべき必要を感じたので，それをきっかけにして，以前に

はきわめて不完全にしか扱わなかったケルトマツヒャーの理論を今度はややく

わしく研究し，そしてその研究をつうじて，一体われわれは，時価主義利益概

念の妥当性にかんしてどの程度の発言を理論的になしうるのか，ということを

考察しようとした。それが本稿の内容である。ただ，ここでは紙幅の関係か

ら，数ある時価主義理論のうちでゲノレトマツヒャー理論ただ一つを中心に吟味

したにすぎないので，そこからひき出される時価主義利益概念にかんする結論

は，あくまでも中間的・暫定的なものにとどまるのである。

　　　　　　　　　　　皿　時価主義の意味

　ここで「時価主義」というばあい，それは，期末貸借対照表における資産等

の評価に時価をもちいることをいうのではなくて，もつぱら，損益計算のもと

での期間費用を歴史的原価ではなくて時価にもとづいて評価すべきであるとす

る主張をいみするものとさだめよう。つまり，「費用評価基準としての時価主

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ω
義」のみがここでとりあつかわれるのである。

（1）ある費用項目の時価評価額がその原価評価額よりも大きいばあい，その差額は期末

　　貸借対照表の貸方側にあらわれることになる。この差額が費用（の一部）をあらわ

　　していることからみて，この貸方項目はとうぜん利益剰余金ではなくむしろ（自己）

　　資本修正をいみする資本剰余金であるとかんがえられる。それゆえに，この差額を

　　利益とみなし，同時に，期末貸借対照表における資産の時価評価による評価差額を

　　も利益として計上しようとするところの，ざいきんのアメリカにおいて主張されて

　　いる見解は，われわれのいう「時価主義」ではなくて，原価主義にもとづく利益を

　　時価によって分割しようとするもの，したがって「原価主義と時価主義との交渉」

　　の一形態である，と解されねばならない。
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　ところで，「時価」には，ある対象物をある時点において（再）調達するた

めの「取替時価」とそれをそのときに売却するさいの「売却時価」とが区別さ

れねばならない。　「費用評価基準としての時価主義」では，企業の継続という

ことが前提されているかぎりにおいて「売却時価」ではなくて「取替時価」が

もちいられるべきことは，ほとんど自明であるといえよう。なぜならば，エド

ワーズおよびベルが正しく指摘しているように，販売収益とその収益を獲得す

るために消費された生産要素の「売却時価」との差額としての利益は，企業を

清算しその生産要素をもとのままで売却することと比較してその生産・販売活

動をおこなうことの有利さを示すものであり，したがって企業活動の継続では

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑫）
なくてその清算の可能性を前提においているからである。

　けれども，「取替時価」を採用するとしても，（1）いかなる対象物を，（2）い

つ，取替るぱあいの時価であるかにおうじて，「取替時価」はたとえぱつぎの

ように細分されるであろう。すなわち，ω再調達の対象物については，a）じ

っさいに費消された生産要素とまったく「同一形態」のもの，b）費消された

生産要素と（かならずしも同一形態でたくてもよいが）質的にも量的にも「同

一の技術的給付髭カ」をもつもの，C）費消された生産要素と「同一の収益力」

をたもつもの，の三通りのものがかんがえられる。つぎに，いかなる時点の取

替時価かにかんしては，α）当該生産物の「販売日」，β）その販売日のぞくす

る会計期間の「締切日」，γ）その生産物の製造のためについやされた生産要

素をとりかえるべきものの「取替日」の三種類のものが，たとえば区別されう

ることになる。このようにして，形式的にみると，じつにさまざまの時価が区

別されうるわけである。

　　費消された生産要素と

（2）酬gar　O．Edwards　a皿d　Phi1ip　W．Be11，The　Theory㎜d　Measur㎝ent　of　Business

　　bcome，Berke1ey　and　Los　A皿ge1闘196工，p．98．
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l11篶練蚤11111
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　取替るに要する取替時価

　まったくの静態的な経済（statio雌re　Wirtschaft）においては，これらの取

替時価はたがいに等しく，しかもそれらはその費消された生産要素の歴史的原

価に合致していることであろう。「取得価格および販売価格，賃金および利子

率，利益予想および危険が変動し，生産技術が進歩し，その需要が推移すると

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　｛巷）
ころの動態的経済（dynamische　Wirtschaft）」において，はじめて，取替時

価は歴史的原価をはなれて変動するとともに，うえに示した取替時価そうごの

あいだにも相違が生ずることになる。

　このようにして，「時価主義にもとづく利益概念」というのは，うえに示し

たいくつかの種類の取替時価のうちの一つ一じっさいに存在する文献上では

「費消された生産要素と同一の技術的給付髭カのものを販売日（または取替

日）に取替るに要する取替時価」が主張されている一にもとづいて諸期間費

用項目のうちの全部または一部分を評価することをつうじて算定される利益を

いう，と定義されることができよう。もちろんこれは，利益概念というものを

それを計算するための方法によって規定しようとするところの，いわゆるオペ

レーショナノレな定義であるにすぎない。ここで考察されねばならない真の問題

は，かかる計算方法によってもとめられる「時価主義にもとづく利益概念」が

現実の経営活動についてのいかなる側面を反映しており，またそれのいかなる

側面はとらえていないか，そしてその結果としてその利益情報は利害関係者グ

ルrプにたいしてどのような役立ちをなしうるか，またはなしえないか，とい

うところにある，とかんがえられよう。

（3）Walther　Busse　v㎝Colbe，”Substan2erhaltmg“，in：Handw伽erbuch　der　Betriebs・

　　w虹sohafセ，Dritte　Au日ag6，Stuttgart工960，Bd．皿，Sp．5310．

172



　　　　　　　　　　　　　　　　　　時価主義利益概念の特質（中野）

皿　時価主義の現実適合性についての問題提起

　「費用評価基準としての時価主義」を提唱する代表的見解として，われわれ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　｛1）
はここではケルトマツヒャー（Erwin　Ge工dmacher）の理論を重点的にとりあ

げることにする。これらの理論は，すでにのべたように，第一次大戦後のドイ

ツに発生したかの激烈なインフレーションをきっかけとしてうみだされたもの

である。すなわち，この大インワ1ノーシ目ンは従来の取得原価主義にもとづく

伝統的な損益計算をまったく役に立たないものにしてしまったので，損益計算

の有用性を回復せしめようという動機から，これらの革新的な会計理論はつく

りだされたのである。のちにあきらかにするように，かかる経済的背景という

ものが，時価主義の性格を理解するうえで一つの「かぎ」をなすようにおもわ

れる。

　ところで，かかる時価主義理論についてはいままでにつぎのようた三通りの

批判がだされてきた。

　（1）　（販売日または取替日における）取替時価にもとづく時価主義利益は，

はたして経営の真の業績を示すといえるであろうか。「実際の取得原価が安か

ったということは仕入が巧みであったことを示すものであり，高かったという

ことは買入が仙かったことを意味する。この購入の巧拙は，営業成績の指標と

する利潤の高さに反映せしむべきである。……再買時価をもって費用を計上す

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　二2〕
るたらぱ，この事実は利潤の高さにあらわれない。」すなわち，当該生産要素

の実際取得原価がそれのカ1ノントな取替時価よりも低いときには，その差額は

購買活動の巧みさをあらわし，逆に前者が後者よりも高いばあいには，その差

額は購買活動がったなかったことを示すが，取替時価にもとづく利益はこの差

額をまったく反映しない点において不当である，といわれるのである。いいか

（1）ケルトマツヒャ’説についてはつぎの書物によった。

　　E榊in　Geldmacher，Wi廿昌。ha｛t馳mhe㎜d　Bil㎜z，e帽ter　Teil，Be地1923．
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えると，この批判は，「時価主義にもとづく利益」は，経営の購買活動の良否

をあきらかにしえないという意味で，経営活動の全範囲（または全側面）にた

いしては適合しない，と主張するものといえよう。

　（2）時価主義は，しばしば，経営を（たんらかの意味で）実質的に維持し，

そしてかかる維持を確保したのちの収益余剰のみをもって利益とかんがえると

いう立場から提唱される。かかる経営の維持は，このぱあい，もとと同一の形

態あるいは同一の生産能力の財貨用役の取替を配慮することによっていちおう

達成されるものといわれる。けれども，現実に再調達されるものが費消された

ものと質または種類を異にしているならば，両者は比較可能でなく，かかる経

営維持は計算的にみて不可能である，と批判される。そもそも「資本の能力は

単に財貨の実体でなくその収益力である。原形を維持することが原能力，原収

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3〕
益力を維持しえない事情の発生は容易に想像される。」　これは，つまり，時価

主義は，経営がもとと同一の形態あるいは同一の生産能力をもつ生産要素を取

替えていくところの比較的短い期間にわたってのみ，現実に妥当するにすぎな

いのであって，もっと長い期間をとってみると時価主義は現実適合性をもたな

（2）岩田巌，資本維持の構造を分析して実質資本維持学説におよぶ，企業会計　第5巻

　　第4号（旦953年4月），8則また，阪本安一教授もつぎのようにのべられた。「費

　　用計上に再調達原価基準をとるときは，収益計上における売価（時価）基準と対応し

　　て，同一価格水準をもってする費用収益の比較計算が行なわれることになる。この

　　ことは，企業が創造した生産的利潤を，社会経済的にみてもっとも正確に測定する

　　ことを意味する。これによって価格変動に起因する投機的な損益や仮空利益が企業

　　の損益計算に混入することを摸除せしめる。しかしながら今日の企業は，このよう

　　な生産的利潤のみを獲得することを目的として活動しているのではない。今日の企

　　業は，現実において生産的機能を営むと同時に，ある程度の投機的機能を，それが

　　好むと好まざるとにかかわらず営むものである。したがって多くの企業は，生産的

　　利潤の他に投機的利潤をも獲得するものとして，企業会計は行なわれているとみな

　　ければならない。」（阪本安一著，近代会計と企業体理論，森山書店，昭和36年，

　　pp．204～205）o

（3）太田哲三，資本縫持説疑惑，会計第27巻第2号（昭和5年8月号），166頁。
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　　　　　　　　　　　　　　（4〕
い，という批判であるといえる。

　（3〕第三の時価主義批判はつぎのごとくである。　「資本の源泉が自己資本のみ

ならず借入資本に依る場合は如何。借入資本の供給者は貨幣資本に於ける契約

金額の回収を要求し，貸付当時の資本実質の維持を希わない。物価騰貴に当っ

ては事業資本家は単に自己資本の額が実質上維持せられる以上に多額の金額を

保留しうるに反し，物価下落の際には自己資本の維持を不可能ならしめるのみ

ではなく極端に至れば其の所有する資産総額を以って貨幣資本の償還にも足ら

　　　　　　　　　　　　　⑥
ざる場合が生じ得るであろう。」

　また，たんに借入資本についてのみならず株式会社における株主資本にかん

しても，「株主から貨幣によって提供され，かつ同額の貨幣をもって返却しな

　　　　　　　　　　　　　　　　｛6〕
げればならないという性格をもつ」ものであり，かくして「株主や債権者から

資本もしくは負債として，企業に提供された貨幣が必ずそれと同額の貨幣をも

って回収されなけれぱならないとすれぱ，その貨幣の費消された金額は，極め

　　　　　　　　　　σ〕
て重要な意味をもって」くることになり，時価ではなくてかかる費消貨幣をあ

らわすものとしての原価（したがってまた原価主義）こそが企業会計における

　　　　　　　　　　　　　　　　　　｛o〕
不動の鉄則となる，と主張されている。

（4）片野一邸博士も，時価主義（博士はこれを「実体資本維持説」としてとらえられる）

　　がこのような短期的な現実適合性しかもたないことを，つぎのように主張された。

　　　「実体資本維持すなわち経営の生産・販売を前と同じ内容，同じ規模に持続すると

　　いうことは，短期的にみれぱまさしくその通りでなければならないが，長期的にみ

　　れば，継続企業の経営の実体は産業技術の進歩発展と社会生活の変化に螂応してい

　　やでも変って行かざるを得ないのである。十年前と同じ社名の造船台杜が，今日で

　　は生産高の半分を陸上用の機械を作っているというような事例は他にもざらにみら

　　れる。」（片野一郎，米英における貨幣価値変動会計一米英における経済事情を中

　　心とする現代貨幣価値変動会計に対する批判一r　〔山下勝治編，所得会計論，申

　　央経済社，昭和39年所収〕，168貫）。

（5）太田哲三，資本維持説疑惑（前掲），167貫。

（6）江村稔，原価主義の擁護，産業経理，第15巻第5号（昭和30年5月号），104貢。

（7）同上，105頁。

（8）同上，105貫。
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　こリ）批判は，要するに，時価主義は，とくに価格下落時において（株主およ

び債権者などの）出資者グループから託された貨幣資本を維持することができ

ないという意味において，経営と出資者とのあいだの現実の制度的関係にたい

して適合することができない，ということである。

　うえの諸批判をまとめると，時価主義にもとづく損益計算は，経営活動の

全範囲にたいする現実適合性，再調達財の質または種類の変化の発生をふくむ

ところの長期間にわたっての現実適合性，および経営一出資者間の制度にたい

する現実適合性を，いずれももたないこと，つまり全部的・長期的・制度的・

現実適合性を欠いているということであろう。これらの批判のばあいにもあて

はまることであるが，いっぱんに「批判」というものは，ある「もの」が何を

もつカ㍉またはなしうるかという面よりも，それが何をなしえないかまたはも

たないかという面のほうを強調する傾向が，しばしば存在するといえよう。し

たがって，これらの一結論的にいえば適切た　　批判がむけられているから

といって，時価主義にたいしてはじめから拒否的な立場をとることは，理性的

ではないであろう。むしろ，これらの批判は，時価主義にもとづく利益概念の

構造をさぐってゆくぱあいの正しいパースペクティヴをあたえてくれるものと

して，活用されるべきであろう。すなわち，時価主義にもとづく利益概念は全

部的・長期的・制度的・現実適合性をもたないという特徴はいかたる論理的前

提からみちびぎだされるものであり，かつこの特徴のもたらす功罪はいかなる

ものか，という点が，われわれのさしあたりの着眼点でなけれぱたらない。

1V　ケルトマツヒャーの時価論

1　ケルトマツヒャーの企業観および損益観

ケルトマツヒャーは，かれの損益計算論を「企業」（Untemehmmg）の概
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　　　　　　〔「〕
念から展開する。すなわち，企業とは，経済的な成果の追求ということを目的

として形成され，そして自己の維持と強化がはかられていくところの「物と人と

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑫〕からなる一つの目的組織（ein　sach1iches　md　persδn1ichesZweckge舵ge）」

であり，いっそう本質的にみると，それは，そこにおいてたえず活発な「カの

　　　　　　　　　　　　　　　　　　〔3〕
流れ」が生じているところの「力の中心点」であるといえる。つまり，企業と

は，力の流出（Kraftab趾B）と力の流入（Kraftzustrom）というおたがいに

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ω
対立し規制しあう二つの力の流れがはたらいている場としての「経済有機体」

（Wirtschaftsorganismus）なのである。そして，経営活動がこの二つの対立

するカの流れをもたらすのであるが，そのばあい，（a）経営活動にたいして不可

欠にむすびついた力の消費が「費用」であり，（b）経営活動によってつくりださ

れた力の増加が「収益」であり，そして，（C〕費用と収益との二つの対立するカ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㈹
の流れの差額が「損益」（Erfo1g）である，とさだめられる。このぱあい，あら

ゆる経営者が追求する目標はこのカのネットの余剰としての損益をできるだけ

大きくすることではあるが，企業がその生活を健康にたもち，またその企業に

生活を依存している人々のグループを保持していくという観点から，力の流出

（費用）をその流入（収益）によりひとまず補償することが営利企業の根本間

　　　　　　　　　　（①
題である，と主張される。

　ところで，かかる見解をわれわれがさきにかかげた「問題提起」と関連づけ

るためには，まず第一に，ここにいわれる「力」とはいったい何かということ

が知られる必要がある。彼のいう「力」（Kraft）とは，　「財貨の経営目的に役

（1）Kar1Hax，Der　Gew缶mbeg1＝組㎞der　Betriebsw三rtschaftslehre，Leipzig工926，S．43．

（2）E㎜in　Ge1dmacher，Wiれschafts㎜mhe㎜d　Bi1a皿z，Erster　Tei1，Berlin1923，S11．

（3）Ebenda，S．1．

（4）Ebenda，S．1．

（5）Ebenda，SS－1～2．

（6）Eb㎝da，S12．
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　　　　　　　　　　　　　　　　　⑦
立つ経済的効用もしくは能力を意味する」（上点引用者）。したがって，「力」

というものは「財貨」によって具体的にあらわされるのである。そうすると，

こんどはその「財貨」という概念が問題になるが，これは「費用と収益という

経営の力の流れの運動対象でありうる（ある，’あった，または，なりうる）す
　　　　㈹　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（9〕

べてのもの」であり，要するに「一企業の貸借対照表借方項目」にほかならな

い。このような意味の「財貨」の運動こそが，力の動態をとらえようとする損

益計算の対象になるのである。すなわち，かれの損益計算論では，「財貨減少

　　　　　　　　　　　　　　　（m〕
にあらわれる経営自身の力の犠牲」だけが費用として，そして「財貨増加とし

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　｛11）
であらわれる，個別的な目的努力によってひきおこされた，経営の力の流入」

だけが収益として，はあくされ，そして経営の損益はこのような意味における

費用と収益との差額である。

　ところで，損益計算の対象はさまざまな種類の財貨に関係しているから，公

分母となるべき共通の尺度，すなわち価値尺度があたえられなけれぱならな

い。これはいうまでもなく，国家共同体の流通経済における価値尺度，すなわ

ち貨幣尺度である。それでは，企業における力の流れの負担者としての諸財貨

は，この貨幣尺度にどのようにかかわらしめられるか。

　この問題について，ケルトマツヒャーは，期末の資産の評価と，費用収益と

して運動過程にはいった財貨とで，そのとりあつかいを異にしている。まず前

者について彼はほほつぎのようにいう。期末に現存する諸財貨は，経営有機体

にくみこまれ一体的に経営に拘束されている。そして，かかる拘束状態にある

諸財貨のもつ価値は，当経営にとっての・その財の・主観的使用価値なのであ

（7）岩田巌，ケルトマッヘルの成果計算論、（岩田薯，利潤計算原理，同文館，昭和36年

　　に所収），364頁。

（8）E正win　Ge－dmacher，a．a．O一，S－6．

（g）Ebe疵da，S－6。

（1O）Ebenda，S．4．

（n）Ebenda，S－4，
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るが，かかる価値というものは市場価格によってはかることはできないのであ

る。かくして，給付を製造する目的で経営内に拘束されているすべての財貨

は，市場価格の変動にはかかわりなく，それらの歴史的取得原価にもとづいて

　　　　　　　　　　　　　　　　（酬
貸借対照表に計上されるべきである。ただし，「たんに価格騰貴の理由のみか

ら保持されているような財貨」は，決算日の市場価格にもとづいて評価され，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㈹）
その評価差額は収益または費用として記録されるべきである。

　他方，当期申において費用収益運動にはいった財の評価についてみよう。ケ

ルトマツヒャーによれば，損益計算にたいする根本的な要請は，「経営体のだ

　　　　　　　　　0の
えざる更新の必要性」という生命法則（Lebensgesetz）が厳存していることか

ら，「企業が有効に活動しようとすれば，収益という物財増加がまずいったん

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　く15）
費用という物財減少をつぐなわねばならない」という点にある，とされる。

したがって，損益計算の根本の課題は，収益財が「すべての費用財を物的に

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（16〕
（materie11）つぐなうのに十分かどうか」，「収益が費用の置換のために適して

　　　　　　　　　　Oη
いてかつ十分かどうか」を吟味することである，という。かくして，ケルトマ

ツヒャーの損益計算は，一つの有機体としての企業が弱体化することなくその

個別目的にそくして活動しつづけることができるという意味の活動続行可能性

（Weiterwirkenkδmen）を重視し，そしてこの観点から，収益が費消された

力の再造のために十分かどうかを吟味するものとしての，補填検証（KOmpen－

sati㎝sp揃fmg）のための計算として損益計算をかんがえるのである。

　このような補填可能性の吟味は，収益発生の瞬間である「販売時点」にいた

ってはじめて可能である。このとき，収益財は，外部経済とのとりきめによっ

（工2）Eben由，SS．49～51．

（13）Ebenda，S，50一

（工4）Ebe－lda，S．60．

（15）1≡：b㎝da，S－9．

（16）E1〕enda，S．g．

（17）Ebenda，S．lO．
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て生じた価格（価値数字）をともたっているから，収益財運動の数字的はあく

は簡単であって，問題は費用財運動の数字的はあくである。この費用評価につ

いてケルトマツヒャーはつぎのようにいう。「費用にたいする価値数値として

は，その時点において経営がその費やされた費用を実際に置換しうるところ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（蝸〕
の，収益発生の時点において支配している価格がもちいられる。」すなわち費
　　　　　　　■　●　■　●　■　■　●　●　●　■　●　■　●　■　■　●　■　　　　　　　　　　　　　　　O邊）

月評価基準は，販売時点において妥当する再調達価格でなければならない，と

主張される。なお，その販売時の価格がいかなる対象物のものかについては，
■　■　■　●　●　■　●　●　■　■　●　■　■　■　■　●　●　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑰o〕

以前と同一の技術的給付能力をもつ物を念頭においているものと推定される。

したがって，ケルトマツヒャーは，期間損益計算における費用の評価基準とし

て，「費消された生産要素と同一の技術的給付能力のものを販売日に。取替るに

要する取替時価」をかんがえていることがわかった。

2　かれの説における利益概念

　さて，かかる種類の取替時価によって期間費用を評価することをつうじても

とめられる利益は，いったいどのような性格をもつのであろうか。この問題は

つぎの二つの方向から考察されうる。

　（1）ケルトマツヒャーは，かれの損益計算により算出された利益が「とりわ

け経営者にとって企業の操縦（Steuer㎜g　der　Untemehmmg）のためのも

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1〕
つとも不可欠でもっとも鋭敏な測定手段をいみする」とのべており，また，利

（18）Ebenda，S．13．

（19）Ebenda，S．54．

（20）このことは，つぎの一文からも推定される。ゲ〃トマツヒャーによれば，モ｝タ’

　　製造工場において，一台のモーターを製造するための賃金は，従来は100マルクで

　　あったが，当生産物の販売時には，その同じモーターにたいして将来は120マルク

　　の賃金が支払われねばならない，とする。このばあい，120マルクを費用として回

　　収しておかないと，「その経営は損失，すなわちモーターを製造するというその能

　　力のまひをこうむるのである。」（上点引用者）（Eb㎝da，S－57）。

（1）E唖h　Geldmacher，Wiれschafts㎜ruhe　md　Bil㎜z，a．a．O一，S．n，
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益の用途として，「経済性のバロメHターとしてそれを利用することが経営経

　　　　　　　　　　　　ω
済的にもっとも重要である」といっている。したがって，かかる「経済性一

それが何をいみするかはあきらかでない一の尺度としての利益」という性格

を，うえのいみの「時価主義にもとづく利益」がもっている，と彼がかんがえ

ていたことはたしかである。

　（2）ケルトマツヒャrの損益計算における基本的な立場は，「費用財を置換

するために収益財が実際に適しているかどうかということ　（tats童。h1iche　Ei－

gnmg　des　Ertragsgutes　zum　Ersatz　des　A㎡wandsgutes）を確定すべき
　　　㈹〕

である」というところにある。つまり，これは，「費用財を基準にして，その

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ω
補填能力について収益財を評価するという考え方である。」このような，費用

財の補填ということにてらしてみて収益の大きさが十分であったかどうかを検

証吟味するというケルトマツヒャーの損益計算思想について，つぎの二通りの

ことなる解釈が可能である，とおもわれる。

　その第一の解釈によれば，かかる「収益の費用補填能力の検証」という思想

は，当期の費用となった財貨費消を当期収益は実際に取替えうるかどうかをし

らぺるのが期間損益計算であるとする考え方だとおもわれよう。したがって，

当期に費消された財をとりかえたのちの収益余剰として，ここでの利益概念は

　　　　　　　　　　〔后〕
規定されることになる。当期の費消財をとりかえたのちにあまっている余剰で

あってかかる余剰を外部に流出しても財貨補填はそこなわれないという性格を

示すために，この利益概念は，「補填余剰利益」となづけるのが妥当であろ

（2）E1〕㎝da，S．11．

（3）Ebenda，S．60．

（4）森田哲弥，期間利益の分配可能性と尺度性一実体資本維持説の利益概念凄中心に

　　して一，商学研究4（1960年3月），234貫。

（5）森田哲弥氏は，ケルトマツヒャー説にふくまれる（二つあるうちの）一つの利益概

　　念をこのように理解する立場がありうることを明確に指摘しておられる（森田哲弥

　　前掲論文，239貢）。
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　〔o〕

う。

　たしかに，経済有機体としての企業の生命を維持強化するということに経営

活動の意味をみいだしているケルトマツヒャrの立場からみて，かかる「補填

余剰利益」としての解釈は正当化されるようにも，おもわれるかもしれない。

そしてまた，ケルトマツヒャー説をはなれても，この「補填余剰禾1』益」的な利

益観は，たとえばテア・フェFン（A．ter　Vehn）やハックス（Kar1Hax）の

所説のなかに，そしてまた後入先出法や基礎在高法の根拠づけのなかにも，た

びたびあらわれてくる大切な思想であることはまちがいない。げれども，ケル

トマツヒャー説そのものの解釈としては，この種の利益概念がかれの理論にひ

そんでいるとみることは妥当でない，とわれわれはかんがえる。その理由は，

「補填余剰利益」を算定するためには「販売日」ではなくて当該財貨の実際の
　■　■　．　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑦

「取替日」における取替時価をもちいなければならないわけであるが，ケルト

マツヒャー説における期間費用の評価基準は，原則としてはあくまでも「販売

（6）もしもこの利益概念をもって，実体資本縫持を確保したのちの（一種の）「分配可

　　能利益」として規定しようとする人があるならば，われわれはそれに賛成すること

　　はまったくできない。なぜならば，なんらかの種類の資本維持を達成したのちの

　　　「分配可能利益」というのは，期末と期首におけるかかる資本額のあいだの差額と

　　して確定されるものであり，したがって，この利益は，当期中に生じた（資本取引

　　いがいの原因による）すべての資本変動を反映しなければならない。つまり，「分

　　配可能利益」とは包括主義利益にほぼ等しいといえる。けれども，ケルトマツヒャ

　　・の損益計算か包括主義にもとづいているかどうか，とくに当期の収益獲得に関係

　　のない「損失項目」を費用にふくめているという文献的証拠は存在しない，とわれ

　　われはかんがえる。なお，のちにあきらかにするが，シュミット時価諭において

　　は，たとえば臨時的な財産損失は費用ではなくて自己資本の修正勘定としての財産

　　価値変動勘定に計上することになっているから，そこにおける利益も，「分配可能

　　利益」ではまったくないのである。故林健二博士はこのことをつとに指摘された。

　　すなわち，ケルトマツヒャーおよびシュミットの財貨的資本維持の立場にあって

　　は，「広義め収益および損費を斥けて，経営本来の収益および損費の計算に損益計

　　算を制限せんとする」（林健二著，損益計算論，昭和31年．第4版，23頁）。
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日」の取替時価が主張されているからである。つまり，「補填余剰利益説」は

ケルトマツヒャー説においてかかげられている明白な費用評価基準に一致しな
　（目〕

い。

　ケルトマツヒャーのいう「収益の費用補填能力の検証」思想についての第二

の解釈（私見）によれば，費用財の取替ということにかんして当期収益によっ

て正当に回収されるべき金額がはたして実際の当期収益によってつぐたわれて

いるかどうカ㍉そしてかかる正当な要補填額をこえて稼得された収益余剰はい

くらであるカ㍉ということを検証吟味するための計算として期間損益計算をか

んがえるのがケルトマツヒャー説であると解されよう。つまり，すでに示した

ように費用財を補填するという能力があるかどうかという基準にてらして収益

の大きさを評価する（十分かどうか吟味する）というばあい，その評価基準で

ある費用の大きさは，その収益から当然回収されることが期待されるべきだと

いう意味で「正常な」大きさでなげればならない。収益からの回収を期待する

（7）「販売日」の取替時価にもとづく損益計算が財貨の完全な取替をつぐなうとはかぎ

　　らないことは、ワルプによってつぎのように指摘された。「いかにして販売日の再調

　　達価格にもとづく減価償却の測定によって過不足なき再調達（genaue　Ersat・bescha・

　　丘㎜g）が可能になるかは明瞭でない。なぜならば，当該機械が，その留保された費

　　用が投資されている対象物と異った価格の動きを示すならば，その減価償却ないし

　　積立金は再調達原価を完全にはつぐなわないか，またはそれをつくなってあまりあ

　　るであろう。」（Emst　Walb，Die　Erfolg昌r㏄㎞mg　Privater㎜dδHent1icher　Be航iebe，

　　Berlin－Wie皿1926，S．337）。

（8）いままでにも指摘されているように，ゲルトマッとヤーの論述のなかには，販売日

　　の取替時価を理論的に正しいとみるのではなくて，「費用の本来の価額としては，

　　ゲノレトマツヒャーは，たいていのばあい後になって判明するところの実際の取替価

　　額をかんがえているようにおもわれる」　⑭a・l　Hax，Der　Gewimbeg・iH　in　de・

　　Betrieb畠wiれ・chaft・lehre，Leip・i91926，S・47）という解釈をゆるすような個所がた

　　しかに存在する（とくにE冊in　Geldmacher，a．a－O．，S．56，S－58㎜d　S．61）。し

　　かしこれらの個所も，彼の本来の立場である「販売日時価」主義から無矛盾的に解

　　訳されうるということを，本文のすぐつぎのパラグラフにおいて示そう。
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ことが論理的にみて不合理なような金額にてらして収益を評価するならば，収

益の正しい評価はえられないであろう。そして私見によれば，費消された財貨

の実際取替日における取替時価ではなくてむしろ販売日の取替時価のほうが，

収益の・財貨取替にたいする・適切さを評価するための正当な基準としていっ

そう適しているとおもわれる。なぜならば，㍑）費消された財の実際取替日が販

売日よりも後であるぱあい，販売日（またはそれよりも前の時点）には，その

財の実際の取替のためにいくらかかるかを客観的に知ることは不可能であり，

したがって，販売日において実現し認識される収益にたいしてかかる（販売日

においては）未知た実際取替時価の回収を要求することは論理的にも実際的に

も不合理である（販売日と実際取替日とのあいだに取替時価がどの方向にいく

ら変動するかわからないから，現在の販売価格のうえにその変動額を反映させ

ることは不可能である）。またかかるばあいに，販売日時価はわかるのだから，

それよりも前の時点の時価をもちいることも根拠がないであろう。このように

して，将来の実際取替原価は不確実だという現実的な前提のもとにおいて，収

益が当然つぐなうべき取替準備額とは，まさに販売日における取替時価にひと

しいのではあるまいか。（口）実際取替日が販売日よりも前であるぱあい，販売日

よりも前に実際の取替に要した額を知ってそれを収益に反映させることは可能

なはずだから，ここでは収益は販売日ではなくて実際取替日の取替時価にもと

づいてその取替可能性について吟味されるべきであると，一見おもわれるかも

しれない。けれども，当該生産・販売活動が一回かぎりではなくてゴーイング

・コンサーンとしての反復的な活動であるかぎり，ある特定の財貨の再調達が

たまたま販売日よりも前におこなわれたためにその実際取替時価が販売日時価

とことなった大きさになったとしても，それは偶然なのだから，かかる偶然的

なファクタ【のために収益の費用財取替能力をしめす損益の大きさが左右され

ることは，不合理ではあるまいか。つまり，収益にたいして準備すべきだと要

求しうる要補填額は，かかる偶然性をとりのぞいた正常な（そしてまた確実な）
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取替時価でなければならない。それは「販売日における取替時価」いがいには

ないのではあるまいか。

　以上を要するに，収益にたいして正当に期待しうる取替準備にてらして現実

の収益を検証するという解釈に立つならば，「販売日における取替時価」こそ

がもっとも適当な費用評価基準である，とおもわれる。そして，かかる基準に

もとづいて評価された期間費用を期間収益からさしひいたのちの企業利益は，

当期に費消・販売された財の実際の取替を保証したのちの収益余剰　（「補填余

剰利益」）ではなくて，むしろ，当期収益から正当に要求されるべきかぎりで

の補填準備をさしひいたのちの収益余剰であり，われわれはこれを「補填準備

　　　　　　　　　　　‘o〕
余剰利益」となづけよう。ケルトマツヒャーの損益計算が「補填検証」計算で

あるというテーゼからの系としてみちびきだされる利益概念は，かかる「補填

準備余剰利益」にほかならない。補填余剰利益に比して，これは，費用計上を

つうじて完全な取替準備をなしえない点でおとるが，ある取替がたまたまある

（9）ケルトマツヒャーの損益計算における利益概念の一つをこの「補填準備余剰利益」

　　とかんがえるならば，一見したところ販売日ではなくて実際取替日における取替時

　　価を正しいものとケルトマツヒャーが考えているようにみえるいくつかの個所は，

　　づぎに示すように，むしろ販売日時価にもとずく「補填準備余剰」を志向する立場

　　からの発言として理解しうるのである。

　　まず第一の個所：「収益はその機械を取替るに十分でなければならない。そうしな

　　ければ経営は損失をこうむるのである。・・・…　その機械の全体が費消されたときに

　　は，当機械の新規の取得が可能になるだげのものが当該費消期間の収益から拘束さ

　　れねばならない。」（澁win　Ge1土㎞acher，a．a．O一，s－56）。これは，その機械の実際

　　の取替に要する金額がなんらかの形で収益のうちから回収留保されることを要求し

　　てレ、るにすぎず，減価償却が実際取替日の取替時価にもとずくことが正しいと主張

　　しているわけではけっしてない。それは理想がもしれないが，そのような理想は不

　　可能だという現実的前提のもとで収益との関連において「理論的に正しい」取替補

　　填計算を販売日時価にもとすいて行なうのがケルトマツヒャー説である。

　　第2の個所：「たしかに設備については減価償却期間申においては市場価格（時価）

　　ぱ，なお遠方に存する実際の経営個別的な取替価格とは同一でない。しかし市場価

　　格の動きは，すくなくとも計算日におけるその傾向を示しており，そのかぎりで使
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特定の異常で非反復的な時点においておこなわれたことによる異常な費用変動

を除去しているから，取替余剰利益のノFマルな期間的趨勢をいっそう正しく

示しうるという利点をもつであろう。

　以上，われわれは，ケルトマツヒャー説の吟味をつうじて，（1）「経済性の尺

度たる利益」（「経済性」という概念がなにを意味するかははっぎりしないけれ

ども，「国民経済的観点からみたその期の営業活動の良さ」という意味に理解
　　　　　　　　　　　　（1ω　　　　　　●　．　■　●　■　●　　　　　　　　　　　　　　●　■　■　■　■　■　■

すべきだという説がある），（2）「補填余剰利益」，そして（3〕「補填準備余剰利

益」の三種の利益概念を識別した。そして，ケルトマツヒャーの販売日取替時

価にもとづく費用評価をつうじて達成される利益概念は，彼がはっきりと語っ

ているところの（1）と，なにも語られてはいないけれども彼の「補填検証」計

算の思想から論埋的にとうぜん導きだされるとおもわれるところの（3〕との二

つである。（2）の「補填余剰利益」概念はそれ自体としては非常に大切な概念で

　　用可能である。」（跳enda，SS．56～57）。この文章は一見したところでは，販売日市場

　　価格があたかも将来の実際取替時価の代用であるかのようにみえるかもしれない。

　　しかし「理想」ということと「理論的に正しい」ということとはかならずしも一致

　　しないのであって，将来の実際取替時価はなるほど理想ではあるけれども，その理

　　想が不可能だという前提のもとで収益との関連において回収されるべき取替準備は

　　言†算日における取替時価によって計算されることが正しいということであろう。

　　第3の個所：「減少した効用価値の取替は，かならずしも費用発生の時点におこな

　　われるわけではないから，継続的な費用計算においては，基準となる取替価格は大

　　低は，見積りうるにすぎない。しかし，かかる見積りの結果は，継続的な計算に組

　　込むことは困難であり，その組込んだ計算においてのちに再調達がおこなわれたと

　　きに修正されねばならないことであろう。」（Eb㎝d・，S．61）。この言葉も，将来の

　　実際取替時価が理想であることをはっきりとみとめ，かつそれをもしも計算にふく

　　めると，あとで修正の必要があるから，結局はこの理想的な「基準となる取替価

　　格」は利用しえない，ということを確認しているにすぎない。このような理想の不

　　可能性を認識したうえで，ゲノレトマッとヤーの損益計算理論の全体は組立てられて

　　いるのである。したがって，販売日時価計算は「理想的」ではないとしてもすくな

　　くとも「理論的」ではありえている，とわれわれは考え乱

（10）森田哲弥，前掲論文，240頁。

186



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　時価主義利益概念の特質（中野）

あり，またケルトマツヒャFも，あたかも到達しえない理想について語るよう

な調子で，実際取替日における取替時価（したがってまたこの補填余剰利益）

について言及してはいるけれども，実際取替日の時価を理想のごとく語ってい

ることをもって，ただちにそれを彼の理論のなかにおける正しい評価基準とし

て彼がかんがえて～・たと解するのは，論理がやや直線的にすぎるのではない

か。彼の理論は，かかる将来にある（ぱあいの）実際取替日時価が確実には知

りえないという現実のうえに立って，収益によって提供されているべき取替準

備額を画定するための費用評価の尺度として，販売日における取替時価を主張

していると解されよう。そのかぎりで，販売目時価（にもとづく補填準備余剰

利益）は理論的に正しいものなのである。

　したがってケルトマツヒャー理論のわくの中でかんがえるかぎり，販売日時

価にもとづく期間費用の計算は，「経済性の尺度」という性格と「補填準備余

剰」という性格をあわせもっということができよう。ただし，同一の利益がも

つこの2つの性格が，そうごになんらかの内面的なつながりをもつかどうかと

　　　　　　　　　　　‘11）
いう点は，はっきりしたい。

3　その会計処理方法

　われわれは今までに，ケルトマツヒャーの企業観および損益観をまず説明

し，ついでそこからみちびきだされてくる販売日取替時価にもとづく費用評価

によって算定される企業利益の性格を検討した。じつは，かれの企業観をその

現実適合性という立場からもっとふかくほりさげ，それをつうじてかれのかん

がえる利益概念のメリットと限界をあきらかにするという作業がのこされてい

（11）「補填準備余剰」としての性格は，収益が，当然提供すべきその補填準備をつくな

　　ったのちにどれだけ余剰があるかを示すということからみて，ノーマルな補填準備

　　をもたらすという観点からみた一種の（業績）尺度利益を意味しているといえるの

　　ではないか。この点はシュミット説においては，非常にはっきりと語られてい乱
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るのであるが，そのまえに，かれの会計理論の全体をえがきだしておくという

意味から，かれのとたえる販売日時価計算の具体的な実施方法をここで紹介し

ておこう。

　ケルトマツヒャーによれば，価格上昇時における具体的な損益修正方法はつ

ぎのとおりである。一般的にいって，歴史的原価にもとづく費用額と販売日時

価によって評価された費用額との差額が，つぎの仕訳によって損益勘定に追加

的に借記される。このぱあい，この仕訳の貸方項目は（利益ではたくて）資本

　　　　　　ω
修正をあらわす。

　　借方　　損益勘定　　貸方　景気変動勘定（Konj㎜kturkonto）

　　　　　　　　　　　　または価格調整勘定（Preisausg1eichskonto）

　　　　　　　　　　　　または価格騰貴勘定（Teuer㎜gskOnt0）

　　　　　　　　　　　　　　　更新勘定（EmeuermgskOnt0）

　　　　　　　　　　　　　　　資本勘定（Kapita1konto）

　（1）固定資産の会計処理

　ある機械の取得原価が10，OOOM，耐用年数10年，残存価額O，定額法減価

償却，今期のその取替時価20，000Mとする。したがって当期の時価償却額は

20，000M×％＝2，OOOM，原価にもとづく償却額は10，OOOMx％＝1，OOOMと

なる。

　　　　損益勘定　　2，000M　　　　機械勘定　　1，000M

　　　　　　　　　　　　　　　　　更新勘定　　1，OOOM

　継続的で大幅な価格変動が生ずるときには，以前の期間において減価償却を

つうじて回収された資金の（設備の購入にとっての）個別的購買力量は，その

回収時点以後に生じた設備の価格上昇（または下落）のために減少または増大

し，実際の設備取替にとって過小あるいは過大となる。かかる購買力（ケルト

（1）Erwin　G巳1d皿acher，a．a．O、，S．6i．
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マツヒャーはこれを収益の効用価値とよぶ）の変動もまた把握されるべきであ

る，とかれは指摘する。しかし「そのばあい正確な計算的はあくをおこなうこ

とは不可能である。この取替として留保された収益が貸借対照表借方側の特別

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑰〕
準備金（Sonderr泣。k1agen）として把握可能なのは例外的なばあいのみである。」

けれども，おおざっばなやり方にもせよ具体的な計算方法を示すことを，ゲル

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（目〕
トマツヒャーはまったくおこなっていない。

　かれのこのような論述から生じうる第一の疑問点は，販売日時価を理論的に

正しい費用評価基準とかんがえるのであれば，その基準にもとづいて計上され

た償却費の期間的合計が設備の取替にとって過小または過大になっても，べつ

に事後的な訂正をしなくてもよいではないか，という点であろう。この点はた

しかにそうであるとおもわれる。ただ，ケルトマツヒャ←からの上の引用文に

示されているように，貸借対照表借方側において毎年の償却費の累計にみあう

特別の取替準備基金が設定されていて，当該設備の取替時価の変動のために，

（2）Ebenda，S，63、

（3）アメリカ合衆国において第2次大戦後に展開された時価減価償却の提唱において

　　は，過年度の減価償却引当金合計の（取替にとっての）過不足を処理するための会

　　計方法としてつぎの三通りの代替案がだされた。

　　ビ）各年度には通常の時価償却をおこなうとともに，当年度に生じた価格上昇のだ

　　めに前年度までの償却引当金累計において発生した（今年度の時価にてらしてみた

　　ぱあいの）償却不足額を，当年度から最終年度までの期間（残存耐用期間）にわた

　　って，費用として配分する方法。こればペイトンによって示唆されたけれども，彼

　　自身この処理方法は「費用の不公平な配分」を結果するから支持しがたいとのぺて

　　いる（W・A・Pat㎝and　W．A．Pat㎝Jr．，Asset　Acco㎜ting，NewYork1952，pp・

　　327～328）o

　　向　第2にペイトンの示している方法は，うえの「償却不足」額を，（将来年度に

　　配分しないで）当年度の特別損失または過去の利益計算にたいする修正として処理

　　し，それに対応する貸方項目は償却引当金への追加とする方法である（此id．，P328）。

　　㈹　第3にペイトンの示している方法は，うえの「償却不足」額は，費用または損

　　失には計上しないで当年度純利益または利益剰余金の一部分をもってつぐなおうと

　　する方法である（Ibid．，P．328）。
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その設備の将来の取替にとっての・その基金の・過不足が生じたときは，その

金額を（前期の償却費の訂正とか，正規の収益または費用としてではなく）臨

時的な利得あるいは損失に計上することは，経済有機体としての企業の維持と

いうことを基調とするケルトマツヒャー説の立場と首尾一貫するであろう。し

かし，減価償却をつうじて回収された資金がいかなる資産に投下されているか

がわからないかぎり，そして減価償却の・理論的に正しい・評価基準が実際取

替日ではなくて販売日の取替時価であるかぎり，かかる利得または損失の大き

さを十分な確実さをもって算定し計上することはおそらく不可能であろう。

　（2）棚卸資産の会計処理

　ある大量にとりあつかわれる財貨の一定量が，たえず販売されかつ再調達さ

れるものとする。つぎにかかげる勘定表示においては，貸方側でも取替価格が

　　　　　　　　〔4〕
分離して示される。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㈹
　　　　　　　　　　　　　商　　　　品

　　　期首在高……M．100．一

1．取　　　替・…・・〃120．一　1．売上M1120．一十M．10．一利益

2．　　　　〃　　　　　　　・・　〃　130．一　　2．　〃　　〃　130．一十〃　20．一　　〃

3．　　　　〃　　　　　・…　　〃　140．一　　3．　〃　　〃　140．一十〃　30．一　　〃

4．　　　　〃　　　　　　　　　〃　150．一　　4．　〃　　〃　150．一

　　利　　　益…・〃11O．一　取得価格にもとづく期末棚卸高

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〃150．一

　　　　　　　　　　M．750．一　　　　　M．750．一（利益をふくむ）

　ケルトマツヒャーによると，実際の取替価格によって計算すると利益は60M

である。110M－60M＝50Mは仮空利益（Scheingewim）であり，それは期首

（4）E．Geldmacher．al　a．Ol，S．63．

（5）Eb㎝da．，S163．なおこの勘定名は原文ではVerkaufsk㎝toとなっている。
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在高価額と期末在高価額とのあいだの差額にひとしい。この差額についてつぎ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑰〕
の記帳によって修正することによって商品勘定は正しい利益を示す。

　　商　晶　　50M　　　調整勘定　　50M

　期末在高数量と期首在高数量が一致しないときにも，このやり方で修正がお

こなわれるべきである。あるパン屋が当期首には単位あたり50Mの粉100袋を

もっていたが，期末には各々60Mで取得されたものが60袋存在しており，そし

て期末の修正日における取替時価は70Mであるとすると，つぎの修正がおこな

われる。単位あたり60Mの在高については60x10M＝600Mの修正が，そして

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ω
40袋の不足在高については40x20M＝800Mの修正がおこなわれるのである

（600M＋800M＝1，400M）。

　　　商品（または損益）　1400M　　調整勘定　1400M

　期末在高が期首在高をこえているばあいの処理法についてはゲノレトマツヒャ

ーはまったくふれていないが，このばあいには，期末在高中で期首在高にひと

しい数量（この例では100袋）についてのみその実際取得価格（単価60M）と

期首在高繰越価格（単価50M）’との差額について修正がおこなわれればよい，

とおもわれる（100x1OM＝1000M）、

　　　商品（または損益）　1000M　　調整勘定　1000M

　このようにしてケルトマツヒャーによれば，期末在高と期首在高との「数量

比較」（Mengenverg1eich㎜g）をおこない，期末在高申の期首数量に相当す

る数量にかんしてその実際（または予定）取得価格が期首繰越晶中のその数量

につけられている価格とくいちがっている金額を，商品勘定のうえで期末在高

（実際取得）価格からさしひくような形で修正するのである（相手勘定たる調

整勘定は資本修正項目である）。　この方法によって，期首在高とそれにひとし

い数量の修正済期末在高とは相殺されるので，売上収益に対応せしめられるべ

（6）Ebenda，S．64．

（7）Eb㎝da，S．64、
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き借方の売上原価は，当期申に生じた（再）取得原価のみからなノることとなる。

ただし，これらの当期中における（再）取得価格が当期中の個々の販売日にお

ける取替時価に合致するのは，すべての（再）取得がちょうど各販売日におこ

なわれるばあいのみである。したがって，ケルトマツヒャーのこの方法は，現

実には，販売日における取替時価にもとづく費用額にたいして多少とも近似し

うる，といいうるにとどまるのである。

　（3）流動資金についての会計処理

　価格上昇にさいしては一定額の流動資金は，経営にとって効用力の減少

（Nutzkraftmindermg）（購買力の低下）をもたらす。したがって，流動資

金が当経営にたいしてもつ特殊な効用力減少が把握されなければならない。経

営における流動資金の使用目的は通常まったく多面的であるが，経営各個の立

場から，ある経営経済的指数（betriebswirtschaft1icher　Index）がつくられ

　　　　　　㈹
るべきである。

　たとえば，賃金が費用のうちの大きな部分を占めているある修繕工場におい

て，経営は当期首にはその保有していた3000Mの資金によって1500労働時間

を補填することがでぎたであろう。ところが期末には当経営は，1労働時間あ

たり3Mを支払わねばならない，と仮定する。そのぱあいの修正額は，1，500

x3M－3，OOOM＝1，500Mである。

　　　損益　1，500M　　　価格騰貴勘定　1，500M
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（邊〕
　債権については，ケルトマツヒャーは具体的な修正方法を示していない。

4　かれの企業観および利益概念の短期的・部分的・経営内的・現実適合性

　さきにわれわれは，時価主義にもとづく利益概念にたいして，それは長期的

で全部的で制度的な現実適合性を欠いているとする，（結論的にいって）妥当

（8）Ebenda，S．65．

（g）Ebend田，S－65－
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な批判がだされていることを示したが，かかる批判があたえてくれたビジョニ／

にてらしてケルトマツヒャー説における企業観ならびにその（二つの）利益概

念をいっそうくわしく考察していこう。そのためにわれわれは，まず，かれの

企業観におけるつぎの3つの側面に注目しよう。

　第1に，　（財貨の増加および減少としてあらわされる）「力」の流出入の場

としての経済有機体として企業をかんがえるという，やや抽象的なかれの企業

観は，要するに，ある特定の（種類ないし質の）技術的な給付を継続的につく

りだし提供しつづげることをめざす「生産機構」として企業をみる立場であ

　　　　　　　　　　　‘1〕
る，ということができる。かかる企業観をかれが前提においているために，

「費用」は，費消された財貨と「同一の技術的給付能力」をもつ財貨の（販売

日における）取替時価にもとづいて評価されるべきことになる。そして，かか

る評価基準をもちいることのために，もとの財と再調達される財とが質または

種類を異にするにいたるさいには，時価主義にもとづく利益概念は適用されえ

たい（または無意味になる）のである。したがって，さきにのべた時価主義利益

概念の短期的現実適合性という特徴は，かかる企業観に由来するといえよう。

　ゲノレトマツヒャーの企業観において特徴的た第2の点は，企業活動の本質を

もって，GからG！への貨幣循環過程としてではなくて，　（貨幣いがいの）実

質的な財貨こそが企業活動の始点でありかつ終点ともなるものであって，（つ

まりW→Wノであって）その中間に位置づけられる「貨幣項目」は将来購入さ

（1）「あらゆる企業は，その生存の基礎を，経済における特定の技術的給付（原料生産

　　業・農業および工業のぱあいには特定の生産物の製造と販売，商企業のばあいには

　　特定の商品をある場所に準備して販売すること。銀行・運送業・代理業他のばあい

　　には特定種類の用役を提供すること）をめざしているという点にみいだすのであ

　　乱これらの個別的な目的が企業の本来的な結晶点を形成す私企業がその特定の

　　課題を継続して達成し，これを達成することをつうじて自己およびその人間グル【

　　プを時の経過のなかで維持しできるかぎり強化することが，その生命の核心，その

　　力を形成する。」（E㎜h　Geldmacher，a－a．O、，SS．8～g）。
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　｛，〕
れる特定の財にたいする個別的購買力量として理解されていることである。

ところで，価格上昇をねらって一時的に取得・保有される「投機材」のばあい

には，それが売却されたのちに同一種類の投機材がふたたび取得されるという

必然性はないわけであり，それゆえに「財貨→貨幣→財貨」というケルトマツ

ヒャー的な企業活動パタrンではなくて，むしろ，「貨幣→貨幣」というパタ

Fンこそが現実にあてはまるといえよう。ケルトマツヒャF自身は，かかる投

機的利益の計算についてのみ，例外的に，時価ではなくて根本的には取得原価

　　　　　　　　　（3）
主義にもとづいているのであるが，このような，かれの時価主義秀1』益が投機活

動にもとづく成果を正しくはあくできないのは，根本的にはかれの企業観の

（投機活動にはあてはまらないという）「部分的現実適合性」から由来すると

いえよう。

　ケルトマツヒャーの企業観における第3の特徴は，出資者（債権者および株

主）と企業とのあいだに現実に存在する制度的な関係をまったく捨象して，も

（2）すでにしめしたように，かれは，価格上昇時においては「流動資金」の・当経営に

　　とっての・効用力減少（Nut虹ftmhde㎜g）が，はあくされるべきだ，とのべて

　　いる（Ebenda，S－65）のであるが，このことは，貨幣ないし貨幣等価物をもって，

　　それを支払うことにより将来購入されるであろう特定の生産財（貨幣いがいの実質

　　的な財貨）への媒介物，ないし再調達されるべき特定の財貨へいたる申聞的・準備

　　的段階としてのみ理解されているにすぎないことを示すのである。

（3）投機的財貨についての損益の計算についてケルトマツヒャーはつぎのようにい㌔

　　　「たんに価格上昇の理由のみから保有されているような財貨だけは，・・…・例外を形

　　成するのである。このような財貨のばあいだけは，期末締切日において市場価格

　　　（時価）が計上されねばならない。そして，この時価をその歴史的取得価格どくら

　　べて増減が生ずるなら，それが会計計算において収益および費用として記録され

　　る。」（Eb㎝da，S．50）。要するに，投機財は期末に時価評価することによって評価

　　益（または損）を計上するわけで，翌朝にそれが売却されると，その売却収益とぞ

　　の評価替後の価額とのあいだの差額が，その期の投機利益（または損失）として計

　　土される。つまりこれは，正規の実現原則にもとずく原価主義の利益を今期と翌朝

　　とに分割（配分）しているにすぎないのであって，その点をべつにすれば，かかる計

　　算は，時価主義ではなくて取得原価主義にもとずく利益を算定しているのである。
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っぱら経営をその「生命の中心」からはあくしようとする点にある，といえよ

う。企業と出資者とは，受託者（ないし代理人）と委託者というがごとき親密

な関係としてとらえられずに，むしろ，相互にことなる利害と要求（債権者は

貸付資本の維持および返済ならびに利子支払いの確保，株主は出資にたいする

できるだげ高い配当の支払い，企業は生産機関としての経営の維持と強化）を
　　　　■　■　■　■　■　■　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　t4）

かかげる対立的な関係においてとらえられるのである。ケルトマツヒャー説に

おける時価主義が，価格下落時において出資者の貨幣資本を維持することがで

きず，またそれを維持するための計算上の工夫がまったくみられないのは，か

れの理論が，出資者と企業との制度的関連を捨象してもっばら「経営内的現実

　　　㈹
適合性」をめざした企業観のうえにうちたてられていることに由来するのであ

る。ゆえに，ケルトマツヒャーの企業観における特色を一言をもっていいあら

わすならば，それは短期的・部分的・経営内的現実適合性をもつこと，しかも

それのみをもち，長期的・全部的（全資産ないし全経営活動にたいして適用さ

れうるということ），あるいは制度的な現実適合性はもたないことにおいてき

わめて特徴的である，ということである。そして，ケルトマツヒャーの時価主

義の基礎によこたわっている企業観がかかる特質をもっということは，時価主

義にもとづく利益概念にたいして長所と欠陥の両方をあたえる結果になってい

（4）ケルトマツヒャーはつぎのようにいう。債権者と出資者との「両方の経済グループ

　　は経営を外部からながめ乱すなわち債権者は，かれの債権の安全をめざし，かつ

　　金額的にかぎられた報酬を要求する私法的なものの考え方にもとすいて経営をなが

　　めるのであり，経営所有者はかれの出資をあえておこないそしてできるだげ高い利

　　益のひき出しをもとめる私的資本家的なものの考え方にもとづいて経営をながめる

　　のである。……経営者（Bet・i幽wi・t）は継続的にその両方の経営外部的な勢カク

　　ノレープ（目uBerbetrieb1ichen　M自。htegr・pp㎝）を考慮しなければならない。しかし，

　　かれは事態を経営の生命の中心（Leben・・e・tr㎜）から考察するのであり，それを

　　もって経営がその成果を結ばせるところの費用と収益との力の演戯の経済性を監視

　　することをめざしているのである。成果の分配崔めぐる闘争において，かれは，か

　　れの経営の強化ということ凄配慮するのである。」（Ebenda，S．20）。
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るようにおもわれる。

　（1）ケルトマツヒャー的企業観の「短期的」現実適合性が時価主義利益にあ

　たえる功罪

　㍑）「経済性尺度利益」にたいして：企業が以前と同一の質または種類の財貨

を再購入していくところの「短期間」の範囲内においては，経営者は，当企業

を継続せしめるという目的のために，（将来において当該財貨の取替時価が上

昇するか下落するかという見とおしにはかかわりなく）強制的・無選択的に当

該財貨の取替をおこなっていかなげれぱならないのだから，当該財貨の取得時

点とそれが販売される時点（または取替えられる時点）とのあいだに取替時価

（5）ケルトマツヒャーおよびシュミットは国民経済的な立場にたっている，ということ

　　がしばしばいわれる。たしかに，かれらの主張のなかにはそれをうらすける言葉が

　　存在する。たとえば「経営はこれを一国の生活源泉としてはあくし，それが経済的

　　に活動するときは養育し，そして保持せねばならない。はたしてそれが経済的に活

　　動ずるかどうかを損益計算は示さなければならない。あしき損益計算は公益を害す

　　る。」（Ebenda，S．66）。これは企業と損益計算にたいする一つの視角ないし見地

　　　（view・po㎞t）として国民経済的な観点をもちいるということを表明したものであ

　　ろ㌦しかし「現実適合性」という言葉でわれわれが意味するのは，どういう観点

　　からにせよ，特定の企業観というものは，現実の複雑な企業体におけるいかなる側

　　面をうつしだしているか，ということであ乱したがって，ケルトマツヒャーおよ

　　びシュミットの理論の「観点」が国民経済的立場にたっているということと，その

　　観点からながめられた「企業」が，経営内的現実適合性のみをもつ（生産機構とし

　　ての側面しかうつしだしていない）ということは，論理的にはなんら矛盾しないで

　　あろう。つまり「現実適合性」というのは，企業をながめる「視角」を問題にして

　　いるのではなくて，ながめられた対象である企業体の現実をある企業観が反映して

　　いるかどうかを問題にするのであ乱かくして，ある企業観が国民経済的現実適合

　　性をもつという表現は，われわれの用語法によればナンセンスである。なぜなら，

　　企業観というものは個別企業をうつしだすものであって，国民経済の姿をえがくこ

　　とではないのだから。

　　なお，「経営内的現実適合性」というばあい，その「経営」という概念は，リーガー

　　　（W．Rieg・・）的な意味に，したがって「企業の技術的な基盤」たる生産・販売機

　　構（W舳e㎞Rieger，Ein舳r㎜g　i掘d1e　Privatw1rtschaftslehre，N㈱ber91928，S．

　　40）という意味につかうことにする。
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が変動したとしても，その変動額は，経営者の「経済的な技能」（wirtschaft－

1iche　Geschick1ichkeit）を反映せず，無意味な偶然的差額にすぎないとおも

　　　　㈹
われよう。かくして，かかる差額を排除しているところの時価主義利益は，財

貨の購入および保有について経済的技能の発揮がまったくなされえないという

「短期的」な前提に立ったばあいの正しい業績・尺度利益一「短期的業績尺

度利益」となづげよう一である，ということができる。（歴史的または修正）

原価主義にもとづく利益概念は，かかる差額を反映する点において，この「短

期的業績尺度利益」としては，時価主義利益よりもはるかに劣っているとおも

われる。

　かかる短期的業績を正しく示すためには，費消された財の「販売日」と「取

替日」とのいずれの時点における取替時価のほうがいっそう適当であるかとい

う問題が生ずるであろう。私見によれば，費消・販売された財貨の取替をいつ

にするかについてまったく経営の選択に余地がないばあいには，販売日におけ

る取替時価にもとづいて費用は評価されるべきである。けれども，販売日をふ

くむある期間内のいかなる時点に取替をおこなうかについては，経営の選択の

自由が存在するごとぎばあいには，できるだけ安い価格で財貨を取得すべしと

いう・経営がとうぜんはたすべき・責任をかれが実際にどの程度はたしたかを

事後的・結果的に示すという目的のためには，実際の取替時価が販売日時価と

（6）かかる一連の思索は，マールベルク説にもとづくものである。マールベルクは，た

　　とえば，企業がその経営活動を維持するためにつねに一定量だけ取替・保持される

　　べき棚卸資産在高をいみする「恒常在高」について，つぎのようにのべている。

　　　「恒常在高についての管理者は（投機目的のために保有されている在高のばあいと

　　一引用者）まったく異なる状況にある。（価格一引用者）下落がのちの全会言†年度

　　にわたって生ずるものと仮定するならば，この管理者にとってはいかに大きな技能

　　もなんの役にもたたない。……たとえ価格の動きが不利になっても彼は持続的にあ

　　る特定の大きさの在庫を保持しなければならないのであるから，彼はこの数量につ

　　いてはその来たるべき損失を回避することはできない・…・・」（Wa1ter　Mahlberg，

　　Bi11mztechnik　md　B帥ertung　bei　schwankemder　W自㎞皿g，Leipzi91923．S．176）。
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いくら異なっていたかを，かかる貨幣節約の責任の遂行程度をあきらかにする

立場から，期間利益は反映すべきであり，そのためには実際取替日における取
・　■　●　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㈹

替時価が費用評価基準としてもちいられるべきである。

　さてつぎに，当該種類の製造・販売活動がはじめて計画され，そのための貨

幣資金の基本投資がおこなわれた時点と，このプロジェクトが完了（または中

止）され，そこに投資され拘束されていた貨幣資金が回収される時点とのあい

だの期間をカバーするところの「長期的」視点に立ってかんがえると，各会計

期間における経営活動の業績は，かかる長期的プロジェクトに起因する貨幣資

金の運用がその期にいかに効率的におこなわれたか，という点に示される，と

いえよう。ある生産財の取得目と販売日または取替日とのあいだの取替時価の

変動差額は，それの取得にかんする経営者の短期的な経営技能の良否をあらわ

さないとしても，その長期的プロジェクト（にかんする長期的意思決定）が，

その財貨の・その時点における・取替をよぎたくせしめることをっうじて，貨

幣資金の相対的な浪費または節約をどの程度当期中に。もたらしたかを，有意義

に反映するといえよう。かくして「短期的な経営の諸活動のよしあし」として

ではなくて「長期的なプロジェクトが当期中に結果したところの貨幣資金運用

の効率」として，経営の「業績」というものを定義することがゆるされるなら

ば，かかる業績を反映する利益　　これを「長期的業績尺度利益」と呼ぶこと

（7）渡辺進博士は，後入先出法の分析にさいして，これに類似した見解に到達しておら

　　れる。すなわち，価格上昇時において。実際取替原価が販売日の取替原価よりも前

　　の時点のものであるとき，この差額は「投機利益」　（spe㎝1ative　pmfit）と呼ばれ

　　る，といわれる。「この利益は生産上の要求に先立って企業が手当したことによっ

　　て生じた利益であるからである。」（棚卸資産会計，改訂版，昭和40年，283頁）。

　　逆に，販売の後にその販売日時価よりも高い価格で取替が行なわれたぱあい，その

　　差額たる損失を「投機損失」　（spe㎝iative10・・）と呼ぶことができる，といわれ

　　包　「これは補充が繰延べられたことによって生じた過分の費用であり，払出と同

　　時に補充が行われていたとすれば免れることのできた損失であるからである。」

　　　（同上，283貫）。
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ができよう一は，とうぜんに，当期に費消・販売された財貨についての取得

原価と今期の取替時価とのあいだの差額をその利益にふくめるべきである。つ

まりこの目的のためには，期間費用は時価でなくて「原価」にもとづいて計上

　　　　　　　　〔8〕
されるべきである。時価主義利益は，かかる「長期的業績尺度利益」を正しく

示すことができたい点において，原価主義にもとづく利益概念にくらべて大き

な欠陥ないし限界をもっといわたければならない。

　（口）「補填準備余剰利益」（または「補填余剰利益」）にたいして：企業が以前

と同一の種類または質の財貨を取替えていくところの「短期間」のはんいにお

いては，ケルトマツヒャー的な時価主義にもとづく利益は，いぜんと同一の生

産規模をたもっために時々刻々に必要とたる諸生産財の「短期的な取替」を適

切に収益のうちからつぐなったのちの余剰たる利益一これを「短期的補填

（準備）余剰利益」ということにしよう一という性格をもっている。価格上

昇時においては歴史的原価あるいは（広い範囲の諸財貨についての一般物価指

数により修正された）修正原価にもとづいて期間費用を計上するばあいには，

かかる短期的な取替所要額を費用として回収することはできないのであるか

ら，「短期的補填（準備）余剰利益」を正しく（または近似的にでも）算定し

うる点に，ゲル上マツヒャー的な時価主義利益のみがもつ大きなメリットがあ

る，とかんがえられる。インワ1ノ【ションが発生するつどくりかえして時価主

義会計理論が達頭してくるのであるが，それは基本的にはかかるメリットをね

らったものだ，といえるのである。

　しかし，当該基準時点と（再調達される財がいぜんの財と質または種類をご

（8）このばあい，「歴史的原価」と（なんらかの一般物価指数によって歴史的原価を修

　　正することによりえられる）「修正原価」とのうちのいずれを費用評価基準として

　　もちいることがもっとも適当かについては，一箇のプロジェクトの期間をこえる長

　　期的観点に立ったぱあいに当企業の貨幣資金がふりむけられうる範囲内の諸生産財

　　についての一般物価指数をかんがえて，この指数によって修正された「修正原価」

　　にもとづいて費用を計上することが正レいとかんがえられる。
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とにするにいたる）取替財変化時点とのあいだの期間をカバーするところの

「長期的」視点からみたばあいに経営が補填していくべきところのものを正し

く補填したのちの収益余剰たる利益一これを「長期的補填（準備）余剰利益」

と呼ぶことにしよう　　は，いぜんと同一の技術的給付能力をもつ財の（販売

日）取替時価にもとずいているケルトマツヒャF的利益とは一致しないことは

　　　　　　（9〕
あきらかである。むしろ，かかる長期間において企業がその貨幣資金を選択的

に投下しうる多少とも広い範囲の諸財貨についての平均的た価格指数にもとづ

いて原価を修正したものとしての「修正原価」あるいは費消・販売された財と

（なんらかの意味で）等価であるところの・実際に取替られた新しい種類また

は晶質の財の・数量についての「取替時価」こそが，「長期的補填（準備）余

剰利益」を計算するために収益から費用としてさしひかれるべき金額をあらわ

すのである。かくして，時価主義にもとづく利益概念は，他の費用評価基準に

もとづく利益概念とくらべて，「短期的」補填（準備）余剰利益をあらわす点

で大きなメリットをもつが，「長期的」補填（準備）余剰利益ではありえない

点で重要な限界をあたえられている，といわねばならない。

　（2）ケルトマツヒャー的企業観の「部分的」現実適合性が時価主義利益にあ

　たえる功罪

　け）「経済性尺度利益」にたいして：r貨幣→貨幣」ではなくて「財貨→財貨」

（9）かかる「長期的補填（準備）余剰利益」を計算するためには2つの方向がありうる

　　のでぱないかとおもわれ島1つの方向は，かかる「長期間」において現実の企業

　　がその貨幣資金を投資していくであろう諸財貨の範囲にたいする平均的な購買力の

　　一定量をもって，収益が補填すべきところのものとしてかんがえる立場である。

　　（Cf．ベニ／ドリクセンはかかる立場にたっている。　Eld㎝S．Hendriksen，P正ice

　　Level　Adjustmentsof　Fi皿ancial　Statements，Washi㎎t㎝State　Unive胴ity　press

　　1961，pp・47～58）。もう1つの方向は，費消された財と（なんらかの意味で）等価

　　であるところの新しい種類または質の財の数量を限定し，それをもって，収益から

　　費用として補填されるべきものとしてかんがえる立場である。この後者の見解を実

　　施するための一つの具体策は，ド〃価値後入先出法によって示唆されている。
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のプロセスとして企業活動をはあくするかれの企業観は，ほんらいの非投機的

な生産・販売活動にたいしてはよく適合するが，いわゆる投機目的で保有され

る財貨についてはあてはまらない。その結果，うえにのべた「短期的業績尺度

利益」としての時価主義利益のメリットは，ほんらいの生産・販売活動という

全経営活動のうちの「部分的」活動にたいしてのみいえることであり，投機目

的のための・財貨の・保有売却活動についての業績は，時価主義利益ではなく

て，その財への投下貨幣とそこからの回収貨幣との比較の結果としての原価主

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〔1o〕
義利益によってこそ正しくあらわされるのである。かくして，時価主義利益は

「短期的・部分的・業績尺度利益」という性格をもつ，ということができるで

あろう。業績尺度利益としてのかかる「部分性」は，時価主義利益の限界をい

みすることはもちろんだが，この経営活動の主要「部分」にかんしては原価主

義利益よりもすぐれた（短期的）業績尺度たりうるという点からいえば，この

「部分性」はかえって時価主義利益のみがもつメリットをしめすともかんがえ

られる。

　（口）「補填（準備）余剰利益」にたいして：ゲノレトマツヒャー的な企業観によ

れば，「財貨→財貨」の循環をたどるところの・企業活動のうちの・主要な生

産販売活動「部分」にかんしては，収益のうちから「短期的」に補填されてい

（1O）のちに示すが，シュミット（Frit・Sc㎞idt）は，時価主義利益が投機的活動の成果を

　　］］三しくあらわすことができす，この目的のためには原価主義にもとづく利益のほう

　　が適切であることをはっきりと認識していた。すなわち，かれの理論においては

　　r取引」の内容におうじて異なる利益概念が構想されているのである。（1〕正常な

　　商品・製品販売取引については，販売日取替時価にもとづく費用評価額と売上収益

　　との差額として売上損益が計算される。（2）他人資本をもっておこなう投機取引に

　　ついては，その投機的財貨の歴史的取得原価とそれの売却収入との差額として損益

　　が計算される。（3）自己資本をもっておこなう投機取引については，その投機的財

　　貨の一般購買力修正原価（その取得原価を，その財の取得時点と売却時点とのあい

　　だの貨幣の一般購買力の変化割合にもとづいて修正した金額）とその売却収入との

　　差額として，利益が計算される。Wgl．F・it・Schmidt，Die　organi・・he　T・geswe・tbi・

　　1脳，3．Au日一，Wiesbaden1951，S．252）。
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るべきものは，その費消・販売された財と同一の技術的給付髭カをもつ財貨の

取替時価相当額であるとかんがえられ，したがって時価主義利益はかかる主要

経営活動「部分」にたいする「短期的補填（準備）余剰利益」として一つま

り「短期的・部分的・補填（準備）余剰利益」として一はすぐれた長所をも

っているけれども，「財貨→財貨」ではなくて「貨幣→貨幣」の循環をしめす

ところの投機的財貨の取得と売却の取引については，収益から補填されている

べきものはその財に最初に投下された貨幣数量（または価値量）であるとおも

われ，したがって時価主義ではなくて原価主義にもとずく利益こそがここでは

適用されるべきことになる。この点に，「短期的・部分的・補填（準備）余剰

利益」としての限界もまたみられるのである。

　（3）ケルトマツヒャー的企業観の「経営内的」現実適合性が時価主義利益に

　あたえる功罪

　け）「経済性尺度利益」にたいして：「短期的・部分的・業績尺度利益」とし

て時価主義利益がすぐれたメリットをもつことはすでにのべたが，このこと

は，現実の企業がもつ諸側面のうち「生産機構」としての経営の内面にもっぱ

ら注目したぱあいに（すなわち企業をもって同種の生産物をつくりだす生産機

構としてのみながめたぱあいに）いえることであり，この意味で時価主義利益

は「短期的・部分的・経営内的・業績尺度利益」であるというべきであろう。

ところで，企業は一面においてかかる「生産機構」であると同時に，他面では

当企業にたいする出資者とのあいだに貨幣資金の委託一受託という「制度的関

係」をむすんでおり，受託者である経営者の責任は，その託された貨幣資金を

有利に運用することにあるとかんがえられる。ある生産財をある時点に購入し

かつ保有することにより価格変動をこうむったことは当期の経営にとって強制

的・無選択的であったとしても，この価格変動額はかかる取得と保有をなさし

めるにいたった経営決定（資金運用決定）が事後的にみてその経営に託された

資金をいかに有利に運用したかを示すのであるから，生産財の取得日と販売日
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とのあいだの取替時価の変動差額は，経営の受託責任（貨幣資金運用責任）を

示すためには，期間利益に反映せしめられるべきである。つまりこのぱあいに

は原価主義にもとづく利益こそが適切なものであって，時価主義利益はこのよ

うな「制度的業績尺度利益」を正しくしめすことがでぎない点においてきわめ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〔u〕
て大きな欠陥をもっといわなけれぱならない。

　（口）「補填（準備）余剰利益」にたいして：うえにのべたようにケルトマツヒ

ャー的な時価主義利益は「短期的・部分的・補填（準備）余剰利益」としてき

わめて大きなメリットをもっといえるのではあるが，実はこのメリットが成立

するのは，企業というものを「生産機関」というその「経営内的」側面におい

てはあくしたばあいのみなのである。したがってかれの利益概念は正確にいう

と「短期的・部分的・経営内的・補填（準備）余剰利益」として特徴づけられ

るべきである。けれども，ケルトマツヒャーの企業観には反映されていないと

ころの・出資者と経営とのあいだにおける・制度的委託一受託関係という側面

（11）この事実はフィニー・ミラーによってつぎのように明示れさている。「A会社の経

　　営は生産能力を拡張することが適切であるという決定に到達し，それゆえに，原価

　　＄500，OOOで1日の産出能力が1000単位であるあたらしい工場を建造したと仮定

　　しよう。また，競争会社であるB会社の経営も3年後に同じ決定に到達し，同じ生

　　産能力をもつ一つのプラントを建造したと仮定せ山けれども，その途中の期闘に

　　おいて価格が上昇したので，B社のあたらしい工場は＄600，OOOの原価がかかった，

　　と仮定しよう。もしも，会計手続の規定が，A社の諸勘定および財務諸表はその3

　　隼を経過したプラントを（減価償却引当金控除前において）＄600，O00の現在原価

　　にもとづいて表示すべきであり，そして減価償却費はその＄600，OOOにもとづいて

　　計算されるべきである，とさだめており，かくしてその新1日両設備を会計目的上は

　　同一のものとしてとりあつかうことにレているならば，その財務諸表の利用者がそ

　　の2つの経営の相対的な効率をみきわめることはいっそう困難になるであろう。も

　　しも他のすべての事柄が同一であるならば，A会社のほうがいっそうもうかってい

　　るのであり，そしてこの事態が会計プロセスによってあきらかにされるべきであ

　　る，という基本的な考え方が存在しているのである。」（H．A．Fimey㎜d　H．E，

　　Miller，Principles　of　A㏄omting，Intemediate，5th．ed．，砒glewoωC1iHs，N．J．，

　　1958，p－628）o
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を損益計算は反映すべきであるとすると，期間費用の計上は，費消・販売され

た財貨の取替を確保するだけでなく，また，出資者から委託されそしてその財

貨に投ぜられていた貨幣資金額を回収すべきである，とかんがえられるであろ
　｛1里〕

う。けれども諸生産財の取替時価がその財の取得時点いらい下落しているとき

には，カレントな取替時価（たとえば80）にもとづいて評価された費用は，そ

の財貨へ投下された貨幣資金（たとえばユ00）を回収することができなくなる

であろう。この意味において，ゲルトマッとヤー的な時価主義にもとづく利益

は，「短期的・部分的・経営内的・補填（準備）余剰利益」ではあっても，

「制度的・補填（準備）余剰利益」ではかならずしもありえない，とおもわれ

る。

　このぱあい，企業は「ゴーイング・コンサFン」としてはあくされるべきで

あり，そしてその「ゴ｝インク・コンサFン」という立場からみて大切なこと

（12）出資者のうち外部債権者より借入れた額（債務）については，価格変動あるいは貨

　　幣価値変動のいかんにかかわりなく，その将来返還を要するところの名目額を，．損

　　益計算をつうじて維持すればよいことはあきらかであろう。それにたいして，株主

　　から資本として拠出された貨幣資金については，㈹　価格変動あるいは貨幣価値変

　　動の有無にはかかわりなくその名目額のみが，たとえば当企業が清算するときに，

　　返還されることを株主が期待する最少限度の金額として，損益計算によって維持さ

　　れるべきだ，という説（Kar－Hax，Die　Subst㎜zerhaltu㎎derBetriebe，K61nmd

　　Oplad㎝1957，S．15）と，｛回）株主はとうぜんかれが手放した購買力量が一定に纏

　　時されること（またはその一定の購買力量を物指しとして将来の「清算損益」が計

　　算されること）を期待する，という意味で，その貨幣資金の原初購買力量が損益計

　　算をつうじて維持されるべきだ，という説（Horst　Eckardt，Die　Substa皿zerhaltmg

　　indu・t・ieller　Betriebe，K61n㎜d　Opladen1963，S，17）とがあ乱現在の制度的前

　　提のもとでは，株主資本についてもその名目額が利益算定の前に維持されることで

　　必要かつ十分であ私仁）の説は株主の当然の要求に合致するといういみで，一つ

　　の理論としては根拠なしとしないが，個人所得がすべて名目的な収入余剰として観

　　念されている現在，株主のみにかんしてかれの「当然の要求」に合致した利益算定

　　の制度が樹立されることがゆるされるべきだ，と主張することは，諭理的な説得力

　　にはとぽしいのではあるまいか。
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は，出資者から託された貨幣資金を回収することであるというよりはむしろ
●　●　●　●　●　●　●　■　●　■　●　●　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　o8〕

投下資本にたいする収益性を一定にたもっていくことであり，そして出資者に

たいする企業の受託責任というものも「ゴーイング・コンサFン」において

は，この「収益カ維持」によって現実的にはたされていくのである，ともかん

がえられよう。そうして，時価主義は，収益をうみだす基盤である生産能力を

維持することをつうじて，根本的にはかかる「収益カ維持」をめざしているの
　　　＝14〕

である。かくして，時価主義（にもとづく利益概念）は，ゴーイング・コンサ

ーンを前提にするかぎり，出資者と企業とのあいだの制度的関係にたいして十

分に適合しうる，とも主張されるかもしれない。

　この主張にふくまれている論理的な弱点は，時価主義にもとづく損益計算が

企業の「収益力維持」を実際に達成することは不可能である，ということであ

る。つまり，ケルトマツヒャーおよびシュミットの理論における時価主義とい

うものは，いぜんと同一の「収益力」を保証する財貨の取替時価一これは現

実には客観的に確定されることはできないであろう一ではなくて，いぜんと

同一の技術的「給付能力」を保証する財貨の取替時価であるにすぎないから，

かかる「給付髭カ」の維持によってはかならずしも企業の「収益カ」は維持さ

（13）太田哲三博士はつぎのように主張された。「資本は物ではなく，能力である。……

　　収益を生む元高としての性能である。即ち収益性のみが資本の本質であり，真の資

　　本縫持の方策は収益性の維持が行なわれるものでなければならない。」（太田哲三，

　　資本収益性の維持，「会計学研究第二集」（白桃書房，昭和34年）所収，62～63頁）。

（14）実際，時価主義はしばしばかかる「収益力維持」をめざすものとして主張される。

　　たとえばムーニッツによれば，企業経営はゴーイング・コンサ’ンであるから，そ

　　の諸資産は企業所有主がとりだして使用することのできる購買力をあらわすもので

　　はなく，むしろ，それは企業所有主の利益のために経済組織のなかから利益の流れ

　　をうかがっている一機構であり，そして利益の流れが満足な水準に維持されること

　　が企業所有主にとっての関心事であるという立場から，費用時価評価が正当化され

　　ている。　（M．Moonitz，Ad日ptati㎝s　to　Price　Level　Ch㎝ges，the　A㏄o㎜ti㎎

　　Review，Apri11948，p，141）o
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れないからである。ゆえに時価主義にもとづく「短期的・部分的・経営内的・

補填（準備）余剰利益」は同時に「制度的・補填（準備）余剰利益」となりう

るという保証はまったく存在しないのであって，出資者にたいする企業の制度

的な受託責任をはたしていくためには，「原価主義にもとづく損益計算」によ

って，かれらから委託された貨幣資金を維持する途のみがのこるのではなかろ

うか。

　以上においてわれわれは，ケルトマツヒャー理論の基礎によこたわる「企業

観」が，現実の企業を㈹短期的視野のもとに，回投機的な活動をのぞいた）

部分的な企業活動領域について，㈹（出資者と企業とのあいだの制度的関係を

あえて無視して）もつぱら経営内の事実として，はあくしようとした見解であ

ることを指摘した。そして，かれの理論にふくまれている2つの利益概念は，

かれの企業観のかかる短期的・部分的・経営内的・現実適合性という特質を反

映した結果として，（1）「短期的・部分的・経営内的・業績尺度利益」および

12）「短期的・部分的・経営内的・補填（準備）余剰利益」という特徴　　それ

は原価主義利益に比してのメリットであると同時にまた限界をもあらわす

をおびるにいたっていることを，くわしくのべたのである。

V　時価主義利益の妥当性についての中間的結論

一会計公準論的吟味

　ケルトマツヒャー的な時価主義利益が，すでにのべた意味で短期的・部分的

・経営内的・現実適合性をもっとかんがえるばあい，かかる特質をもつ利益概

念を企業会計に導入することは，会計理論が現在においてもとづいている根本

的な諸前提をあたえられたものとするばあいに，はたして正当化されうるであ

ろうか。会計理論がもとずいているところの基本的な諸前提は，「会計公準」
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とよばれているのであるから，この問題は，時価主義利益概念が現在みとめら

れている諸会計公準と論理的に調和することができるかいなカ㍉という間の形

で定立されうるであろう。

　時価主義にもとずく利益概念は，いわゆる「継続事業の公準」（gOing　COn－

cempostuIate）と調和しうるという主張がいぜんから存在する。この公準のも

つ意味は，「反証が提起されないかぎりは，その企業実体が期限を限定される

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　｛1）
ことなく，引き続き業務活動を継続するものと想定されている」ということで

あり，そしてこの公準は具体的には，「企業が継続していくために必要な資産

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（、〕
の価値の変動は（会計にとって一引用者）関係なきものと考えられること」

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㈹
および「企業の解散時の損益といった問題は考慮されないということ」を要請

するものとされてきた。けれども，時価主義の主張者達によればこの公準はま

た，「収益に賦課されるべき費用（burden）は＜その原始価値ではなく＞可

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ω
能な限り企業の永続性を保証するに足るものであること」つまり「企業が継続

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　｛5〕
をたもちうるのは更新と取替の手段によってのみである」から「取替のための

引当がおこなわれるまでは，すなわち当期中に売却または消費された資産を取

替えるための見積原価に等しい額をなんらかの形で留保しないかぎり，純利益
　（o）

は」生じえない，という結論をもたらす，とも解釈されているのである。

　ここでは，企業は±㌧インク・コンサHンであるから，その「前提」にたつ

（1）A㎜eric㎜Acoomti㎎Association，A㏄omti㎎and　Repo血㎞g　Standards　for　Co卿一

　　胞te　F1n帥。ial　Statem㎝ts　and　Precdi㎎Stat㎝ents　and　SupPl㎝㎝ts，Wisc㎝sin，

　　P，2，中島省吾訳編，増訂A－A－A一会計原則，中央経済社，昭和39年，131頁。

（2）A肌企業所得研究委員会著，渡辺進・上村久雄共訳，企業所得の研究，中央経済

　　杜（昭和31年），42貫。

（3）同上，42頁。

（4）同上，42貫。

（5）A．B．Ca■son，“Replac㎝ent　Cost”is　Compatible　with　Goi11g　Concem　Postulate，

　　the　Jouma－of　A㏄ountancy，Jan．1949，p．35．

（6）Ibid一，P．35．
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と諸資産は売却価値ではなくて原価にもとづいて貸借対照表に計上されるべき

であるというふうに，この公準が会計理論の「前提」に位置づけられているの

ではなくて，企業はゴーイング・コンサFンであるということを確保する「目

的」のためには期間費用は取替時価にもとずいて評価されるべきだという形

で，この公準は会計理論の「目的」におかれるにいたっている。いままで会計

理論にとって「外部」からあたえられた与件にすぎなかったゴrインク・コン

サーンというものが，いまや会計理論の「内部」において考慮されるべき目的

へとうつされてきているのである。このようにみると，時価主義利益を「継続

事業」公準にもとずいて根拠ずけるためには，この公準をこのように「外らか

あたえられた前提」から　「会計理論内部の目的」へと移してくることが何故

に正当であるカ㍉ということが示されねばならない。時価主義にもとずく利益

概念のかかる積極的な根拠については，のちにふたたびとりあげることにしよ

㌦以下においてわれわれは，ケルトマツヒャー的な時価主義利益を企業会計

におけるただ一つの利益概念としてかかげることは，会計公準論的にみて正当

化されえたいということを証明しておきたい。

　l1）ケルトマツヒャー的利益概念は，企業がいぜんと同一の技術的生産能力を

もつ財貨をもって取替をおこたっていくところの「短期間」においてのみ適用

可能であるにすぎず，いぜんと質または種類をことにする財貨が再調達される

さいには，この利益概念は適用不可能とたる。この利益概念のかかる「短期性」

は一もちろん一つのメリットでもあるけれども　　無限あるいは不特定の長

期間にわたる企業寿命の存続を仮定するところの「継続事業」の公準とまった

く矛盾する，といわなければならない。

　（2）ケルトマツヒャー的利益概念は，投機目的で保有されている財には有意義

に適用されえないのであるが，この利益概念のもつかかる「部分性」は　　一

つのメリットでもあるけれども　　会計の記録・計算がおこなわれるへき対象

範囲を画定するところの「企業実体」の公準と矛盾するであろう。なぜたら，
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この公準は，当該企業実体の内部にふくまれる諸財貨および諸活動の「すべ

て」を会計的に把握することを要求するにもかかわらずかかる企業実体（すな

わち「企業一経営的諸財および役務ならびに一群のひとびとの集合体一の

　　　（7〕
一単位」）にあきらかにふくまれているところの投機的財貨にたいしては時価

主義にもとづく利益概念は有意義には適用されえないからである。

　（3）ケルトマツヒャr的な利益概念は「経営内的」な現実のみをうつし出そう

とするものであり，企業と出資者とのあいだに存する制度的関係を反映してい

ないゆえに，つぎの意味において「継続事業」の公準とまったく矛盾する。つ

まり，「継続事業の公準」にしたがうと，企業は無限に（またはある不特定の

長期間にわたって）存続していくものとみなされ，「それゆえ，企業の諸資産

はその取得のときに予定された一般的な用途にたいして引き続き効用を有する

ものと期待され，またその諸負債は満期時に償還されるものと予定されてい
・㈹
る「（上点引用者）のであるが，価格下落時において時価主義にもとづく損益

計算はかかる負債名目額を原理的に維持しえないのであるから，そのいみにお

いて時価主義にもとづく利益概念は「継続事業」の公準と根本的，原理的に矛

盾するのである。この公準と両立するがためには，出資者から託された貨幣資金

を損益計算をつうじて維持するための方策がたてられていなければならない。

　以上の考察からあきらかになったように，ケルトマツヒャー的な時価主義利

益概念は，その短期的・部分的・経営内的・現実適合性という特質のゆえに，

損益計算における唯一にして独立的な利益概念としてもちいることは会計公準

論的にみて不可能である。

（7）Ame・i・㎜A㏄o㎜t㎞g　AssOciat三㎝，op．c｛t一，p－2，中島省吾訳編，前掲書，p1130一

（8）American　A㏄omti㎎Association，A㏄o㎜ting　and　Reporti㎎Stand酊ds　for　C岬。・

　　蝸te　Fin㎜cial　Statements，1957Revision，in：Acco㎜ting　a皿d　Repoれing　St㎜d目rds

　　｛or　Co㎎orate　Financia1Statements　and　Preceding　Statements　alld　SupPlements，

　　Madi・on，Wi・・on・in，p．2．（中島省吾訳編，増訂A．A．A一会計原則，中央経済社，

　　昭和39年，131頁）。
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